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序　章　研究課題と分析の視点

序.1　問題意識と研究課題

米国では, 1933年の証券法と1934年の証券取引法によって,証券取引委

員会(SecuritiesandExchange Commission :以下, SECと略称)が1934

年に設立された(Zeff【1972】p.129)0 SECは, 1938年に会計連続通牒第4号

『財務諸表に関する指導方針』 (cf.SEC【1938】)を公表し,会計原則を設定す

る権限は, SECから米国会計士協会(Americanlnstitute of Accountants :

以下, AIAと略称)に委譲された(Milleretal. 【2016]p.16:邦訳【2017]31

-32頁) 1)0 AIAは,これに対応するために, 1938年に会計手続委員会

(Committee onAccountingProcedures :以下, CAPと略称) 2)の組織を拡

大し(AIA[1938】p.93), CAPに｢会計原則に関する公式見解｣を公表する

権限を与えた(StoreyandStorey [1998】p.15 :邦訳【2001】 25頁3))｡

CAPは, ｢個々の問題ごとに(problem･by-problem)｣解決を図るアプロー

チ4)を用いて会計原則を作成することを決定した(StoreyandStorey[1998]

p.18:邦訳[2001]28頁)｡ところが, CAPには,会計原則における｢過度の柔

軟性(unduenexibility)｣と｢過剰な選択肢(toomanyalternative)｣に関

する批判が,会計専門家の内外から向けられた(Hicks[1969]p.56) 5)｡ま

た, CAPの後身である会計原則審議会(AccountingPrinciplesBoard :以

下, APBと略称)に対しては, CAPと同様, ｢会計原則の基礎としての基本

1)これに関しては, Armstrong【1969】pp.46-47,広瀬【1995]93頁,椛田

【2001193頁および津守【2002]64頁も参照｡
2)AIAは, 1933年に会計原則開発特別委員会(SpecialCommitteeonthe

Development of Accounting Principles)を設置し, 1936年にこれをCAP

と改名した(Zeff【1972】pp.126, 134)｡

3)日本語訳に関しては,一部分,邦訳と異なる場合もある｡以下同じ｡

4)このようなアプローチは, ｢『ピースミール』･アプローチ("piecemeal"

approach)｣または｢ケース･バイ･ケース･アプローチ(case-by･case

approach)｣と称されている｡このアプローチは, ｢実用的(practical)｣で

あり,問題に直面する会計実務に対して即座に役立っ一方, ｢包括的な問

題｣を解決するには相当疑わしく,複数の｢選択的〔会計〕処理｣が認めら

れるようになった(Storey【1964b]p.49)と指摘されている｡
5)これに関しては,千代田【2014】80頁も参照｡
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的原理｣を発展させず, ｢目先の問題ばかりに対応する｣姿勢に対して批判が

向けられた(AAA【19711p.611)｡

このような批判に対応するため,米国公認会計士協会(Americanlnstitute

of Certified PublicAccountants:以下, AICPAと略称)は, 1971年に｢2

つのスタディ･グループ｣を設立した(ZefH1972】p.225) 6)｡その一つであ

るRobertM.Truebloodを委員長とする｢目的に関するスタディ･グループ｣

(以下, Trueblood委員会と略称)は, ｢財務諸表の目的｣をより明確にする

ことを｢主目的｣として設立された(AICPA【1973】p.67:邦訳【1976191頁)

7)｡ Trueblood委員会は,一連の議論を踏まえて, 1973年にその報告書である

『財務諸表の目的』 (cf.AICPA【1973])を公表している8)0

その後,財務会計基準審議会(FirrancialAccounting Standards Board :以

下, FASBと略称)は, ｢異なる会計規則の数｣を減らし, ｢概念的アプロー

チ｣に基づく｢基準設定｣に取り組むために, ｢単一の整理された概念群(a

single setofcoordinatedconcepts)｣を制定することを決定した(Schuetze

【1983】pp.256,257) 9)0 FASBは, 1973年から概念フレームワーク･プロジ

ェクトを最初の議題に組み入れ(Milleretal. 【2016】p.77 :邦訳【2017】105

6) cf.Storey and Storey 【1998】 p.44 :邦訳【2001】62頁｡

7)もう一つのFrancis M.Wheatを委員長とする｢会計原則の設定｣に関する

スタディ･グループは, 1972年にFASBの設立等を提唱した報告書を公表

した(AICPA【1972】 pp.1, 8.cf.Zeff【19721 p.225)｡この提案を受けて,

FASBが, 1973年に設立された｡
8)Trueblood報告書(1973年)に関しては,椛田【2018C】と椛田【2019b】を参

照｡
9)元FASBのボード･メンバーであるOscar S.Gelleinは, CAPとAPBの

経験を踏まえて, ｢財務報告に関する整理された概念のない基準設定機関｣
は, ｢嵐の中で碇を持たない船｣のようなものであり,基準設定機関は, ｢財

務会計の問題に関するある解決策｣が他の解決策よりも優れているかどうか
を判断するための｢道筋と手段(direction and means)｣を提供する｢概念

的基礎(eonceptualunderpinning)｣がなければ,その任務を遂行できな

いと指摘した(Gellein【1986]pp.10, 12, 13.これに関しては,広瀬【1995]48

頁も参照)｡また,元SEC委員長であるHarold M.Williamsは, ｢概念的

アプローチ｣が失敗すればFASBも失敗するだろうと1983年に発言してお

り(Kripke【1989】p.10.これに関しては,広瀬【1995148頁も参照), ｢FASB

の失敗｣は,必然的に｢議会による直接統制｣に繋がるとみなされていた

(Dyckman【1988】p.12.これに関しては,広瀬【1995】 48頁も参照)｡
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頁),その成果として, FASBは, 2000年までに7つの財務会計概念書(以

下, SFACと略称)を公表してきた｡

ところが, Enron社とWorldcom社による大型の会計不正10)が, 2001年か

ら2002年にかけて発覚し,これに対応するために,米国議会は, 2002年

に, ｢重要な改革法案｣ (MillerandPashkoff【2002】 p.33) ll)である

Sarbanes･0Ⅹley法(House of Representatives 【2002e] :以下, SOX法と略

称)を制定した12)｡ SOX法(2002年)第108条(d)項は, SECに｢原則主

義に基づく会計制度｣の研究を命じ(House of Representatives 【2002e】

SEC.108(a):邦訳【2007】37頁) 13), SECは, SOX法(2002年)での規定を

受けて, 2003年に『2002年Sarbanes-0Ⅹley法第108条(d)項に基づく米

国財務報告制度による原則主義会計の採用に関する研究』 (SEC 【2003b] :以

下, 『SEC研究』と略称)を公表した14)0

『SEC研究』 (2003年)は, ｢原則主義的または目的志向型｣会計基準の開

発を強調し,会計基準が｢改善された一貫して適用される概念フレームワー

ク｣に基づくべきであると指摘している(SEC 【2003b]Executive Summary.

原文下線)0 『SEC研究』 (2003年)に対して, FASBは, 2004年に『原則主

義的会計制度の採用に関するSEC研究に対するFASBの回答』 (FASB

【2004]:以下, 『FASB回答』と略称)を公表した15)0 『FASB回答』 (2004

10)米国エネルギー大手であったEnron社は,経営陣の指示による巨額な粉飾

決算の結果, 2001年12月に経営破綻した｡また, Worldcom社も, 2002

年7月に経営被綻し,後に経営陣による粉飾決算が明らかになった(鎌田
【2004】127, 128, 135頁)0

ll) cf.Wolk et al. 【2013] p.89.

12)SOX法(2002年)の正式名称は, ｢証券諸法に準拠し,かつその他の目的

のために行われる企業開示の正確性と信頼性を向上させることで投資家を保

護するための法律(AnAct to Protect lnvestors by Improving the

Accuracy and Reliability of Corporate Disclosures Made Pursuant to the

Securities Laws, and for OtherPurposes)｣である(House of

Representatives 【2002e】 p.116 STAで. 745 :邦訳【2007】1頁)｡これに関し

ては,杉本【2009】82頁脚注13も参照｡
13)SOX法(2002年)第108条に関しては,津守【2008】,杉本【2009】および

椛田【2013】を参照｡
14) 『SEC研究』 (2003年)に関しては,津守【2008】,杉本【2009],古賀

【2010】および椛田【2013】を参照｡
15) 『FASB回答』 (2004年)に関しては,津守【2008】と椛田【2013】を参照｡

3



午)は, 『SEC研究』 (2003年)の｢勧告｣を受け入れ, ｢目的志向型〔会

計〕基準｣の開発と｢概念フレームワークの欠陥｣ -の対処を表明している

(FASB 【2004] p.1)0

このような動きを踏まえて, FASBと国際会計基準審議会(International

AccountingStandardsBoard:以下, IASBと略称)は, 2004年から｢共通

の概念フレームワークを開発するための共同プロジェクト｣に着手した

(FASAC【2004b】p.1)｡その後, FASBは, 2006年の『予備的見解　財務報

告のための概念フレームワーク:財務報告の目的と意思決定に有用な財務報告

情報の質的特性』 (FASB[2006a】:以下, 『予備的見解』と略称)と2008年の

『公開草案　財務報告のための概念フレームワーク:財務報告の目的と意思決

定に有用な財務報告情報の質的特性と制約』 (FASB【2008] :以下, 『ED:概

念』と略称)を経て, 2010年にIASBと共同で開発したSFAC第8号『財務

報告のための概念フレームワーク』 (FASB【2010】)を公表した｡

SFAC第8号(2010年)は, FASBが1978年に公表したSFAC第1号『営

利企業の財務報告の基本目的』 (FASB【1978b])と, 1980年に公表したSFAC

第2号『会計情報の質的特性』 (FASB【1980】)の内容を改訂した｡ SFAC第8

号(2010年)は,財務報告の目的に関して, ｢受諾着任という用語(the term

stewaz･dshl'p)を使用しないこと｣を決定し(FASB l2010】 para.BCl.28.斜体

原文),意思決定･有用性目的に一本化した(椛田【2019C]55頁) 16)｡

さらに, SFAC第8号(2010年)は,財務報告の目的の改訂と連動して,

財務情報の質的特性に関して, ｢ 5/汐題`倉鐙と,Lfl二者/5:表穿(Z･elevanceand

fal'thfulrepresentatl'on)｣という2つの｢基本的な質的特性(fundamental

qualitative characteristics)｣を規定し,従来の｢窟粛燈(rel)'abl'll'ty)｣を忠

実な表現に置き換えた(FASB 【20101paras.QC5,BC3.19.斜体原文) 17)｡信

頼性を忠実な表現に置き換えたことは, ｢5βク適合燈とfpf粛燈の間のF i--

16)これに関しては, Whittington 【2008a] pp.143･145,津守【20121 21-23頁

および椛田[2014】117頁も参照｡
17)椛田【2021b】では,経済の金融化とSFAC第8号(2010年)の関係を分析

している｡
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声. ･オフ(a tz･ade-oLfbetween z･elevance and rell'abl'll'ty)｣を排除すること

に結びつく(Whittington 【2008a】 p.146.斜体原文)と指摘されている｡

また,忠実な表現は, ｢完全で,早_迂βクで, j#謬がない(complete, neutral,

and fz･eefz･om error)｣という｢3つの特性｣から構成されており,特に,完

全性の中には, ｢当初原価(originalcost)｣のみならず, ｢公正価値(fair

value)｣の記述も含まれており(FASB 【20101paras.QC12, QC13.原文斜

体),公正価値の拡大に繋がるという問題が指摘される18)｡これが,本研究の

問題意識である｡

本研究の課題は,このような現状認識と問題意識に基づき, FASBのSFAC

-特に目的適合性,信頼性および忠実な表現の質的特性-の形成過程を解明す

ることである｡したがって, FASBとIASBのコンバージェンス問題は,最小

限度にとどめ, 2004年からのFASBとIASBの共通の概念フレームワークを

開発するための共同プロジェクトに対するIASBの影響に関しては,深く立ち

入らない｡

序.2　分析の視点

Milleretal.は, ｢ボ声ムアップ(bottom-up)｣ ･アプローチと｢声ノブダタ

ン(top-down)｣･アプローチという2つの概念フレームワークを形成するア

プローチを示している19)｡ボトムアップ･アプローチとは, ｢L,-=E遜βクな〔概

念〕フレームワーク｣を構築するための｢基本的なアプローチ｣であり,まず

会計実務家が何を行っているのかを吟味することから始まり,次に｢より抽象

度の高い段階〔一般的概念〕｣を生み出す方法である｡ボトムアップ･アプロ

ーチは, ｢頗新府｣アプローチとも表現される(Milleretal.【20161pp.78,

80:邦訳【2017】106, 109頁,斜体原文)｡

18)このような問題は, Gore andZimmerman [2007】 p.34, Whittington

【2008a】 p.146, 0'Brien 【2009】 p.269および高須【2014]138, 139頁も指摘

している｡これに関しては,岩崎【2011]32-34頁と椛田【2021b150頁も参

昭
ノいヽ 0

19)椛田[2021a】では,ボトムアップ･アプローチとトップダウン･アプローチ

に焦点を当てながら, 1970年代から1980年代までのFASB概念フレーム

ワーク･プロジェクトの変容を分析している｡
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ボトムアップ･アプローチの｢長所｣は, ｢現行実務｣を生み出す｢現実世

界の問題｣を考慮した｢実務的な概念(practicalconcept)｣を明らかにする

ことができる点にある｡しかし,ボトムアップ･アプローチは, ｢現状維持

(statusquo)｣に重きを置くため,会計｢実務｣に｢変化｣をもたらさな

い｡したがって, ｢会計監査人と作成者〔企業〕｣は,ボトムアップ･アプロー

チを選好するが,会計｢実務｣に改善が必要であると考える人々にとっては,

｢不都合な｣ものである(Milleretal. 【2016】pp.78179:邦訳【2017]106-

107頁)と考えられている｡

トップダウン･アプローチとは, ｢規範的な概念フレームワーク｣を構築す

るためのアプローチであり,まず｢少数の一般的概念｣から出発して,会計

｢実務｣で何がなされるべきかについて明らかにしようとする方法である｡ト

ップダウン･アプローチは, ｢窟犀βクまたは虜彪▲βク｣アプローチとも表現され

る｡トップダウン･アプローチは, ｢現行実務｣の中で改善することができる

領域を明らかにする際に役立つという｢長所｣を備えている｡また, ｢トップ

ダウン･アプローチが持つもう一つの長所｣は,既存の｢実務｣を考慮する必

要がなく, ｢実務｣を支持し続けなければならないという制約を受ける必要が

ない点にある｡しかし,現行実務に｢大きな変化｣をもたらしたくないと望ん

でいる人々は,トップダウン･アプローチを好まない(Milleretal.【2016】

pp.80･82:邦訳【2017】 109-110頁,斜体原文)と考えられている｡

ここで明らかなように,概念フレームワークの形成には,ボトムアップ･ア

プローチとトップダウン･アプローチという　2つのアプローチが用いられて

いる｡一方のボトムアップ･アプローチは,実務を吟味して一般的概念を導き

出す記述的･帰納的な方法であり,現状維持を望む会計監査人と企業には支持

されるが,会計実務に変化をもたらさず,実務の改善が必要と考える人には支

持されない｡他方のトップダウン･アプローチは,少数の一般的概念から出発

して,会計実務において何がなされるべきかについて明らかにしようとする規

範的･演樺的な方法であり,会計実務の改善に役立ち,実務の改善が必要と考

える人には支持されるが,現状維持を望む会計監査人と企業には支持されな

い｡
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このような分析の視点-トップダウン･アプローチとボトムアップ･アプロ

ーチーを踏まえて, ｢因果関係の解明｣ (保城【2015】48頁) 20)を目指す本研究

では,まずSFAC第2号(1980年)とSFAC第8号(2010年)を因果関係

における結果としてとらえる｡そして,その結果を生み出す複数の原因として

は,公開草案等とそれに対するコメント･レターという外部の要因と,対立す

るボード･メンバー内部の諸見解という内部の要因がある21)と思われるが,

ここでは, FASBの公開性に関わる仕組みの1つであるコメント･レターとい

うプロセス22)に注目して,複数の原因の分析対象を,デュー･プロセスの公

開性に関わる外部の要因に限定している｡

20)これに関して,保城(国際関係学者)は, ｢科学的『説明』という概念｣

を,第1に｢因果関係の解明｣,第2に｢理論の統合｣および第3に｢ある

状態や性質の記述･描写｣に分類している｡ここで,保城は,第1の概念
としての｢因果関係の解明｣ - ｢因果説｣と,第3の概念としての｢ある

状態や性質の記述･描写｣ - ｢記述説｣を最も重視している(保城【20151

48頁)｡このように,保城は,科学的に説明するためには｢因果関係の解

明｣ - ｢因果説｣を最も重要なものの1つとして位置づけている｡また,

斎藤は, ｢経験科学〔- ｢経験的な事実を対象とする科学｣ (下中編【19711

392頁)〕の命題は,経験的に観察される事象間の関係(因果関係)を,普

遍的な規則性として記述するもの｣であるとした上で, ｢その点は〔会計基

準という〕規範に関する研究の分野についても同じ｣であり, ｢規範を対象

化して,それらがなぜ一般に認められたのか｣を｢解明しようとするもので

ある限り,因果〔関係〕の解明という経験科学一般の性格を共有するほかは
ない｣ (斎藤【2019]2, 3頁)と指摘している｡このように,斎藤は,会計基

準の研究においても,因果関係の解明を最も重要なものとして位置づけてい
る｡

21)これに関して,椛田【2021a】では, FASBボード･メンバー内部の対立と妥

協に焦点を当てながら, 1970年代から1980年代までのFASB概念フレー
ムワーク･プロジェクトの変容を分析している｡

22)元FASB委員長のDennisR.Beresfordは, 1993年に, FASBの基準設定

活動において, ｢独立性｣, ｢公開性｣および｢中立性｣に拠って立っ｢3つ

の柱｣を講演会で述べている｡このうち, Beresfordは,公開性に関して,

FASBが行う仕事は, ｢オープンなミーティングを通じて行われており｣,

｢討議される議題に対して興味を持っている人ならば,誰でも参加できる,

というような公開性を持って｣いると述べている｡その上で, FASBは,

｢広範なデュー･プロセスを創り出し｣ており,その一環として,コメン

ト･レターの募集が行われている(べレスフォード,D.R.著･日本公認会計

士協会･COFRI財団邦訳【1993】5-6頁)としている｡したがって,

Beresfordは, FASBに対するコメント･レターを,デュー･プロセスにお

ける公開性に関わる重要なものとして位置づけている｡
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すなわち,本研究の課題は, SFAC第2号(1980年)とSFAC第8号

(2010年)一結果-がいかに形成されたかを解明するために,その複数の原

因となる要素として, 『公開草案　営利企業の財務報告の基本目的と財務諸表

の構成要素』 (FASB【19771:以下, 『ED:目的』と略称)とそれに対するコメ

ント･レター, 『公開草案　質的特性:財務会計と報告政策の選択と評価のた

めの規準』 (FASB【1979】:以下, 『ED:特性』と略称)とそれに対するコメン

ト･レター,上院議会の銀行･住宅･都市問題委員会(以下,上院･銀行委員

会と略称)で2002年に開催された公聴会(United States Senate 【2003aト

【2003b】),上院の投資家保護に関する法案(United States Senate 【2002b] :

以下,上院･保護法案と略称) 23), SOX法(2002年), Norwalk合意

(FASB andIASB 【2002】), 『SEC研究』 (2003年), 『FASB回答』 (2004

午), 『予備的見解』 (2006年)とそれに対するコメント･レターおよび

『ED:概念』 (2008年)を詳細に分析した上で,このような複数の原因を所

与のものとした主要な原因を探り出し, SFAC第2号(1980年)とSFAC第

8号(2010年)の形成過程を解明することである｡

序.3　本研究の構成

本研究における各章での内容は,次の通りである｡

第1章では, SFAC第2号(1980年)に係る公表物のうち,目的適合性と

信頼性に焦点を当てて, 『ED:目的』 (1977年)とそれに対するコメント･レ

ターを分析する｡

第2章では, 『ED:特僅』 (1979年),それに対するコメント･レターおよ

びSFAC第2号(1980年)を分析する｡ここでは,第1章での議論を踏まえ

て,第一義的な質的特性である目的適合性と信頼性のトレード･オフの形成過

程における複数の原因を所与のものとした主要な原因を解明する｡

23)本法案の正式名称は, ｢2002年公開会社会計改革と投資家保護法案

(Public Company Accounting Reform and lnvestor Protection Act of

2002)｣である(United States Senate 【2002b】 p.1)｡
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第3章では, 『予備的見解』 (2006年), 『ED:概念』 (2008年)および

SFAC第8号(2010年)を分析し,その問題点を明らかにする｡

第4章では, 『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターを分析し

た上で,上院･銀行委員会の公聴会(2002年),上院･保護法案(2002年),

SOX法(2002年), Norwalk合意(2002年), 『SEC研究』 (2003年)およ

び『FASB回答』 (2004年)等を分析し,信頼性を忠実な表現に置き換えた複

数の原因を所与のものとした主要な原因と,それを支える制度的基盤を解明す

る｡

終章では,本研究の内容を総括する｡
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第1章　『公開草案　営利企業の財務報告の基本目的と財務諸表の構成要素』

(1977年)に対するコメント･レターの分析

1.1　はじめに

FASBは, 1973年頃から概念フレームワークの開発に着手した｡ FASBは,

質的特性に関係する概念フレームワーク･プロジェクトの取り組みとして,ま

ず1974年に『討議資料　会計と報告のための概念フレームワーク:財務諸表

の目的に関するスタディ･グループ報告書の検討』を公表している｡次に,FASB

は, 1976年に『営利企業の財務諸表の目的に関する暫定的結論』, 『概念フレー

ムワーク･プロジェクトの範囲と意味』および『討議資料　財務会計と財務報

告の概念フレームワーク:財務諸表の構成要素とその測定』(以下,『DM:測定』

と暗称)という　3つの文書を同時に公表しており,その一つである『DM:刺

定』(1976年)には, ｢有用な会計情報の特性｣という章が設けられている｡さ

らに, FASBは, 『ED:目的』 (1977年)と『ED:特僅』 (1979年)を経て,

1980年にSFAC第2号を公表している(FASB 【1980】 paras.146, 147, 149,

152 :邦訳【2002】131-134頁)0

そこで,本章では,目的適合性と信頼性に焦点を当てて, SFAC第2号(1980

午)に係る公表物のうち, 『ED:目的』 (1977年)とそれに対するコメント･

レターの分析を行う｡

1.2　FASB設立当初のアプローチの確認

FASB　は, 1973　年に財務会計基準諮問委員会(Financial Accounting

StandardsAdvisoryCouncil:以下, FASACと略称)等から提案された｢30を

超える題目の一覧｣の中から, ｢7つの専門的議題｣ 1)を最初の議題として選択

1)この時FASBは,外貨建て取引に関する会計,多角化企業による報告,重

要性の決定規準,リース会計,将来損失に関する会計,研究開発費,開業費
および移転費等に関する費用の会計という6つの議題も審議項目に組み入

れている(FASB 【19731p.1)｡
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し,その一つとして, ｢財務報告のための幅広い質的基準(Broad qualitative

standards for financial reporting)｣に関するプロジェクトが,含まれていた

(FASB [1973】 pp.1, 4) 2)｡

質的基準のプロジェクトに関する｢審議会〔FASB〕の当初の意向｣は, ｢形

式にかかわらず,取引または事象の実質(the substance of a transaction or

event)｣を決定する際の手引きを提供する｢質的基準(qualitativestandards)｣,

すなわち｢財務報告における公正な表示のための質的基礎(qualitative basis

for fair presentation in financial reports)｣を開発することであった｡この

｢質的基準｣を開発することが, ｢類似する取引または事象を報告する際の差異

(the differences in the reporting ofsimilar transactions or events)｣を狭

める方法と考えられていた(FASB【1974C]pp.2,3) 3)｡

ところが, FASBは, ｢プロジェクトの範囲｣を,会計｢目的,質的特性およ

び会計情報の利用者の情報要求を含む,財務会計と報告のための完全な概念フ

レームワーク｣を開発するように拡大させた(FASB 【1974a】p.1)｡これは,

Trueblood報告書(1973年)が公表され, FASBに｢非常に重大な影響(very

significant bearing)｣を及ぼした結果, ｢会計目的｣を第1とするという観点

から, ｢FASB　のメンバー｣が, ｢FASB　のプロジェクトの範囲｣を拡大させ,

｢プロジェクトの名称｣も, ｢会計と報告のための概念フレームワーク:目的,

質的特性および要求される情報｣に変更したと当時の　FASB　委員長である

MarshallS.Armstrongが明らかにしている(FASB 【1974C】p.3) 4)0

また, 『DM:測定』 (1976年)は, ｢有用な財務諸表情報の主要な特質｣に

関して,米国会計学会(AmericanAccountingAssociation :以下, AAAと略

称)の『基礎的会計理論』 (cf.AAA【19661), APBステートメント第4号『企

業の財務諸表の基礎をなしている基本概念および会計原則』 (cf.AICPA

【1970】), Tureblood報告書(1973年)および英国の会計基準運営委員会の

『コーポレート･リポート』 (cf.ASSC【1975】)の結論を要約している｡ここ

2)これに関しては, Gore 【1992】p.46, Milleretal. 【2016】p.77 :邦訳

【2017]105頁および椛田【2021a】46頁も参照｡
3)これに関しては,椛田【2020b】45頁も参照｡

4)これに関しては,椛田【2020b】45頁も参照｡
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では, 4つの報告書の結論が｢著しく類似｣しており,特に, ｢目的適合性｣

が, ｢有用な財務諸表情報の質｣の中で｢第一義(primacy)｣であることが広

く認められている(FASB 【1976C】paras.321, 329 :邦訳[19971 217, 222

蛋)と指摘されている｡したがって,設立当初のFASBは,質的特性の中

で,目的適合性を第一義的に位置づけていると推測される｡

このように, FASBは,当初｢作成者指向-『古典的アプローチ』5)に深く関

係すると思われていた会計選択の差異の縮小問題｣に議論を集中させ, ｢利用者

の要求を重視する利用者指向的な発想は,十分に展開されていない｣ようであ

った｡ところが,Trueblood報告書(1973年)が公表されたことを受けて,FASB

は,｢意思決定･有用性アプローチ6)を所与のものとして,会計目的,質的特性,

および利用者の情報要求を主軸に据えた概念フレームワークの開発-急旋回

し｣, ｢利用者指向という発想｣から｢概念フレームワークの設定活動｣が始動

5)AAAは, 1977年に『会計理論及び理論承認』 (以下, 『理論承認』と略称)

を公表した｡ 『理論承認』 (1977年)は,会計理論を｢(1)古典的(『真実利

益』と帰納的)モデル, (2)意思決定･有用性および(3)情報経済学

((1) classical ("true income" and inductive) models; (2) decision

usefulness; and (3) information economics)｣という　3つに区分している

(AAA【1977】p.5:邦訳【1980]9頁)｡古典的アプローチでは, ｢作成者指向

の観点｣ (椛田【2016】35頁)が重視されており, ｢直接的関心の焦点｣が

｢会計実務｣に向けられている(Peasnell【19781p.224)｡また,古典的アプ

ローチは, ｢帰納学派｣と｢規範演鐸学派｣に分類されている｡一方の帰納

学派は, ｢現存する会計実務の主要な構成要素｣を理論的に説明し,ときに
は正当化しており(AAA【1977】p.10:邦訳【1980】22頁), ｢評価基準として

歴史的原価主義｣を採用した(黒津【1980】16頁)｡他方の規範演鐸学派

は, ｢ただ一つの評価基準を用いて測定した利益｣が全ての利用者の要求を

満たすのが理想的であると結論付けており,その点で彼らは, ｢『真実利益』

理論の提唱者(advocatesofa"trueincome"theory)｣と呼ばれた｡また,

規範演樺学派は,会計に対して現在原価もしくは現在価値を表すことを提案
した(AAA【1977】pp.6,7, 10:邦訳【1980】 14, 22頁)0

6)意思決定･有用性アプローチー意思決定モデルーでは, ｢有用性目的(the

usefulnessobjective)｣が明確に認識されており, ｢会計の主たる目的｣

は,企業の財務情報を｢利害関係者｣が意思決定を行う際に利用できるよう

に提供することとされている｡また,意思決定･有用性アプローチでは,
｢財務情報｣は意思決定を行うのに役立つために｢規範的性質｣を持たなけ

ればならず,その具体例として, ｢目的適合性｣と｢信頼性｣等が挙げられ

ている(AAA【1977】pp.10, 13:邦訳[1980]22-23, 28-29頁)｡意思決

定･有用性アプローチでは, ｢利用者指向の観点｣ (椛田【2016】35頁)が重

視されており,研究の直接的関心が会計実務から｢利用者の意思決定の結
果｣に移っている(Peasnell[1978】p.224)｡
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した(椛田【2020b】45, 46頁)｡ここでは, ｢APB時代の作成者指向重視-ケー

ス･バイ･ケース･アプローチの弊害に対峠して｣,トップダウン･アプローチ

のみを重視した｢概念フレームワークの形成を構想していたものと推測される｡｣

(椛田【2021a】56頁)

ここで明らかなように, FASBは, Trueblood報告書(1973年)から大き

な影響を受けた結果,意思決定･有用性アプローチを所与のものとして,会計

目的,質的特性および利用者の情報要求を主軸に据えた概念フレームワークの

開発に着手した｡ここでは,ケース･バイ･ケース･アプローチの弊害に対峠

して,トップダウン･アプローチのみを重視した概念フレームワークの形成を

構想していたと推測される｡また, 『DM:測定』 (1976年)は, Trueblood報

告書(1973年)等の結論を踏まえて,目的適合性が,有用な財務諸表情報の

質の中で第一義的であることが広く認められていると指摘している｡したがっ

て,設立当初のFASBは,トップダウン･アプローチに基づいた意思決定･

有用性と利用者指向の観点から,概念フレームワークの形成を構想し,質的特

性に関して,目的適合性を第一義的に位置づけていると推測される｡

1.3　『公開草案　営利企業の財務報告の基本目的と財務諸表の構成要素』

(1977年)の提案

FASBは, ｢営利企業による一般目的外部財務報告の目的と営利企業の財務

諸表の構成要素(資産,負債,収益および費用等)｣を規定するために『ED:

目的』 (1977年)を公表した(FASB【1977】para.1)｡この『ED:目的』

(1977年)には, ｢『財務情報を有用にする特性または質』のいくつかに関す

るごく簡潔な議論｣も記載されている(FASB 【19801para.149:邦訳【2002】

133頁)｡

まず, 『ED:目的』 (1977年)では,財務報告の目的が｢より一般的で抽象

的なものからより具体的で明確なもの-と(fromthe more generaland

abstracttothe more specific andconcrete)｣展開されている｡財務報告の目

的は, ｢投資意思決定と与信意思決定｣に有用な情報に幅広く焦点を合わせる

ことから始まり,それから｢営利企業-の投資または貸付｣を行うことによっ
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て受領する現金の見込額と,これらの見込額とその企業にとっての現金受領見

込額との関係という｢投資家と債権者の主要な関心｣に焦点を絞っている｡最

後に,財務報告の目的は, ｢企業の財務業績の測定｣を含めて, ｢企業の見通

し｣を評価する際に有用な｢企業の資源,債務およびそれらの変動に関する情

報｣の提供に焦点を合わせている(FASB 【1977】para.22)｡

このような『ED:目的』 (1977年)における財務報告の目的は, ｢財務諸表

の構成要素の定義｣を導き出すとともに, ｢有用な財務情報の質的特性｣に焦

点を合わせている｡ 『ED:目的』 (1977年)は,財務報告がその目的の達成度

とそれを達成する方法に影響を与える｢いくつかの特性と限界｣を伴いつつ,

｢特定の種類の情報｣を提供すると指摘する｡ところが,情報を有用なものと

する｢特定の『質的特性』｣は,財務報告によって提供される情報において必

ずしも｢固有なもの｣ではないため,これらの特性を情報に吹き込むために,

｢意識的な取り組み｣が必要とされている(FASB【19771paras.67,75)｡そ

の上で, 『ED:目的』 (1977年)は,質的特性について,次のように述べてい

る｡

｢投資と与信の意思決定を行う投資家と債権者｣にとって,財務情報を有用

なものにする｢一組の特性または質｣を説明するために, ｢様々な名称｣が,

使用されている｡ Trueblood報告書(1973年)が示した質的特性は,目的適

合性と重要性,実質優先7),信頼性,不偏性,比較可能性,一貫性および理解

可能性という｢典型的な一覧｣を設けている｡他の特質には,通常, ｢適時

性,検証可能性,中立性,客観性および代表性(representativeness)｣が含

まれる｡ ｢目的適合性と信頼性｣は,一般的に説明されている質的特性の中で

｢最も基本的(the mostfundamental)｣であり, ｢他の特性の多く｣は,お

そらくそのどちらか一方と関係する(FASB【19771paras.69,70)｡ここで

は,財務情報を有用なものにする質的特性が示されているが,特に目的適合性

と信頼性を最も基本的なものとして位置づけている｡このうち,トップダウ

7)Trueblood報告書(1973年)は,報告の質的特性として, ｢形式と実質

(FormandSubstance)｣ (AICPA【1973】 p.57 :邦訳【1976】74頁)を挙げ

ているが, 『ED:目的』 (1977年)では, ｢実質優先(substance over

form)｣ (FASB 【1977】para.69)と表記されている｡
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ン･アプローチでは,目的適合性が重視され,ボトムアップ･アプローチで

は,信頼性が重視されるものと推測される8)｡

そして, ｢目的適合性と信頼性の両方｣は, ｢非常に基本的なもの(so

fundamental)｣であるため,情報が有用であるためには,少なくともそれぞ

れが最低水準で不可欠とされる｡ ｢目的適合的ではない情報は有用ではなく,

信頼できない情報も同様である｣ため, ｢財務報告の目的｣が何であろうとか

かわらず,目的適合性と信頼性は, ｢不可欠な財務情報の質的特性｣とされて

いる｡このように, 『ED:目的』 (1977年)では,簡潔ながら質的特性に関す

る議論が記載されているが,質的特性に関するさらなる議論は, ｢概念フレー

ムワーク･プロジェクトの別の段階｣の任務として残された(FASB【19771

par礼s.71, 75)0

ここで明らかなように, 『ED:目的』 (1977年)は,財務報告の目的と財務

諸表の構成要素の定義に関する公開草案であったが,質的特性に関しても簡潔

ながら議論されている｡設立当初のFASBは,トップダウン･アプローチに

基づいた意思決定･有用性と利用者指向の観点から,概念フレームワークの形

成を構想し,質的特性に関して,目的適合性を第一義的に位置づけていると推

測されるが, 『ED:目的』 (1977年)では,目的適合性-トップダウン･アプ

ローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-が,質的特性の中で

最も基本的なものにそれぞれ位置づけられるように変容している｡ただし,質

的特性に関するそれ以上の具体的な議論は,先送りにされている｡

1.4　『公開草案　営利企業の財務報告の基本目的と財務諸表の構成要素』

(1977年)に対するコメント･レターの分析

1.4.1  『ED:目的』 (1977年)に対するコメント･レターの分析

8)これに関して,椛田は, SFAC第2号(1980年)の目的適合性が,トップ

ダウン･アプローチを重視し,信頼性が,ボトムアップ･アプローチを重視

している(椛田【2021a152頁)と指摘している｡
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本項では, FASBが受け取った『ED:目的』 (1977年)に対する136の個

人,企業および機関からのコメント･レター9)を具体的に分析していくが,そ

れに先立ち, FASBにコメント･レターを投稿した個人,企業および機関の名

称を図表1.1に示しておく｡

図表1.1 『ED:目的』 (1977年)に対するコメント･レターの投稿者の

名称と職種

番号 ｨﾖX,ﾉkﾈ投稿者の職種 ĀĀĀĀ

1 幡網r6W&覲会計士 ĀĀĀ

2 芳觚認f萌6研究者  ĀĀĀ

UniVersityofChicagoGraduateSchoolofBusiness 

3 ﾆ&W'EW"産業界 ĀĀĀĀĀĀ

ThiokolCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

4 認ﾆEf跏会計士  ĀĀĀĀ

ElmerFoX,Westheimer&Co. 

5 蒜Fb腱Tﾖ&6政府機関 ĀĀĀĀ

5A 認W'FﾖV蹠6F&ﾗ壇f6RĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

6 ﾆﾄFVfﾆ妨6R会計士 ĀĀĀĀ

7 磐'F紋｢蛆ﾆﾆ友ﾖ研究者 ĀĀĀ

YaleSchoolofOrganizationandManagement 

8 噺V跏WF葷B研究者 ĀĀĀ

FloridaⅠnternationalUniVersity 

9 &Ef誚W&ﾖVW'66研究者 ĀĀĀĀĀ

UniVersityofRhodeⅠsland 

9)SFAC第2号(1980年)は, 『ED:目的』 (1977年)に対して, 135通の

コメント･レターが提出された(FASB【1980】para.149:邦訳【2002】133

頁)と述べているが,そのパブリック･レコードでは, 136の個人,企業お

よび団体からコメント･レターを受け取ったことが示されている(FASB

l1978a]pp.51164)｡なお,コメント･レター124番と124A番は,提出者名

が異なるが,どちらもACIPAから提出されている(FASB【1978a】pp.566-

576)ため,同一組織からの提出として扱う｡
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10 &HuBVﾇ6R産業界 ĀĀĀĀĀ

McCormick&Company,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

ll 夫ﾇFW$ｲﾆﾖW"産業界 ĀĀĀĀ

KaiserFoundationHealthPlan,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

12 VW$｢葷'F問会計士協会 ĀĀĀĀĀTheRhodeⅠslandSocietyofCPAsCommitteetoRespond 

toAⅠCPAandFASBEXposureDrafts 

13 牌W&vTﾄvVﾖ産業界 ĀĀĀ

13A d4F柳(作成者)  ĀĀĀĀĀĀ

14 陪&DﾂGVv'B政府機関 ĀĀĀĀĀ

AssociationofGoVernmentAccountants 

15 幡蚌腱w6研究者 ĀĀĀĀ

VirginiaCommonwealthUniVersity 

16 幡膤荼W妨2会計士 ĀĀ

17 茲菷W6R産業界 ĀĀĀ

MobilCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

18 箸膤襾2その他 ĀĀĀ

19 牌W&ﾆD葷4Vﾇ&会計士協会 ĀĀĀĀTheOregonSocietyofCertifiedPublicAccountants 

AccountingandAuditingProceduresCommittee 

20 箸葷FvW'研究者 ĀĀĀĀ

FloridaAtlanticUniVersity 

21 W'Dﾄw&-会計士協会 ĀĀĀĀNewYorkStateSocietyofCertifiedPublicAccounting 

FinancialAccountingStandardsCommittee 

22 幡荼Vﾆﾇ会計士協会 ĀĀĀNewJerseySocietyofCertifiedPublicAccountants 

AccountingandAuditingStandardsCommittee 

17



23 磐'F門bﾆｦ産業界 (作成者) ĀĀĀĀNationalAssociationofAccountantsManagement 

AccountingPracticeSCommittee 

24 犯w&VTﾒ菷研究者 ĀĀĀĀĀ

UniVersityofNewHaVen 

25 &ﾆW42艷FVﾂ産業界 (作成者) ĀĀĀĀĀĀFinancialEXecutiVesⅠnstituteCommitteeonCorporate 

Reporting 

26 磐Vﾄb蘿&VF研究者 ĀĀĀĀĀĀ

MassachusettsⅠnstituteofTechnology 

27 茲V觚VR研究者  ĀĀĀĀ

UniVersityofNatal 

28 &ｶW$2WFW&ﾖ産業界 ĀĀĀĀĀ

PublicSerViceElectric&GasCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

29 艪蛆免ﾆ産業界 ĀĀĀ

Kraft,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

30 瓶薈VvW"産業界 ĀĀĀ

ArmcoSteelCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

31 狽荐耗6fVﾇ研究者 ĀĀ

31A 彦V謨fW'6宥柳eFU6D&ﾆ匁wFĀĀĀĀĀĀ

32 B葷47WF6産業界 ĀĀĀĀĀ

RoyalDutch/ShellGroupofCompanies 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

33 臙GF6"会計士協会  ĀĀĀĀMissourSocietyofCPAsAccounting&AuditingProcedures 

Committee 

34 W'FW$｢薈問銀行 ĀĀĀ

ManufacturersHanoVerCorporation 

35 箸蚌荼V跏匁r産業界 Ā

CaterpillarTractorCo. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ
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36 Vﾅ"薑&会計士 ĀĀĀĀ

37 ﾗVVﾄゆ&ﾆﾆﾒﾄｧ"銀行 ĀĀĀĀĀ

FⅠDELCOR,Ⅰnc. 

38 Vﾄ"蚌葷免ﾆW"研究者 ĀĀĀ

TheUniVersityofUtah 

39 燃茣ﾖ友産業界 ĀĀ

GeneralMills,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

40 幡ﾖW4"薈ﾖ2政府機関 ĀĀĀĀ

ⅠnterstateCommerceCommission 

41 蓙F産業界 譙諆⁅ĀĀĀ

ⅠnternationalBusinessMachinesCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

42 &UvFW&W6Rd6会計事務所 ĀĀĀĀĀĀ

43 牌VfW'葫W'∫産業界 ĀĀĀĀ

Esmark,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

44 瓶菷R産業界 ĀĀĀ

TeXaco,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

45 幡��"���vR�研究者 H.PaulHooper 

TulaneUniVersity 

46 �"脾荐��6��産業界 

VirglniaElectricandPowerCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

47 '&ﾔﾒF誚W"ﾖ4RｶW"法律家 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀAmericanBarAssociationCommitteeonCorporateLaw 

andAccounting 

48 箸���&ﾆ��"�産業界 

FarmlandⅠndustries,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

49 'FⅣ$襷W'6V稘6会計事務所 ĀĀĀĀ

50 陪%fW秒舳WGG'墜ｧ"産業界 ĀĀ

TimesMirrorCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ
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51 磐W&ﾆTR舸免ﾆ襭産業界 ĀĀ

PittsburghNationalCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

52 波&豢f7FW"ﾄｧ"銀行 ĀĀĀ

J.P.Morgan&Co.,Ⅰncorporated 

53 埜&BdW&B会計事務所 ĀĀĀ

54 WFW$6誡ﾆWFﾂ研究者 ĀĀĀĀ

MichiganStateUniVersity 

55 &Eﾆ6ｲ産業界 諆⁅ĀĀĀĀĀĀĀ

PhilipMorris,Ⅰncorporated 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

56 紐茲菷Vtw&誚R産業界 ĀĀ

EXXonCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

57 箸舸&F産業界 ĀĀĀĀ

ⅠnternationalHarVester 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

58 蔔&&V産業界 ĀĀĀ

CumminsEnglneCompany,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

59 夫免ﾆﾔ2腱V蹌会計士協会 ĀĀColoradoSocietyofCPAsAccountingandAuditing 

ProceduresCommittee 

60 巴W'G2産業界 ĀĀĀĀ

EatonCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

61 幡W葷47VR産業界 ĀĀĀĀ

HospitalFinancialManagementAssociation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

62 W'Dﾒ蛆&ﾖW"会計士協会 ĀĀĀĀ

ⅠllioisCPASocietyCommitteeonAccountingPrinciples 

63 瓶薈W'7G&産業界 ĀĀĀ

PeoplesGasCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

64 �"脾�&V�6ﾖ���産業界 

AmericanCyanamidCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ
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65 夫免ﾆﾕ"F蒙'B産業界 ĀĀĀĀ

DukePowerCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

66 脾膩&&B産業界 ĀĀĀ

MinnesotaMiningandManufacturingCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

67 ﾆW4ゆﾖFvW'銀行 ĀĀĀĀĀ

FirstChicagoCorporation 

68 W'D2鑾G6&銀行 ĀĀĀĀ

BankAdministrationⅠnstituteAccountingCommission 

69 狽膤臟鵡6R産業界 Ā

Rockwe11Ⅰnternational 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

70 箸葷6産業界 ĀĀĀ

MarathonOilCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

71 瓶蚌&産業界  ĀĀ

AmericanTelephone&TelegraphCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

72 瓶艪腱v'G墜ｧ"銀行 ĀĀĀ

NCNBCorporation 

73 幡ﾖW4b菷W'銀行 ĀĀĀ

PhiladelphiaNationalCorporation 

74 牌'板腱W産業界 ĀĀĀĀ

TransamericaCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

75 背&6Ub腱免ﾆ匁vﾒ産業界 ĀĀĀ

AmericanPaperⅠnstitute,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

76 犯b菷V産業界  ĀĀĀ

AmericanCouncilofLifeⅠnsurance 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

77 蒙DｷW&ﾆ襷W"政府機関 ĀĀĀĀĀ

CiVilAeronauticsBoardBureauofAccounts&Statistics 

78 葢臠&宥｢産業界 ĀĀ

SouthernNaturalResources,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ
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79 犯Vﾆ襴2'W76銀行 ĀĀĀĀ

BankAmericaCorporation 

80 稗薈'6V産業界 ĀĀĀ

GeneralElectricCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

81 萪菷r産業界 ĀĀĀ

GeneralMotorsCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

82 VBﾄﾖ'vｲﾄﾖ友6ﾆﾂd6会計事務所 ĀĀĀĀĀĀĀ

83 排腱f胞v6ﾆW産業界 ĀĀĀ

SouthernCaliforniaGasCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

84 &ﾆW5FW"産業界 ĀĀĀĀ

AMAX,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

85 箸菷VTﾆVF&WGFW"産業界 Ā

LukensSteelCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

86 W'Eb蛆FFV産業界 ĀĀĀĀ

ConsolidatedRailCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

87 彦ﾖ4"臟Vﾇ2産業界 ĀĀĀĀ

NationalElectricalManufacturersAssociation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

88 蒜Fゆ'&産業界  ĀĀĀ

StandardOilCompany(Ⅰndiana) 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

89 認f胞2腱f妨2銀行 ĀĀĀ

U.S.Bancorp 

90 膤蓙襭産業界 ⁅ĀĀĀ

E.Ⅰ.duPontdeNemours&CompanyⅠncorporated 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

91 W'DR荼W"産業界 ĀĀĀĀĀ

MarriottCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

92 W'Dr膰7ﾆR産業界 ĀĀĀĀ

AEtnaLifeⅠnsuranceCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

93 彦6&2d6会計事務所 ĀĀĀĀĀ
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94 彦ﾖ4葫W'∫産業界 (作成者) ĀĀĀĀĀTheBusinessRoundtableTaskForceonAccounting 

Principles 

95 ��蹤�逕｢�6�&�F匁��産業界 

ⅠNCOLimited 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

96 &ﾆW5B螯ﾆFｶ研究者 ĀĀĀĀĀĀ

TheUniVersityofTeXasatAustin 

97 夫免ﾆbてｧ"銀行 ĀĀĀĀ

TheRobertMorrisAssociates 

98 挽茲蓙WGｦﾇ産業界 Ā

RepublicSteelCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

99 ﾆ貿fDょvF6"産業界 ĀĀĀĀĀ

ThePrudentialⅠnsuranceCompanyofAmerica 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

100 陪6ｶ也2e6Vﾆﾇ2会計事務所 ĀĀ

101 箸荐66V産業界 ĀĀĀĀ

She110ilCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

102 ﾆﾆ荼詛VﾆB産業界 ĀĀĀĀ

AMETEK,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

103 幡ﾖW4ゆw&V觀ﾆﾂ産業界 ĀĀ

Honeywell,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

104 蚌FF産業界 ĀĀĀĀĀ

AmericanGasAssociationAccountingAdVisoryCouncil 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

105 �7FW��脾艷�F��会計士協会 TheVirglniaSocietyofCPAsAccountingandAuditing 

ProceduresCommittee 

106 夫免ﾆﾔ2蓙'証券会社 ĀĀĀ

GeraldⅠ.White 

TlleFinancialAnalystsFederationFinancialAccounting 

PolicyCommittee 
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107 VﾆﾆW'57Fv産業界 ĀĀĀ

StandardOilCompanyofCalifornia 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

108 &ﾆW4ﾒVﾆﾆV会計士 ĀĀĀĀ

109 夫免ﾆrﾆW襷W"銀行 ĀĀĀĀ

AmericanBarkersAssociation 

110 幡ﾖW42F匁r産業界 ĀĀĀĀ

ⅠnternationalPaperCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

111 認ﾆDRVW6R銀行 ĀĀĀĀ

WellsFargo&Company 

112 箸茲匁6F産業界 ĀĀĀĀ

UnionCarbideCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

113 'FⅣ%薮V誡d6迺会計事務所 ĀĀĀĀĀ

114 W"dﾇ&襭会計事務所 ĀĀĀĀĀĀ

115 &ﾅr舳&VV覲産業界 ĀĀĀ

ConsolidatedEdisonCompanyofNewYork,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

116 韮7B産業界 ĀĀĀĀ

ⅠnlandSteedCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

117 V'6産業界 ⁅ĀĀĀĀĀ

TeXasⅠnstrumentsⅠncorporated 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

118 幡ﾖW4ﾒ艷R銀行 ĀĀĀĀ

Citicorp 

119 牌W&vT2腱VV6ｶV銀行 Ā

ChemicalNewYorkCorporation 

120 狽荼踟'G｢産業界 ĀĀ

ⅠnternationalTelep110neandTelegraphCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

121 陪W&&W'DB萇U産業界 ĀĀ

ScottPaperCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

122 菁FⅣ&ﾖ籠ｧ"産業界 ĀĀĀ

UnitedStatesSteelCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ
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123 &覲産業界 ⁅ĀĀĀĀ

A.0.SmithCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

124 疲ﾖG&W72会計士協会 ĀĀĀĀĀ

AmericanⅠnstituteofCertifiedPublicAccountants 

AccountingStandardsDiVisionTaskForceonConceptual 

124A 波&ﾖWvｶf66蹤匁v襴&WF匁rĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

A.ClaytonOstlund 

ProfessionalEthicsDiVisionEXecutiVeCommittee 

125 ﾇ艷WVﾖ趙産業界 ĀĀĀĀĀĀ

CommonwelthEdison 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

126 &ﾆW5rFWv&B産業界 ĀĀĀĀĀ

MachineryandAlliedProductsⅠnstitute 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

127 認f縫"WGF産業界 ĀĀĀĀ

KeystoneConsolidatedⅠndustries,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

128 &DRW'6ﾄｧ"産業界 ĀĀĀĀĀĀĀ

PhillipsPetroleumCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

129 W'D｢蓙&その他 ĀĀĀĀĀ

130 夫免ﾆﾔﾖ46ﾆﾒﾄｧ"産業界 ĀĀĀĀ

EdisonElectricⅠnstitute 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

131 &7韮ﾖ友産業界 (作成者) ĀĀĀĀAmericanⅠronandSteelⅠnstituteCommitteeon 

Accounting,TaXationandStatistics 

132 &EB舳&匁vW"産業界 ĀĀĀĀĀ

EthylCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

133 蒜岬���&�v��f�舸�匁F�&�ｦ���研究者 

133A 陪%f&EV謨fW'6宥ĀĀĀ

134 ﾙkﾂ踐逍ﾖ2その他 ĀĀĀĀ

135 夫ﾇ6W&ﾖﾇBその他 ĀĀĀĀĀ
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136 W'D&ﾆﾒ研究者 ĀĀĀĀCollegeofWilliamandMarySchoolofBusiness 

Administration 

(出所) FASB l1978a]pp.51164.なお,一部分を修正した｡

以下においては,特に目的適合性と信頼性に焦点を当てて,コメント･レタ

ー分析を開始する｡

(1番) JimG.Ashburne (会計士)は,目的適合性と信頼性に対する明確な

賛否を示していない(cf.FASB 【1978a]p.65)0

(2　番) Sidney Davidson (University of Chicago Graduate School of

Business:研究者)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していな

い(cf.FASB 【1978a】pp.66-67)0

(3番) AlbertP.Roeper (ThiokoICorporation :産業界(作成者))は,目

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB[1978a]p.68)｡

(4番) DonaldVannoy (ElmerFox,Westheimer&Co. :会計士)は,目的

適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB [1978a] p.69)0

(5 ･ 5A番) VictorF. DeMarco (DepartmentsoftheArmy &AirForce :

政府機関)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a】 pp.70-72)｡

(6番) PhilipL.Deniese (会計士)は,次のように述べている｡

｢1つの属性｣が｢全ての要素｣に適用できるわけではなく,さらに, ｢各属

性｣は, ｢金額の単位または一般購買力の単位のいずれか｣で測定することに影

響しやすいことが暗示される｡本質的に定量的であるこれらの属性は, (論争が

予想される) ｢目的適合性,信頼性,比較可能性,適時性および理解可能性とい

う質的属性(the qualitative attributes)｣による選択を調整する必要がある｡
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(FASB[1978a】p.89)｡ここでは,目的適合性,信頼性,比較可能性,適時性

および理解可能性という質的特性による調整が必要であると述べられているこ

とから,目的適合性と信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(7 %) Martin a. Whitman(Yale School ofOrganization and Management:

研究者)は,次のように述べている｡

｢私達の見解｣では,財務諸表に求められる｢重要な質的特性｣とは, ｢客観

性(objectivity)｣である｡ ｢客観性という基本的な基準｣は, ｢測定可能かつ検

証可能｣な資料から財務諸表を引き出すことで達成される｡ ｢客観的｣であるた

めには,財務諸表は,｢信頼できる(reliable)｣ものでもなければならない(FASB

【1978a】 p.116)｡ここでは,財務情報に求められる重要な質的特性として,客

観性が挙げられているが,客観性があるためには,財務諸表が信頼できるもの

でなければならないと述べられていることから,間接的に信頼性にも賛成して

いるものと考えられる｡一方,目的適合性に対する明確な賛否は,示されてい

ない｡

(8番) KennethS. Most (FloridalnternationalUniversity :研究者)は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.132･151)｡

(9番) RichardVangermeersch (UniversityofRhode Island :研究者)は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.152･153)｡

(10番) RichardI.Pulse (McCormick&Company, Inc.:産業界(作成者))

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】

p.154)0

(11番) WalterK.Palmer (KaiserFoundationHealthPlan, Inc. :産業界

(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない
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(cf.FASB 【1978a】 pp.155･156)0

(12番) SpencerJ. Martin (TheRhode Island SocietyofCPAsCommittee

toRespondtoAICPAandFASBExposureDrafts :会計士協会)は,目的適合

性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】p.157)｡

(13･ 13A番) GergeL.Hogeman (AVCOCorporation :産業界(作成者))

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】

pp.158･166)｡

(14番) Harold L. Stugart (Association ofGovernmentAccountants :政

府機関)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 p.167)0

(15番) John W. Dawson (Virginia Commonwealth University :研究者)

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】

pp.168･169)0

(16番) JohnE.Keyes (会計士)は,目的適合性と信頼性に対する明確な

賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 p.170)｡

(17番) C.∫.Lause (MobilCorporation:産業界(作成者))は,目的適合

性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a]pp.171-172)｡

(18番) ∫.E.Sands(その他)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否

を示していない(cf.FASB [1978a】 pp.173･174)｡

(19　番) Gerald A. McElroy (The Oregon Society of Certified Public

Accountants Accounting and Auditing Procedures Committee :会計士協会)

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB[1978a】
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p.175)｡

(20番) ∫.B.Montgomery (FloridaAtlanticUniversity :研究者)は,目

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a]

p.176)｡

(21番) Robert L Gray (New York State Society of Certified Public

Accounting FinancialAccounting Standards Committee :会計士協会)は,冒

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.176･180)｡

(22 %) John C. Kelly(New Jersey Society of Certified PublicAccountants

Accounting andAuditing Standards Committee :会計士協会)は,目的適合

性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a]p.181)0

( 23　番) Martin V. Alonzo ( National Association of Accountants

ManagementAccountingPracticesCommittee :産業界(作成者))は, ｢目的

適合性と信頼性｣が｢基本的である(fundamental)｣ことに同意する(FASB

[1978a]p.184)と述べているので,目的適合性と信頼性に賛成しているものと

考えられる｡

(24番) LawrenceM.Logan (UniversityofNewHaven :研究者)は,冒

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.185･186)0

(25番) Charles C. Hornbostel (Financial Executives lnstitute Committee

oncorporateReporting:産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する

明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a] pp.187-189)0

(26番) Michael F. van Breda (Massachusetts lnstitute ofTechnology :
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研究者)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.190-197)｡

(27番) P.∫. C.Seneque (UniversityofNatal:研究者)は,目的適合性

と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.198-201)｡

(28番) Parker C. Peterman (Public Service Electric & Gas Company :

産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a】 pp.202･203)0

(29番) R.H.Willis (Kraft,Inc.:産業界(作成者))は,目的適合性と信

頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a] pp.204･205)0

(30番) W. R. Teager (Armco Steel Corporation:産業界(作成者))は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a]

pp.206･207)0

(31 ･ 31A番) H. JimSnavely (TheUniversityofTexasatArlington :研

究者)は,コメント･レター本文では質的特性に関して述べていないが,自身

の論文を添付している｡その論文では, ｢財務会計情報の選択｣に使用されるべ

き｢多くの規準｣を提案している｡この規準は, 4段階の｢階層｣を形成してお

り, ｢有用性の規準｣を｢最高レベル｣に位置づけ,第2段階に目的適合性,信

頼性,理解可能性,重要仕,充分性および実用性を配置している｡情報が信頼

できるためには,第3段階にある検証可能性と不偏性がなければならず,その

検証可能性は,第　4段階の｢適切な証拠｣が求められている(FASB 【1978a】

pp.214,215,218,219)｡したがって,ここでは,目的適合性と信頼性に賛成し

ているものと考えられる｡

(32番) Ⅰ. C.McCutcheon (RoyalDutch/ShellGroup of Companies :産業

罪(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない
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(cf.FASB 【1978a] pp.237･243)0

(33番) A. F. Boettcher (Missour Society ofCPAsAccounting &Auditing

proceduresCommittee:会計士協会)は,目的適合性と信頼性に対する明確な

賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.244･245)｡

(34番) PerterJ. Tobin (ManufacturersHanoverCorporation :銀行)は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a]

pp.246･248)｡

(35番) ∫. W. Kenning (Caterpillar Tractor Co. :産業界(作成者))は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

p.249)｡

(36番) PaulR.Troy (会計士)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛

否を示していない(cf.FASB 【1978a] pp.250･251)0

(37番) SamuelH.Ballam,Jr. (FIDELCOR,Inc. :銀行)は,次のように

述べている｡

公開草案は, ｢目的適合性と信頼性(relevancyandreliability)｣が｢財務情

報の不可欠な特性｣であるという立場をとっている｡私達は,｢財務諸表｣が｢あ

る程度の目的適合性｣を犠牲にして, ｢客観性,首尾一貫性,理解可能性および

検証可能性という,より重要な特質｣を確保することを望んでいる(FASB

【1978a】 p.253)｡ここでは,信頼性に対する賛否は明確ではないが,目的適合

性に反対しているものと考えられる｡

(38番) PaulB.W.Miller (TheUniversityofUtah :研究者)は,次のよ

うに述べている｡

パラグラフ69から　73までの｢目的適合性と信頼性-の質的特性の単純化｣

に関するあなた方の議論は,よくできており,非常に役に立つ｡会計士(特に
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学者)は, ｢木のために森を見失う傾向｣があるが,あなた方の意見は,それが

欠けていたところを明確にする(FASB【1978a】p.258)｡ここでは,目的適合性

と信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(39番) E.K.Smith (GeneralMills,Inc.:産業界(作成者))は,次のよ

うに述べている｡

私達は,公開草案における目的,特性および限界に関する｢FASBの結論｣

を概ね支持し,それらが採用されるべきと考える｡｢財務情報の特性と限界に関

する提案｣は,非常に改善されている(FASB【1978a】p.260)｡ここでは,公開

草案における質的特性を支持すると述べられていることから,目的適合性と信

頼性に賛成しているものと考えられる｡

(40番) JamesB.Thomas (Interstate Commerce Commission :政府機関)

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a]

pp.263-264)｡

(41番) C.A. Northrop (International Business Machines Corporation :

産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a】 pp.265-266)｡

(42番) PriceWaterhouse&Co. (会計事務所)は,目的適合性と信頼性に

対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a] pp.267･273)｡

(43番) GeofferyC.Murphy (Esmark,Inc. :産業界(作成者))は,次の

ように述べている｡

私達は,財務開示にインフレーションの影響に関する｢より目的適合性のあ

る情報｣を含む必要があると認識しているけれども,主要な財務諸表にインフ

レーション会計を採用することは,経営者の業績判断に必要な｢信頼性

(reliability)｣を犠牲にするだけでなく,財務諸表の｢信頼性(credibility)｣

にもさらなる損害を与える｡ ｢そのような信頼性と客観性｣は,歴史的原価に基
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づいて事象を測定する場合に最も満たされる(FASB 【1978a】 p.274)｡ここで

は,インフレーションの影響に関する目的適合性のある情報を含む必要がある

と認めつつも,信頼性を重視して歴史的原価を支持していることから,目的適

合性と信頼性にそれぞれ賛成しているものと考えられる｡

(44番) W.R.Love (Texaco,Inc∴産業界(作成者))は,目的適合性と信

頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.275･276)｡

(45番) JohnR.Page/H.PaulHooper (TulaneUniversity :研究者)は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.277-278)｡

(46番) B.D.Johnson (VirginiaElectricandPowerCompany:産業界(作

成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.279-281)0

(47　番) Abraham M. Stanger / Thomas E. Baker (American Bar

AssociationCommitteeon Corporate LawandAccounting :法律家)は,目的

適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】pp.282･

284)0

(48番) ∫.P.Blair (Farmlandlndustries,Inc∴産業界(作成者))は,冒

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.285-286)｡

(49番) ArthurAndersen&Co. (会計事務所)は,目的適合性と信頼性に

対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.287･296)｡

(50番) HarveyV.Guttry,Jr. (TimesMirrorCompany:産業界(作成者))

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a]
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pp.297･299)0

(51番) MerleE.Gilliand (PittsburghNationalCorporation :産業界(作

成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.300･301)｡

(52番) FrankForster,Jr. (J.P.Morgan&C0.,Incorporated :銀行)は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a]

pp.302･303)0

(53番) Ernst&Ernst (会計事務所)は,目的適合性と信頼性に対する明

確な賛否を示していない(cf.FASB l1978a] pp.3041306)｡

(54番) PeterCheng,etal. (MichiganStateUniversity :研究者)は,冒

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB [1978a】

pp.307･315)0

(55番) Shepard P. Pollack (Philip Morris, Incorporated :産業界(作成

者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.316-327)｡

(56番) U.∫.LegGrange (ExxonCorporation:産業界(作成者))は,冒

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.328-330)0

(57番) ∫.A.Garda (InternationalHarvester:産業界(作成者))は,冒

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a]

pp.331･335)｡

(58番) R.A.Orben (CumminsEngineCompany,Inc. :産業界(作成者))
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は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】

pp.336･339)｡

(59　番) William C. Dent (Colorado Society of CPAs Accounting and

AuditingProceduresCommittee :会計士協会)は,次のように述べている｡

｢パラグラフ　69以降の特性に関する議論｣は,簡潔すぎて不適切であるた

めにあまり役に立たない｡ ｢これらの〔財務報告の〕目的間の対立｣に対処しな

ければならない人々に,いくらか役立つものであるべきである｡パラグラフ71

が,最低阪,役に立つだけである(FASB【1978a】p.343)｡ここでは,目的適合

性と信頼性の両方が財務情報の不可欠な特性とされているパラグラフ　71のみ

役に立つと述べているので,目的適合性と信頼性には,賛成しているものと考

えられる｡

(60番) F.C.Roberts (EatonCorporation:産業界(作成者))は,目的適

合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.345･

346)｡

(61番) JosephP. McCue (HospitalFinancialManagementAssociation :

産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a】 pp.347･348)0

(62番) RobertM. Warmer (Illiois CPASociety Committee onAccounting

Principles:会計士協会)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示して

いない(cf.FASB 【1978a] pp.349-350)0

(63番) W.C.Terstra (PeoplesGasCompany:産業界(作成者))は,目

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB [1978a】

pp.351-352)｡

(64番) R.D.Reisman (AmericanCyanamidCompany:産業界(作成者))
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は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】

pp.353-354)0

(65番) WilliamR. Stimart (Duke Power Company :産業界(作成者))

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】

p.355)｡

(66番) R. D. Ebbott (Minnesota Mining and Manufacturing Company :

産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a] pp.356･357)0

(67番) Chales H. Montgomery (First Chicago Corporation :銀行)は,

次のように述べている｡

パラグラフ70と　71では, ｢財務報告の目的の達成｣に関連する｢目的適合

性という抽象的な質的特性｣に関するいくつかの議論を提供しているが,私達

は, ｢結論が出ていないステートメント(open-endedstatement)｣について懸

念している(FASB【1978a】p.360)｡ここでは,信頼性に関する賛否は明確では

ないが,目的適合性に対する懸念を示していることから,目的適合性に反対し

ているものと考えられる｡

(68　番) Robert C. Isban (Bank Administration Institute Accounting

Commission:銀行)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していな

い(cf.FASB 【1978a】 pp.362･363)｡

(69番) H. E. Fikse (Rockwelllnternational:産業界(作成者))は,冒

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.364-365)｡

(70番) ∫.A.Masi (MarathonOilCompany:産業界(作成者))は,目的

適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】pp.366-
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367)0

(71番) W. W. Brown (AmericanTelephone & Telegraph Company :産業

罪(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a] pp.368･370)0

(72番) W.H.Dougherty,Jr. (NCNBCorporation:銀行)は,目的適合性

と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.371･373)｡

(73番) JamesF. Lowery (PhiladelphiaNationalCorporation :銀行)は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.374･378)0

(74番) Gary L Depolo (Transamerica Corporation :産業界(作成者))

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】

pp.379･381)0

(75番) GraceV. Dillingham (AmericanPaperlnstitute, Inc∴産業界(作

成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.382･384)｡

(76番) LouisF.Laun (AmericanCouncilofLifelnsurance :産業界(作

成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.385-386)｡

(77番) Raymond Kurlander (CivilAeronautics Board Bureau of Accounts

&Statistics:政府機関)は,次のように述べている｡

ステートメントは, ｢特性｣を列挙し,簡単に説明する上で｢非常に基本的な

基盤(theverybasicgroundwork)｣を築き,情報が有用であるためには, ｢目

的適合性と信頼性の両方｣が,最低限それぞれ｢不可欠｣であるほど｢基本的
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なもの(fundamental)｣であるという立場をとった｡さらなる発展とともに,

｢定義または事例｣のいずれかを通じて,財務会計と財務報告の｢強力な基盤｣

が,この分野で開発されている｡このことは,強調されるべきである(FASB

【1978a】 p.388)｡ここでは,目的適合性と信頼性を基本的なものと位置づける

質的特性の内容が強調されるべきと述べていることから,目的適合性と信頼性

に賛成しているものと考えられる｡

(78番) A.N.Fritz (SouthernNaturalResources,Inc. :産業界(作成者))

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】

pp.390-392)｡

(79番) LelandS.Prussia (BankAmericaCorporation :銀行)は,目的適

合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB [1978a] p.393)｡

(80番) T.0.Thorsen (GeneralElectricCompany:産業界(作成者))は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.394･396)｡

(81番) A.M.Long (GeneralMotorsCorporation:産業界(作成者))は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB [1978a】

pp.397-398)｡

(82番) Peat,Marwick,Mitchell&Co. (会計事務所)は,目的適合性と信

頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB l1978a] pp.399-401)｡

(83番) G. DavidWoosley (SouthernCaliforniaGasCompany :産業界(作

成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.402･403)｡

(84番) CharlesToder (AMAX,Inc.:産業界(作成者))は,目的適合性と
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信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.404-405)0

(85番) ∫.LeeLedbetter (LukensSteelCompany:産業界(作成者))は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.406-409)0

(86番) RobertV.Wadden (ConsolidatedRailCorporation :産業界(作成

者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.410-411)0

(87番) Thomas B. Fauls(National Electrical Manufacturers Association :

産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a】 pp.412-414)｡

(88番) VictorH. Brown (Standard OilCompany (Indiana) :産業界(作

成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.415･416)｡

(89番) DavidS.Davies (U.S.Bancorp:銀行)は,目的適合性と信頼性

に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a] pp.417-419)0

(90番) C. E. Noland(E. Ⅰ. duPontde Nemours & Companylncorporated:

産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a] pp.420･425)0

(91番) RobertE.Koehler (MarriottCorporation:産業界(作成者))は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.426-430)｡

(92番) RobertG.Espie (AEtnaLifelnsuranceCompany :産業界(作成
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者))は,次のように述べている｡

｢財務情報｣が持つべき｢質的特性の相対的な重要性｣は, ｢様々な特性｣が

どのように定義されているかに大きく左右される｡ ｢『目的適合性』の特性に関

する私達の認知｣は, ｢財務情報｣が意図する目的にとって｢有用である｣こと

を要求するものである｡私達は, ｢『目的適合性』と『信頼性』が等しく重要で

ある｣という公開草案が辿り着いた結論を疑わしく思う｡私達の見解では,冒

的適合性が｢全ての質的特性の中で最も重要｣である｡私達は, ｢全ての質的特

性の中での目的適合性の最重要性｣を際立たせる方法で再確認するために,香

議会が公開草案のこのセクションを改訂すべきであると考える(FASB【1978a]

pp.436･437)｡ここでは,目的適合性と信頼性が等しく重要であるという『ED:

目的』 (1977年)の提案に反対し,目的適合性の最重要性を強調するよう求め

ていることから,目的適合性に賛成し,信頼性に反対しているものと考えられ

る｡

(93番) Touche Ross&Co. (会計事務所)は,目的適合性と信頼性に対す

る明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a] pp.438･444)｡

(94番) Thomas A. Murphy (The Business Roundtable Task Force on

AccountingPrinciples:産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明

確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a] pp.445･446)｡

(95番) AnthonyJ.Sabatino (INCO Limited:産業界(作成者))は,冒

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978al

pp.447･449).

(96番) Charles T. Zlatkovich (The University of Texas atAustin :研究

者)は,次のように述べている｡

私は,パラグラフ71の2番目の文章を,目的適合性のない情報は有用でな

いだけでなく,目的適合性のある情報を暖味にし,疑問を投げかけさせるよう

になると,読めるように修正するだろう｡｢目的適合性のない情報と信頼できな
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い情報を同一視する｣終わりの文言について,これは正確ではなく,信頼でき

ない情報も同様であるという箇所を削除するか, ｢より正確な別の文章｣を追加

することで解決できる(FASB[1978a]p.451)｡ここでは,信頼性に対する賛否

は明確ではない｡一方,目的適合性に関しては,その意味を明確にするために

文言の修正を提案していると考えられるので,目的適合性に賛成しているもの

と推察される｡

(97番) WillisF.Rich,Jr. (TheRobertMorrisAssociates :銀行)は,目

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.452･454)｡

(98番) M.∫.Netzly (RepublicSteelCorporation:産業界(作成者))は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a]

pp.455-457)｡

(99番) Clifford H. Whitcomb (The Prudential Insurance Company of

America:産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示

していない(cf.FASB [1978a] pp.458-460)｡

(100　番) Haskins & Sells (会計事務所)は, ｢『理解可能性』の必要性｣

(FASB【1978a]p.463)について述べているが,目的適合性と信頼性に関して

は,賛否は明確ではない｡

(lol香) ∫.C.Jacobsen (ShellOilCompany:産業界(作成者))は,目的

適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a]pp.466･

468)0

(102番) AllanKornfeld (AMETEK,Inc. :産業界(作成者))は,目的適

合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.469･

470)｡
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(103番) JamesH.Grenell (Honeywell,Inc.:産業界(作成者))は,目的

適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB[1978a】pp.471-

472)｡

(104番) C. W. Radda (American Gas Association Accounting Advisory

Council:産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示

していない(cf.FASB 【1978a】 pp.473･477)｡

(105番) Stephen D. Holton (The Virginia Society of CPAs Accounting

andAuditing Procedures Committee :会計士協会)は,目的適合性と信頼性

に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a]pp.478-486)0

(106番) William C. Norby / Gerald I. White (The Financial Analysts

FederationFinancialAccountingPolicyCommittee :証券会社)は,目的適合

性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】pp.487-490)｡

(107番) Sellers Stough (Standard Oil Company of California :産業界

(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a】 pp.491･508)0

(108番) CharlesM.Cullen (会計士)は,目的適合性と信頼性に対する明

確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 p.509)0

(109番) WillisW.Alexander (AmericanBarkersAssociation :銀行) ｢公

開草案における目的のセクションと特性と限界のセクションの両方｣を支持す

る(FASB【1978a】p.510)と述べていることから,目的適合性と信頼性に賛成

しているものと考えられる｡

(110番) JamesC. Cotting (InternationalPaperCompany :産業界(作成
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者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a] pp.512･516)｡

(111番) DonaldE.Seese (WellsFargo&Company:銀行)は,目的適合

性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】pp.517･518)｡

(112番) ∫. ∫. Cincotta (Union Carbide Corporation :産業界(作成者))

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】

pp.519-520)｡

(113番) ArthurYoung&Company (会計事務所)は,目的適合性と信頼

性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB l1978a]pp.521･529)0

(114番) Cooper&Lybrand (会計事務所)は,目的適合性と信頼性に対す

る明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.530-535)｡

(115番) Carl W. Greene (Consolidated Edison Company of New York,

Inc.:産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示して

いない(cf.FASB [1978a】 pp.536･540)0

(116番) D.R.Borst (InlandSteedCompany:産業界(作成者))は,目

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.541･545)｡

(117番) R. C. Pearson (Texaslnstrumentslncorporated :産業界(作成

者))は,次のように述べている｡

審議会は,それぞれの新しい勧告で｢コスト･ベネフィット分析｣に取り組

むという挑戦を受け入れるべきである｡費用効率は, ｢目的適合性と信頼性｣と

いう｢基本的な質的特性｣と同等ではないにしても近いものであると考えられ

るべきである｡私達は,審議会が｢この重要な特性｣をさらに強調するように
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提案する(FASB【1978a]p.547)｡ここでは,コスト･ベネフィットが目的適合

性と信頼性と近いほど重要であると述べられていることから,間接的ながら目

的適合性と信頼性を重視し,両者に賛成しているものと推測される｡

(118番) James M. Hoppe (Citicorp:銀行)は,次のように述べている｡

審議会は, ｢目的適合性と信頼性｣がおそらく｢財務情報の最も基本的な質的

特質｣であると結論づけているようである｡私達は,｢両者が重要な特性である｣

ことには同意するが,それらは全ての状況下で最も重要というわけではないだ

ろう｡私達は,｢特質｣を順位づける試みよりも,経営者が｢許容可能な融合(an

acceptablemix)｣を達成することを目的として, FASBがそれぞれの長所を強

調することを提案する(FASB【1978a]p.551)｡ここでは,目的適合性と信頼性

が重要な特性であることに同意していることから,両者に賛成しているものと

考えられる｡

(119番) GergeC.Deecken (ChemicalNewYorkCorporation :銀行)は,

次のように述べている｡

パラグラフ69-75について,私達は, ｢財務情報の特性または特質｣の扱いに

失望している｡なぜなら私達が期待した手引きを提供するには不十分であるた

めである｡ ｢これらの特質｣は,命名され,定義され,説明され,おそらく相対

的な重要性について評価されるべきである(FASB【1978a】p.556)｡ここでは,

『ED:目的』(1977年)における質的特性全体を批判していることから,間接

的に目的適合性と信頼性にも反対しているものと考えられる｡

( 120　番) H. C. Knortz (International Telephone and Telegraph

Corporation:産業界(作成者))は,次のように述べている｡

｢この見出し〔財務情報の特性と限界〕の下に含まれる説明｣は,有益であ

り, ｢序文の直後(immdediatelyfollowtheintroduction)｣に再配置されるべ

きである(FASB[1978a】p.559)｡ここでは,質的特性の内容が有益であると述

べられていることから,間接的に目的適合性と信頼性にも賛成しているものと

考えられる｡
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(121番) HerbertD.Luxon (ScottPaperCompany:産業界(作成者))は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.560･561)｡

(122番) B. L Thurman, Jr. (United States Steel Corporation :産業界

(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a】 pp.562-563)｡

(123番) A. C. Crane (A. 0. Smith Corporation:産業界(作成者))は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】

pp.564-565)0

(124 ･ 124A番) Norman Strauss (American Institute of Certified Public

Accountants Accounting Standards Division Task Force on Conceptual

FrameworkforAccountingand Reporting:会計士協会)とA. Clayton Ostlund

(AICPA Professional Ethics Division Executive Committee :会計士協会)

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a]

pp.566-576)｡

(125番) Ralph L. Heumann (Commonwelth Edison :産業界(作成者))

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB【1978a】

p.577)0

(126番) CharlesW. Steward (Machinery andAllied Products lnstitute :

産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a】 pp.578･595)｡

(127番) DavidB. Sutton (Keystone Consolidatedlndustries, Inc. :産業

罪(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない
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(cf.FASB 【1978a] pp.596-598)0

(128番) RichardE. Roberson, Jr. (PhillipsPetroleumCompany :産業界

(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1978a】 pp.599･608)0

(129番) RobertJ.Norris (その他)は,目的適合性と信頼性に対する明確

な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.609･610)｡

(130番) William McCollam, Jr. (Edison Electric lnstitute :産業界(作

成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.611･618)｡

(131番) Bracy D. Smith (American lron and Steel Institute Committee

onAccounting,TaxationandStatistics :産業界(作成者))は,目的適合性と

信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 pp.619･624)｡

(132番) RichardT.Grainger (EthylCorporation:産業界(作成者))は,

｢『有用性』と同等に重要な用語である『目的適合性』と『信頼性』｣が最終文

書で定義されるべきである(FASB【1978a】p.628)と述べ,目的適合性と信頼

性が重要な用語であると認めていることから,目的適合性と信頼性に賛成して

いるものと考えられる｡

(133 ･ 133A番) VijayaraghavanGovindarajan (HarvardUniversity :研

究者)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1978a】 pp.630･697)｡

(134番)匿名(Anonymous:その他)は,目的適合性と信頼性に対する明

確な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a] pp.698-699)0
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(135番) WoolseyCarmalt (その他)は,目的適合性と信頼性に対する明確

な賛否を示していない(cf.FASB 【1978a】 p.700)0

(136番) RobertBloom (College ofWilliam and Mary SchoolofBusiness

Administration:研究者)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示し

ていない(cf.FASB 【1978a】 pp.701･711)｡

1.4.2　『ED:目的』 (1977年)に対するコメント･レター分析の集計

本研究では,目的適合性と信頼性を中心に, 『ED:目的』 (1977年)に対す

るコメント･レターの内容を分析してきた｡ 『ED:目的』(1977年)には, 136

の個人,企業および機関からコメント･レターが寄せられた｡このコメント･

レターの内訳は,産業界(作成者) 73通/136通(53%),会計士23通/136

過(17%),研究者16通/136通(12%),銀行14通/136通(10%),政府機

関4通/ 136通(3%),証券会社1通/ 136通(1%),法律家1通/ 136通

(1%)およびその他4通/136通(3%)であった｡

その中で,目的適合性と信頼性の両方あるいはいずれか一方-の賛否を示し

たコメント･レターは, 19通であり,その内訳は,産業界(作成者) 7通/19

過(37%),会計士2通/19通(11%),研究者4通/19通(21%),銀行5通

/ 19通(26%)および政府機関1通/ 19通(5%)であった｡証券会社,法律

家およびその他からのコメント･レターには,目的適合性と信頼性-の賛否を

示したものはなかった｡また, 8大会計事務所10)のコメント･レターでは,冒

的適合性と信頼性-の明確な賛否を明示したものはなかった｡投稿者数の内訳

は,図表1.2のように纏められ,また,目的適合性と信頼性に対する賛否を示

した19通のコメント･レターは,図表1.3のように纏められる｡

10)当時の8大会計事務所とは, ArthurAndersen& Co., ArthurYoung&

Co., Coopers & Lybrand, Ernst & Ernst, Haskins & Sells, Peat,

Marwick, Mitchell & Co., Price Waterhouse & Co.およびTouche Ross &

Co.を指す(United StatesSenate 【19761p.4)｡その後, Haskins& Sells

は, 1978年に英国のDeloitte, Plender, Griffiths & Co.と合併して,

Deloitte Haskins&Sellsとなり, Ernst&Ernstは, 1979年に英国の

Whinney,Murry&Co.と合併して, Ernst&Whinneyとなった(千代田

[2014】 187頁)｡
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図表1.2　『ED:目的』 (1977年)に対するコメント･レターの投稿者の

職種と投稿数

投稿者の職種 98ｨﾖYB% 冦ｩ4ｸﾘyｸ,iﾙxｩｸ,ﾉ{ﾉ_ｸ*.(,ﾘ*(+ｨ*ｩ_ｲﾘ,ﾈ裨Mｲ/麌+X+ﾘ5(8986rﾈ5ｲ% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

産業界 (作成者) 都253 途37 ĀĀ

会計士 217 ll ĀĀĀĀ

研究者 b12 釘21 ĀĀĀ

銀行 B10 迭26 ĀĀĀ

政府機関 釘3 5 ĀĀĀ

証券会社 1 0  ĀĀĀ

法律家 1 0  ĀĀĀ

その他 釘3 0 ĀĀĀ

合計 3b100 100 ĀĀĀĀ

(出所) FASB 【1978a】 pp.51-711の内容に基づき,筆者が作成した｡なお,

FASB【1978a]pp.1-50には, 『ED:目的』 (1977年)が掲載されてい

る｡

図表1.3　日的適合性と信頼性に対する賛否の分析結果(『ED:目的』 (1977

年)に対するコメント･レター)

番号 ｨﾖX,ﾉkﾈ投稿者 の職種 冦ｩ44ｸﾘyｲ信頼性 伜餉ｸ,ﾉZｩ}ĀĀĀĀĀĀĀĀ

6 ﾆﾂ腱Vfﾆ妨6R会計士 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀ

7 磐�'F紋｢蛆�Fﾖ�����ﾆU66�����&v�譌ｦ�F柳��襭�ﾖ���vVﾖV蹌�研究者 ��○ ��ﾙxｩ�ｸ,ﾈ-ﾘ�ｲ�
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23 磐'F門bﾆｦF柳ﾄ76F柳踐b66蹤蹠4ﾖvVﾖV蹌66蹤匁u&7FW26ﾖ宥FVR産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

31 31A 狽荐耗6fVﾇFV謨fW'6宥柳eFU6B&ﾆ匁wF研究者 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

37 ﾗVVﾄゆ&ﾆﾆﾒﾄｧ"銀行 - 冦ｩ4ｸﾘyｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

FⅠDELCOR,Ⅰnc. 劔のみ× 

38 Vﾄ"蚌葷免ﾆW"FV謨fW'6宥柳eWF研究者 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

39 燃茣ﾖ友vV觚&ﾄﾖ免ﾇ2ﾈuF産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

43 牌VfW'葫W'∫W6ﾖ&ｲﾈuF産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

59 夫免ﾆﾔ2腱V蹌6F妨G柳d5266蹤匁v襯VF友匁r&VGW&W46ﾖ宥FVR会計士 協会 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

67 ﾆﾆﾆW4ゆﾖFvW'銀行 - 冦ｩ4ｸﾘyｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

FirstChicagoCorporation 劔のみ× 

77 蒙EⅣ&ﾆ襷W"6蒜牝W&WF4&&B'W&VV66蹠2b7FFF2政府機関 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

92 W'Dr膰7ﾆRWFﾆ貿XuFW&R6迺産業界 (作成者) ｲ× 冦ｩ4ｸﾘyｸｲﾙxｩｸĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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96 &ﾆW5B螯ﾆFｶFV謨fW'6宥柳eFU6BW7F問研究者 ｲ 冦ｩ4ｸﾘyｲ,ﾈ-ﾘｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

109 夫免ﾆrﾆW襷W"ﾖW&&ｶW'276F柳銀行 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

117 V'6FU8uFG'VﾖV蹠2uFFVB産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

118 幡ﾖW4ﾒ艷R6友銀行 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

119 牌W&vT2腱VV6ｶV6ﾖﾄ觚u薮&ｲ6F柳銀行 × 几ﾉ_ｸĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

120 狽荼踟'G｢也FW&F柳ﾅFVﾆWR襴FVﾆVw&F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

132 &EB舳&匁vW"WF⊥ﾄ6F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

合計 劍ｲﾓR簽2○-14 ×-2 ĀĀĀĀĀĀ

(出所) FASB[1978a】pp.51･711の内容に基づき,筆者が作成した｡

(注) ○は,目的適合性または信頼性に賛成したコメント･レターで

あり, ×は,目的適合性または信頼性に反対したコメント･レターで

ある｡ -は,賛否が不明なコメント･レターを表している｡

図表1.4は,目的適合性に対する賛否を集計した結果を示している｡目的適

合性と信頼性の両方あるいはいずれか一方-の賛否を示した19通のコメント･

レターのうち,信頼性の賛否のみを示したコメント･レターが, 1通一研究者

-あった｡したがって,目的適合性に対する賛否を示したコメント･レターは,
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18通あり,その内訳は,産業界(作成者) 7通/18通(39%),会計士2通/

18通(11%),研究者3通/18通(17%),銀行5通/18通(28%)および政

府機関1通/18通(5%)であった｡証券会社,法律家およびその他からのコ

メント･レターには,目的適合性に対する賛否を示したものはなかった｡

目的適合性に対する賛否を示したコメント･レターのうち,目的適合性に賛

成する見解は,15通/18通(83%)であり,反対する見解は,3通/18通(17%)

であった｡投稿者別に見ると,産業界(作成者)は,賛成が7通/7通(100%),

反対が0通/7通(0%)であった｡会計士は,賛成が2通/2通(100%),反

対が0通/2通(0%)であった｡研究者は,賛成が3通/3通(100%),反対

が0通/3通(0%)であった｡銀行は,賛成が2通/5通(40%),反対が3通

/5通(60%)であった｡政府機関は,賛成が1通/1通(100%),反対が0通

/1通(0%)であった｡

図表1.4　日的適合性に対する賛否(『ED:目的』 (1977年)に対するコメン

ト･レター)

投稿者 の職種 冦ｩ4ｸﾘyｸ,x.裨Mｸ/麌+X+ﾙ8ｨﾖYB% 伜ﾂ% 僵ﾙ% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

産業界 (作成者) 途39 途100 0 ĀĀĀĀ

会計士 ll 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

研究者 17 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

銀行 迭28 40 60 ĀĀĀĀĀ

政府機関 5 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

証券会社 0   ʓ ĀĀĀĀ

法律家 0   ʓ ĀĀĀĀ

その他 0   ʓ ĀĀĀĀ

合計 100 R83 17 ĀĀĀĀĀĀ

(出所) FASB【1978a】pp.51-711の内容に基づき,筆者が作成した｡
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図表1.5は,信頼性に対する賛否を集計した結果を示している｡目的適合性

と信頼性の両方あるいはいずれか一方-の賛否を示した19通のコメント･レ

ターのうち,目的適合性の賛否のみを示したコメント･レターが, 3通一研究

者1通および銀行2通-あった｡したがって,信頼性に対する賛否を示したコ

メント･レターは,16通あり,その内訳は,産業界(作成者)7通/16通(44%),

会計士2通/16通(12%),研究者3通/16通(19%),銀行3通/16通(19%)

および政府機関1通/16通(6%)であった｡証券会社,法律家およびその他

からのコメント･レターには,信頼性に対する賛否を示したものはなかった｡

信頼性に対する賛否を示したコメント･レターのうち,信頼性に賛成する見

解は, 14通/16通(88%)であり,反対する見解は, 2通/16通(12%)で

あった｡投稿者別に見ると,産業界(作成者)は,賛成が6通/7通(86%),

反対が1通/7通(14%)であった｡会計士は,賛成が2通/2通(100%),

反対が0通/2通(0%)であった｡研究者は,賛成が3通/3通(100%),反

対が0通/3通(0%)であった｡銀行は,賛成が2通/3通(67%),反対が1

過/3通(33%)であった｡政府機関は,賛成が1通/1通(100%),反対が0

過/1通(0%)であった｡

52



図表1.5　信頼性に対する賛否(『ED:目的』 (1977年)に対するコメント･

レター)

投稿者 の職種 ﾙxｩｸ,x.伜餉ｲ/麌+X+ﾙ8ｨﾖYB% 伜ﾂ% 僵ﾙ% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

産業界 (作成者) 途44 澱86 14 ĀĀĀĀ

会計士 12 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

研究者 19 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

銀行 19 67 33 ĀĀĀĀĀĀ

政府機関 6 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

証券会社 ���0 ���/ ��� 

法律家 ���0 ��� ���/ 

その他 0   ʓ ĀĀĀĀ

合計 b100 B88 12 ĀĀĀĀĀĀ

(出所) FASB 【1978a】pp.51･711の内容に基づき,筆者が作成した｡

さらに,図表1.6で明らかなように,目的適合性と信頼性の両方あるいはい

ずれか一方-の賛否を示した19通のコメント･レターのうち,目的適合性と

信頼性の両方に賛成する見解が13通/19通(69%),目的適合性のみに反対す

る見解が2通/19通(11%),目的適合性に賛成し,信頼性に反対する見解が

1通/19通(5%),目的適合性のみに賛成する見解が1通/19通(5%),信頼

性にのみ反対する見解が1通/19通(5%),目的適合性と信頼性の両方に反対

する見解が1通/19通(5%)であった｡
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図表1.6　日的適合性と信頼性に対する賛否の分類(『ED:目的』 (1977年)

に対するコメント･レター)

賛否の分類 ｩ>ﾙB% ĀĀĀ

目的適合性と信頼性の両方に賛成 269 ĀĀ

目的適合性にのみ反対 ll ĀĀ

目的適合性に賛成.信頼性に反対 5 ĀĀ

目的適合性にのみ賛成 5 ĀĀ

信頼性にのみ反対 5 ĀĀ

目的適合性と信頼性の両方に反対 5 ĀĀ

合計 100 ĀĀ

(出所) FASB【1978a】pp.51･711の内容に基づき,筆者が作成した｡

ここで明らかなように, 『ED:目的』(1977年)には, 136の個人,企業およ

び機関からコメント･レターが寄せられ,その中で,目的適合性と信頼性の両

方またはいずれか一方-の賛否を示したコメント･レターは, 19通/136通で

あった｡このうち,信頼性-の賛否のみを示した1通を除くと,目的適合性に

賛成する見解が, 15通/ 18通(83%)であり,反対する見解が3通/18通

(17%)であったことから,目的適合性に賛成する見解が多数であった｡また,

目的適合性-の賛否のみを示した3通を除く　と,信頼性に賛成する見解は, 14

過/16通(88%)であり,反対する見解は, 2通/16通(12%)であったこと

から,信頼性に賛成する見解も多数であった｡さらに,目的適合性と信頼性の

両方に賛成するコメント･レターは, 13通/19通(69%)と多数であった｡し

たがって, 『ED:目的』 (1977年)に対するコメント･レターでは,目的適合

性と信頼性の両方に賛成する見解が多数であり,両者-の支持が,併存してい

たことが明らかになった｡

1.5　おわりに

ここでは,本章で述べた内容を纏めておきたい｡まず, FASBは, Trueblood
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報告書(1973年)から大きな影響を受けた結果,意思決定･有用性アプローチ

を所与のものとして,会計目的,質的特性一目的適合性を第一義的に位置づけ

ている-および利用者の情報要求を主軸に据えた概念フレームワークの開発に

着手した｡ここでは,ケース･バイ･ケース･アプローチの弊害に対峠して,

トップダウン･アプローチのみを重視した概念フレームワークの形成を構想し

ていたと推測される｡

ところが, 『ED:目的』 (1977年)では,目的適合性-トップダウン･アプ

ローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を,質的特性の中で

最も基本的なものとして,位置づけているが,質的特性に関するそれ以上の具

体的な議論は,先送りにされている｡そして, 『ED:目的』 (1977年)に対す

るコメント･レターでは,目的適合性と信頼性に賛成する見解が多数であり,

両者-の支持が第一義的に併存していたかのような状態にあった｡このよう

に,第1章では, 『ED:目的』 (1977年)とそれに対するコメント･レターの

内容を詳細に明らかにした｡
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第2章　FASB概念フレームワークにおける目的適合性と信頼性のトレード･

オフの形成過程の分析

2.1　はじめに

第1章では, SFAC第2号(1980年)に係る公表物のうち,目的適合性と信

頼性に焦点を当てて, 『ED:目的』 (1977年)とそれに対するコメント･レタ

ーを分析してきた｡設立当初のFASB (1973年頃)は,トップダウン･アプロ

ーチに基づいた意思決定･有用性と利用者指向を重視して,会計目的,質的特

性一目的適合性を第一義的に位置づけている-および利用者の情報要求を主軸

に据えた概念フレームワークの開発を構想していた｡

ところが, 『ED:目的』 (1977年)では,目的適合性-トップダウン･アプ

ローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を最も基本的な質的

特性に位置づけているが,それ以上の具体的な議論は先送りにされ,トレード･

オフに関しても検討されていない｡また, 『ED:目的』 (1977年)に対するコ

メント･レターでは,目的適合性と信頼性に賛成する見解が多数であり,両者

-の支持が第一義的に併存していたかのような状態にあった｡

このような当時の概念フレームワーク･プロジェクトの状況を踏まえて,本

章では, SFAC第2号(1980年)に係る公表物のうち,その後半部分に当たる

『ED:特僅』 (1979年),それに対するコメント･レターおよびSFAC第2号

(1980年)を分析し,第1章での議論を踏まえて,目的適合性と信頼性のトレ

ード･オフの形成過程における複数の原因を所与のものとした主要な原因を解

明する｡

2.2　『公開草案　質的特性:財務会計と報告方針の選択と評価のための規準』

(1979年)におけるトレード･オフの提案

FASBは, ｢財務会計と財務報告の政策と手続き｣を判断するための規準を設

けるために, 『ED:特僅』(1979年)を公表した(FASB【1979a】para.1)｡『ED:

特僅』 (1979年)は,図表　2.1のように,意思決定に役立つ｢特質の階層(a
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hierarchy ofqualities)｣を示している(FASB 【1979a】 para.27)｡

図表2.1　会計の特質の階層

重要性 

(出所) FASB【1979a] para.27.

｢情報の特質の階層｣では, ｢J5JEt顔居･有R燈(decl'sl'on usefulness)｣が

｢その最上位(itshead)｣に位置づけられており, ｢Bbク虜倉燈とfpf頗`燈｣は,

｢意思決定｣のために会計情報を有用なものにする｢2つの第一義的な特質(the

twoprimaryqualities)｣とされている(FASB 【1979a] p.Ⅴ.斜体原文)｡情報

が有用であるためには, ｢目的適合的かつ信頼できる(relevantandreliable)｣

ものでなければならず,いずれかの特質が損なわれれば,情報は有用ではなく

なるとされている(FASB【1979a】para.28.斜体原文)｡したがって, 『ED:特

性』 (1979年)は,トップダウン･アプローチを重視する意思決定･有用性を

最上位に位置づけた上で,トップダウン･アプローチを重視する目的適合性と,
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ボトムアップ･アプローチを重視する信頼性を,それぞれ位置づけている1)｡

目的適合性は, ｢目標達成に関連するいくつかの事象が発生する可能性に関

する評価｣に影響を及ぼすことによって,意思決定者に違いを生じさせる｢情

報の能力｣と定義される(FASBl1979a]pp.V･vi)｡情報は, ｢意思決定者によ

る行動に対する新しい代替案｣を切り開き, ｢行動または事象の結果に関する期

待｣を変化させることによって,可能性を変化させることができ,それゆえに

｢目的適合性がある｣であろう｡ ｢会計情報の目的適合性｣は, ｢意思決定者の

目的｣と関連付けて判断されなければならない(FASB【1979a】paras.33,34)｡

｢適時性｣は, ｢目的適合性の補助的側面(ancillary aspect ofrelevance)｣

である｡情報が,必要な時に利用可能でない,もしくは報告された事象の後で

利用可能になり｢将来の行動に価値がない｣場合,情報は, ｢目的適合性｣がな

く,その規準を満たすことができない｡また, ｢理解可能性｣は, ｢もう一つの

目的適合性の補助的側面｣であり,情報は,理解されなければ｢目的適合性の

あるもの｣となることができない(FASB【1979a】paras.43,44)｡

信頼性は, ｢利用者｣が情報に依存して,表現しようとしている｢状況または

事象｣を表現できるようにする｢情報の特質｣として定義されており(FASB

l1979a]p.vi),情報が｢目的適合的だけでなく,信頼できる(reliableaswell

as relevant)｣ものであるべきという　ことは, ｢会計の中心(central to

accounting)｣となる｢観念｣とされている(FASB【1979a】para.48)｡その上

で, 『ED:特僅』(1979年)は,信頼性の意味について次のように述べている｡

｢2　つの異なる信頼性の意味｣は,薬が｢信頼できる｣とはどのような意味

であるかを考えることによって,区別し説明することができる｡薬が信頼でき

るとは,その薬が処方される｢病気｣を治癒または和らげるので信頼できると

いう意味であり,もしくは,どの用量の薬でも, ｢ラベルに示されている成分

(ingredients shown on thelabel)｣を｢正確に｣含むために,信頼できるこ

とを意味するだろう｡｢第一の意味｣は,薬が期待通りに｢有効である(effective)｣

1)これに関して,椛田は, 『ED:特僅』 (1979年)と同様に,第一義的な質

的特性として位置づけられるSFAC第2号(1980年)の目的適合性が,ト

ップダウン･アプローチを重視し,信頼性が,ボトムアップ･アプローチを

重視している(椛田【2021a】52頁)と指摘している｡
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ことを意味している｡ ｢第二の意味｣は, ｢有効性(effectiveness)｣のことでは

なく, ｢ラベル｣の説明と｢瓶｣に含まれているものが同じであるということを

意味している｡ ｢有効性｣は,確かに｢情報に必要な特性｣であるが,会計学で

は｢別の名称,すなわち目的適合性｣と呼ばれている｡ ｢このステートメント｣

が｢信頼性という用語｣を用いる場合, ｢有効性｣という意味は一切ない｡ ｢会

計情報｣は,それが表現しようとする｢経済状態または事象｣を表現している

ので, ｢利用者｣がその情報に依存することができる場合, ｢信頼できる｣もの

である｡ここには, ｢検証可能性と表現の忠実性(Verifiability and

representational faithfulness)｣という別々に保持することが望ましい｢2つ

の特性｣がある(FASB 【1979a]paras.49, 50)0

ここでは,薬を例にして信頼性に　2　つの意味があることが説明されている｡

『ED:特僅』 (1979年)における信頼性は,有効性または目的適合性の意味を

含まず,情報が表現しようとする経済状態または事象を表現し,利用者がその

情報に依存できることを意味している｡そして,信頼性は,検証可能性と表現

の忠実性で構成されている｡

一方の検証可能性とは, ｢同じ測定方法｣を使用して｢独立した測定者間の高

度な合意｣を確保することによって実証できる｢特質｣である(FASB【1979a]

p.vi)｡ ｢検証｣とは, ｢合意｣を意味し,ここでの検証可能性は, ｢測定規則｣

が何であっても,それが｢慎重｣かつ測定者の｢個人的偏向｣を伴わずに,逮

用されていることを保証することである(FASB 【1979a】paras.56,57)｡

他方の表現の忠実性は, ｢表現しよ　う　と　している会計数値間の一致

(correspondence)｣に注意を向けるものである(FASBl1979a]p.vi)｡ ｢情報

から測定者の偏向を排除するだけ｣では, ｢情報｣が｢信頼できる｣ことを保証

するわけではない｡ ｢複数の独立した測定者｣が｢単一の測定方法｣に同意し,

それを｢正直かつ巧みに｣適用する場合でも, ｢使用される方法｣が,測定が表

現しようとしているものを表さないようなものならば,その結果は, ｢信頼でき

ない｣とされている｡このように, ｢ある測定値の信頼性｣は,それが表現しよ

うとするものを忠実に表現することに左右され,それは｢利用者に対する保証｣

と結びつき,またその保証は測定値が｢表現上の特性｣を持っていることを｢検

証すること｣によって確保される(FASB【1979a】paras.54,60)0
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このほか,図表2.1で示されている｢中立性と比較可能性｣は, ｢目的適合性

と信頼性｣と同等の｢主要な情報の特性｣とはされていないため,低い位置に

ある(FASB 【1979a】para.29)｡ 『ED:特僅』 (1979年)は,中立性について,

｢中立的な会計上の選択肢からの選択｣は, ｢所定の結果｣に対する｢偏向から

の解放(free form bias)｣の一つとしている｡また, 『ED:特僅』 (1979年)

は,比較可能性について, ｢他の企業に関する情報｣と比較できる｢特定の企業

に関する情報｣は, ｢相対的な経済的機会または業績｣を評価しなければならな

い人々にとって, ｢比較できない情報よりも有用｣としている(FASB 【1979a】

p.vi)｡

さらに,『ED:特僅』(1979年)は, ｢目的適合性と信頼性｣が互いに影響し,

｢会計方法｣を変更して｢目的適合性｣を高める場合,信頼性が低下するかも

しれず,その逆も同様としている｡しかし,情報が有用であるためには, ｢最低

限の目的適合性と最低限の信頼性｣がなければならないため, ｢目的適合性｣を

｢信頼性｣と入れ替えることも｢その逆｣を行うこともできない｡したがって,

｢これらの特性｣の間には, ｢トレード･オフ(trade･off)｣が存在し得るが,

それらの1つを別の特性でなくすということではないとされている(FASB

【1979a】 paras.36, 62)0

ここで明らかなように, 『ED:特僅』 (1979年)は,意思決定･有用性-ト

ップダウン･アプローチ重視-を最上位に位置づけた上で,目的適合性-トッ

プダウン･アプローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-が,

意思決定のために会計情報を有用なものにする2つの第一義的な特質として規

定された｡これは, 『ED:目的』 (1977年)に対するコメント･レター一目的

適合性と信頼性に賛成する見解が多数であり,両者-の支持が第一義的に併存

していたかのような状態にあった-を反映したかのような内容になっている｡

また, 『ED:特僅』 (1979年)では,目的適合性を高めた場合,信頼性が低く

なることや,その逆もあることを指摘し,目的適合性と信頼性のトレード･オ

フを提案している｡

2.3 『公開草案　質的特性:財務会計と報告方針の選択と評価のための規準』

(1979年)に対するコメント･レターの分析
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2.3.1　『ED:特性』 (1979年)に対するコメント･レターの分析

本項では, FASBが受け取った『ED:特僅』 (1979年)に対する88の個

人,企業および機関からのコメント･レターを具体的に分析していくが,それ

に先立ち, FASBにコメント･レターを投稿した個人,企業および機関の名称

を図表2.2に示しておく｡

図表2.2　『ED:特僅』 (1979年)に対するコメント･レターの投稿者の

名称と職種

番号 ｨﾖX,ﾉkﾈ投稿者の職種 ĀĀĀĀ

1 瓶蚌&産業界 ⁅ĀĀ

1A ﾖW&薈VﾆW觀襴FVﾆVw&迺(作成者) ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2 &D2菷#｢会計士  ĀĀĀĀ

Crabtree,Carlton,Merrill&Co. 

3 幡網r6W&覲研究者 ĀĀĀ

4 埜%f紋r臟V迺会計士 ĀĀ

McGladreyHendrickson&Co. 

5 幡ﾖW4ﾒ臠&VﾖvV研究者 ĀĀ

NaValPostgraduateSchool 

6 蒜Fb腱Tﾖ&6会計士 ĀĀĀĀ

7 &ﾆW蛆免ｶ也6その他  ĀĀĀĀ

8 W'Dﾄw&会計士協会 ĀĀĀĀNewYorkStateSocietyofCertifiedPublicAccountants 

FinancialAccountingStandardsCommittee 

9 &EB舳&匁vW"産業界 ĀĀĀĀĀ

EthylCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

10 挽舐�6��6�｢�銀行 

TheRobertMorrisAssociates 
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ll 'V6TVW'産業界 ĀĀĀĀ

NCNBCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

12 稗茣�6����研究者 

UniVersityofOtago 

13 13A 這V&W'Db臟ﾆW"会計士協会 ĀĀ

ⅠndianaCPASocietyLocalPracticeTechnicalResponse 

Committee 

14 瓶ﾆ荐vVV会計士  ĀĀĀĀ

15 噺V友вF誚研究者 ĀĀĀĀ

TlleUniVersityofTennessee 

16 認��ﾆD��6�&&問�研究者 

UniVersityofHawaiiatManoa 

17 疲ﾖ蚌艷'&ub産業界 ĀĀĀĀĀ

TheToroCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

18 夫ﾇ6W&ﾖﾇBその他 ĀĀĀĀĀ

19 排腱f胞v6ﾆW産業界 ĀĀĀ

SouthernCaliforniaGasCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

20 夫免ﾆﾕ"荼W免会計士協会 ĀĀĀĀĀĀWashingtonSocietyofCertifiedPublicAccountants 

AccountingPrinciplesCommittee 

21 �"�+R�6Ⅲﾖ���産業界 

WestinghouseElectricCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

22 幡ﾖW4ﾒGF研究者 ĀĀĀĀĀBarryLLewis 

UniVersityofPittsburgh 

23 �&��ﾆDﾒ�6��Vﾆ�襭�研究者 AmericanAccountingAssociationCommitteeonFinancial 

AccountingStandards 
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24 艷v宥｢研究者 ĀĀĀ

StateUniVersityofNewYorkatBinghamton 

25 蒜Fゆ'&産業界  ĀĀĀ

StandardsOilCompany(Ⅰndiana) 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

26 幡ﾖW4"薈ﾖ2ﾄｧ"政府機関 ĀĀĀĀ

ⅠnterstateCommerceCommission 

27 FUfV蛆匁FVﾆﾂ産業界 ĀĀĀ

R.W.BeckandAssociates 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

28 陪rF"産業界  ĀĀĀĀ

PhilipMorrisⅠncorporated 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

29 狽荐耗6fVﾇ研究者 ĀĀ

TheUniVersityofTeXasatArlington 

30 WFW$｢薈問銀行 ĀĀĀ

ManufacturersHanoVerCorporation 

31 ﾗVVﾄゆ&ﾖ6B銀行 ĀĀĀĀĀĀ

BankAmericaCorporation 

32 Vﾄ"菷ﾆﾆｶV産業界 ĀĀĀĀ

ⅠNACorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

33 陪W&&W'Dょ6V貿fW'B産業界 (作成者) ĀNationalAssociationofAccountantsManagement 

AccountingPracticesCommittee 

34 認VﾆGFT6ｶ也2e6Vﾆﾇ2会計事務所 ĀĀĀ

35 幡ﾖW5B蛆Fﾖその他 ĀĀĀĀ

HospitalFinancialManagementAssociation 

36 陪&E2ﾇ$会計士協会  ĀĀĀĀĀ

ⅠllinoisCPASocietyCommitteeonAccountingPrinciple 

37 狽荼踟'G｢産業界 ĀĀ

ⅠnternationalTelephoneandTelegraghCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ
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38 瓶葷W'w門宥Fﾖ産業界 ĀĀĀ

NorthwestEnergyCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

39 箸萪荼V跏匁r産業界 Ā

CaterpillarTractorCo. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

40 r菷vﾆW"産業界 ĀĀĀĀ

ChessieSystem,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

41 箸腱蒙ﾆ匁r産業界 ĀĀ

MarathonOilCimpany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

42 �6�&ﾖ��"�&�6W"�研究者 

St.CloudStateUniVersity 

43 ﾆﾆ&ﾆW5rFF産業界 ĀĀĀĀĀĀ

AmericanGasAssociation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

44 夫免ﾆﾔ2薈W'7G&産業界 ĀĀĀĀ

PeoplesGasCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

45 也Fﾒ舳Vﾆﾆ鵡6V会計士協会 ĀĀĀĀArizonaSocietyofCertifiedPublicAccountantsFinancial 

AccountingStandardsCommittee 

46 R菷V6産業界 ĀĀĀĀ

EatonCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

47 'FⅣ$襷W'6V稘6会計事務所 ĀĀĀĀ

48 B葫T7WF6産業界 ĀĀĀĀĀ

RoyalDutch/ShellGroup 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

49 杷ﾆDﾘ+踐ﾆFfB産業界 ĀĀĀĀ

AmericanNaturalSerViceCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

50 之ﾆBG&W6産業界 (作成者) ĀĀĀĀNationalAssociationofRealEstateCompaniesFinancial 

AccountingStandardsCommittee 

51 W$ょv免ﾆ産業界 ĀĀĀĀ

KraftⅠnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ
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52 Vﾅ2&G6r産業界 ĀĀĀĀĀĀ

CarolinaPower&LightCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

53 VBﾄﾖ'vｲﾄﾖ友6ﾆﾂd6会計事務所 ĀĀĀĀĀĀĀ

54 W'Dr葷産業界  ĀĀĀĀ

AEtnaLifeⅠnsuranceCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

55 W'Dr友6R会計士協会 ĀĀĀĀĀTheMichiganAssociationofCertifiedPublicAccountants 

FASBandAⅠCPADraftsSubcommittee 

56 排舐臟ﾆ也B産業界 Ā

MooreCorporationLimited 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

57 幡���艷�v���産業界 

R.J.ReynoldsⅠndustries,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

58 巴艪菷襷w&b産業界 ĀĀĀ

GeneralMills.Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

59 葢臠&宥｢産業界 ĀĀ

SouthernNaturalResources,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

60 瓶菷R産業界 ĀĀĀ

TeXacoⅠnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

61 61A 腱ﾆR産業界 (作成者) ĀĀĀĀ

GeneralElectricCompany 

DonaldJ.Wait 

62 幡艪FWv'B産業界 ĀĀĀĀ

ⅠnternationalBusinessMachinesCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

63 紐茲菷Tw&誚R産業界 ĀĀ

EXXonCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

64 幡W6'&匁産業界 (作成者) ĀĀĀĀĀĀFinancialEXecutiVesⅠnstituteCommitteeonCorporate 

Reporting 
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65 箸荐66V産業界 ĀĀĀĀ

She110ilCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

66 &UvFW&W6Rd6会計事務所 ĀĀĀĀĀĀ

67 'FⅣ$r舸免ﾇVﾒ産業界 ĀĀ

ⅠnterstateNaturalGasAssociationof America 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

68 彦ﾖ4"臟Vﾇ2産業界 ĀĀĀĀ

NationalElectricalManufacturersAsscoiation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

69 W'2dﾇ&襭会計事務所 ĀĀĀĀĀĀ

70 膤蓙襭産業界 ⁅ĀĀĀ

E.Ⅰ.duPontdeNemours&CompanyⅠncorporated 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

71 �6�&�7F���2�6�'F���6V籠ｧ"��銀行 

BankersTrustCompany 

72 幡W&Ur&ﾇ6産業界 ĀĀĀĀĀ

Hewlett-PackardCompany 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

73 W'D粭蹤迺研究者  ĀĀĀĀHarVardUniVersityGraduateSchoolof Business 

Administration 

74 幡ﾖW4ﾒｶ産業界 ĀĀĀĀĀ

MeubleinⅠnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

75 認vﾆ4ﾖ友産業界 ĀĀĀĀĀ

GeneralFoodsCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

76 'FⅣ%薮V誡d6迺会計事務所 ĀĀĀĀĀ

77 ﾆ貿fDょvF6"産業界 ĀĀĀĀĀ

ThePrudentialⅠnsuranceCompanyofAmerica 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

78 瓶薈VvW"産業界 ĀĀĀ

ArmcoⅠnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

79 蒜v牝B蛆v觚"産業界 (作成者) ĀĀĀAmericanCouncilofLifeⅠnsuranceFinancialReporting 

PrinciplesCommittee 
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80 瓶膤艷ﾆ襭産業界 ĀĀĀ

GeneralMotorsCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

81 Vﾄ"蚌葷免ﾆW"研究者 ĀĀĀ

TheUniVersityofUtah 

82 �"�2��V�'6��産業界 

TeXasⅠnstrumentsⅠncorporated 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

83 狽膤臟鵡6R産業界 Ā

RockwellⅠnternationalCorporation 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

84 彦6&2d6会計事務所 ĀĀĀĀĀ

85 夫免ﾆﾔ2蓙'産業界 ĀĀĀ

DuffandPhelps,Ⅰnc. 宙ﾞﾉﾈĀĀĀ

86 疲ﾖ葢G&W72会計士協会 ĀĀĀĀĀ

AmericanⅠnstituteofCertifiedPublicAccountantsTask 

ForceonConceptualFrameworkforAccountingand 

Reporting 

87 W%r薑'Wﾆ銀行 ĀĀĀĀ

Citicorp 

88 埜&Bev跏W会計事務所 ĀĀĀ

(出所) FASB 【1979b】pp.64-74.なお,一部分を修正した｡

以下においては,特に目的適合性と信頼性に焦点を当てて,コメント･レタ

ー分析を開始する｡

(1 ･ 1A番) W.W.Brown (American Telephone and Telegraph

Company:産業界(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を

示していない(cf.FASB 【1979b】 pp.75･77)｡

(2番) Richard C. Lotz (Crabtree, Carlton, Merrill & Co. :会計士)

は, ｢『目的適合性,信頼性,検証可能,表現上忠実,中立性,比較可能性』と

いうような用語｣を使用して,増加する会計問題を合理的に説明するという方
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法は非常に難しいと思う(FASB【1979b】p.78)と述べているので,目的適合

性と信頼性に反対しているものと考えられる｡

(3番) Jim G.Ashburne (研究者)は,次のように述べている｡

あなた方は,受け入れられている目的適合性の定義が操作可能ではないと主

張している｡私は,目的適合性が一般化でき,特定の利用者の選択の問題では

ないと考えている｡私は,目的適合性が等級分けされるとは思わない｡ある人

が別の項目よりもある項目を重視するという観念は,どちらも目的適合性があ

るので, ｢その〔目的適合性の〕定義｣には合わないようである｡データが目

的に適合するか判断する前に, ｢その信頼性｣が評価されなければならない｡

私は, ｢信頼できない会計データ｣は,利用者がそれをあまり信頼しないよう

に何らかの方法でマークをつけるべきであり,おそらく財務諸表に含めるべき

ではないことに同意する(FASB[1979b】p.79)｡ここでは,目的適合性の定

義を批判する一方,目的適合性があるか判断する前に信頼性を評価する必要性

を指摘しているので,目的適合性に反対し,信頼性に賛成しているものと考え

られる｡

(4番) ErvinG.Feany (McGladreyHendrickson&Co. :会計士)は,堤

案されたステートメントの大部分に賛成し, ｢目的適合性と信頼性が2つの主

要な質的特性である｣ことにはっきりと賛成する(FASB【1979b】p.81)と述

べていることから,目的適合性,信頼性および両者のトレード･オフに賛成し

ているものと考えられる｡

(5番) James M. Fremgen (NavalPostgraduate School :研究者)は,

目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1979b]

pp.91･92)0

(6番) Victor F.DeMarco (会計士)は,次のように述べている｡

｢それ〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣に私の考えが明示されているかは確かで

はない｡ ｢それ〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣は, ｢過去に言われていたことの概
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要｣のようである｡私達は, ｢目的適合性と重要性｣を数量化できない｡実務

家として, ｢それ〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣は,私達にはあまり役に立たな

い(FASB【1979b】p.93)｡ここでは, 『ED:特僅』 (1979年)の内容を役に立

たないものとしているので,目的適合性,信頼性および両者のトレード･オフ

に反対しているものと考えられる｡

(7番) ShirleyA.Wilkinson (その他)は,目的適合性と信頼性に対する

明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1979b] p.94)0

(8 %) Robert L. Gray (New York State Society of Certified Public

Accountants Financial Accounting Standards Committee :会計士協会)

は,次のように述べている｡

私達は, ｢審議会〔FASB〕｣に賛成するが,より有用になる個別問題を提案

する｡ ｢『トレード･オフ』という用語(the term"tradel0fT')｣を継続的に使

用することは, ｢否定的な意味合い｣をもたらし, ｢専門家にとって『悪意のあ

る』ほのめかし(a"Sinister"allusion)｣になる｡私達は, ｢『均衡』のような

表現(expressionssuchas"balancing")｣を使用することを提言する(FASB

【1979b】p.96)｡ここでは, 『ED:特僅』 (1979年)の提案に賛成しているこ

とから,目的適合性と信頼性にも賛成しているものと考えられる｡一方,トレ

ード･オフに関しては,均衡という用語の使用を提言しているが,その内容自

体には賛成しているものと推測される｡

(9番) RichardT. Grainger (EthylCorporation :産業界(作成者))

は,次のように述べている｡

｢私達の判断｣では, ｢あなた方〔『ED:特僅』 (1979年)〕が列挙し議論し

ている規準は,有意義なものである｡｣しかし, ｢それ〔『ED:特僅』 (1979

午)〕｣は, ｢個々の規準｣について説明しているが, ｢それらの間にある全ての

重要な関係｣について説明しているわけではないという点で, ｢深刻な欠陥｣

があると私達は考えている｡　特に, ｢特に目的適合性と信頼性｣のように,

｢特定の規準間の相対的な優先順位｣については議論していない｡私達は,特
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に｢補足的な情報の財務報告｣に関して, ｢目的適合性が,信頼性よりも重要

である｣と｢審議会〔FASB〕｣が述べていない理由が理解できない｡しかし

もちろん,私達は, ｢それぞれの規準｣がある程度必要であることには同意す

る(FASB【1979b】pp.98,99)｡ここでは, 『ED:特僅』 (1979年)に列挙さ

れている質的特性の規準が,ある程度必要であると述べていることから,目的

適合性と信頼性に賛成した上で,特に目的適合性をより重要視している｡

(10番) M.G.Sanchez (The RobertMorrisAssociates :銀行)は,次の

ように述べている｡

｢信頼性と保守主義｣に関連するコメントを除いて,当協会は, ｢公開草案

〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣で説明されている推奨事項に同意する｡当協会

は, ｢信頼性が極めて重要である(reliabilityisextremelyimportant)｣と考

えている｡これは, ｢目的適合性が重要ではない｣ということを意味するもの

ではないが,財務諸表が｢利用者からの信頼性(credibility)｣を有するに

は, ｢全ての目的適合性のある資料(allrelevantmaterial)｣が｢合理的に信

頼できる保証｣を提供しなければならないと考える｡ ｢公開草案〔『ED:特

性』 (1979年)〕｣で議論されている｢トレード･オフの概念｣は, ｢完全性

(perfection)｣と,問題がないという｢合理的な信頼性の保証｣を提供する

情報との間にある領域について言及している｡ ｢目的適合性のある資料｣が

｢合理的な信頼性の基準｣を下回った場合, ｢信頼性(credibility)｣が低下

し, ｢利用者からの信頼｣が失われると考えられる(FASB【1979b】p.100)｡

ここでは,目的適合性と信頼性に賛成しつつも,特に信頼性を最重要視してい

る｡また,目的適合性と信頼性のトレード･オフに関しては,目的適合性があ

っても,信頼性の基準を下回った場合,利用者からの信頼が失われると述べて

いることから,反対しているものと推測される｡

(11番) BruceA.Beery (NCNB Corporation :産業界(作成者))は,

｢公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕のハイライトのセクションで提案され

た結論に賛成する｣ (FASB【1979b】p.102)と述べているので,目的適合性,

信頼性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられる0
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(12番) T.K.Cowan (UniversityofOtago:研究者)は,次のように述

べている｡

現在の社会変化の特徴の中には,明らかに公益となる財政と経済政策の前提

条件としての国民の受け入れの必要性が高まっていることがある｡この受け入

れは,私達の専門家の助けを借りて企業が提供する情報の質に大きく左右され

る｡成長期待が低い社会では, ｢経済的な『ケーキ』の分割に関する信頼でき

る情報(reliableinformation)｣がより重要になる(FASB 【1979b] p.104)｡

ここでは,目的適合性に対する賛否は明確ではないが,信頼できる情報を重要

しているので,信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(13 ･ 13A番) Hubert F. Fowler (Indiana CPASociety Local Practice

TechnicalResponse Committee :会計士協会)は, Indiana州の企業と公認

会計士に『ED:特僅』 (1979年)の賛否を問い, 10の企業と133の公認会計

士から得た回答の結果を示している｡企業では,強く賛成0通,賛成3通,

どちらでもない5通,反対1通および強く反対1通であった｡公認会計士で

は,強く賛成o通,賛成75通,どちらでもない28通,反対7通,強く反対

23通であった(FASB【1979b】p.105)｡この調査では, 『ED:特僅』 (1979

午)に対する賛成が78通/143通と過半数を占めているので,目的適合性,

信頼性および両者のトレード･オフに関して,賛成多数であったと推測され

る｡

(14番) W.AlanJorgensen (会計士)は,目的適合性と信頼性に対する明

確な賛否を示していない(cf.FASB [1979b】 p.111)｡

(15番) KeithG.Stanga (TheUniversityofTennessee :研究者)は,自

身の論文を添付している｡その論文は, ｢目的適合性と信頼性の関係の重要

性｣を鑑みて,この関係に関する研究を行っており(FASB【1979b】p.116),

目的適合性と信頼性のトレード･オフについて次のように述べている｡
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｢財務会計の目的適合性と信頼性の概念｣は,確実に連携するという暫定的

な結論を支持する結果が得られた｡したがって,目的適合性の向上は,信頼性

の向上に結び付き,その逆も同様である｡ ｢目的適合性と信頼性｣が, ｢重大な

トレード･オフ｣を必要とするという｢通説(commonbelief)｣を支持する

｢体系立った証拠｣は見つからなかった(FASB【1979b]p.133)｡ここでは,

目的適合性と信頼性が連携する一方,目的適合性と信頼性のトレード･オフを

必要とする証拠が見つからなかったと結論づけている｡したがって,目的適合

性と信頼性自体には,賛成であると推測されるが,目的適合性と信頼性のトレ

ード･オフには,反対していると考えられる｡

(16番) DonaldA. Corbin (UniversityofHawaii atManoa :研究者)

は, ｢あなた方〔『ED:特僅』 (1979年)〕の規準に概ね賛成(ingeneral

agreement)｣である(FASBl1979b]p.140)と述べているので,目的適合

悼,信頼性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられる｡

(17番) NormanW.Harris　Ⅲ (TheToro Company:産業界(作成者))

は, ｢提案されたステートメント〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣で説明された

｢基本的な概念｣に賛成する(FASB【1979b】p.142)と述べているので,目

的適合性,信頼性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられ

る｡

(18番) WoolseyCarmalt (その他)は,次のように述べている｡

私は,うまく表現された｢財務会計の概念に関する提案｣に祝辞を述べたい

けれども,それは｢目的適合性か信頼性かという二分法(dichotomy)｣が頻

繁に強調されており,この点は, ｢目的適合性の概念において重要性と完全性

の概念｣が包含されることで,さらに強調されるべきと私は考えている

(FASB【1979b】p.144)｡ここでは,目的適合性と信頼性が強調されるべきと

述べられているので,目的適合性と信頼性に賛成しているものと考えられる｡
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(19番) G. David Woosley (Southern California Gas Company :産業界

(作成者))は,全体的に財務会計と財務報告の方針と手続きを判断する｢規

準｣の設定するための｢FASBの提案｣を支持する(FASB【1979b】p.146)と

述べているので,目的適合性,信頼性および両者のトレード･オフに賛成して

いるものと考えられる｡

(20番) William R. Kauppila (Washington Society of Certified Public

AccountantsAccounting Principles Committee :会計士協会)は,目的適合

性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1979b]p.149)｡

(21番) R. L Shuman (Westinghouse Electric Corporation :産業界(作

成者))は, ｢会計特質の階層(内容と構造)｣が｢現実に実用的な価値があ

る｣ものであると期待しており,提案の粗探しができない(FASB【1979b】

p.150)と述べていることから, 『ED:特僅』 (1979年)を支持し,目的適合

悼,信頼性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられる｡

(22番) James M. Patton and Barry L. Lewis (University of

Pittsburgh:研究者)が示した質的特性の階層図では, ｢目的適合性｣, ｢検証

可能性｣, ｢中立性｣, ｢適時性｣および｢コスト｣を示しており(FASB

【1979b】p.179),信頼性は,含まれていないため,目的適合性に賛成し,信頼

性に反対しているものと考えられる｡

(23番) Ronald M. Copeland (AmericanAccounting Association

Committee onFinancialAccountingStandards :研究者)は,次のように述

べている｡

｢ED 〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣のパラグラフ36は,目的適合性を数量化

できると主張しているが,そうすると,文献上に表れている｢『情報価値』と

『情報量』｣がごちや混ぜになる｡将来の政策立案者は, ｢開示または情報価値

のような概念｣が｢『階層』によって表される概念フレームワーク｣のどの部

分に適合するかについて不明確になるだろう｡ ｢信頼性と妥当性｣ (その概念は
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『表現の忠実性』に一致していると定義される)という｢相互に関連する観

念｣が,文献上頻繁に表れる｡ ｢妥当性｣を｢信頼性『よりも低い水準』 (a

"levelbelow"reliability)｣に降格させる研究を支持して,そのような幅広い

研究を破棄することは賢明ではないように思われる｡ EDで見落とされている

｢文献の特に重要な側面｣とは, ｢信頼性という誤謬の観念(the errornotion

ofreliability)｣である｡ EDには, ｢会計上の誤謬｣に関連する議論が含まれ

ているが,それは間違った価値観を担う｢偏向という用語｣に表れている

(FASB 【1979b]pp.207･209)｡ここでは,目的適合性と信頼性をそれぞれ批

判していることから,目的適合性と信頼性に反対しているものと考えられる｡

(24番) B. Horwitz (State University ofNewYork at Binghamton :研

究者)は, ｢有用性の基準として目的適合性と信頼性を強調することは,非常

に良い｣ (FASB【1979b】p.218)と述べているので,目的適合性と信頼性に賛

成しているものと考えられる｡

(25番) Victor H. Brown (Standards Oil Company (Indiana) :産業界

(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1979b】 pp.220･221)0

(26番) James B. Thomas, Jr. (Interstate Commerce Commission :政府

機関)は, ｢『目的適合性』と『信頼性』が2つの最も重要な特質であること

に賛成する｣ (FASB【1979b】p.222)と述べている｡

(27番) StevenA.Windell (R. W.BeckandAssociates :産業界(作成

者))は,次のように述べている｡

パラグラフ36は,コミュニケーションの明確さが欠けているという点で弱

点がある｡このパラグラフは, ｢目的適合性というテーマ｣を詳細に把握しよ

うとしているが,この読者には, ｢当初の目的の狙い｣を破ったように見え

る｡別の言い方をすれば,このパラグラフは, ｢目的適合性の程度｣は存在し

得ないという前提を確認しているようである｡パラグラフ52は,削除される
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か全体的に書き直されるべきである｡ ｢この基準の目的｣は,すべての賢明な

会計士が同様の方法で翻訳できる｢統一された基準｣を提供することである｡

｢情報の信頼性の評価｣が｢利用者の認識｣に左右されるならば,信頼性の質

を測定するための規準は事実上存在しないように思われる(FASB[1979b】

pp.225,226)｡ここでは,目的適合性と信頼性をそれぞれ批判しているので,

目的適合性と信頼性に反対しているものと考えられる｡

(28番) Hans G. Storr (Philip Morris Incorporated :産業界(作成者))

は, ｢提案された財務会計概念書の採用を概ね支持する｣ (FASB 【1979b]

p.228)と述べているので,目的適合性,信頼性および両者のトレード･オフ

に賛成しているものと考えられる｡

(29番) H. Jim Snavely (The University of Texas atArlington :研究

者)は,次のように述べている｡

会計情報は, ｢有用である｣ために, ｢2つだけではなく, 4つの特性｣を有

しなければならない｡情報は, ｢(1)目的適合性があり, (2)信頼性があり,

(3)理解可能であり, (4)実際に入手可能｣でなければならない｡ ｢審議会

〔FASB〕｣は,パラグラフ36で目的適合性と信頼性の間にトレード･オフが

あり得ると述べている｡私は,この考えに｢非常に懐疑的(very

skeptical)｣である｡ ｢目的適合性があり,信頼性があり,理解可能であり,

実際に入手可能な全ての情報｣を報告すべきであると言うことは,非常に理に

適っている｡ ｢審議会〔FASB〕｣が｢有用な情報に関する4つの必要な特性｣

を満たしているが,報告されるべきではない情報というものを少なくともいく

つか特定できない限り, ｢トレード･オフの可能性｣は,ステートメントから

省略されるべきである(FASB【1979b】pp.230,234)｡ここでは,目的適合性

と信頼性を必要な特性として含めていることから,目的適合性と信頼性に賛成

しているものと考えられる｡一方,トレード･オフに関しては,削除を求めて

いることから,反対しているものと考えられる｡
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(30番) Peter ∫. Tobin (Manufacturers Hanover Corporation :銀行)

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1979b】 p.238)｡

(31番) SamuelH.Armacost (BankAmerica Corporation :銀行)は,目

的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1979b】

p.239)｡

(32番) PaulB.Lukens (INACorporation:産業界(作成者))は,目的

適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1979b】

p.240)｡

(33番) Herbert H. Seiffert (NationalAssociation of Accountants

ManagementAccountingPractices Committee :産業界(作成者))は, ｢こ

の文書〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣が全体的に｢よく書かれた包括的｣なもの

であり, ｢目的適合性と信頼性の特質｣に対して第1位の順位を適切に与えて

いる(FASB【1979b】p.241)と述べているので,目的適合性と信頼性に賛成

しているものと考えられる｡

(34番) Deloitte Haskins&Sells (会計事務所)は,次のように述べてい

る｡

｢財務会計と報告方針の採用｣を評価する際に必然的に行わなければならな

い｢質的特性間のトレード･オフ｣に関して,最終的なステートメントをよっ

て明確かつ決定的にしなければならない｡私達は, ｢質的特性｣を利用して,

｢代替的な会計方針｣を選択し評価するような｢意思決定プロセス｣を開発し

た｡ ｢代替的な財務会計と報告方針の間にある最善の選択｣とは, ｢意思決定プ

ロセスにとって最も有用な情報｣を提供するものである｡それゆえに,選択さ

れた方針は,最低限受け入れられた範囲内で｢特質としての目的適合性｣を有

しなければならない｡ ｢信頼性のテスト｣は, ｢目的適合性のテスト｣の後に行

われる(FASB【1979b】pp.246,247,250,251)｡ここでは,意思決定プロセ
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スの一環として,第一に目的適合性のテストを満たし,その後に信頼性のテス

トを満たす必要があるとしているので,目的適合性をより重視しつつも,目的

適合性と信頼性に賛成しているものと考えられる｡また,質的特性のトレー

ド･オフの明確化も求めていることから,目的適合性と信頼性のトレード･オ

フにも賛成しているものと推測される｡

(35番) James T. Whitman (Hospital Financial Management

Association:その他)は,次のように述べている｡

｢公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣は, ｢基礎に関する価値のある編集

物｣である｡私達は,それが｢将来の審議会〔FASB〕の決定にとって有用な

フレームワークになる｣ということに同意する｡ HFMAは, ｢提案された財務

会計概念書の基本的な意図｣を支持する(FASB 【1979b]pp.255,257)｡ここ

では, 『ED:特僅』 (1979年)の提案を支持していることから,目的適合性,

信頼性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられる｡

(36番) Howard S. Shapiro (Illinois CPA Society Committee on

AccountingPrinciple :会計士協会)は,目的適合性と信頼性に対する明確な

賛否を示していない(cf.FASB 【1979b】 pp.258-260)｡

(37 %) H. C. Knortz (International Telephone and Telegraph

Corporation:産業界(作成者))は,提案された特質が将来的かつ遡及的に

適用されることが望まれる(FASB【1979b】p.261)と述べているので,目的

適合性,信頼性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられ

る｡

(38番) W. Merwyn Pittman (NorthwestEnergy Company :産業界(作

成者))は, ｢公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣を概ね支持し, ｢意思決

定･有用性｣を頂点とする｢会計特質の階層｣に賛成する(FASB【1979b】

p.263)と述べているので,目的適合性,信頼性および両者のトレード･オフ

に賛成しているものと考えられる｡
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(39番) ∫.M. Kenning (CaterpillarTractorCo. :産業界(作成者))

は, ｢この〔『ED:特僅』 (1979年)の〕提案｣が設けるであろう｢規準に反

対しない(no disagreementwiththe criteria)｣ (FASB 【1979b】 p.265)と述

べているので,目的適合性,信頼性および両者のトレード･オフに賛成してい

るものと考えられる｡

(40番) B.G.Lawler (Chessie System,Inc.:産業界(作成者))は,吹

のように述べている｡

提案に示されているように, ｢目的適合性と信頼性の特質｣は, ｢中立性と比

較可能性｣とともに, ｢有用な情報｣を生み出すための｢様々な会計と報告の

代替案｣から選択するための適切な手引きをもたらす｡それゆえに,私達は,

現在の形式で提案されるものが採用されることを支持する(FASB【1979b】

p.266)｡ここでは, 『ED:特僅』 (1979年)の提案を支持していることから,

目的適合性,信頼性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えら

れる｡

(41番) J.S.Dimling (MarathonOilCimpany:産業界(作成者))は,

次のように述べている｡

信頼性が｢第一義的な質的特性(primary qualitative characteristic)｣で

なければならないという｢一般に認められた見解｣を示すように, ｢公開草案

〔『ED:特性』 (1979年)〕｣が書き換えられることを提案する｡ ｢目的適合性

の問題｣は,その後に取り組まれるべきである(FASB【1979b】p.268)｡ここ

では,信頼性を第一義的な質的特性として重視しつつも,目的適合性の問題が

信頼性の後に取り組まれるべきと述べられているので,目的適合性と信頼性に

賛成しているものと考えられる｡

(42番) ShermanR. Roser (St. CloudStateUniversity :研究者)は,

次のように述べている｡
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広範囲にわたり,私のコメントは,自分の論文で議論された実証的な研究結

果に基づいている｡論文に含まれている研究結果は, ｢会計情報の目的適合

性｣に関する｢公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣の議論の多くを支持して

いるが,論文は,提案されたステートメントに関する追加的な洞察を明確化し

提供するのにも役立っ(FASB【1979b]p.272)｡ここでは,信頼性に対する賛

否は明確ではないが, 『ED:特僅』 (1979年)の目的適合性に関する議論を支

持する提出者自身の論文に基づいてコメントが書かれているので,目的適合性

に賛成しているものと考えられる｡

(43番) Charles W. Radda (American GasAssociation :産業界(作成

者))は, ｢目的適合性｣が一般に認められた指針を設ける際に｢最上位の特性

(thepremiercharacteristic)｣であるという｢FASB 〔『ED :特僅』 (1979

午)〕に賛成する(agreeswiththeFASB)｣ (FASB 【1979b】p.275)と述べて

いるので,信頼性に対する賛否は明確ではないが,目的適合性に賛成している

ものと考えられる｡

(44番) WilliamC. Terpstra (Peoples Gas Company :産業界(作成

者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1979b】 pp.277･278)｡

(45 %) Cynthia M. Gulliksen (Arizona Society of Certified Public

Accountants Financial Accounting Standards Committee :会計士協会)

は, 41のASCPAメンバーに｢公取草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕の主要な

論点｣に関する質問票を送付し, 4通の回答を受けた｡ ASCPAが受け取った

アンケートの回答結果について, ｢会計情報の階層｣と｢目的適合性｣の内容

に賛成する見解が3通,反対1通であった｡また,信頼性に関しては,全4

通が賛成していた｡この結果を踏まえて, ASCPAの委員会は, ｢公開草案

〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣が｢財務会計と報告方針｣の選択と評価のための

｢一般な規準(the generalcriteria)｣を包括的に要約したものであることに

同意している(FASB【1979b]pp.279,281-282)｡したがって,ここでは,
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『ED:特僅』 (1979年)を支持し,目的適合性,信頼性および両者のトレー

ド･オフに賛成しているものと考えられる｡

(46番) R.LLeach (EatonCorporation:産業界(作成者))は, ｢会計

と報告方針｣を評価する際に, ｢目的適合性と信頼性が等しく重要であるとい

う審議会〔FASB〕の結論を強く支持する(stronglysupport)｣ (FASB

【1979b]p.285)と述べているので,目的適合性と信頼性に賛成しているもの

と考えられる｡

(47番) ArthurAndersen&Co. (会計事務所)は, ｢この文書〔『ED:特

性』 (1979年)〕｣が｢議論された特性｣に基づいて｢意思決定｣を下すための

｢実質的なガイダンス｣を提供していない等の理由を挙げて,有用性が疑わし

いと述べている(FASB【1979b】p.287)｡したがって,ここでは, 『ED:特

性』 (1979年)で議論された質的特性を批判していることから,目的適合性,

信頼性および両者のトレード･オフに反対しているものと考えられる｡

(48番) Ⅰ. C.MuCutcheon (RoyalDutch/ShellGroup :産業界(作成

者))は,次のように述べている｡

私達は,それぞれの財務報告の目的が｢会計情報の選択と評価のための規

準｣を決定する際に,考慮されなければならないと考えている｡なぜなら,

｢特定の質的特性の相対的な重要性｣は,合致する特定の目的に沿うためであ

る｡したがって,正味キャッシュ･インフローの予測に役立っ情報の提供とい

う｢上記の第1日的｣は, ｢信頼性｣がより重要であろう,企業の経済的資源

と責務に関する情報提供と期中の業績に関する情報提供という｢第2と第3

の目的｣と比べて,信頼性より高い目的適合性と適時性を必要とするだろう

(FASB【1979b】pp.289-290)｡ここでは, 『ED:特僅』 (1979年)で述べら

れている3つの目的に応じて目的適合性と信頼性の重要度が変わると述べて

いることから,目的適合性と信頼性に賛成しているものと考えられる｡
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(49番) Floyd M. 01dford (American Natural Service Company :産業界

(作成者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない

(cf.FASB 【1979b】 pp.293･294)｡

(50番) Eli I.Akresh (NationalAssociation ofReal Estate Companies

FinancialAccountingStandards Committee :産業界(作成者))は,目的適

合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1979b】 pp.295･

297)0

(51番) RogerH.Willis (Kraftlnc.:産業界(作成者))は,目的適合性

と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1979b】p.298)｡

(52番) PaulS. Bradshaw (Carolina Power &Light Company :産業界

(作成者))は,次のように述べている｡

｢公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣は, ｢高い目的適合性と信頼性の両

方｣を有する｢非常に有用な情報｣を表しているが,ある重大な理由のため

に, ｢最低限の目的適合性と信頼性(minimum relevance andreliability)｣

に欠けている｡公開草案は, (1) ｢株主と債権者の情報要求の優先度｣を認識

しておらず, (2)過去の意思決定と期待の妥当性を決めるための実際の業績

に関するフィードバックに対する｢既存の株主と債権者の最も重要な情報要

求｣を認識していないという点で, ｢基本的に不完全(basically

incomplete)｣である(FASB【1979b】p.299)｡ここでは, 『ED:特僅』 (1979

午)が最低限の目的適合性と信頼性を満たしておらず,不完全であると批判し

ていることから,目的適合性と信頼性に反対しているものと考えられる｡

(53番) Peat,Marwick,Mitchell&Co. (会計事務所)は,次のように述

べている｡

｢私達は,目的適合性と信頼性の組み合わせが有用な財務情報に関する第一

義的な質的特性であることに賛成する｡｣しかし,最低限満たされる信頼性の

水準を前提として, ｢目的適合性｣がより重要な検討事項であり, ｢目的適合
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性｣が｢最初に(first)｣検討されるべきであることを明確にすべきである｡

非常に信頼できるが,目的適合性のない情報は,有用ではない(FASB

【1979b】p.302)｡ここでは,最低限の信頼性を前提として,目的適合性が最初

に検討されるべきであると指摘していることから,目的適合性をより重視しつ

つも,目的適合性と信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(54番) Robert G. Maxon (AEtnaLife lnsurance Company :産業界(作

成者))は,次のように述べている｡

｢第一義的な特質とは,目的適合性であり,審議会〔FASB〕が述べている

ような目的適合性と信頼性の組み合わせではない｡｣情報は,財務報告に含ま

れるか考慮する前に, ｢意思決定プロセスに適合する｣か決定しなければなら

ない｡項目に目的適合性がなければ,信頼性,中立性および重要性等のような

｢他の全ての質的特性｣を満たしたとしても,意思決定に相違をもたらさな

い｡なぜならその項目は, ｢意思決定プロセス｣において考慮されていないか

らである｡ ｢信頼性は,第一義的な特質ではない｡｣ ｢それ〔信頼性〕｣は,目的

適合性のある情報が財務諸表に含まれるかどうかについて強い影響を及ぼす

｢非常に重要な特質｣であるが,目的適合性と同等の重要性を持つものではな

い(FASB【1979b】pp.307,308)｡ここでは,目的適合性をより重視しつつ

も,目的適合性と信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(55番) Robert G. Ritchie (The MichiganAssociation of Certified

PublicAccountants FASB and AICPA Drafts Subcommittee :会計士協会)

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1979b】 p.311)0

(56番) G. G.Flint (Moore CorporationLimited :産業界(作成者))

は,図表として, ｢目的適合性｣の下に｢適時性｣, ｢信頼性｣および｢理解可

能性｣を配置した質的特性の階層を示しており(FASB【1979b】p.313),その

上で次のように述べている｡
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｢(信頼性を『格下げ』することとは対照的に)目的適合性を『格上げ』す

る私達の根拠｣とは,あなた方が｢信頼できる制度｣を設定したり,事実が信

頼できるかどうか決定したりする前に,重要性とコスト･ベネフィットの制約

の中で｢目的適合性｣を決定しなければならないためである(FASB【1979b]

p.313)｡ここでは,目的適合性をより重視しつつも,信頼性を質的特性に含

めていることから,目的適合性と信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(57番) JohnA.Hagan (R.∫.Reynoldslndustries, Inc. :産業界(作成

者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1979b】 pp.315-316)0

(58番) F.H.Landgraf (GeneralMills.Inc.:産業界(作成者))は, ｢質

的特性に関する財務会計概念書の提案を支持する｣ (FASB 【1979b】p.317)と

述べていることから,目的適合性,信頼性および両者のトレード･オフに賛成

しているものと考えられる｡

(59番) A. N. Fritz (SouthernNaturalResources, Inc∴産業界(作成

者))は, ｢この文書〔『ED:特僅』 (1979年)〕に賛成する｣ (FASB【1979b】

p.319)と述べていることから,目的適合性,信頼性および両者のトレード･

オフに賛成しているものと考えられる｡

(60番) W.R.Love (Texacolnc.:産業界(作成者))は,次のように述べ

ている｡

｢審議会〔FASB〕｣は, ｢情報の意思決定･有用性｣が｢その予測価値｣に

左右されると結論付けている｡ Texaco社の見解は,財務報告が｢予測的な情

報｣を提供すると仮定することができず, ｢客観的に検証可能な歴史的デー

タ｣を提供するだけであるというものである｡当社は, ｢予測価値(目的適合

悼)｣の増大を達成するために, ｢信頼性(客観性)｣を大幅な低下させること

を推奨しない｡ ｢このようなトレード･オフの一般的な結果｣は, ｢測定不可能

な程度の目的適合性｣を得るために, ｢ある程度の信頼性｣が失われることに
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なると考えられている｡また, ｢中立性,比較可能性および首尾一貫性｣は,

望ましい財務会計と報告方針の｢主要な(二次的ではない)特質｣であり,

｢目的適合性と信頼性｣と同じくらい重要であることを強調すべきである

(FASB【1979b]p.320)｡ここでは,目的適合性と信頼性が同程度に重要であ

ると述べていることから,目的適合性と信頼性に賛成しているものと考えられ

る｡しかし,トレード･オフによって目的適合性を重視した結果,信頼性が損

なわれることには,反対していることから,目的適合性と信頼性のトレード･

オフには,反対しているものと考えられる｡

(61番) B.R.Doyle (GeneralElectricCompany :産業界(作成者))

は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1979b】 pp.323･324)｡

(61A番) DonaldJ.Wait (GeneralElectricCompany :産業界(作成

者))は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1979b] pp.325･326)｡

(62番) John H. Stewart (International Business Machines

Corporation:産業界(作成者))は,次のように述べている｡

私達は, ｢公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣がよく書かれ,思慮深く開

発された文章であると考えており, ｢2つの最も重要な財務報告の要素｣が

｢目的適合性と信頼性｣であり,それらが等しく重要であるという｢基本的な

結論に同意する｡｣ (FASB【1979b】p.327)ここでは,目的適合性と信頼性に

賛成しているものと考えられる｡

(63番) U.∫.LeGrange (Exxon Corporation:産業界(作成者))は,吹

のように述べている｡

私達は, ｢公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣を検討し, ｢情報の特質の階

層と提案された定義の大部分に概ね賛成する｡｣しかし,私達は,最終文書を

全体的に改善することに繋がるいくつかの変更を提案する｡ ｢目的適合性と信
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頼性の間にあるトレード･オフがよく求められるという概念｣は, ｢公開草案

〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣の様々な場所で触れられている｡しかしながら,

私達は,この議論が｢目的適合性｣にかかわらず, ｢財務報告の利用者｣の誤

解を避けるために,情報が｢最低限の信頼性｣を持たなければならないという

点を適切に認識していないと考えている｡これは, ｢重要な問題｣であり,最

終的な文書で明確にされるべきである(FASB【1979b】pp.328,329)｡ここで

は, 『ED:特僅』 (1979年)の提案に賛成していることから,目的適合性と信

頼性にも賛成しているものと考えられる｡ただし,目的適合性と信頼性のトレ

ード･オフに関しては,情報が最低限の信頼性を持たなければならないという

点を適切に認識していないと批判している一方,最終文章での改善を求めてい

ることから,明確な賛否は不明である｡

(64番) JosephA. Sciarrino (Financial Executives Institute Committee

onCorporateReporting:産業界(作成者))は,次のように述べている｡

私達は, ｢信頼性と目的適合性｣が｢等しく重要な要因｣と見なされなけれ

ばならないという結論に特に満足している｡私達は, 1976年の討議資料が有

用な財務情報の特質の中で目的適合性が第1であることを強調したことと対

照的であることに注目する｡明らかに, ｢財務情報｣は, ｢有用性｣を最大化す

るならば, ｢目的適合性があり,信頼できる｣ものでなければならない

(FASB[1979b】p.331)｡ここでは,目的適合性と信頼性が等しく重要である

という『ED:特僅』 (1979年)の結論に賛成していることから,目的適合性

と信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(65番) ∫.C.Jacobsen (ShellOilCompany:産業界(作成者))は,吹

のように述べている｡

要約すると,私達は, ｢個別の質的特性がほとんど否定できないもの

(almostunassailable)｣と考えている｡私達は, ｢特性の階層的位置づけ｣

において, ｢審議会〔FASB〕｣が｢信頼性｣に割り当てた｢卓越性と重要性

(theprominence andimportance)｣を十分に支持する｡ ｢これ〔信頼性〕｣

は, ｢情報が有用であるために不可欠な特性｣である(FASB【1979b】
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p.333)｡ここでは,信頼性に賛成するとともに, 『ED:特僅』 (1979年)で示

された質的特性を否定できないと述べていることから,目的適合性にも賛成し

ているものと推測される｡

(66番) Price Waterhouse&Co. (会計事務所)は,提案を支持し, ｢審議

会〔FASB〕｣がそれを概念書として採用することを奨励する(FASB【1979b】

p.334)と述べていることから,目的適合性,信頼性および両者のトレード･

オフに賛成しているものと考えられる｡

(67番) Arthur G. Gillum (Interstate Natural GasAssociation of

America:産業界(作成者))は,次のように述べている｡

｢公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕の文書｣は, ｢目的適合性と信頼性｣

を｢一次的な特質｣に分類し, ｢中立性と比較可能性｣を｢二次的な特質｣に

分類している｡ INGAAは,重要度という意味ではなく, ｢第一義的な特質の

組み合わせ｣が｢二次的な特質｣を生み出すという意味での｢一次的と二次的

な分類｣に賛成する(FASB【1979b】pp.335-336)｡ここでは,目的適合性と

信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(68番) Thomas B. Fauls (National Electrical Manufacturers

Asscoiation:産業界(作成者))は,特に｢重要性と目的適合性対信頼性を含

む価値の階層｣を扱ったセクションに関して, ｢称賛(commendation)｣する

(FASB【1979b】p.338)と述べていることから,目的適合性,信頼性および

両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられる｡

(69番) Coopers&Lybrand (会計事務所)は, ｢目的適合性と信頼性の間

にあるトレード･オフに関する全般的な議論｣に同意する(FASB【1979b]

p.340)と述べていることから,目的適合性と信頼性自体に賛成した上で,冒

的適合性と信頼性のトレード･オフに賛成しているものと考えられる｡
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(70番) C.E. Noland (E. Ⅰ. duPontde Nemours &Company

Incorporated:産業界(作成者))は, ｢信頼性が,目的適合性とともに全ての

財務報告に関する不可欠な質的特性である｣ (FASB【1979b]p.343)と述べて

いることから,目的適合性と信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(71番) Christian C. Chirtiansen, Jr. (Bankers Trust Company :銀

行)は,目的適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB

【1979b】 pp.345-346)｡

(72番) Jerome W. Carlson (Hewlett･Packard Company :産業界(作成

者))は,個別企業の財務報告において, ｢目的適合性｣, ｢信頼性｣および｢表

現の忠実性｣を保持することが大変重要であることを強調したい(FASB

【1979b】p.349)と述べていることから,目的適合性と信頼性に賛成している

ものと考えられる｡

(73番) Robert N.Anthony (Harvard University Graduate School of

BusinessAdministration :研究者)は,次のように述べている｡

私達は, ｢公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣の｢主要部分

(highlight)｣が質的特性を適切に説明していると考えている｡ ｢信頼性,冒

的適合性および情報コストに関する中心的な論点｣は, ｢全ての重要な会計問

題｣において, ｢これら3つの規準｣が互いに対立しており, ｢問題の解決｣

が基本的にそれぞれに与えられた相対的な重み付けに左右されるということで

ある｡この論点は,パラグラフ62で触れられている｢補助的な問題｣ではな

く,文書の中心的なテーマであるべきである(FASB【1979b】p.350)｡ここで

は, 『ED:特性』 (1979年)における質的特性を支持していることから,目的

適合性と信頼性に賛成しているものと考えられる｡また,目的適合性と信頼性

の関係に関しては,信頼性と目的適合性の間に対立があり,相対的な重み付け

によってこの問題が解決されると述べていることから,目的適合性と信頼性の

トレード･オフにも賛成しているものと考えられる｡
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(74番) JamesM.°oran (Meubleinlnc.:産業界(作成者))は,目的適

合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1979b】p.352)｡

(75番) DouglasA. Smith (GeneralFoods Corporation :産業界(作成

者))は, ｢文書〔『ED:特僅』 (1979年)〕の目的と内容に概ね同意

(agreement)する｣ (FASB【1979b】p.353)と述べていることから,目的適

合性,信頼性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられる｡

(76番) ArthurYoung&Company (会計事務所)は,次のように述べて

いる｡

｢重要性と目的適合性｣という｢両方の会計概念｣が,企業に関する投資家

の意思決定に与える影響が何かを決定する｢規準｣として役立つということは

｢真実(true)｣である(FASB[1979b】p.357)｡ここでは,信頼性に対する

賛否は明確ではないが,目的適合性に賛成しているものと考えられる｡

(77番) Clifford H. Whitcomb (The Prudential lnsurance Company of

America:産業界(作成者))は,次のように述べている｡

全般的に,私達は, ｢この公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣を｢容認で

きる(acceptable)｣ものと考えている｡質的特性間の相互関係に関する議論

とその要約的な図表は,非常に役立っものである(FASB【1979b】p.362)｡こ

こでは, 『ED:特僅』 (1979年)を容認していることから,目的適合性,信頼

性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられる｡

(78番) W.R.Teager (Armcolnc∴産業界(作成者))は,次のように述

べている｡

｢審議会〔FASB〕｣は, ｢将来の出来事｣に関連する｢目的適合性の重要

性｣を強調する際に｢警告文(aword of caution)｣を含むべきである｡ ｢目

的適合性の名の下に予測を過度に強調すること｣は, ｢信頼性｣を犠牲にする

だけである｡ ｢信頼性と目的適合性｣は,会計の代替案を評価する際に｢並ん

で(sidebyside)｣立たなければならない｡私達は,信頼性に関する結論に懸
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念を示している｡それは,一定水準の信頼性が達成されると, ｢信頼性よりも

目的適合性の重要性｣が高まるようであるが,私達は,その結論に｢同意しな

い(do notconcur)｡｣私達は, ｢2つの概念｣が密接に関連しており,他方の

達成水準に基づいて一方に偏りがあってほならないと考えている(FASB

【1979b】p.365)｡ここでは,過度に目的適合性を強調することと,それによっ

て信頼性が犠牲になることに懸念し,一方に偏りがあってほならないと指摘し

ている｡したがって,目的適合性と信頼性自体には,それぞれ賛成している

が,目的適合性と信頼性のトレード･オフには,反対しているものと考えられ

る｡

(79番) Virgil D. Wagner (American Council of Life Insurance

FinancialReportingPrinciples Committee :産業界(作成者))は,ほとん

どの点で, ｢財務会計と報告方針｣を設定する過程において,どのように

｢様々な財務情報の質的特性｣を検討すべきかを決定するという｢困難な問

題｣に対して｢審議会〔FASB〕｣が用いた方法に,同意している(FASB

【1979b】p.370)と述べていることから,目的適合性と信頼性に賛成している

ものと考えられる｡

(80番) W. E. Hogland (GeneralMotors Corporation :産業界(作成

者))は,次のように述べている｡

｢目的適合性｣と｢信頼性｣を｢財務情報の開示に対する二重の検討事項

(the dualconsiderations)｣として定義することは, ｢理に適った決定(a

sounddecision)｣である｡強い｢信頼性｣がなければ,私達は, ｢大きな危

険｣が存在すると考えている｡信頼性も,目的適合性と組み合わせなければな

らない(FASB【1979b]p.373)｡ここでは,目的適合性と信頼性を組み合わせ

なければならないと指摘していることから,目的適合性と信頼性に賛成してい

るものと考えられる｡
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(81番) PaulB.W.Miller (TheUniversityofUtah:研究者)は,目的

適合性と信頼性に対する明確な賛否を示していない(cf.FASB 【1979b】

pp.375･384)｡

(82番) R. C. Pearson (Texas lnstrumentslncorporated :産業界(作成

者))は,次のように述べている｡

｢目的適合性の質的特性｣に関して,私達は,パラグラフ35の文言が｢冗

長な情報に対するコスト効率の悪い要件｣を支持するために使用され得ること

を懸念している｡私達は,冗長性が望ましくないことと, ｢特定の意思決定に

関する不確実性の程度に『重大な』変更｣をもたらす情報のみが適切であるこ

とを明確にするために,このパラグラフを書き直すことを提案する｡信頼性に

関して,パラグラフ58は, ｢インフレーション会計の望ましさ｣に関する論

説が述べているようであり, ｢その主観性に対するよく知られた批判｣が誤っ

た方向に進んでいることを暗示している｡また,パラグラフ60は, ｢特定の

インフレーション会計の概念｣を支持しているようである｡私達は,これらの

パラグラフを書き直すことを提案する(FASB【1979b]pp.386,387)｡ここで

は,目的適合性と信頼性に関して,書き直しを提案していることから,目的適

合性と信頼性に反対しているものと考えられる｡

(83番) H. E. Fikse (RockwelllnternationalCorporation :産業界(作

成者))は,次のように述べている｡

私達は,財務会計と報告方針を選択し評価するための規準を形成する

｢FASBのアプローチに賛成する(concur)｡｣私達は, ｢『目的適合性』と『信

頼性』のように,様々な特質のために開発された定義｣が適切であり,将来そ

のような用語を使用する際に統一性をもたらすと考えている(FASB【1979b]

p.388)｡ここでは,目的適合性と信頼性の定義が適切であると述べているこ

とから,目的適合性と信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(84番) Touche Ross&Co. (会計事務所)は, ｢提案された財務会計概念

書〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣で説明されている｢質的特性に関して到達した
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結論に概ね賛成する｣ (FASB【1979b】p.391)と述べていることから,目的適

合性,信頼性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられる｡

(85番) WilliamC. Norby (DuffandPhelps, Inc. :産業界(作成者))

は, ｢それ〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣がうまく書かれており,その内容に反

対することができない(FASB【1979b】p.393)と述べていることから,目的

適合性,信頼性および両者のトレード･オフに賛成しているものと考えられ

る｡

(86番) Norman N. Strauss (American Institute of Certified Public

Accountants Task Force on Conceptual Framework for Accounting and

Reporting:会計士協会)は, ｢提案されたステートメント〔『ED:特性』

(1979年)〕の発行を概ね支持する(generallysupport)｣ (FASB [1979b]

p.395)と述べていることから,目的適合性,信頼性および両者のトレード･

オフに賛成しているものと考えられる｡

(87番) RogerW.Trupin (Citicorp:銀行)は,次のように述べている｡

Citicorpは,財務会計と報告方針を選択し評価するための規準を確立するた

めの｢審議会〔FASB〕｣の取り組みを支持する｡しかし,私達は, ｢公開草案

〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣が｢財務諸表で最も有用な特性｣と年次報告書の

前半部分に示されている補足データに記載されるべき特性を区別できていない

ことを懸念する｡財務諸表は, ｢そのようなデータの検証可能性と信頼性の両

方｣に重点を置いて,発生した｢取引と事象の客観的な尺度(anobjective

measure)｣として役立つべきである｡一方,財務諸表以外の財務報告の役割

は, ｢読者〔利用者〕｣が｢過去の報告結果｣を理解し評価するのに役立つ｢補

足資料｣を提供することである｡ ｢この種の分析｣は,必然的に｢ある程度の

主観性｣を帯びており, ｢より効果的な分析｣を実現するためには, ｢報告され

た情報の目的適合性｣を重視し,相対的に｢客観性｣の｢重要性｣をやや低く

することが適切である｡これは,説明の柔軟性が望まれる場合に, ｢経営者に

よる経営成績の分析｣で達成できる(FASB【1979b】p.399)｡ここでは,財務
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会計と財務報告を区分した上で,一方の財務諸表では検証可能性と信頼性を重

視し,他方の財務報告では,目的適合性を重視している｡したがって,目的適

合性と信頼性にそれぞれ賛成していると考えられる｡

(88番) Ernst&Whinney (会計事務所)は,次のように述べている｡

｢それぞれの質的特性｣は,広範囲にわたる｢非常に主観的な解釈｣に役立

つものである｡目的適合性は, ｢非常に主観的な概念｣であり,ほとんどの場

合, ｢個人の認識｣に左右される｡ある人にとって目的適合性があるものは,

別の人にとっては目的適合性がないだろう｡私達は,財務会計と報告方針の選

択と評価において, ｢提案された規準｣がどのように適用されるか理解できな

い｡私達は, ｢公開草案〔『ED:特僅』 (1979年)〕｣に記載されている｢非常

に抽象的かつ理論的な規準｣を使用して, ｢特定の会計方法または実務｣が実

際に望ましいかどうかを判断できるかどうか疑わしく思う(FASB【1979b】

p.402)｡ここでは,目的適合性が非常に主観的な概念であると指摘し, 『ED:

特僅』 (1979年)で提案されたが,どのように適用されるか理解できないと批

判していることから,信頼性に対する賛否は明確ではないが,目的適合性には

反対しているものと考えられる｡

2.3.2　『ED:特性』 (1979年)に対するコメント･レター分析の集計

本研究では,目的適合性と信頼性を中心に, 『ED:特僅』 (1979年)に対す

るコメント･レターの内容を分析してきた｡ 『ED:特僅』 (1979年)には, 88

の個人,企業および機関からコメント･レターが寄せられた｡このコメント･

レターの内訳は,産業界(作成者) 48通/88通(54%),会計士19通/88通

(22%),研究者12通/88通(14%),銀行5通/88通(6%),政府機関1通

/88通(1%)およびその他3通/88通(3%)であった｡

その中で,目的適合性と信頼性の両方あるいはいずれか一方-の賛否を示し

たコメント･レターは, 68通であり,その内訳は,産業界(作成者) 38通/68

過(56%),会計士15通/68通(22%),研究者10通/68通(15%),銀行2

過/68通(3%),政府機関1通/68通(1%)およびその他2通/68通(3%)

であった｡投稿者数の内訳は,図表2.3のように纏められ,また,目的適合性
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と信頼性に対する賛否を示したコメント･レターは,図表2.4のように纏めら

れる｡

図表2.3　コメント･レターの投稿者の職種と投稿数(『ED:特僅』 (1979

年)に対するコメント･レター)

投稿者の職種 98ｨﾖYB% 冦ｩ4ｸﾘyｸ,iﾙxｩｸ,ﾉ{ﾉ_ｸ*.(,ﾘ*(+ｨ*ｩ_ｲﾘ,ﾈ裨Mｲ/麌+X+ﾘ5(8986rﾈ5ｲ% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

産業界(作成者) 鼎54 56 ĀĀĀ

会計士 (8大会計事務所 を含む) 22 R22 ĀĀĀĀ

研究者 "14 15 ĀĀĀĀĀ

銀行 迭6 3 ĀĀĀ

政府機関 1 1  ĀĀĀ

その他 3 3  ĀĀĀ

合計 塔100 田100 ĀĀ

(出所) FASB 【1979b】 pp.64･402　の内容に基づき,筆者が作成した｡なお,

FASB【1979b】pp.1-63には, 『ED:特僅』 (1979年)が掲載されてい

る｡

図表2.4　日的適合性と信頼性に対する賛否の分析結果(『ED:特僅』 (1979

年)に対するコメント･レター)

番号 ｨﾖX,ﾉkﾈ投稿者 の職種 冦ｩ44ｸﾘyｲ信頼性 伜餉ｸ,ﾉZｩ}ĀĀĀĀĀĀĀĀ

2 &D2菷｢7&'G&VRﾄ6&ﾇFﾂﾖW'&免ﾂd6会計士 × 几ﾉ_ｸĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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3 幡網r6W&覲研究者 ○ 冦ｩ4ｸﾘyｸﾙxｩｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

4 埜%f紋r臟V迺ﾖ4vﾆG&W陪V襾&ｷ6d6会計士 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

6 蒜Fb腱Tﾖ&6会計士 × 几ﾉ_ｸĀĀĀĀĀĀĀĀ

8 W'Dﾂ舳&觚u薮&ｵ7FFU6妨G6W'F貿坊EV&ﾆ66蹤蹠4f匁ﾂ66蹤匁u7F襷&G26ﾖ宥FVR会計士 協会 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

9 &EB舳&匁vW"WF⊥ﾄ6F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

10 挽舐�6��6�｢�F�&�&W'Dﾖ�'&�2��76�6��FW2�銀行 ��ｲ�○ 几ﾉ_ｸ�ｲ�

ll 'V6TVW'6F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲ²ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

12 稗茣V謨fW'6宥柳dv研究者 辻○ ﾙxｩｸ,ﾈ-ﾘｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

13 這V&W'Db臟ﾆW"uF襷56妨G会計士 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

13A 犯ﾅ&7FUFV6ﾂ&W76T6ﾖ宥FVR協会 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

15 噺V友вF誚FV謨fW'6宥柳bFV跏W76VR研究者 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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16 認ﾆD&問V謨fW'6宥柳dv末Bﾖ踐研究者 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

17 疲�&ﾖ�蚌艷�'&�8ub�F�F�&�6���迺�産業界 (作成者) ��ｲ�○ 几ﾉ_ｸ�ｲ�

18 夫ﾇ6W&ﾖﾇBその他 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

19 排腱f胞v6ﾆW6F&ﾆ貿譁v26迺産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲ²ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

21 菁6ⅢﾖvW7F匁vW6TVﾆV7G&6F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

22 幡ﾖW4ﾒGF&''板菷WvV謨fW'6宥柳e宥G6'W&v研究者 ｲ× 冦ｩ4ｸﾘyｸｲﾙxｩｸĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

23 �&��ﾆDﾒ�6��Vﾆ�襭��ﾖW&�6���66�蹤匁r��76�6��F柳�6�ﾖ宥FVR��f匁��6��ﾄ�66�蹤匁r�7F�襷�&G2�研究者 ����× 几ﾉ_ｸ���

24 艷v宥｢7FFUV謨fW'6宥柳d觚r薮&ｶD&匁vﾗF研究者 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

26 幡ﾖW4"薈ﾖ2ﾄｧ"uF蹤W'7FFT6ﾖW&6R6ﾖ6柳政府 機関 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

27 FUfV蛆匁FVﾆﾂ"蚌V6ｶ襭76FW2産業界 (作成者) × 几ﾉ_ｸĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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28 陪��4r�7F�'"���ﾆ��ﾖ�'&�2�uF�6�'��&�FVB�産業界 (作成者) ��ｲ�○ 几ﾉ_ｸ�ｲ�

29 狽荐耗6fVﾇFV謨fW'6宥柳eFU2D&ﾆ匁wF研究者 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

33 陪W&&W'Dょ6V貿fW'BF柳ﾄ76F柳踐b66蹤蹠2ﾖvVﾖV蹈66蹤匁r&7FW46ﾖ宥FVR産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

34 認VﾆGFT6ｶ也2b6Vﾆﾇ2会計 事務所 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀ

35 幡�ﾖW5B蛆�Fﾖ����7�友�ﾄf匁��6��ﾂ�ﾖ���vVﾖV蹌��76�6��F柳��その他 ��ｲ�○ 几ﾉ_ｸ�ｲ�

37 狽荼踟'G｢uF蹤W&F柳ﾅFVﾆW覲襴FVﾆVw&v6F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

38 瓶葷W'w門宥Fﾖ踟'FW7DV觚&w6迺産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

39 剃ﾒ荼V跏匁r6FW'免ﾆ%G&7F6産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

40 舐菷vﾆW"676剖7FVﾒﾈuF産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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41 r腱蒙ﾆ匁rﾖ&F蔕牝6儲迺産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

42 &ﾖW"7BﾆE7FFRV譌fW'6宥研究者 ｲ 冦ｩ4ｸﾘyｲ,ﾈ-ﾘｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

43 &ﾆW5rFFﾖW&舸276F柳産業界 (作成者) ｲ 冦ｩ4ｸﾘyｲ,ﾈ-ﾘｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

45 也Fﾒ舳Vﾆﾆ鵡6V&率6妨G柳b6W'F貿坊EV&ﾆ66蹤蹠4f匁ﾂ66蹤匁u7F襷&G26ﾖ宥FVR会計士 協会 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

46 �"�+R菷V�6��V�F�6�'��&�F柳��産業界 (作成者) ��ｲ�○ 几ﾉ_ｸ�ｲ�

47 'FⅣ$襷W'6V稘6会計 事務所 × 几ﾉ_ｸĀĀĀĀĀĀĀĀ

48 B葫T7WF6&ﾄGWF66ﾆﾂw&産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

52 ���Vﾅ2�'&�G6��r�6�&�匁���W"dﾆ没③�6���迺�産業界 (作成者) ����× 几ﾉ_ｸ���

53 VBﾄﾖ'vｲﾄﾖ友6ﾆﾂd6会計 事務所 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

54 W'Dr葷WFﾆ貿XuFW&R6迺産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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56 排舐臟ﾆ也Bﾖ&T6F柳ﾆ蒙友VB産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

58 巴艪菷襷w&bvV觚&ﾄﾖ免ﾇ2鑾F産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

59 葢臠&宥｢6F&蓙GW&ﾂ&W6&6W2ﾈuF産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

60 瓶菷RFU6F産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

62 幡艪FWv'BuF蹤W&F柳ﾄ'W6匁W72ﾖ6觚46F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

63 紐r菷Tw&誚RU6F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

64 幡W6'&匁f匁ﾄU7WF蒜W2uFF宥WFT6ﾖ宥FVV6FU&WF匁r産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

65 ��剃2荐�6�'6V��6����牝6���迺�産業界 (作成者) ��ｲ�○ 几ﾉ_ｸ�ｲ�

66 &UvFW&W6Rd6会計 事務所 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

67 'FⅣ$r舸免ﾇVﾒuF蹤W'7FFTGW&ﾄv276F柳踐dﾖW&産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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68 彦ﾖ4"臟Vﾇ2F柳ﾄVﾆV7G&ﾂﾖ躔f7GW&W'2766F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

69 W'2dﾇ&襭会計 事務所 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

70 膤蓙襭R鑾B襾UFFR觀ﾖ'2d6迺uFFVB産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲ²ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

72 幡W&Ur&ﾇ6vﾆWGBﾕ6ｶ&B6迺産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

73 W'D粭蹤迺%f&EV謨fW'6宥w&GVFU66'W6匁W72Fﾖ匁G&F柳研究者 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

75 認vﾆ4ﾖ友vV觚&ﾄfG26F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

76 'FⅣ%薮V誡b会計 ｲ- 冦ｩ4ｸﾘyｲĀĀĀĀĀĀĀ

Company 倬ik凾ﾌみ○ ĀĀĀ

77 ﾆ貿fDょvF6"F'VFV蹤ﾂuFW&T6逍ﾖW&産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲ²ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

78 瓶薈VvW"&ﾖ6F産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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79 蒜v牝B蛆v觚"ﾖW&免ﾆ貿XuFW&Rf匁ﾅ&WF匁r&匁6ﾆW46ﾖ宥FVR産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

80 瓶膤艷ﾆ襭vV觚&ﾄﾖ26F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

82 V'6FU8uFG'VﾖV蹠2uFFVB産業界 (作成者) × 几ﾉ_ｸĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

83 狽膤臟鵡6R&ｷvVﾆﾈuF蹤W&F柳ﾂ6F柳産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

84 彦6&2d6会計 事務所 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

85 夫免ﾆﾔ2蓙'GVff襴ﾇ2ﾈuF産業界 (作成者) ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

86 疲ﾖ葢G&W72ﾖW&鑾FF宥WFV6W'F貿坊EV&ﾆ66蹤蹠5F6ｴf6R66WGVg&ﾖWvｲf66蹤匁v襭&WF匁r会計士 協会 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

87 W%r薑'Wﾆ6友銀行 ｲ○ 几ﾉ_ｸｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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88 埜&Bev跏W会計 事務所 - 冦ｩ4ｸﾘyｲ,ﾈ-ﾘĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

合計 劍ｲﾓS簽○-56 ×-8 ĀĀĀĀĀ

(出所) FASB [1979b】pp.64･402の内容に基づき,筆者が作成した｡

(注) ○は,目的適合性または信頼性に賛成したコメント･レターで

あり, ×は,目的適合性または信頼性に反対したコメント･レターで

ある｡ -は,賛否が不明なコメント･レターを表している｡

図表2.5は,目的適合性に対する賛否を集計した結果を示している｡目的適

合性と信頼性の両方あるいはいずれか一方-の賛否を示した68通のコメント･

レターのうち,信頼性の賛否のみを示したコメント･レターが, 1通一研究者

-あった｡したがって,目的適合性に対する賛否を示したコメント･レターは,

67通あり,その内訳は,産業界(作成者) 38通/67通(57%),会計士15通

/67通(22%),研究者9通/67通(13%),銀行2通/67通(3%),政府機関

1通/67通(2%)およびその他2通/67通(3%)であった｡

目的適合性に対する賛否を示したコメント･レターのうち,目的適合性に賛

成する見解は,58通/67通(87%)であり,反対する見解は,9通/67通(13%)

であった｡投稿者別に見ると,産業界(作成者)は,賛成が35通/38通(92%),

反対が3通/38通(8%)であった｡会計士は,賛成が11通/15通(73%),

反対が4通/15通(27%)であった｡研究者は,賛成が7通/9通(78%),

反対が2通/9通(22%)であった｡銀行は,賛成が2通/2通(100%),反

対が0通/2通(0%)であった｡政府機関は,賛成が1通/1通(100%),反

対が0通/1通(0%)であった｡その他は,賛成が2通/2通(100%),反対

が0通/2通(0%)であった｡
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図表2.5　日的適合性に対する賛否(『ED:特性』 (1979年)に対するコメン

ト･レター)

投稿者の職種 冦ｩ4ｸﾘyｸ,x.裨Mｸ/麌+X+ﾙ8ｨﾖYB% 伜ﾂ% 僵ﾙ% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

産業界(作成者) 57 R92 8 ĀĀĀĀĀĀ

会計士 (8大会計事務所 を含む) R22 免ﾂ73 釘27 ĀĀĀĀ

研究者 湯13 途78 22 ĀĀĀĀ

銀行 3 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

政府機関 2 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

その他 3 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

合計 田r100 鉄87 湯13 ĀĀĀ

(出所) FASB【1979b】pp.64･402の内容に基づき,筆者が作成した｡

図表2.6は,信頼性に対する賛否を集計した結果を示している｡目的適合性

と信頼性の両方あるいはいずれか一方-の賛否を示した　68通のコメント･レ

ターのうち,目的適合性の賛否のみを示したコメント･レターが, 4通一産業

罪(作成者) 1通,会計士2通および研究者1通-あった｡したがって,信頼

性に対する賛否を示したコメント･レターは, 64通あり,その内訳は,産業界

(作成者) 37通/64通(57%),会計士13通/64通(20%),研究者9通/

64通(14%),銀行2通/64通(3%),政府機関1通/64通(2%)およびそ

の他2通/64通(3%)であった｡

信頼性に対する賛否を示したコメント･レターのうち,信頼性に賛成する見

解は, 56通/64通(88%)であり,反対する見解は, 8通/64通(12%)で

あった｡投稿者別に見ると,産業界(作成者)は,賛成が34通/37通(92%),

反対が3通/37通(8%)であった｡会計士は,賛成が10通/13通(77%),

反対が3通/13通(23%)であった｡研究者は,賛成が7通/9通(78%),

反対が2通/9通(22%)であった｡銀行は,賛成が2通/2通(100%),反
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対が0通/2通(0%)であった｡政府機関は,賛成が1通/1通(100%),反

対が0通/1通(0%)であった｡その他は,賛成が2通/2通(100%),反対

が0通/2通(0%)であった｡

図表2.6　信頼性に対する賛否(『ED:特性』 (1979年)に対するコメント･

レター)

投稿者の職種 ﾙxｩｸ,x.伜餉ｸ/鹵+X+ﾙ8ｨﾖYB% 伜ﾂ% 僵ﾙ% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

産業界(作成者) r57 B92 8 ĀĀĀĀĀĀ

会計士 (8大会計事務所 のうち6社含む) 220 77 23 ĀĀĀĀĀĀĀ

研究者 湯14 途78 22 ĀĀĀĀ

銀行 3 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

政府機関 2 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

その他 3 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

合計 田B100 鉄b88 唐12 ĀĀĀ

(出所) FASB【1979b】pp.64･402の内容に基づき,筆者が作成した｡

図表2.7は,目的適合性と信頼性に対する賛否の分類を示している｡目的適

合性と信頼性の両方あるいはいずれか一方-の賛否を示した68通のコメント･

レターのうち,目的適合性と信頼性の両方に賛成する見解が54通/68通(80%),

目的適合性と信頼性の両方に反対する見解が7通/68通(10%),目的適合性

のみに賛成する見解が3通/68通(4%),目的適合性のみに反対する見解が1

過/68通(1.5%),目的適合性に賛成し,信頼性に反対する見解が1通/68

過(1.5%),目的適合性に反対し,信頼性に賛成する見解が1通/68通(1.5%),

信頼性にのみ賛成する見解が1通/68通(1.5%)であった｡したがって,『ED:

特僅』 (1979年)に対するコメント･レターでは,目的適合性と信頼性-の支

持が併存していたと考えられる｡
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図表2.7　日的適合性と信頼性に対する賛否の分類(『ED:特僅』 (1979年)

に対するコメント･レター)

賛否の分類 ｨﾖYB% ĀĀĀ

目的適合性と信頼性の両方に賛成 鉄B80 Ā

目的適合性と信頼性の両方に反対 途10 Ā

目的適合性にのみ賛成 4 ĀĀ

目的適合性にのみ反対 1.5 ĀĀ

目的適合性に賛成.信頼性に反対 1.5 ĀĀ

目的適合性に反対.信頼性に賛成 1.5 ĀĀ

信頼性のみ賛成 1.5 ĀĀ

合計 田100 Ā

(出所) FASB 【1979b】pp.64-402の内容に基づき,筆者が作成した｡

図表2.8は,目的適合性と信頼性のトレード･オフに対する賛否を集計した

結果を示している｡目的適合性と信頼性のトレード･オフに対する賛否を示し

たコメント･レターは, 34通あり,その内訳は,産業界(作成者) 17通/34

過(50%),会計士11通/34通(32%),研究者4通/34通(12%),銀行1通

/34通(3%),政府機関0通/34通(0%)およびその他1通/34通(3%)で

あった｡

目的適合性と信頼性のトレード･オフに対する賛否を示したコメント･レタ

ーのうち,トレード･オフに賛成する見解は, 27通/34通(79%)であり,反

対する見解は, 7通/34通(21%)であった｡投稿者別に見ると,産業界(作

成者)は,賛成が15通/17通(88%),反対が2通/17通(12%)であった｡

会計士は,賛成が9通/11通(82%),反対が2通/ 11通(18%)であった｡

研究者は,賛成が2通/4通(50%),反対が2通/4通(50%)であった｡銀

行は,賛成が0通/1通(0%),反対が1通/1通(100%)であった｡その他

は,賛成が1通/1通(100%),反対が0通/1通(0%)であった｡
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図表2.8　日的適合性と信頼性のトレード･オフに対する賛否(『ED:特僅』

(1979年)に対するコメント･レター)

投稿者 の職種 x8ﾈｸ6り4H,r.伜餉ｸ/麌+X+ﾙ8ｨﾖYB% 伜ﾂ% 僵ﾙ% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

産業界 (作成者) r50 R88 12 ĀĀĀĀĀĀ

会計士 免ﾂ32 湯82 18 ĀĀĀĀ

研究者 釘12 50 50 ĀĀĀĀĀ

銀行 3 0 100 ĀĀĀĀĀĀ

政府機関 0   ʓ ĀĀĀĀ

その他 3 100 0 ĀĀĀĀĀĀ

合計 B100 r79 途21 ĀĀĀĀĀ

(出所) FASB 【1979b】pp.64･402の内容に基づき,筆者が作成した｡

図表2.9は,図表2.5の目的適合性と図表2.6の信頼性に関して, 8大会計

事務所に絞り込んで賛否を集計したものである｡図表2.9が示すように,『ED:

特僅』 (1979年)に対する8大会計事務所一図表の2.5会計士に含まれている

8通/15通の会計事務所-のコメント･レターでは,目的適合性に関して,賛

成する見解が6通/8通(75%),反対する見解が2通/8通(25%)であっ

た｡また, 8大会計事務所一図表2.6の会計士に含まれている6通/13通の会

計事務所-のコメント･レターでは,信頼性に関して,不詳の　2　通を除くと,

賛成する見解が5通/6通(83%),反対する見解が1通/6通(17%)であ

った｡
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図表2.9　『ED:特僅』 (1979年)における8大会計事務所の目的適合性と

信頼性-の賛否

投稿者の名称 冦ｩ4ｸﾘyｲﾘ,ﾈ裨Mｲ信頼性-の賛否 ĀĀĀ

ArthurAndersen&Co. 僵ﾙ反対 ĀĀ

ArthurYoung&Company 伜ﾂ不詳 ĀĀ

Coopers&Lybrand 伜ﾂ賛成 ĀĀ

DeloitteHaskins&Sells 伜ﾂ賛成 ĀĀ

Ernst&Whinney 僵ﾙ不詳 ĀĀ

Peat,Marwick,Mitchell&Co. 伜ﾂ賛成 ĀĀ

PriceWaterhouse&Co. 伜ﾂ賛成 ĀĀ

ToucheRoss&Co. 伜ﾂ賛成 ĀĀ

合計 伜ﾃbピRR賛成5/6(83%) ĀĀĀ

反対2/8(25%) 僵ﾙrRĀĀĀĀĀ

(出所) FASB 【1979b】pp.64･402の内容に基づき,筆者が作成した｡

このように, 『ED:特性』 (1979年)に対するコメント･レターでは,目的

適合性と信頼性に賛成する見解が圧倒的に多数であり,特に産業界と8大会計

事務所のコメント･レターにおいても,両者に賛成する見解が多数であった｡

ところで,産業界と　8大会計事務所が, 1979年にFASBに対して寄付金を提

供していたか否かという証拠は見当たらない｡しかし,産業界と　8大会計事務

所は, 1975年と1985年に, FASBの親組織である財務会計財団(Financial

Accounting Foundation :以下, FAFと略称)に対して相当に多額の寄付金を

提供している,という次のような事実がある｡

Lee Metcalf上院議員を委員長とする｢報告書,会計および経営に関する小

委員会｣の報告書(United States Senate 【1976] :以下, Metcalf報告書と略

称) 2)は, FAFが1975年に約413万ドルの寄付金を受け取り,その内訳は,

会計専門家が約206万ドル(50%),｢商工業〔産業界〕｣が約193万ドル(47%),

2)Metcalf報告書(1976年)に関しては,今福【1980】125-148頁,津守

【2002】289-320頁および千代田【2014】159-163頁も参照｡
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その他が約14万ドル(3%)であり,特に,会計専門家の中の8大会計事務所

は,それぞれ20万ドル,合計160万ドル一会計専門家全体の78%-を寄付し

ていたことを指摘している｡ ｢会計基準｣を設定するための｢運営資金｣は,

｢AICPAとその他の支援組織からFAFを通じてFASBに｣提供されており,

Metcalf報告書(1976年)は, ｢AICPAと『8大』会計事務所｣が, ｢FASBの

最も重要で影響力のある支援者｣であり,財務担当経営者協会が, AICPAに次

いで,FASBの｢最も重要な支援者｣であると見なしている｡したがって,Metcalf

報告書(1976年)は, FASBがAICPAとその他の民間利害関係団体から｢独

立する｣ことができない(UnitedStatesSenate【1976】pp.142, 146, 154, 157,

159,1232)と指摘している｡さらに, 1985年のFASBの予算では, FAFを通

じて得られた約480万ドルの寄付金のうち, ｢財務諸表の作成者〔産業界〕｣が

その50%強, ｢監査人｣一主に8大会計事務所3)-が40%弱および｢財務諸表

の利用者｣等が10%であった(MillerandRedding【19861p.34:邦訳【1989】56

頁)｡

ここで明らかなように, 『ED:特僅』 (1979年)に対するコメント･レター

では,目的適合性と信頼性に賛成する見解が圧倒的に多数であり,特に産業界

と8大会計事務所のコメント･レターにおいても,両者に賛成する見解が多数

であった｡ FASBは, 1975年と1985年にFAFを通じて,産業界と8大会計事

務所から,相当に多額の寄付金を受け取っていたので,『ED:特僅』(1979年)

が公表された当時においても, FASBは,産業界と　8大会計事務所から, FAF

を通じて相当に多額の寄付金を受け取っているものと推測することが可能であ

る｡したがって,そのような寄付金があるとすれば, 『ED:特僅』 (1979年)

で提案された目的適合性と信頼性に賛成した産業界と8大会計事務所のコメン

ト･レターは,相当に大きな影響力を有していたものと推測されるであろう　4)｡

3)1985年のFASBの寄付金収入に関しては, 1975年と同じく,産業界と監査

人がその9割を占めており, 1975年と同様, 8大会計事務所が多額の寄付

金を提供しているものと推測される｡
4)これに関して, 『DM:測定』 (1976年)に対するコメント･レターでは,

｢米国のアカウンティング･ファーム〔会計事務所〕による会計基準-の積

極的な関与が確認｣され, ｢FASB　の一連の概念フレームワーク-の影響も

生じている｣ (市川【2021141頁)ことが指摘されている｡
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2.4　財務会計概念書第2号『会計情報の質的特性』 (1980年)における

トレード･オフの確立

FASB　は, ｢情報｣を｢有用なもの｣にするために必要な｢会計情報の特性｣

について検討することを目的として,1980年にSFAC第2号を公表した｡SFAC

第2号(1980年)は, SFAC第1号(1978年)と｢財務諸表の構成要素なら

びにその認識,測定および表示｣を扱って公表される｢他のステートメント｣

との｢橋渡し｣としてみられるべきものである｡ SFAC第2号(1980年)は,

情報を望ましいものにする特性を｢特性の階層構造｣として,図表2.10のよう

に示している(FASB 【1980】paras.1, 32 :邦訳【2002162, 76頁)0

図表2.10　会計情報を有用にさせる特性の階層構造

会計情報の利用者

一般的制約条件

情報利用者に

固有の特性

意思決定に固有の

第一義的な特質

第一義的な特質

の要素

副次的かつ

相互作用的特性

詫　間

意思決定者とその特性 

例えば,理解力または予備知識 

I 

ベネフィット>コスト

(出所) FASB 【1980】para.33 :邦訳【2002】77頁｡

SFAC第2号(1980年)は,まず｢意思決定にとっての有用性｣を｢最も重

要なもの(mostimportance)｣と位置づけている｡次に, SFAC第2号(1980

午)は, ｢会計情報｣が｢目的に適合するものであり,信頼できるもの(relevant
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andreliable)｣でなければならないことを｢第一義的な(primary)｣質的特性

としており,それらの特性のいずれか一方が完全に失われる場合には,当該情

報は有用ではなくなる｡また,階層構造図では, ｢比較可能性｣ 5)が, ｢情報の有

用性｣を高めるために, ｢目的適合性と信頼性｣に関連する｢副次的特性｣とし

て掲げられている｡さらに,階層構造図では,情報が｢有用｣かつ｢提供する

に値するもの｣であるためには, ｢情報のベネフィット｣がその｢コスト｣を上

回るものでなければならないことと, ｢重要性｣ 6)の｢識閥｣という｢二つの制

約｣が示されている(FASB [19801paras.32, 33 :邦訳【2002176-78頁)｡

まず, SFAC第2号(1980年)では, ｢目的適合性｣を｢第一義的な質的特性

(a primary qualitative characteristic)｣に位置づけている(FASB 【1984]

para.73:邦訳【20021245頁)｡目的適合性とは,情報｢利用者｣に｢過去,現在

および将来の事象｣もしくは｢成果の予測｣または｢事前の期待値｣の確認も

しくは訂正を行わせることによって情報利用者の｢意思決定｣に影響を及ぼす

｢情報の能力｣である(FASB 【1980] Glossary of Terms :邦訳【2002]60頁)｡

｢会計情報｣が, ｢投資者,債権者その他の情報利用者の投資,与信およびこれ

に類似する意思決定｣にとって適合するためには,当該会計情報が情報｢利用

者｣に｢過去,現在および将来の事象の成果の予測｣または｢事前の期待値｣

の｢確認もしくは訂正｣を行わせることによって情報利用者の｢意思決定｣に

影響を及ぼし得るものでなければならない(FASB 【1980】 para.47:邦訳

【2002】85頁)0

5)比較可能性とは,情報｢利用者｣に｢二組の経済現象の類似点と相違点｣

を識別させる｢情報の特性｣である(FASB 【1980]GlossaryofTerms:邦

訳【2002】59頁)｡特定の企業に関する情報は,その情報を｢他企業に関す【る

同種の情報｣および当該企業の｢他の期間または他の時点｣における同一の

情報と比較することができるならば, ｢有用性｣を非常に高めることになる

(FASB【19801para.111:邦訳【2002】113頁)｡ 『ED:特僅』 (1979年)に

おける比較可能性は,中立性とともに意思決定･有用性を支える情報の特性
とされていたが, SFAC第2号(1980年)における比較可能性は,目的適

合性と信頼性に関連する副次的特性-と変更されている｡
6)ここでの重要性とは, ｢周囲の状況｣からみて,会計情報が省略または誤っ

て表示されているならば,その情報に依存する｢合理的な人間の判断｣が変

更されたりまたは影響を受けたりするおそれがある場合の｢当該〔会計〕情

報の省略または誤表示の大きさ｣を意味する(FASB【1980] Glossaryof

Terms :邦訳【2002】59, 60頁)｡
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目的適合性は, ｢いくつかの内訳要素｣に分解することができ,情報が｢目的

に適合する｣ために,当該情報は,適時性を持たなければならず,かつ, ｢予測

価値｣と｢フィードバック価値｣のいずれかまたは｢その両者｣を持たなけれ

ばならない(FASB【1980】para.33:邦訳【2002】78頁)｡フィードバック価値と

は,情報｢利用者｣に｢事前の期待値｣を確認または訂正させる情報の特質で

あり,予測価値とは, ｢過去または現在の事象の成果｣を情報｢利用者｣に正し

く予測させる可能性を高めるのに役立つ情報の特質である(FASB 【1980]

GlossaryofTerms:邦訳【2002】59, 60頁)｡ ｢情報｣は, ｢意思決定者の予測能

力｣を改善することによって,また｢彼らの事前の期待値｣を確認または訂正

することによって, ｢意思決定｣に影響を及ぼし得る(FASB【19801para.51:

邦訳【2002】87頁)｡

適時性とは,情報が｢意思決定｣に影響を及ぼす効力を有する間に, ｢意思決

定者｣に｢情報｣を利用可能にさせることである(FASB 【1980] Glossary of

Terms:邦訳[2002160　頁)｡適時性は, ｢目的適合性の補完的な側面｣であり,

｢適時性｣のみでは, ｢情報｣を｢目的に適合させる｣ことはできないが, ｢適

時性｣を欠けば,適時性を有していれば当該情報が有していたはずの｢目的適

合性｣を失わせることにもなる(FASB【1980】para.56:邦訳【2002】91頁)｡

このような目的適合性とその内訳要素に続き,SFAC第2号(1980年)では,

｢信頼性｣を目的適合性と対をなす｢もう一方の第一義的な質的特性(theother

primary qualitative characteristic)｣に位置づけている(FASB 【1984】

para.75:邦訳【2002】246頁)｡信頼性とは,情報にほとんど｢誤謬や偏向が存

在しないこと｣,また表現しようとするものを忠実に表現していることを保証

する情報の特質である(FASB 【1980] Glossary of Terms :邦訳【2002]60頁)｡

情報が, ｢目的に適合するものであり,かつ信頼できるもの(reliable as well

as relevant)｣でなければならないということは,会計の中核となる見解とさ

れている(FASB【1980]para.58:邦訳【2002】91頁)｡その上で, SFAC第2号

(1980年)は,信頼性の意味について次のように述べている｡

｢信頼性｣には, 2つの｢異なる意味｣があり,それは,薬が｢信頼できる｣

とはどのような意味であるかを考えることによって,区別し説明することがで

きる｡薬が信頼できるとは,その薬が処方される｢病気｣を治癒または和らげ
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るので信頼できるという意味であり,もしくは, ｢一服の薬｣が,ラベルに示さ

れている効能書きと一致しているので,信頼できるという意味である｡前者の

意味は,薬が期待通りに｢効く(effective)｣ことを意味している｡後者の意味

は, ｢効能(effectiveness)｣のことではなく, ｢ラベル｣の説明と｢ビン｣の中

身が同じであるということを意味している｡ ｢有効性｣は,確かに｢情報に必要

な特性｣であるが,会計学では, ｢別の名称-すなわち,目的適合性｣と呼ばれ

ている｡ ｢本ステートメント｣において, ｢信頼性という用語｣を用いる場合に

は, ｢有効性｣という意味を一切含まない｡ ｢会計情報｣は,それが表現しよう

とする｢経済状態または経済事象｣を表現しているので,情報｢利用者｣がそ

の情報に依存することができるという点において, ｢信頼できる｣ものである｡

｢会計情報の信頼性｣は,区別することが｢望ましい｣ 2つの特性,すなわち

｢検証可能性と表現の忠実性｣から生じる｡ ｢情報の中立性｣も,これらの2つ

の特性と相互に作用して情報の｢有用性｣に影響を及ぼす(FASB【1980]paras.

60･62 :邦訳[2002]91-92頁)｡

ここでは, 『ED:特僅』 (1979年)と同様に,薬を例にして信頼性に2つの

意味があることが説明されている｡SFAC第2号(1980年)における信頼性は,

有効性または目的適合性の意味を含まず,情報が表現しようとする経済状態ま

たは事象を表現し,利用者がその情報に依存できることを意味している｡そし

て,信頼性は,検証可能性と表現の忠実性で構成されている｡また,中立性は,

『ED:特僅』 (1979年)では意思決定･有用性を支える情報の特性とされてい

たが, SFAC第2号(1980年)では,信頼性の下で検証可能性と表現の忠実性

と相互に作用して有用性に影響を及ぼす特性とされている｡

信頼性の内訳要素に関して, ｢表現の忠実性｣とは, ｢ある測定値または記述｣

と,それらが表現しようとする｢現象｣が｢対応または一致すること｣を言う｡

表現されるべき現象は, ｢経済的資源および債務ならびにそれらを変動させる

取引および事象(thetransactionsandevents)｣である(FASB 【1980] para.63:

邦訳[2002】92　頁)｡また,検証可能性とは,測定者間の合意を通じて,情報が

表現しようとするものを表現していること,または誤謬もしくは偏向もなく測

定方法が選択適用されていることを保証する能力である(FASB 【19801

GlossaryofTerms:邦訳【2002】61頁)｡ ｢検証｣とは, ｢合意｣を意味し,検証
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可能性は, ｢複数の測定者｣が｢同一の測定値｣を得る可能性が高いことを意味

する(FASB 【19801paras.84,89:邦訳【2002】102, 103頁)｡さらに,中立性

とは, ｢あらかじめ定められた結果｣を達成し,または｢特定の行動様式｣を導

き出すことを意図した｢偏向｣が, ｢報告情報｣に存在しないことである(FASB

【1980】 Glossary of Terms :邦訳【2002】 61頁)｡

このように, SFAC第2号(1980年)では,トップダウン･アプローチを重

視する｢意思決定･有用性概念を最も中心となる主軸｣にしながらも,第一義

的な特性の箇所では,トップダウン･アプローチを重視する目的適合性と,ボ

トムアップ･アプローチを重視する信頼性が･,それぞれ配置されている(椛田

【2021a]52頁)と指摘されている｡そして, SFAC第2号(1980年)は,目的

適合性と信頼性の関係について,両者が相互に対立する場合もあるが, ｢財務情

報｣が有用であるためには,情報に｢目的適合性があり,かつ信頼性がある｣

ものでなければならないとされている｡そこで, SFAC第2号(1980年)は,

目的適合性と信頼性が一方を完全になくすわけにはいかないが,相互に入れ替

えることはできるとして,特性間で｢トレード･オフ｣を行うことが必要また

は有効な場合もある(FASB【1980】paras.42,90:邦訳[2002183, 104頁)と述

べている｡

ここで明らかなように, SFAC第2号(1980年)では, 『ED:特僅』 (1979

午)の内容が継承されており,まず意思決定･有用性-トップダウン･アプロ

ーチ重視-を最も重要なものとして位置づけている｡その上で, SFAC第2号

(1980年)は,2つの第一義的な質的特性として,目的適合性-トップダウン･

アプローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を対等に位置づ

け,両者のトレード･オフが確立されている｡ここでの目的適合性と信頼性は,

対立する場合もあるが,どちらもなくてはならないものであるため,両者のト

レード･オフが,確立されてきたものと考えられる｡

2.5　おわりに

ここでは,本章で述べた内容を纏めておきたい｡まず,設立当初のFASBは,

トップダウン･アプローチに基づいた意思決定･有用性と利用者指向を重視し
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た概念フレームワークの形成を構想し,質的特性に関しては,目的適合性を第

一義的に位置づけていた｡ところが, 『ED:目的』 (1977年)では,目的適合

性-トップダウン･アプローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重

梶-が,質的特性の中で最も基本的なもの一目的適合性と信頼性を第一義的と

位置づけていない一にそれぞれ位置づけられるように変容しているが,それ以

上の議論は先送りにされ,両者のトレード･オフに関しても言及されていなか

った｡

その後, 『ED:特僅』 (1979年)は,まず意思決定･有用性-トップダウ

ン･アプローチ重視-を最上位に位置づけた上で,目的適合性-トップダウ

ン･アプローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を意思決定

のために会計情報を有用なものにする2つの第一義的な特質として位置づけ

ている｡これは, 『ED:目的』 (1977年)に対するコメント･レター一目的適

合性と信頼性の両方に賛成する見解が多数であり,両者-の支持が併存-を反

映したかのような内容になっている｡また, 『ED:特僅』 (1979年)では,目

的適合性を高めた場合,信頼性が低くなることや,その逆もあることを指摘

し,目的適合性と信頼性のトレード･オフを提案している｡

『ED:特僅』 (1979年)に対するコメント･レターでは,目的適合性と信

頼性に賛成する見解が圧倒的に多数であり,特に産業界と8大会計事務所の

コメント･レターにおいても,両者に賛成する見解が多数であった｡ FASB

は, 1975年と1985年にFAFを通じて,産業界と8大会計事務所から,相当

に多額の寄付金を受け取っていたので, 『ED:特僅』 (1979年)が公表された

当時においても, FASBは,産業界と8大会計事務所から, FAFを通じて相

当に多額の寄付金を受け取っているものと推測することが可能である｡したが

って,そのような寄付金があるとすれば, 『ED:特僅』 (1979年)で提案され

た目的適合性と信頼性に賛成した産業界と8大会計事務所のコメント･レタ

ーは,相当に大きな影響力を有していたものと推測されるであろう

そして, SFAC第2号(1980年)では, 『ED:特僅』 (1979年)の内容がほ

ぼ継承されており,まず意思決定･有用性-トップダウン･アプローチ重視-

を最も重要なものとして位置づけ,その上で, 2つの第一義的な質的特性とし

て,目的適合性-トップダウン･アプローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･
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アプローチ重視-を位置づけている｡ここでの目的適合性と信頼性は,対立す

る場合もあるが,どちらもなくてほならないものであるため, SFAC　第　2　号

(1980年)では,両者のトレード･オフが確立されてきたものと考えられる｡

このように, SFAC第2号(1980年) -結果-では,目的適合性-トップダ

ウン･アプローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-が2つの

第一義的な質的特性となり,両者のトレード･オフが確立されている｡このよ

うな結果に至った複数の原因は, (∋目的適合性-トップダウン･アプローチ重

梶-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を最も基本的な質的特性に位

置づけた『ED:目的』 (1977年), ②①に対するコメント･レター, ③目的適

合性-トップダウン･アプローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ

重視-を2つの第一義的な特質に位置づけた『ED:特僅』 (1979年)および④

③に対するコメント･レターがあると考えられる｡その中で,主要な原因とな

るのは, ④『ED:特僅』 (1979年)に対するコメント･レター一目的適合性と

信頼性に賛成する見解が大多数-であると考えられる｡すなわち, FAFを通じ

てFASBに相当に多額の寄付金を提供してきたと推測される産業界と8大会計

事務所が, 『ED:特僅』 (1979年)の目的適合性と信頼性を積極的に支持して

いたので, SFAC第2号(1980年)では,対立する場合もあるが,どちらもな

くてはならないものと見なされる目的適合性と信頼性のトレード･オフが確立

してきたものと考えられる｡
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第3章　財務会計概念書第8号『財務報告のための概念フレームワーク』

(2010年)における忠実な表現の問題点

3.1　はじめに

米国では, Enron社とWorldcom社による大型の会計不正が, 2001年から

2002年にかけて発覚し,これに対応するために,米国議会は, 2002年に,

SOX法を制定した｡ SOX法(2002年)第108条(d)項は, SECに原則主義

に基づく会計制度の研究を命じ,これを受けて, SECは, 2003年に『SEC研

究』を公表した｡ 『SEC研究』 (2003年)は,原則主義的または目的志向型会

計基準の開発を強調し,会計基準が改善された一貫して適用される概念フレー

ムワークに基づくべきであると指摘している｡ 『SEC研究』 (2003年)に対し

て, FASBは, 2004年に『FASB回答』を公表した｡ 『FASB回答』 (2004

午)は, 『SEC研究』 (2003年)の勧告を受け入れ,原則主義的会計基準の公

表と概念フレームワークの欠陥-の対処を表明している｡

このような動きを踏まえて, FASBとIASBは, 2004年から共通の概念フ

レームワークを開発するための共同プロジェクトに着手した｡その後, FASB

は, 『予備的見解』 (2006年)と『ED:概念』 (2008年)を経て, 2010年に

IASBと共同で開発したSFAC第8号を公表した｡そこで,本章では,従来の

信頼性を置き換えた忠実な表現に焦点を当てつつも,補強的な質的特性に位置

づけられた検証可能性も含めて, 『予備的見解』 (2006年), 『ED:概念』

(2008年)およびSFAC第8号(2010年)を分析し,その問題点を明らか

にする｡

3.2　『予備的見解　財務報告のための概念フレームワーク:財務報告の目的

と意思決定に有用な財務報告情報の質的特性』 (2006年)の分析

FASBは,IASBとの共同概念フレームワーク･プロジェクトにおける最初の

文書として, 『予備的見解』 (2006年)を公表した(FASB【2006a】 para.pl)｡

まず, 『予備的見解』(2006年)は,財務報告の目的について次のように述べて
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いる｡

｢一般目的外部財務報告の目的｣とは, ｢現在と潜在的な投資者,融資者およ

びその他の者｣が｢投資,貸付および同様の資源配分の意思決定｣を行う際に

有用な財務情報を提供することである｡この目的を達成するために,｢財務報告｣

は, ｢企業の将来のキャッシュ･インフローとアウトフローに関する金額,タイ

ミングおよび不確実性｣を評価する上で, ｢現在と潜在的な投資家,債権者およ

びその他の者｣に役に立っ情報を提供しなければならない｡その情報は,企業

が｢正味キャッシュ･インフロー｣を生み出し,投資家と融資者にリターンを

提供する能力を評価する際に不可欠である｡ ｢財務報告の目的｣は,経営者の受

託責任を評価する際に｢有用な情報｣を提供することを包含する(FASB【2006a】

paras.OB2, OB3, OB28)｡

ここでは,まず投資者等に対する意思決定に有用な財務情報の提供を財務報

告の目的として掲げ,そのための具体的な目的として,企業の将来キャッシュ･

フローの評価に役立つ情報の提供が示されている｡これらは,トップダウン･

アプローチを強調した会計目的である(椛田【2021a]49頁を参照)と考えられ

る｡一方, 『予備的見解』 (2006年)では, ｢意思決定･有用性目的のみを重視

して,受託責任目的はこの意思決定･有用性目的の中に包含されている｣ため,

｢受託責任目的は,別個の独立した会計目的と考えられていない｡｣ (椛田

【2019C】51頁)

次に, 『予備的見解』 (2006年)の第2章は, ｢意思決定に有用な財務報告情

報の質的特性｣ (FASB【2006a】p.22)と題されており, ｢受託責任ではなく,意

思決定･有用性の概念｣が,その内容を｢支配している(dominates)｣

(Whittington 【2008b] p.500)と考えられる｡質的特性とは, ｢財務報告に関

する意思決定を行う際に求められる特質｣であり,そのような｢意思決定に有

用な財務報告情報の特質｣として, ｢Hβク遂倉燈, /LfT二若妻表穿,此蔚p7農産およ

び屠解J77慶燈｣が規定されている(FASB l2006a]paras.QCl,QC7.斜体原文)｡

第1の質的特性である目的適合性に関して, ｢投資,貸付および類似の資源配

分の意思決定｣に際して有用であるために,情報は,これらの意思決定に目的

適合的でなければならない｡目的適合性のある情報は,利用者が｢将来キャッ

シュ･フローに関する過去,現在または将来の取引やその他の事象の潜在的効

116



果｣を評価すること(予測価値),または利用者の｢過去の評価｣を確認または

訂正するのに役立っこと(確認価値)によって, ｢利用者の意思決定｣に相違を

もたらすことができる｡また,適時性とは, ｢意思決定｣に影響を及ぼす能力を

失う前に,情報を｢意思決定者｣に利用可能にさせることであり, ｢目的適合性

の別の側面｣である(FASB【2006alpara.QC8)｡ここでは,トップダウン･ア

プローチを重視する目的適合性が,質的特性の1つとして掲げられている｡

第2の質的特性である忠実な表現に関して, ｢投資,貸付および類似の資源配

分の意思決定｣に際して有用であるために,情報は,それが表現しようとして

いる｢現実世界の経済現象｣を忠実に表現しなければならない｡ ｢財務報告で表

現される現象｣は,経済的資源,経済的債務およびそれらを変動させる取引と

その他の事象や環境である｡ ｢これら経済現象の忠実な表現｣であるために,悼

報は, ｢検証可能で,中立的で,完全｣でなければならない｡従来のSFAC第2

号は, ｢意思決定に有用な財務報告情報｣に｢不可欠な質的特性｣として｢fF,2頗一

燈(Z･ell'abl'11'ty)｣を用いていたが, 『予備的見解』 (2006年)では, ｢ノ乱穿唐桑

穿(fal'thfulrepreseDtatl'oD)｣が使用されている(FASB l2006a] paras.QC16,

BC2.13,BC2.29.斜体原文)｡ここでは,ボトムアップ･アプローチを重視する

従来の信頼性を忠実な表現に置き換えている｡

忠実な表現の構成要素について,まず情報は,それが表現しようとしている

｢経済現象｣を忠実に表現していることを利用者に保証するために,｢検証可能｣

でなければならない｡検証可能性とは,必ずしも完全に一致することではない

けれども, ｢知識があり,独立した異なる観察者｣が｢一般的な合意｣に達する

ことであり,それは, (a)情報が, ｢(直接的な検証によって)重大な誤謬や偏

向がなく｣表現しようとしている経済現象を表現していること,または(b)｢選

択された認識または測定方法｣が, ｢(間接的な検証によって)重大な誤謬や偏

向がなく｣適用されていることで達成される(FASB【2006a】para.QC23)｡

また,中立性とは, ｢所定の結果｣を達成したり, ｢特定の行動｣をもたらし

たりするような意図された｢偏向｣がないことである｡ ｢偏った財務報告情報｣

は, ｢経済現象｣を忠実に表現できないため,中立性は, ｢表現の忠実性の不可

欠の側面｣とされている(FASB【2006a】paras.QC23,QC27)｡さらに, 『予備

的見解』 (2006年)は,忠実な表現の構成要素である完全性について,次のよ
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うに述べている｡

完全性は,情報が表現しようとしている｢経済現象の忠実な表現｣にとって

必要な｢全ての情報｣を財務報告に含むことを意味する｡それゆえに,｢完全性｣

は, ｢コスト｣を考慮しつつ, ｢重要かつ実現可能な｣範囲内で, ｢忠実な表現｣

にとって｢不可欠な構成要素｣である｡ ｢完全性｣は, ｢評価手法を使用して公

正価値を見積る｣場合のように, ｢経済現象の見積り｣を行う際に重要である｡

例えば, ｢価格モデル｣を使用して｢金融商品の公正価値｣を見積るには,使用

するモデル-の｢有効なインプット｣である｢全ての経済的要因｣を考慮しな

ければならない(FASB 【2006a】 paras.QC32, QC33)0

ここでは,完全性が評価手法を使用して公正価値を見積る場合など,経済現

象の見積りを行う際に重要とされており,忠実な表現に必要な情報には,公正

価値に関する情報が含まれている｡したがって,完全性を構成要素とする忠実

な表現は,公正価値を明示した箇所ではトップダウン･アプローチを重視して

いるものと考えられる｡

その他の質的特性について, ｢比較可能性｣は, ｢首尾一貫性｣を含んでおり,

｢投資,貸付および類似の資源配分の意思決定｣において, ｢財務報告情報の有

用性｣を高める｡比較可能性は, ｢利用者｣が｢2組の経済現象間の類似点と相

違点｣を特定化できるようにする｢情報の特質｣である｡首尾一貫性は,単一

の企業内の｢ある会計期間から別の会計期間｣か,企業間の-会計期間内のい

ずれかで,｢同じ会計方針や会計手続き｣を利用することをいう｡比較可能性は,

｢目標｣であり,首尾一貫性は,その目標を達成する際に役立つ｢目的にとっ

ての手段｣である｡また,理解可能性は, ｢事業活動と経済活動や財務報告に関

する合理的な知識｣を持ち,｢合理的な努力｣を伴って情報を研究する利用者が,

その意味を把握することを可能にさせる｢情報の特質｣である｡情報は,利用

者が理解できる方法で示されない限り, ｢特定の利用者の意思決定｣に影響を与

えることはできない(FASB 【2006a】paras.QC35, QC39, QC40)｡このような

質的特性を踏まえて, 『予備的見解』 (2006年)は,その適用方法について,吹

のように述べている｡

｢目的適合性の質的特性の適用｣は,経済現象に関する｢意思決定に有用な

情報｣を提供するために,財務報告に描写されるべき経済現象を識別する｡意
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思決定のために有用な情報に関する経済現象は,目的適合性があり,有用では

ない情報に関する経済現象は,目的適合性がない｡したがって,目的適合性は,

｢他の質的特性｣よりも先に考慮されなければならない｡ ｢論理的順序(logical

order)｣において,適用されるべき次の質的特性は,忠実な表現である｡目的

適合性が適用されると,忠実な表現は,どの経済現象の描写が｢目的適合性の

ある現象｣に最も一致するかを決定するために適用される｡ ｢目的適合性と忠実

な表現の質的特性｣は, ｢異なる方法｣で｢意思決定･有用性｣に貢献する｡描

写は, ｢投資と貸付の意思決定に適合する経済現象｣を忠実に表現する場合にの

み,意思決定に有用であるため, ｢目的適合性と忠実な表現の両方が,必要であ

る｡｣忠実な表現の次に,比較可能性と理解可能性が,適用され,この2つの質

的特性は,｢目的適合的かつ忠実な表現である財務報告情報の意思決定･有用性｣

を高める(FASB 【2006a】 paras.QC43･QC46)0

ここでは,目的適合性と忠実な表現がどちらも必要な質的特性とされつつも,

質的特性が,目的適合性,忠実な表現,比較可能性および理解可能性という論

理的順序に従って適用されることが示されている｡その際,『予備的見解』(2006

午)は,｢目的適合性のない情報｣には｢有用性がない｣という主張に基づいて,

｢目的適合性｣が,検討される｢第1の項目(the firstitem)｣に昇格してい

る(Gore andZimmerman 【2007】 p.34) 1)｡

そして, 『予備的見解』 (2006年)は,最初に｢最も目的適合性があるもの｣

を基準に｢会計方法｣を選択し,次に,この選択を｢忠実な表現｣に基づいた

｢フィルター(filter)｣にかけるという順序を提案している｡このような変更

は, ｢fpf粛燈｣を｢虐二者唐黍穿｣に置き換えることと合わせて, ｢5βク遂倉鐙と

fpf粛燈の間の声L,一声'･オフの可能性｣が排除されることに繋がると言われて

いる｡ ｢このトレード･オフ｣は, ｢目的適合性はあるが,信頼できない｣と考

えられている｢公正価値測定｣を使用しない理由として頻繁に引き合いに出さ

れてきた(Whittington【2008a】p.146.原文斜体)｡したがって, 『予備的見解』

(2006年)における｢質的特性の変化｣は, FASBが｢財務報告において公正

価値測定をより広範に使用するための根拠(rationale)｣を開発していること

1)これに関しては,古賀【2009】36頁と古賀【2010】31, 32頁も参照｡
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を示唆している(GoreandZimmerman【2007】p.34)｡このような『予備的見

解』 (2006年)は,モデルの参照や現在価値で決定された数値のように｢ほと

んど信頼できない｣公正価値に依存しており, ｢そのような『柔らかい』数値を

提供する会計報告｣は, ｢会計数値の有用性｣にとって｢有害(harmful)｣とな

り得るという批判がある(AAA【2007】p.230) 2)｡

ここで明らかなように, 『予備的見解』(2006年)では,まず会計目的に関し

て,トップダウン･アプローチに基づいた意思決定･有用性と利用者指向を重

視し,質的特性の内容も,意思決定･有用性の影響を強く受けていると考えら

れる｡次に, 『予備的見解』 (2006年)では,目的適合性-トップダウン･アプ

ローチ重視-と忠実な表現一公正価値を明示した箇所ではトップダウン･アプ

ローチ重視-を含む4つの質的特性を規定し,従来の信頼性-ボトムアップ･

アプローチ重視-を置き換えている｡また,忠実な表現は,検証可能性,中立

性および完全性を構成要素としているが,特に完全性に関して,経済現象の忠

実な表現に必要な情報には,公正価値に関する情報が含められている｡このよ

うな質的特性の変化は, FASB　が公正価値測定をより広範に使用するための根

拠となるように,概念フレームワークを開発していることを示唆しているが,

信頼できない公正価値に依存して,柔らかな数値を提供する会計報告は,会計

数値の有用性にとって有害となり得るという批判がある｡

3.3　『公開草案　財務報告のための概念フレ-ムワーク:財務報告の目的

と意思決定に有用な財務報告情報の質的特性と制約』 (2008年)の分析

FASBは, 『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターで提起され

た問題を検討した上で, 2008年に『ED:概念』を公表した(FASB【2008]

para.P2)｡まず, 『ED:概念』 (2008年)は, ｢一般目的財務報告の目的｣

(FASB 【2008】para.OB2)について,次のように述べている｡

2)これに関して, ｢現在価値,モデルおよび出口価格の見積り｣から導き出さ

れる｢公正価値｣は, ｢経営者｣が操作しやすいという批判がある(AAA

【2007】 p.235)0
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｢一般目的財務報告の目的｣とは,現在と潜在的な株式投資者,融資者およ

びその他の債権者が, ｢資本提供者｣として｢意思決定｣を行う際に有用な報

告企業に関する｢財務情報｣を提供することである｡ ｢資本提供者｣は,意思

決定を行う際に, ｢正味キャッシュ･インフロー｣を生み出す｢企業の能力｣

と, ｢資本提供者の投資｣を保護し強化する｢経営者の能力｣を評価すること

に関心がある｡ ｢財務報告｣は, ｢企業の経済的資源(その資産)とそれらの資

源に対する請求権(その負債と資本)に関する情報｣を提供すべきである｡ま

た,財務報告は, ｢企業の経済的資源とそれらの資源に対する請求権｣を変動

させる｢取引の影響｣と｢その他の事象と状況｣に関する情報を提供すべきで

ある｡その情報は, ｢資本提供者｣が｢正味キャッシュ･インフロー｣を生み

出す企業の能力と,経営者が受託責任を果たした有効性を評価する際に役立っ

(FASB 【2008】 paras.OB2, OB9, OB15)｡

ここでは,まず投資者等の資本提供者に対して意思決定に有用な情報を提供

することが,一般目的財務報告の目的として掲げられており,そのための具体

的な目的として,正味キャッシュ･インフローに関心がある資本提供者に対し

て,資産,負債,資本およびそれらを変動させる取引の影響等に関する情報を

提供することが規定されている｡したがって, 『ED:概念』 (2008年)では,

意思決定･有用性目的-トップダウン･アプローチ重視-が最重視されてい

る｡一方, 『ED:概念』 (2008年)では,受託責任という用語が使用されてお

り, ｢受託責任の議論｣が拡張されたものの, ｢受託責任が財務報告の個別目的

ではない｣という『予備的見解』 (2006年)からの基本的な位置づけは変わっ

ていない(Whittington 【2008b】 p.498n.2) 3)と指摘されている｡

次に, 『ED:概念』 (2008年)の第2章は, ｢意思決定に有用な財務報告情

報の質的特性と制約｣ (FASB[2008】p.17)と題されており, 『予備的見解』

(2006年)と同様に, ｢受託責任ではなく,意思決定･有用性の概念｣が,そ

の内容を支配している(Whittington【2008b】p.500)と指摘されている｡そ

の上で, 『ED:概念』 (2008年)では, ｢財務情報｣を｢有用｣にする属性を

｢質的特性｣としており, ｢情報の有用性｣にどのように影響するかに応じ

3)これに関しては,椛田【2019C】54頁も参照｡
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て, ｢基本的な特性または補強的な特性｣に区別している｡ ｢財務情報｣が有用

であるためには,目的適合性と忠実な表現という｢2つの基本的な質的特性

(two fundamental qualitative characteristics)｣を備えていなければならな

いとされている(FASB [20081paras.QCl, QC2)0

一方の基本的な質的特性である目的適合性に関して,情報は, ｢資本提供者｣

としての地位にある利用者が行う意思決定に相違をもたらすことができる場合

に,目的適合性がある｡ ｢経済現象に関する情報｣は, ｢予測価値,確認価値ま

たはその両方(predictivevalue, confirmatoryvalue, orboth)｣がある場合に

相違をもたらすことができる｡まず, ｢経済現象に関する情報｣は, ｢資本提供

者｣が｢将来｣に関する期待を形成するために使用する｢予測プロセス-のイ

ンプット｣としての価値がある場合, ｢予測価値｣があり,また,過去の評価に

基づいて｢過去(または現在)の期待｣を確認または変更する場合, ｢確認価値｣

がある(FASB 【2008】paras.QC3･QC5)｡ここでは,トップダウン･アプロー

チを重視する目的適合性が,基本的な質的特性の1つとして掲げられている｡

他方の基本的な質的特性である忠実な表現に関して,情報が財務報告におい

て｢有用である｣ためには,それが表現しようとしている｢経済現象の忠実な

表現｣でなければならない｡ ｢忠実な表現｣は,経済現象の描写が｢完全で,

中立的で,重大な誤謬がない(complete, neutral, and free from material

error)｣場合に達成される｡従来のSFAC第2号では, ｢倉粛鐙｣が｢意思決

定に有用な財務報告情報｣に｢不可欠な質的特性｣として含められていたが,

『ED:概念』 (2008年)では, 『予備的見解』 (2006年)と同様, ｢fpf磨麿で

はなく,ノ乱君/1着穿｣が使用されている(FASB l2008】paras.QC7,BC2.ll,

BC2.16.斜体原文)｡ここでは, 『予備的見解』 (2006年)と同様に,従来の信

頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-が,忠実な表現-トップダウン･アプ

ローチ重視一に置き換えられており,その上で, 『ED:概念』 (2008年)は,

忠実な表現の構成要素について次のように述べている｡

｢経済現象の描写｣は,それが表現しようとしている｢経済現象の忠実な表

現｣に必要な｢全ての情報｣が含まれていれば完全である｡ ｢脱漏｣がある

と,情報は, ｢虚偽または誤解｣を招き,したがって｢財務報告の利用者｣に

とって役に立たなくなる｡中立性とは, ｢所定の結果｣を達成したり, ｢特定の
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行動｣をもたらしたりするよう意図された｢偏向｣がないことである｡ ｢中立

的な情報｣には, ｢偏向｣がないため,表現しようとしている｢経済現象｣を

忠実に表現する｡ ｢財務報告に示される経済現象｣は,一般に｢不確実な条

件｣の下で測定されるため, ｢忠実な表現｣は, ｢経済現象の描写において誤謬

が全くないこと｣を意味するものではない｡したがって, ｢ほとんどの財務報

告の測定｣には, ｢経営者の判断｣を組み込んだ｢様々な種類の見積り｣を含

んでいる｡ ｢経済現象｣を忠実に表現するためには, ｢見積り｣が｢適切なイン

プット｣に基づかなければならず,それぞれのインプットは, ｢利用可能な最

良の情報｣を反映しなければならない｡ ｢見積り(と見積り-のインプット)

の完全性と中立性｣が望ましい｡しかし, ｢見積り｣が｢経済現象の忠実な表

現｣であるためには,最低限の｢正確性(accuracy)｣も必要である(FASB

【2008】 paras.QC9･QCll)｡

ここでは,忠実な表現の構成要素として,完全性,中立性および重大な誤謬

がないことについて述べられている｡ 『予備的見解』 (2006年)では,検証可

能性が忠実な表現の構成要素とされていたが, 『ED:概念』 (2008年)では,

検証可能性に代わって,重大な誤謬がないことが構成要素に加えられている｡

また, 『予備的見解』 (2006年)では,完全性とは情報が表現しようとしてい

る経済現象の忠実な表現に必要な全ての情報を財務報告に含むことと定義さ

れ,経済現象の忠実な表現に必要な情報には,公正価値に関する情報が含めら

れている｡一方, 『ED:概念』 (2008年)では,完全性の定義において公正価

値に関して述べられていなかったが, 『予備的見解』 (2006年)と同様,完全

性は,経済現象の忠実な表現に必要な全ての情報を含むことであり,そのよう

な情報には,公正価値が含まれる可能性がある｡したがって,完全性を構成要

素とする忠実な表現は,トップダウン･アプローチであると推測される｡この

ような基本的な質的特性を踏まえて, 『ED:概念』 (2008年)は,その適用に

ついて次のように述べている｡

｢目的適合性の質的特性の適用｣は,経済現象に関する｢意思決定に有用な

情報｣を提供する目的で,どの経済現象が財務報告で表示されるべきかを特定

する｡目的適合性は,描写ではなく, ｢経済現象｣に注意を向けるため, ｢他の

質的特性｣よりも先に考慮される｡どの経済現象が,意思決定に適合するかを
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決定するために,目的適合性が適用されると, ｢それらの〔経済〕現象｣のど

の描写が, ｢目的適合性のある現象｣に最も一致するかが決定されるために,

｢忠実な表現｣が適用される｡ ｢忠実な表現の特性の適用｣によって, ｢提案さ

れた単語と数字の描写｣が,描写されている経済現象に｢忠実である(または

忠実ではない)｣かどうか決定する｡ ｢基本的な質性的特性｣として, ｢目的適

合性と忠実な表現｣は,共に機能して,様々な方法で｢情報の意思決定･有用

性｣に貢献する｡ ｢目的適合性のある現象の忠実な表現ではない描写｣が, ｢意

思決定｣に有用ではない情報をもたらすのと同様に, ｢目的適合性のない現象

の忠実な表現である描写｣は,意思決定に有用ではない(FASB【2008】

paras.QC12･QC14)｡ここでは,目的適合性と忠実な表現がどちらも必要な質

的特性とされつつも,質的特性を適用する際には,まず目的適合性が考慮さ

れ,次に忠実な表現が適用されることが示されており,この点に関しては,

『予備的見解』 (2006年)の内容を継承している｡

このような基本的な質的特性に対して, ｢補強的な質的特性｣は,基本的な

質的特性を｢補完するもの(complementary)｣である｡ ｢補強的な質的特

性｣には, ｢比較可能性,検証可能性,適時性および理解可能性｣が規定さ

れ,目的適合性があり忠実に表現されている｢財務報告情報の意思決定･有用

性｣を高める｡まず,比較可能性とは,利用者が｢2組の経済現象の類似点と

相違点｣を識別できるようにする｢情報の特質｣である｡首尾一貫性とは,企

業内の期間ごとに,または企業間の｢単一の期間｣で｢同じ会計方針と手続

き｣を使用することを言う｡比較可能性は, ｢目標｣であり,首尾一貫性は,

その目標を達成する際に役立つ｢目的にとっての手段｣である(FASB[2008】

paras.QC15, QC16)｡

次に,検証可能性とは,情報が表現しようとしている｢経済現象｣を忠実に

表現していることを｢利用者｣に保証するのに役立っ｢情報の特質｣である｡

検証可能性は, ｢知識があり,独立した異なる観察者｣が,必ずしも完全に一

致することはないとしても, ｢一般的な合意｣に達することであり,それは,

(a)情報が, ｢重大な誤謬や偏向がなく｣表現しようとしている｢経済現

象｣を表現していること,または(b) ｢適切な認識または測定方法｣が, ｢重
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大な誤謬や偏向がなく｣適用されていることで達成される(FASB【20081

para.QC20)｡

さらに,適時性とは, ｢意思決定｣に影響を与える能力を失う前に, ｢意思決

定者｣が,情報を利用できるようにすることを意味する｡ ｢目的に適合する情

報｣をより早く利用できるようにすることは, ｢意思決定｣に影響を与える能

力を高めることができ, ｢適時性の欠如｣は, ｢その潜在的な情報の有用性｣を

奪うことがあり得る｡最後に,理解可能性は,利用者が｢その意味｣を理解で

きるようにする｢情報の特質｣である｡情報が,分類され,特徴づけられ,明

瞭かつ簡潔に示されると,理解可能性が向上し,理解可能性は, ｢比較可能

性｣によって高められる(FASB 【2008】paras.QC22,QC23)｡

このように, 『ED:概念』 (2008年)は, ｢信頼性｣を取り除くとともに,

｢検証可能性を基本的質的特性である忠実な表現の構成要素から二次的な区分

(secondarycategory)である『補強的な質的特性』に降格(demote)｣させ

ており,これによって, ｢公正価値会計｣は,より容易に推進されることがで

きる(0'Brien【2009】p.269) 4)と指摘されている｡

ここで明らかなように, 『ED:概念』 (2008年)は, 『予備的見解』 (2006

午)と同様,まず会計目的に関して,トップダウン･アプローチに基づいた意

思決定･有用性と利用者指向を重視し,質的特性の内容も,意思決定･有用性

の影響を強く受けていると考えられる｡次に, 『ED:概念』 (2008年)では,

目的適合性-トップダウン･アプローチ重視-と忠実な表現-トップダウン･

アプローチ重視-という基本的な質的特性を規定し,信頼性-ボトムアップ･

アプローチ重視-を置き換えている｡忠実な表現は,完全性,中立性および重

大な誤謬がないことを構成要素にしており, 『予備的見解』 (2006年)におい

て忠実な表現の構成要素であった検証可能性は,補強的な質的特性として位置

づけられている｡したがって, 『ED:概念』 (2008年)では,完全性が『予備

的見解』 (2006年)と異なり,公正価値に関する記述を含んでいないが,信頼

4)岩崎は,忠実な表現が｢従来の基本的質的特性である信頼性の1構成要素

から基本的な質的特性-と格上げ｣されるとともに,検証可能性が｢補強的

な質的特性-格下げされている｣ことは, ｢従来よりも広い時価(CV) 〔公正

価値〕の適用を想定｣している(岩崎【2019】69頁)と指摘している｡これに

関しては,岩崎【2011】32-34頁も参照｡
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性-ボトムアップ･アプローチ重視-を忠実な表現-トップダウン･アプロー

チ重視一に置き換え,検証可能性を補強的な質的特性に降格して位置づけてお

り,これは,公正価値会計の拡大に繋がると指摘されている｡

3.4　財務会計概念書第8号『財務報告のための概念フレ-ムワーク』

(2010年)の問題点

FASBは, 『ED:概念』 (2008年)の公表後の審議を経て, 2010年にSFAC

第8号を公表した(FASB【2010】para.BCl.3)｡まず, SFAC第8号(2010年)

は, ｢一般目的財務報告の目的｣ (FASB【20101para.oB2)について,次のよう

に述べている｡

｢一般目的財務報告の目的｣は, ｢現在と潜在的な投資者,融資者およびその

他の債権者｣が,企業-の資源提供に関する｢意思決定｣を行う際に有用な報

告企業に関する｢財務情報｣を提供することである｡ ｢現在と潜在的な投資者,

融資者およびその他の債権者｣は, ｢企業-の将来の正味キャッシュ･インフロ

ーの見通し｣を評価するのに役立っ情報を必要としている｡ ｢将来の正味キャッ

シュ･インフローに関する企業の見通し｣を評価するために, ｢現在と潜在的な

投資者,融資者およびその他の債権者｣は, ｢企業の資源｣, ｢企業に対する請求

権｣および｢企業の経営者と統治機構｣が｢企業の資源｣を利用する｢責任｣

をどれだけ｢効率的かつ効果的｣に果たしたかに関する情報を必要としている

(FASB 【20101 paras.OB2-OB4)｡

ここでは,投資者等に対する意思決定に有用な情報の提供が,一般目的財務

報告の目的として掲げられており,そのための具体的な目的として,将来の正

味キャッシュ･インフローを必要としている投資者等に対して,企業の資源等

に関する情報を提供することが規定されている｡したがって, SFAC　第　8　号

(2010年)では,意思決定･有用性目的一利用者指向とトップダウン･アプロ

ーチ重視-が最重視されている｡また, SFAC第8号(2010年)では,受託責

任という用語を使用しないことが決定されており(FASB【2010]para.BC1.28),

会計目的は,意思決定･有用性目的に｢一本化｣されている(椛田【2019C】55頁)

と考えられる｡
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次に, SFAC第8号(2010年)の第3章は, ｢有用な財務報告情報の質的特

性｣ (FASBl2010】p.16)と題されており, ｢ノ者/Ef冴居･有ノ好燈｣が｢最も重要

な特性(overridingquality)｣とされている(Milleretal. 【2016】p.95 :邦訳

[2017】127頁,斜体原文)｡ ｢有用な財務情報の質的特性｣とは, ｢現在と潜在的

な投資者,融資者およびその他の債権者｣が, ｢報告企業｣の｢財務報告書(財

務情報)｣に基づいて｢意思決定｣を行う際に｢最も有用となる｣可能性の高い

｢情報の種類｣を識別するものである｡ ｢財務情報｣が有用であるには,目的適

合性があり,かつ,それが表現しようとしているものを忠実に表現しなければ

ならず,また, ｢財務情報の有用性｣は,それが｢比較可能で,検証可能で,逮

時で,理解可能｣であれば,補強される(FASB【2010]paras.QCl,QC4)0

｢基本的な質的特性(fundamental qualitative characteristics)｣とは,冒

的適合性と忠実な表現である｡一方の目的適合性に関して, ｢目的適合性のある

財務情報｣は,利用者が行う意思決定に相違を生じさせることができ,財務情

報は, ｢予測価値,確認価値またはその両方｣を有する場合, ｢意思決定に相違｣

を生じさせることができる｡財務情報は, ｢利用者｣が｢将来の結果｣を予測す

るために用いる｢プロセス-のインプット｣として使用できる場合には, ｢予測

価値｣を有し, ｢過去の評価｣に関するフィードバックを提供する(確認または

変更する)場合には, ｢確認価値｣を有する｡さらに,情報は,その脱漏または

誤表示によって特定の報告企業に関する財務情報に基づいて利用者が行う意思

決定に影響し得る場合,重要性があり,｢重要性｣は,｢目的適合性の側面(aspect

ofrelevance)｣である(FASB 【20101paras.QC5･QC9,QCll)｡ここでは,ト

ップダウン･アプローチを重視する目的適合性が,基本的な質的特性の1つと

して掲げられている｡

他方の忠実な表現に関して,財務情報は,有用であるためには｢目的適合性

のある現象｣を表現するだけでなく,表現しようとしている現象を忠実に表現

しなければならない｡｢完壁に忠実な表現｣であるためには,揺写は, ｢完全で,

LP_彦βクで,房謬がない｣という｢3つの特性｣を有する｡また,従来の｢fpf粛燈

という用語｣は, ｢ノ乱君を責務｣に置き換えられた(FASBl2010】paras.QC12,

BC3.25.斜体原文)｡ここでは, 『予備的見解』 (2006年)と『ED:概念』 (2008

午)と同様に,従来の信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-が,忠実な表
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堤-トップダウン･アプローチ重視一に置き換えられており,その上で, SFAC

第8号(2010年)は,忠実な表現の構成要素について次のように述べている｡

｢完全な描写｣は, ｢全ての必要な記述と説明｣を含め,描写しようとしてい

る現象を｢利用者｣が理解するのに必要な｢全ての情報｣を含んでいる｡例え

ば, ｢ある資産グループの完全な描写｣は,最低阪, ｢グループの資産の内容に

関する記述,グループの資産の全ての数的描写およびその数的描写が表してい

ることに関する記述(例えば,当初の原価,修正後の原価または公正価値)｣を

含むことになる｡ ｢中立的な描写｣は, ｢財務情報の選択または表示に偏りがな

い｣ものである｡財務情報が利用者に有利または不利に受け取られる確率を増

大させるために歪曲,ウェイトづけ,強調,軽視およびその他の操作が行われ

ていない｡ ｢忠実な表現｣とは, ｢全ての点で正確である｣ことを意味するもの

ではない｡ ｢誤謬がない｣とは, ｢その現象の記述に誤謬や脱漏｣がなく, ｢報告

された情報｣を作成するために用いられたプロセスが,誤謬がなく選択され適

用されたことを意味する｡この文脈において,誤謬がないとは, ｢全ての点で完

全に正確である｣ことを意味しない(FASB 【2010】paras.QC13･QC15)0

ここでは,忠実な表現の構成要素として,完全性,中立性および誤謬がない

ことについて述べられている｡ 『ED:概念』 (2008年)における重大な誤謬が

ないことが, SFAC第8号(2010年)では誤謬がないに,名称変更されている

ものの, 『ED:概念』 (2008年)の内容は,概ねSFAC第8号(2010年)に引

き継がれたと考えられる｡また,完全性に関しては,当初原価のみならず,公

正価値の記述も含まれており, 『ED:概念』 (2008年)には見られなかった公

正価値に関する説明が,再度明示されるようになった｡しかし,このような質

的特性の規定は, ｢市場価格による評価のみならず,さらには割引キャッシュ･

フロー法や価格決定モデルを用いた理論価格による測定に途を開くものといえ

る｣ (高須【2014]139頁)ため,公正価値の拡大に繋がるものと考えられる｡こ

のような基本的な質的特性を踏まえて, SFAC第8号(2010年)は,その適用

について次のように述べている｡

｢情報｣が有用であるためには,目的適合性があり,かつ,忠実に表現され

ていなければならない｡ ｢目的適合性のない現象の忠実な表現｣も｢目的適合性

のある現象の忠実でない表現｣も,利用者が｢適切な意思決定｣を行うことに
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は役立たない｡ ｢基本的な質的特性を適用するための最も効率的かつ効果的な

プロセス｣は,通常次のようになる｡第1に, ｢報告企業の財務情報の利用者｣

にとって有用となる可能性のある｢経済現象｣を識別する｡第2に,利用可能

で忠実に表現できるとした場合に, ｢最も目的適合性の高い現象に関する情報

の種類｣を識別する｡第3に,その情報が利用可能で忠実に表現できるかどう

かを判断する｡もしそうであれば,｢基本的な質的特性｣を充足するプロセスは,

その時点で終了する｡そうでない場合には, ｢その次に目的適合性の高い種類の

情報｣でそのプロセスが繰り返される(FASB[2010]paras.QC17,QC18)｡

ここでは,目的適合性と忠実な表現がどちらも必要な質的特性とされつつも,

質的特性を適用する際には,まず目的適合性が考慮され,次に忠実な表現が適

用されることが示されている｡したがって, SFAC第8号(2010年)は,『ED:

概念』 (2008年)で示された忠実な表現に関する見解を概ね継承していると考

えられる｡

基本的な質的特性に対して,補強的な質的特性である比較可能性,検証可能

悼,適時性および理解可能性は,目的適合性があり忠実に表現されている情報

の有用性を補強する質的特性である｡第1に, ｢比較可能性｣とは,利用者が

｢項目間の類似点と相違点｣を識別し理解できるようにする｢質的特性｣であ

る｡これに対して,首尾一貫性は, ｢報告企業の期間｣ごとに,または企業間の

｢単一の期間｣において｢同じ項目に同じ方法を使用すること｣を指しており,

｢比較可能性と関連したもの｣ではあるが,同じではない｡比較可能性は, ｢目

標｣であり,首尾一貫性は,その目標を達成する際に役立っものである(FASB

【2010】 paras.QC19, QC21, QC22)｡

第2に, ｢検証可能性｣とは,情報が表現しようとしている｢経済現象｣を忠

実に表現していることを｢利用者｣に保証するのに役立つ｡検証可能性は, ｢知

識があり,独立した異なる観察者｣が,必ずしも完全に一致することはないと

しても, ｢一般的な合意｣に達することを意味する｡ ｢検証｣は, ｢直接的｣であ

ることも｢間接的｣であることもあり得る｡ ｢直接的な検証｣とは,例えば｢現

金の実査｣のように, ｢直接的な観察｣を通じて, ｢金額またはその他の表現｣

を検証することを意味する｡ ｢間接的な検証｣とは, ｢モデル,算式またはその

他の技法-のインプット｣の照合と｢同一の方法論｣を用いてのアウトプット
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の再計算を意味する｡第3に, ｢適時性｣とは, ｢意思決定者｣の決定に影響を

与えることができるように適時に情報を利用可能とすることを意味する｡第　4

に,理解可能性については,情報を分類し,特徴づけ,明瞭かつ簡潔に表示さ

れることで,情報が理解可能となる(FASB【2010】paras.QC26,QC27,QC29,

30)｡

ここで明らかなように, SFAC第8号(2010年)は, 『予備的見解』 (2006

午)と『ED:概念』 (2008年)一公正価値に関しては,記述されていない-と

同様,まず会計目的に関して,トップダウン･アプローチに基づいた意思決定･

有用性と利用者指向を重視し,質的特性に関しては,意思決定･有用性が最も

重要な特性と考えられている｡次に, SFAC第8号(2010年)は,目的適合性

-トップダウン･アプローチ重視-と忠実な表現一公正価値を明示した箇所で

はトップダウン･アプローチ重視-という基本的な質的特性を規定し,信頼性

-ボトムアップ･アプローチ重視-を置き換えている｡また,忠実な表現は,

完全性,中立性および誤謬がないことを構成要素にしており,特に完全性に関

しては,当初原価のみならず,公正価値の記述も含まれている｡そして, SFAC

第8号(2010年)は, 『ED:概念』 (2008年)と同様,検証可能性を補強的な

質的特性に降格して位置づけている｡したがって,SFAC第8号(2010年)は,

『ED:概念』 (2008年)と同様,信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を

忠実な表現一公正価値を明示した箇所ではトップダウン･アプローチ重視一に

置き換え,検証可能性を補強的な質的特性に降格して位置づけているので,公

正価値会計の拡大に繋がると考えられる｡

3.5　おわりに

ここでは,本章で述べた内容を纏めておきたい｡まず, 『予備的見解』 (2006

午)では,トップダウン･アプローチに基づいた意思決定･有用性と利用者指

向を重視した上で,質的特性に関しては,目的適合性一トップダウン･アプロ

ーチ重視-と忠実な表現一公正価値を明示した箇所ではトップダウン･アプロ

ーチ重視-を規定し,従来の信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を置き

換えている｡また,忠実な表現は,検証可能性,中立性および完全性を構成要
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素としているが,特に完全性に関して,経済現象の忠実な表現に必要な情報に

は,公正価値に関する情報が含められている｡

次に, 『ED:概念』 (2008年)は, 『予備的見解』 (2006年)と同様,トヅプ

ダウン･アプローチに基づいた意思決定･有用性と利用者指向を重視した上で,

目的適合性-トップダウン･アプローチ重視-と忠実な表現-トップダウン･

アプローチ重視-という基本的な質的特性を規定し,信頼性-ボトムアップ･

アプローチ重視-を置き換えている｡また,忠実な表現は,完全性,中立性お

よび重大な誤謬がないことを構成要素にしているが,完全性に関しては,『予備

的見解』 (2006年)と異なり,公正価値に関する記述は見当たらなかった｡そ

して, 『ED:概念』 (2008年)では,検証可能性を補強的な質的特性に降格し

て位置づけている｡

SFAC第8号(2010年)は, 『予備的見解』 (2006年)と『ED:概念』(2008

午) -公正価値に関しては,記述されていない-と同様,トップダウン･アプ

ローチに基づいた意思決定･有用性と利用者指向を重視した上で,目的適合性

-トップダウン･アプローチ重視-と忠実な表現一公正価値を明示した箇所で

はトップダウン･アプローチ重視-いう基本的な質的特性を規定し,信頼性-

ボトムアップ･アプローチ重視-を置き換えている｡また,忠実な表現は,完

全性,中立性および誤謬がないことを構成要素にしており,特に完全性に関し

ては,当初原価のみならず,公正価値の記述も含まれている｡そして, SFAC第

8号(2010年)では,検証可能性を補強的な質的特性に降格して位置づけてい

る｡

このように, SFAC第8号(2010年)は,信頼性-ボトムアップ･アプロー

チ重視-を忠実な表現一公正価値を明示した箇所ではトップダウン･アプロー

チ重視一に置き換え,検証可能性を補強的な質的特性に降格して位置づけてい

るので,公正価値の拡大に繋がると批判されている｡すなわち, ｢ほとんど信頼

できない｣公正価値に依存して, ｢『柔らかい』数値｣を提供する会計報告は,

｢会計数値の有用性｣にとって｢有害(harmful)｣となり得るという批判があ

る(AAA【2007】p.230)｡これが, SFAC第8号(2010年)の問題点である｡
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第4章　『予備的見解　財務報告のための概念フレームワーク:財務報告の目

的と意思決定に有用な財務報告情報の質的特性』 (2006年)に対する

コメント･レターと米国議会, SECおよびFASB路線の対立

4.1　はじめに

第3章では,従来の信頼性に代わって,基本的な質的特性に位置づけられた

忠実な表現に焦点を当てて, 『予備的見解』(2006年), 『ED:概念』 (2008年)

およびSFAC第8号(2010年)を分析してきた｡まず, 『予備的見解』 (2006

午)では,トップダウン･アプローチに基づいた意思決定･有用性と利用者指

向を重視した上で,質的特性に関しては,目的適合性-トップダウン･アプロ

ーチ重視-と忠実な表現一公正価値を明示した箇所ではトップダウン･アプロ

ーチ重視-を規定し,従来の信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を置き

換えている｡また,忠実な表現は,検証可能性,中立性および完全性を構成要

素としているが,特に完全性に関して,経済現象の忠実な表現に必要な情報に

は,公正価値に関する情報が含められている｡

その後, FASBは, 『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターの内

容を検討した上で,『ED:概念』(2008年)を公表した｡『ED:概念』(2008年)

は, 『予備的見解』(2006年)と同様,目的適合性-トップダウン･アプローチ

重視-と,完全性を構成要素に含む忠実な表現-トップダウン･アプローチ重

梶-という基本的な質的特性を規定し,信頼性-ボトムアップ･アプローチ重

視-を置き換えるとともに,検証可能性を忠実な表現の構成要素ではなく,捕

強的な質的特性に降格して位置づけている｡しかし,完全性に関しては, 『予備

的見解』 (2006年)と異なり,公正価値に関する記述は見当たらなかった｡そ

して, SFAC第8号(2010年)には,『予備的見解』(2006年)と『ED:概念』

(2008年)-公正価値に関しては,記述されていない-の内容がほぼ継承され

ている｡

そこで,本章では, 『予備的見解』(2006年)に対するコメント･レターを分

析した上で, SFAC第8号(2010年)が公表される契機となった,上院･銀行

委員会の公聴会(2002年),上院･保護法案(2002年), SOX法(2002年),
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Norwalk合意(2002年), 『SEC研究』 (2003年)および『FASB回答』 (2004

午)等を分析し,信頼性を忠実な表現に置き換えた複数の原因を所与のものと

した主要な原因と,それを支える制度的基盤を解明する｡

4.2　『予備的見解　財務報告のための概念フレ-ムワーク:財務報告の目

的と意思決定に有用な財務報告情報の質的特性』 (2006年)に対する

コメント･レターの分析

4.2.1  『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターの分析(1)

本節では,信頼性,忠実な表現および検証可能性に焦点を当てて, FASBと

IASBが受け取った『予備的見解』 (2006年)に対する179通のコメント･レ

ター(FASB【2007】p.3)を具体的に分析していく1)｡なお,検証可能性に関

しては, 『予備的見解』 (2006年)の定義を批判しつつも,その改善を提案し

ているコメント･レターは,検証可能性を質的特性とすることには賛成してい

るものと推測して扱う｡分析に先立ち,図表4.1では, FASBとIASBにコメ

ント･レターを投稿した個人,企業および機関等の名称を示しておく｡

図表4.1 『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターの投稿者の

名称と職種

番号 ｨﾖX,ﾉkﾈ投稿者の職種 ĀĀĀĀ

CL1 認V跏"W&W6fB個人 ĀĀĀĀ

CL2 磐'6vﾆﾆ6R投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀ

CL3 襴fW&ﾆﾆR個人 ĀĀĀĀĀ

1) 『予備的見解』 (2006年)とそのコメント･レターの分析を行った先行研

究には,中山【2013】が挙げられる｡中山【2013】は, FASBとIASBの概念フ

レームワーク･プロジェクトにおける財務情報の質的特性を全体的に概観し

ているが,コメント･レター分析に関しては,部分的･限定的にしか取り扱

っていない｡本論文では,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対するコ

メント･レターに関して,分析対象を全コメント･レターに広げて網羅的に

検討する｡
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CL4 疲�&ﾖ��"葷�6也F�6��研究者 

CL5 �&�6�跏���ｴwW匁��個人 

CL6 ｴvRﾅゆB研究者 ĀĀĀĀĀ

CL7 Vﾅ&V詛坊ﾆB個人 ĀĀĀĀ

CL8 陪V稗ﾖ&W&ﾆ問ﾅ2r個人 ĀĀĀĀĀĀ

CL9 這VﾗW疲6個人 ĀĀĀĀ

CL10 磐ХVFV匁W"作成者 ĀĀĀĀ

CLll VW挽腱U&VRﾄｧ"籠B研究者 ĀĀĀĀĀĀĀ

CL12 嚢uD"ЦW&V鑾F蘿W7FﾖV蹈&豐投資家/ アナリスト ĀĀĀĀ

CL13 Vﾄ6FW"個人 ĀĀĀĀ

CL14 疲Wu6FﾆW5G&V7W'嫡W7G&ﾆ非営利組織 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL15 犯FuF蘿W7FﾖV蹈&豸匁t76F柳邃ﾈuD$投資家/ ĀĀĀĀĀĀĀĀ

(UK) 6ｨ5rĀĀĀĀĀ

CL16 疲V牝66ﾖ個人 ĀĀĀ

CL17 認&ｦW&ｶR個人 ĀĀ

CL18 疲没VﾄFf妨2&宥ﾖ6柳詛V誚ﾆ襭非営利組織 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

andWales 

CL19 磐霧牝ｶVﾆUbF柳ﾄ66蹤匁u7F襷&G2基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

BoardofRussia(NASB) 

CL20 彦f匁ﾅ&WF匁u7F襷&G4&&B%4"基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀoftheNewZealandⅠnstituteofChartered 

Accountants 

CL21 彦V譌FVDｶ匁vF6&VﾆFW'2t76F柳投資家/ ĀĀĀĀĀĀĀĀ

Limited 6ｨ5rĀĀĀĀĀ

CL22 彦踟'F&匁7FFT&&F5Uﾖ匁W'2専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL23 牌VvT｢FV'W2研究者 ĀĀĀĀ

CL24 陪6網w&7WE7v宥ｦW&ﾆ襭作成者 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL25 埜VvV覽ゆfﾆVvﾒﾄ5ﾄ4dR個人 ĀĀĀ
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CL26 磐VﾄT'&F'W'Вﾄd4ﾄ4ﾔ研究者 ĀĀĀĀĀĀĀ

CL27 &W76ﾖ'F門vﾆｶW"研究者 ĀĀĀĀĀĀ

CL28 Fg&鑾FF宥WFV6'FW&VD66蹤蹠2専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(SAⅠCA) 

CL29 V襷W5fW&&襯FWWG66$&豸V投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀ

CL30 牌W&Vf觚'2投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀ

CL31 W7G&ﾆ鑾FF宥WFV6逕FV7F2作成者 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL32 HuHuEtvFWW&Vﾖ宥FVV6V蹠&ﾂ非営利組織 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

BalanceSheetDataOffices 

CL33 薄F宥WFFW%vG66gG7'F貿W"Er専門職団体 ĀĀĀĀĀĀ

CL34 VF優6ﾖ6柳規制機関 ĀĀĀĀ

CL35 濡"蒙個人 沐 ĀĀĀĀ

CL36 F襷WV襷V蹈VF優ﾆ蒙友VB会計事務所 ĀĀĀĀ

CL37 疲WuｦVﾆ襴6&VﾆFW'8ｴ76F柳鑾F投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL38 認譌6&VﾆFW'476F柳邃Fｲ投資家/ ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

Aktion記rforening,DAF) 6ｨ5rĀĀĀĀĀ

CL39 蕃(uB蹤逡'個人 ĀĀĀĀ

CL40 磐匁GFtﾄﾄﾄ2会計事務所 ĀĀĀĀĀ

CL41 ﾆ友柳詛uFﾗ&VD'W6匁W75&WF匁v襭作成者 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

Analysis(COⅠMBRA)Group 

CL42 彪謨fW'6宥柳dﾖ譌F研究者 ĀĀĀĀ

CL43 彪謨fW'6宥柳efW&研究者 ĀĀĀ

CL44 磐U666蹤匁u7F襷&G4&&B基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL45 磐ﾆ66蹤匁u7F襷&G4&&B4"基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL46 FF宥WFV6'FW&VD66蹤蹠6冶uG&Vﾆ襭基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(ⅠCAⅠ) 
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CL47 杷芳Vﾆ宥F蘿W7FﾖV蹈ﾖvVﾖV蹈ﾇFB投資家/ アナリスト ĀĀĀĀ

CL48 G&豸W'4fVFW&F柳投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀ

CL49 沸V蹠&ﾆW$ｷ&VF友W766Ⅳ72投資家/ アナリスト ĀĀĀ

CL50 F腱V跏fD'&ｶW5V謨fW'6宥研究者 ĀĀĀĀĀĀĀ

CL51 認f縫Fﾖ蹌個人 ĀĀĀĀ

CL52 夫6誣F6妨G柳d6W'F貿坊EV&ﾆ66蹤蹠2専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL53 F襷&Dﾆ貿XuF蘿W7FﾖV蹠2投資家/ アナリスト ĀĀĀĀ

CL54 犯Vvﾆ襯vV觚&ﾄw&ﾆ2投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀĀ

CL55 W7G&臟匁ﾅ&WF匁v襯VF友匁r基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

Committee(AFRAC) 

CL56 杷匁ﾅ&WF匁tEf&BﾔG&V7W'規制機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL57 F蹤W&F柳ﾄ6FTvW&T觚Gvｲ非営利組織 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(ⅠCGN) 

CL58 66蹤匁v襯VF友匁w7F襷&G46ﾖ宥FVR基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL59 磐&ｴⅢv2ﾄ襾&Wu&VBﾄ6ﾖW&vFﾒ研究者 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

UniVersityofCanberra 

CL60 W7G&ﾆ6免VF友2ﾔvV觚&ﾂ非営利組織 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL61 F蹤W&F柳ﾄ76F柳踐huFW&U7WW%f2作成者 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(ⅠAⅠS) 

CL62 噺V66蹤匁t76F柳邃ｴ研究者  ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL63 磐vVﾖV蹈6ﾖV蹤'&V7GFVﾒﾒ基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

AccountingStandardsBoard(ASB) 

CL64 �6��6免�6�'��&�FTF�66ﾆ�7W&V�襯v�W&���6R�基準設定機関 

(CCDG) 
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CL65 彦uF蹤W&F柳ﾄf匁ﾅ&WF匁u7F襷&G2基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀReViewCommittee(ⅠFRSRC)oftheKorea 

AccountingStandardsBoard(KASB) 

CL66 磐ﾆ6ﾕ7Vﾆﾆ蒜個人 ĀĀĀĀ

CL67 彦6'FW&VHuFF宥WFVﾖvVﾖV蹌専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀ

Accountants(CⅠMA) 

CL68 F蘿W7FﾖV蹈ﾖvVﾖV蹈76F柳投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀĀ

CL69 VF勇66ﾆ襭規制機関 ĀĀĀĀ

CL70 疲F柳ﾄVF優fR規制機関 ĀĀĀĀĀĀ

CL71 �6�6没ﾆ躍��ｦ柳��ﾆVFV認�F�&�6�ﾖW&6��ﾆ�7F��襭�専門職団体 

ConsiglioNazionaledeiRag10nieri 

CL72 FF宥WFT6F&免芳GVF友FT7VV蹤2基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(ⅠCAC) 

CL73 磐VﾅvV襴F陪匁W2研究者 ĀĀĀĀĀĀĀ

CL74 FF宥WFV6'FW&VD66蹤蹠666ﾆ襭専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(ⅠCAS) 

CL75 tTｷF坊誚W6Vﾆﾇ66gB作成者 ĀĀĀĀ

CL76 FF宥WFV6W'F貿坊EV&ﾆ66蹤蹠6ｶV逍専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL77 �6�6V牝��F柳��ﾆFVﾆ�6��F�&免佑b�4�2��基準設定機関 

CL78 6Vﾄ6ﾖ宥FVV&豸匁u7WW%f柳規制機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL79 背&蹙F&蹤uF蹤W&F柳ﾂdw&蹙F&蹤会計事務所 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

LLP 

CL80 彦靖6妨G柳d52専門職団体 ĀĀĀĀĀĀ

CL81 杷V譁誚Ve7FG6WFW&VFU&UfW"5"専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL82 v4tdU"基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀ

CL83 tw&作成者 ĀĀĀĀ

CL84 彦6FU&WF匁uW6W'4fVﾒ投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

137



CL85 F蹤W&F柳ﾄ7GV&ﾄ76F柳竏uD非営利組織 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL86 磐ﾆW波V襯ﾖvVﾖV蹌投資家/ アナリスト ĀĀĀĀ

CL87 陪W&ﾖW8uF蘿W7FﾖV蹈ﾖvVﾖV蹈ﾇFB投資家/ アナリスト ĀĀĀ

CL88 誚ﾆﾖW&ﾆ2作成者 ĀĀĀĀĀĀ

CL89 F蹤W&F柳ﾄfVFW&F柳踐d66蹤蹠2Dd2基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀⅠnternationalAuditingandAssuranceStandards 

Board 

CL90 76F柳踐d'&友FW&W'2(uB作成者 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL91 杷匁ﾄU7WF蒜W8uF蹤W&F柳XuD6F作成者 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL92 ﾆﾈuF蹤W&F柳ﾄ"鑾作成者 ĀĀĀĀĀ

CL93 ��幡�蹙&W7��6X�､�ﾖW&�6��6��6免�ﾆ貿R�作成者 

Ⅰnsurers,AmericanⅠnsuranceAssociation, 

America'sHealthⅠnsurancePlans,BlueCrossBlue 

ShieldAssociation,NationalAssociationofMutual 

ⅠnsuranceCompanies,PropertyCasualtyⅠnsurers 

AssociationofAmerica 

CL94 &2投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀĀ

CL95 Vﾅr也6ｶ椎ゆB個人  ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL96 F蹤W&F柳ﾄfVFW&F柳踐d66蹤蹠2Dd2専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL97 鳩ﾔrF蹤W&F柳ﾂ会計事務所 ĀĀĀĀĀ

CL98 謬%4r投資家/ アナリスト ĀĀ
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Associationpourlaparticipationdesentreprises 俥ﾉﾈĀĀĀ

CL99 鉾&�舸��6W6��ﾖ��&ﾖ��6�F柳�6��F�&ﾆR�internationale(ACTEO)andMouVementdes 

EntreprisesdeFrance(MEDEF)andAssociation 

FranGaisedesEntreprisesPriv6es(AFEP) 

CL100 杷友6F匁w4ﾇFB投資家/ アナリスト ĀĀĀ

CL101 磐免ｶﾆW2個人 ĀĀĀĀ

CL102 認f縫ﾆB研究者 ĀĀĀĀ

CL103 W7G&ﾆ専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀ

CL104 ﾇFd踐ﾆ個人 ĀĀĀĀĀ

CL105 誚ﾆﾆF也Vﾔﾆ蒙友VB作成者 ĀĀĀĀ

CL106 濡WF666蹤匁u7F襷&G4&&BД4"基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀ

CL107 Dﾆﾄ6&F匁F柳鑾会計事務所 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL108 ﾖ宥FVVWW&V豸匁u7WW%f2非営利組織 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(CEBS) 

CL109 F蹤W&F柳ﾅ7v6襯FW&蒜F蒜W476F柳非営利組織 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(ⅠsDA) 

CL110 磐�7&�6�D6�'��'F柳��作成者 

CL111 &蒜FT6譁W5&7FU6V7F柳踐bF専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀAmericanⅠnstituteofCertifiedPublicAccountants 

(AⅠCPA) 

CL112 66蹤匁u&匁6ﾆW46ﾖ宥FVVFuFﾆﾆ匁2専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CPASociety 

CL113 w妨$'W6匁W7566ﾅ7VffｵV謨fW'6宥研究者 ĀĀĀĀĀĀ

CL114 66蹤匁u7F襷&G4U7WF蒜T6ﾖ宥FVVF専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀAmericanⅠnstituteofCertifiedPublicAccountants 

(AⅠCPA) 
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CL115 V7W&友妨8uF襾W7G'襯f匁ﾄﾖ&ｶWG2投資家/ ĀĀĀĀĀĀĀ

Association 6ｨ5rĀĀĀĀĀ

CL116 尾ffVF6VdVF友ﾅV&ﾆ6迺規制機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

AccountingOVersightBoard 

CL117 彦7vVFХ蹤W'&T66蹤匁tx<Tr専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL118 把fCg&F柳Tg&纐R投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL119 彪譁uF襾W7G&ﾆ襯VﾗﾆW"u2作成者 ĀĀĀĀĀĀĀ

ConfederationsofEurope(UNⅠCE) 

CL120 �6免�6�V6���72ﾈuF�2�作成者 

CL121 疲6ｵ&Vvｶ57F鉾FVﾇ6Rﾔ踟'vVv66蹤匁r基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

StandardsBoard 

CL122 FF宥WFVﾖvVﾖV蹈66蹤蹠2Dﾔ専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL123 杷匁ﾄU7WF蒜W8uF蹤W&F柳XuB作成者 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL124 &WvFW&W6T6W'2会計事務所 ĀĀĀĀĀĀĀ

CL125 'FW&VHuFF宥WFVV&ﾆf匁V襭専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

Accountancy(CⅠPFA) 

CL126 謬ｳw&作成者 ĀĀĀĀĀĀ

CL127 埜&Be薮V誡会計事務所 ĀĀ

CL128 觀7FWE6妨G柳d6W'F貿坊EV&ﾆ専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀAccountants,AccountingandReporLingStandards 

Committee 

CL129 犯F7FｴU誚R非営利組織 ĀĀĀĀĀĀ

CL130 WG&蒜V觀研究者 ĀĀĀĀ

CL131 vVF匁ﾄ66蹤匁u7F襷&G46鳴基準設定機関  ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL132 磐'之ﾆﾆV蔕ﾆ蒜W&薬ﾄ5ﾅゆB個人 ĀĀĀĀĀ

CL133 紐舸W&贍V蹈66蹤&免宥尾ffR非営利組織 ĀĀĀĀĀĀĀ

CL134 &友ﾖW&薈66作成者  ĀĀĀĀĀĀĀ

CL135 磐WDﾆ貿UU4作成者 ĀĀ
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CL136 認ｸuF襾W7G&嫡6fVFW&F柳踐dF譌6作成者 ĀĀĀĀĀĀ

Ⅰndustries) 

CL137 埜W&V76F柳踐d3ﾓW&F蒜T&豺2投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL138 背&踟'FﾖW&鑾FW&TV蹤W'&W2作成者 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(GNAⅠE) 

CL139 牌W&ﾖ66蹤匁u7F襷&G46ﾖ宥FVRЕ%42基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀ

CL140 疲W7FﾆR作成者 Ā

CL141 賠4$4ﾆF匁w7ﾆ2投資家/ アナリスト ĀĀĀ

CL142 微GFvuF蹤W&F柳ﾄDWF<宥非営利組織 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL143 ﾆU免'W&個人 ĀĀĀ

CL144 疲F柳ﾈuFF宥WFV66蹤蹠2専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL145 埜W&V豸匁tfVFW&F柳投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀ

CL146 v4ﾆF匁w2作成者 ĀĀĀĀ

CL147 疲Wu薮&ｵ7FFU6妨G柳d5245専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL148 噺VﾆﾆW6'W6匁W72研究者 ĀĀĀĀĀ

CL149 VVD6譁W4ﾆﾆR作成者 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL150 杷'&V譁誚VVｷFW&FU&WfW$d%5%2専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL151 F蹤W&F柳ﾄ&豸匁tfVFW&F柳投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀ

CL152 7G&ｦV觀6ﾄ2作成者 ĀĀĀĀĀ

CL153 紋ﾖ46ﾖｲ個人 ĀĀĀĀĀĀ

CL154 ﾔ67F誡d76FW2投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀĀ

CL155 VF友vV觚&ﾆfvﾆW2規制機関 ĀĀĀĀĀĀ

CL156 #fF優ﾗWGVS投資家/ アナリスト ĀĀĀ
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CL157 ﾆﾆ逾4R投資家/ アナリスト ĀĀĀ

CL158 陪VG6G&V7W&妨466蹤匁v襴&WF匁r規制機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

AdVisoryCommittee(HOTARAC) 

CL159 疲F柳ﾄ76F柳踐eV柳臠V襾2b投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL160 覇$466蹤匁u7F襷&G4&&B基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀ

CL161 W7G&ﾆ66蹤匁u7F襷&G4&(ｲ4"基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL162 F66蹤匁u7F襷&G4&&B基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL163 FF宥WFV6'FW&VD66蹤蹠6紋V誚ﾆ襭b専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

Wales(ⅠCAEW) 

CL164 認VﾆGFUF6FﾖG7R会計事務所 ĀĀĀĀĀĀ

CL165 &Dﾖ5fR研究者 ĀĀĀĀĀ

CL166 fVFW&F柳踐d'&友F襾W7G'嫡4(uB作成者 ĀĀĀĀĀĀ

CL167 牌Fﾖ6d6投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀ

CL168 76F柳踐d6'FW&VD6W'F貿坊D66蹤蹠2専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

(ACCA) 

CL169 FF宥WFV6'FW&VD66蹤蹠6紋W7G&ﾆ専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(ⅠCAA) 

CL170 播TRfCg&F柳襷W4UW'G46F&ﾆW2専門職団体 ĀĀĀĀĀĀĀ

Europ6ens,EuropeanFederationofAccountants) 

CL171 &友豸W'2t76F柳投資家/ アナリスト ĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL172 66蹤匁u7F襷&G4&&Fｦ邃4$｢基準設定機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL173 陪tｶxuFF宥WFV6W'F貿坊EV&ﾆ乏専門職団体 ĀĀĀĀĀĀ

Accountants 

CL174 duFF宥WFR投資家/ アナリスト ĀĀĀĀ
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CL175 Dw&作成者 ĀĀĀĀ

CL176 ﾖW&66蹤匁t76F柳研究者 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL177 F蹤W&F柳&v譌ｦF柳踐e6V7X<友妨2規制機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

Commissions(ⅠOSCO) 

CL178 V7W&友妨6襯U誚T6ﾖ6柳薈免襭規制機関 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

CL179 埜W&V臟匁ﾅ&WF匁tEf背&非営利組織 ⁄ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(EFRAG) 

(出所) IFRS【20061の内容に基づき,筆者が作成した｡

以下においては,特に信頼性,忠実な表現および検証可能性に焦点を当てて,

コメント･レター分析を開始する｡

(CLl) Dennis R.Beresford (個人)は,次のように述べている｡

私は,予備的見解の要旨に｢賛成である(agree)｡｣パラグラフQC23で

は, ｢検証可能性が忠実な表現の重要な構成要素である(Verifiabilityisan

important component offaithful representation)｣理由を審議会が説明して

いる｡私は,全般的にこの議論に｢反対ではない(don'tdisagree)｡｣

(IFRS･CL12)【2006】pp.2,7)ここでは, 『予備的見解』 (2006年)の内容

に概ね賛成していることから,信頼性に反対し,忠実な表現と検証可能性に賛

成していると考えられる｡

(CL2) MarshaWallace (投資家/アナリスト)は, ｢概念フレームワーク

に含まれる質的特性を選択した審議会の論拠に概ね賛成する(generally

agree)｣ (IFRS･CL2【20061p.2)と述べていることから,信頼性に反対し,

忠実な表現と検証可能性に賛成しているものと考えられる｡

(CL3) Roland Verhille (個人)は,信頼性,忠実な表現および検証可能

性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL3 【2006】)｡

2)コメント･レターの出所は,図表4.1で示したように, IFRS[2006】に付さ

れている番号を示すことにする｡以下同じ｡
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(cL4) Norman B.Macintosh (研究者)は,信頼性,忠実な表現および検

証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL4 【2006】)0

(cL5) RosannaO-Guynn (個人)は,信頼性,忠実な表現および検証可

能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL5 【2006】)0

(CL6) RickGore,Ph.D. (研究者)は,信頼性,忠実な表現および検証可

能性に対する明確な賛否を示していない(cHFRS･ CL6【2006】)0

(cL7) PaulRosenfield (個人)は,次のように述べている｡

｢草案〔『予備的見解』 (2006年)〕｣は, ｢その〔信頼性の〕規準｣を削除し

ているが,信頼性は,独立した基準として必要である｡ ｢草案〔『予備的見解』

(2006年)〕｣は,情報が経済現象の忠実な表現であるために検証可能で,中

立的で,完全でなければならないと述べているが, ｢検証可能性,中立性およ

び完全性｣は, ｢別個の基準｣である必要がある(IFRS･CL7【20061pp.2-

3)｡ここでは,信頼性を必要な規準と位置づけているので,信頼性に賛成し

ているが,忠実な表現に関しては,賛否は明確ではないと考えられる｡また,

検証可能性に関しては,別個の基準とする必要があると述べているので,検証

可能性にも賛成しているものと考えられる｡

(CL8) HenryT.Chamberlain,S.∫. (個人)は,信頼性,忠実な表現およ

び検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL8 【20061)｡

(CL9) HumphreyNash (個人)は,信頼性,忠実な表現および検証可能

性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL9 【2006])0

(CLIO) MaxEibensteiner (作成者)は,次のように述べている｡

パラグラフQC18:なぜならそのような｢繰延費用｣と｢繰延資産｣は,

｢財務報告｣の外側にある｢現実世界｣に存在しないので,それらは,フレー

ムワークで使われる用語として忠実に表現できない｡私は,この文章の正確な
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意味が,もっと明確になるべきであると考える(IFRS･Cu0【2006]p.1)｡

ここでは,信頼性と検証可能性に対する明確な賛否は示されていないが,忠実

な表現の説明を明確にすることを求めていることから,忠実な表現を批判し反

対していると考えられる｡

(cLll) ChaunceyM.DePree,Jr.,D.B.A (研究者)は,信頼性,忠実な

表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CLll

[20061)｡

(cu2) EIB(EuropeanlnvestmentBank) (投資家/アナリスト)は,信

頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない

(cf.IFRS ･ CL12 【2006】)｡

(cL13) PaulConder (個人)は,次のように述べている｡

全般的に,私は, ｢質的特性とそれを支持する結論の根拠｣に｢賛成する

(agree)｡｣信頼性が何を意味するのか｡ ｢私は,この論点の議論と『忠実な

表現』の使用に賛成する(agree)｡｣ (IFRS･CL13[2006】p.3)ここでは,

『予備的見解』 (2006年)の質的特性に関する議論に賛成していることから,

信頼性に反対し,忠実な表現と検証可能性に賛成しているものと考えられる｡

(cL14) New SouthWalesTreasury (Australia) (非営利組織)は,次の

ように述べている｡

｢フレームワークの草案｣は,それが表されると主張する現実世界の経済的

現象の忠実な表現でなければならない情報を提供すると述べている｡しかしな

がら, ｢現実世界の経済的現象｣の意味することは,後の段階まで取り組まれ

ない測定に関する議論に依存する｡これら二つのフェーズの繋がりは不明確で

ある｡ NSW財務省は, ｢重大な誤謬｣なしに適用された｢不適切な方法｣

が, ｢検証｣を構成しないという｢代替的見解(パラグラフAV2.2)｣ 3)に同意

3) 『予備的見解』 (2006年)では,検証可能性に関する代替的見解も表明さ

れている｡代替的見解では, ｢知識があり,独立した観察者の間の合意｣
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する｡つまり, ｢検証可能性｣には, ｢適切な方法｣が採用されているかどうか

に関する検討事項が含まれていなければならない(IFRS･ CL14【2006]

pp.ll,12)｡ここでは,忠実な表現の議論と測定に関する議論の繋がりが不明

確であると指摘しているが,信頼性と忠実な表現に対する明確な賛否は示され

ていない｡また,検証可能性に関しては,代替的見解を支持しているので,検

証可能性を質的特性とすることには賛成しているものと推測される｡

(cL15) London Investment BankingAssociation (LIBA) (UK) (投資家/

アナリスト)は,次のように述べている｡

私達は, ｢新しい概念である『忠実な表現｣｣が, ｢置き換え｣を意図されて

いる｢『信頼性』, 『実質優先』および『真実かつ公正な概観』という揺るぎな

い概念よりも著しく弱い(significantlyweaker)｣ように思われることに懸念

を抱く(IFRS･Cu5【2006】p.2)｡ここでは,信頼性等に比べて忠実な表現

が弱い概念であることに懸念を示しているので,検証可能性に対する賛否は不

明だが,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

(CL16) NeilChisman (個人)は, 『予備的見解』 (2006年)の内容に

｢概ね賛成(broadlyagree)｣すると述べている(IFRS･ CL16 【2006】p.2)

ため,信頼性に反対し,忠実な表現と検証可能性に賛成しているものと考えら

れる｡

(CL17) DonBjerke (個人)は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に

対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL17 【2006])0

が, ｢信頼できる証拠(reliable evidence)｣に基づくべきであると｢検証可

能性の説明｣に明記することと,認識と測定に｢使用される方法｣が, ｢重

大な誤謬や偏向のない経済現象の推定値｣をもたらすと予想される方法でな
ければならないという要件を含めることを求めている(FASB【2006a】

paras.AV2.1, AV2.2)｡
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(cL18) Nigel Davies / Charity Commission for England and Wales (非

営利組織)は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示

していない(cf.IFRS･ CL18 【20061)0

(CL19) Mikhail Kiselev / NationalAccounting Standards Board of

Russia(NASB) (基準設定機関)は,次のように述べている｡

討議資料は,忠実な表現の構成要素として実質優先を含めないと提案する｡

一部のNASBのメンバーは,討議資料のパラグラフQC17から, ｢実質優先の

要求｣が｢中立性,完全性および検証可能性｣とは異なる方法で考慮される理

由が｢不明確である｣と指摘する｡ ｢実質優先の概念の適用｣は,重要であ

る｡ ｢実質優先｣が,フレームワークで厳密に述べられないならば,この原則

が, ｢特定の状況｣で破られるおそれがある｡私達は, ｢実質優先｣が｢新しい

概念フレームワークで忠実な表現の構成要素として｣厳格に述べられるべきで

あると考える｡討議資料は, ｢忠実な表現の特定の構成要素として検証可能

性｣を含めることを提案する｡ ｢私達は,検証可能性の概念を概ね支持する

(generallysupport)｡｣ (IFRS･ CL19 【2006]pp.1･2)ここでは,信頼性に対

する明確な賛否は示されていないが,検証可能性に賛成している｡また,忠実

な表現に関しては,実質優先をその構成要素として含めるべきと主張している

ので,間接的に賛成しているものと推測される｡

(cL20) The Financial Reporting Standards Board (FRSB) of the New

Zealandlnstitute ofCharteredAccountants (基準設定機関)は,次のよう

に述べている｡

FRSBは,討議資料の提案を｢概ね支持する(generallysupports)｡｣ ｢信

頼性という用語｣は, ｢忠実な表現｣に置き換えられるべきである｡しかし,

そうとは言っても, FRSBは, ｢忠実な表現の構成要素｣として｢検証可能

性｣を含むことに関して懸念を抱く｡ ｢それ〔検証可能性〕｣は, ｢財務報告の

用語｣というよりも｢監査用語｣のようであるため, ｢検証可能性という用

語｣が｢財務報告の概念フレームワーク｣に入っていることは, ｢奇妙

(odd)｣に思われる｡さらに, ｢検証可能性という用語｣は,情報が忠実に表
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現されている必要性よりも｢高水準の確実性または正確性｣を暗示する｡それ

は, ｢目的適合性のある情報の排除｣という結果になる(IFRS･CL20【20061

pp.1,7)｡ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換えることに賛成している

が,検証可能性を忠実な表現の構成要素とすることには,懸念を示しているこ

とから,信頼性と検証可能性に反対し,忠実な表現に賛成しているものと考え

られる｡

(CL21) The United Kingdom Shareholders'Association Limited (投資

家/アナリスト)は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛

否を示していない(cf.IFRS･ CL21 【2006】)0

(CL22) The North Carolina State Board ofCPAExaminers (専門職団

体)は,次のように述べている｡

当審議会は, ｢意思決定に有用な財務報告情報の質的特性として『忠実な表

現』の代わりに『公正な表現』の使用(useof "fairrepresentation"

instead of "faithfulrepresentation")｣を提言する｡当審議会の見解では,

｢『公正』という文言｣が, ｢全ての財務諸表作成者の目標｣とすべきものをよ

り明確に反映する｡ ｢情報の公正な表現｣は, ｢全ての財務諸表作成者の目標｣

だけにすべきではなく, ｢監査人または立会証人｣が実地調査を行い,報告書

を作成する基準にもなる(IFRS･CL22【2006】p.1)｡ここでは,信頼性と検

証可能性に対する賛否は示されていないが,忠実な表現を公正な表現とするこ

とが提案されていることから,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

(CL23) GeorgeJ.Staubus (研究者)は,次のように述べている｡

｢忠実な表現対信頼性｡｣私は, ｢この領域での提案｣に対していくつかの反

対意見(severalobjections)｣がある｡私は, ｢忠実な表現に技術的な欠陥｣

があると考える｡ ｢忠実な表現の概念｣は, ｢信頼性の一部として｣必要である

が,忠実な表現という｢用語｣は,必要ではない｡ ｢信頼性｣は, ｢意思決定に

有用な情報の2番目の規準の名称(the name of the second criterion of

decision･usefulinformation)｣として, ｢忠実な表現｣よりも｢審議会の目

148



的｣に役立っと考える｡検証可能性を説明しているパラグラフQC23は｢問

題なし(OK)｡｣ (IFRS･CL23【2006】pp.3-4,7)ここでは,信頼性を必要と

し,忠実な表現に置き換えることに反対していることから,信頼性に賛成し,

忠実な表現に反対しているものと考えられる｡また,検証可能性に関しては,

問題なしと述べているので,賛成しているものと考えられる｡

(CL24) HolcimGroup SupportSwitzerland (作成者)は,次のように述

べている｡

｢財務報告情報が表現上,忠実である(representationallyfaithful)｣ため

には,財務報告情報が財務諸表に含まれる情報を裏付ける(検証する)ことが

できる, ｢知識が豊富で独立した観察者｣によって｢検証可能｣でなければな

らないという主張には｢重大な疑問(significantdoubts)｣がある｡ ｢忠実な

表現の概念｣が実際に何を意味するのかについての理解が欠けており, ｢検証

可能性の概念｣よりも｢測定の不確実性(つまり｢柔らかさ｣)｣を広く包含す

る｢質的特性｣の必要性について,さらに検討されるべきと考えている｡さら

に, ｢DP 〔『予備的見解』 (2006年)〕｣に記載されている忠実な表現が, ｢現在

公正価値の測定をより広範に使用すること｣を要求していると解釈できること

を｢最も懸念している｡｣最後に,私達は, ｢検証可能性を重視すること｣で,

｢将来の会計基準｣が｢原則主義よりもむしろ細則主義｣に基づく結果になる

と考えており,それは, Holcimが｢全く受け入れられない(totally

unacceptable)｣ものである(IFRS･ CL24【20061pp.5･6)｡ここでは,信頼

性に対する賛否は明確ではない｡一方,忠実な表現に対しては,忠実な表現の

概念が不明確であり,さらに検討されるべきと述べるとともに,忠実な表現が

公正価値の使用の拡大に繋がると解釈できることに懸念を示していることから

反対しているものと考えられる｡また,検証可能性を重視することは,細則主

義に基づく会計基準という結果になり,受け入れられないと述べていることか

ら,反対しているものと考えられる｡
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(cL25) EugeneH.Flegm,CPA,CFE (個人)は,信頼性,忠実な表現お

よび検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL25

【2006】)｡

(cL26) MichaelEBradburyPhD,FCA,CMA (研究者)は,信頼性,忠

実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･

CL26 [20061)｡

(cL27) ProfessorMartinWalker (研究者)は,信頼性,忠実な表現およ

び検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL27 【20061)｡

(cL28) SouthAfrican Institute ofCharteredAccountants (SAICA) (専

門職団体)は,次のように述べている｡

｢忠実な表現｣が, ｢信頼性｣に取って代わっているが, ｢私達は,これが適

切であるとは納得していない｡｣ ｢信頼性｣は, ｢忠実な表現の要素｣として残

されるべきである｡ ｢それ〔信頼性〕｣は,明確に定義され, ｢精度

(precision)｣に言及すべきである(IFRS･CL28【2006】p.5)｡ここでは,検

証可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性を忠実な表現に置き換えるこ

とに反対しつつも,忠実な表現の要素として信頼性を残すことを提案している

ことから,忠実な表現とその構成要素としての信頼性に賛成しているものと考

えられる｡

(CL29) Bundesverband DeutscherBanken (投資家/アナリスト)は,吹

のように述べている｡

｢重要で十分に試行された信頼性の原則(crucial, tried andtested

principleofreliability)｣は, ｢忠実な表現の規準によって完全に扱われる

(totallycovered)｣だろうと私達は見なしている｡これは, ｢財務情報｣を

｢高い品質｣のまま維持することを確実にする唯一の方法である(IFRS･

CL29【2006】p.3)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信
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頼性が忠実な表現に完全に扱われると述べていることから,信頼性に反対し,

忠実な表現に賛成しているものと考えられる｡

(cL30) Governance for Owners (投資家/アナリスト)は,信頼性,忠実

な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL30

【2006】)｡

(cL31) Australian Institute of Company Directors (作成者)は,信頼

悼,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない

(cf.IFRS ･ CL31 【2006】)｡

(CL32) ⅠⅠIWG of the European Committee ofCentral Balance Sheet

Data Offices (非営利組織)は,次のように述べている｡

｢ⅠⅠIWGは,信頼性から忠実な表現に用語を変更することを支持しない

(notsupport)｡｣第一に, ｢『信頼性』という用語｣が｢大きな誤解｣につな

がるという｢審議会の見解｣を共有していない｡第二に,私達が理解している

限り, ｢審議会自身｣は, ｢用語の変更｣を｢この質的特性の内容に全面的な変

更にはならない｣ものと見なしている｡これが事実ならば, ｢概念の内容｣を

明確にする必要があるだけで,直ちに用語を変更する必要はない｡ ｢『忠実な表

現』の質的特性の構成要素｣として述べられている｢『検証可能性』の概念｣

は｢支持されない(notsupported)｡｣一見したところ, ｢検証可能性という用

語｣は,証拠と関連づけることができるため, ｢強力な用語｣のようである｡

しかし, ｢討議資料におけるこの構成要素の定義｣は, ｢むしろ柔らかく

(rathersoft)｣,用語を適切に反映していない(IFRS･ CL32 【2006】p.8)｡

ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対していることから,信

頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡また,検証可能

性に関しては,強力な用語としつつも, 『予備的見解』 (2006年)には,その

定義が適切に反映されていないと述べているので,ここでは賛否不明とした

い｡
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(cL33) Institut der Wirtschaftsprtifer (IDW) (専門職団体)は,次のよ

うに述べている｡

私達は, ｢信頼性を忠実な表現に置き換えることを支持しない(not

support)｡｣第一に,私達は,審議会が｢結論の根拠｣として言及している

｢信頼性の適用に関する『長年の問題』｣を認識していない｡第二に, ｢用語体

系の変更の背後に重要な暗示｣があると思われる｡これは特に, ｢検証可能性

の定義｣に当てはまる｡ ｢この暖味で主観的な検証可能性の定義｣は, ｢財務諸

表の特質に悪影響｣を及ぼす危険性がある｡私達は,審議会が｢現在のフレー

ムワーク｣で定めている｢信頼性概念の用語と内容｣に戻ることを提案したい

(IFRS･CL33【2006】p.6)｡ここでは,従来の信頼性の用語と内容に戻すこ

とを提案するとともに,検証可能性の定義が財務諸表の特質に悪影響を及ぼす

と述べていることから,信頼性に賛成し,忠実な表現と検証可能性に反対して

いるものと考えられる｡

(cL34) Audit Commission (規制機関)は, ｢財務情報の質的特性として

信頼性を置き換える｣前に, ｢忠実な表現のより良い定義を提供するためのさ

らなる取り組み｣が必要という見解を｢支持する(support)｣ (IFRS･CL34

【2006】p.2)と述べているが,信頼性と検証可能性に対する明確な賛否は示さ

れておらず,また,忠実な表現に関しても,より良い定義を必要とする見解を

支持すると述べているだけなので,その賛否は明確ではない｡

(CL35) Dr.R.A.Rayman (個人)は,信頼性,忠実な表現および検証可

能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL35 【20061)｡

(CL36) IndependentAuditLimited (会計事務所)は,信頼性,忠実な

表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL36

【2006】)0

(CL37) New Zealand Shareholders-Association lnc (投資家/アナリス

ト)は, ｢有用な財務報告情報の特質｣が｢目的適合性,忠実な表現,比較可
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能性および理解可能性｣であると予備的見解で述べられていることに注意する

(IFRS･CL37【2006】p.4)と述べているが,信頼性,忠実な表現および検証

可能性に対する明確な賛否は示されていない｡

(cL38) Danish Shareholders Association (Dansk Aktionaerforening,

DAF) (投資家/アナリスト)は,次のように述べている｡

｢忠実な表現｣が必ずしも｢信頼性｣と同じではないことは,ほとんどの個

人投資家にとって驚きである｡個人投資家は, ｢財務報告｣が｢忠実な表現｣

と｢信頼性｣によって同時に特徴づけられることを期待し,要求する｡ ｢『信頼

性』の特性｣が,加えられるべきである(IFRS･CL38【2006】pp.2,3)｡ここ

では, ｢財務報告｣が｢忠実な表現｣と｢信頼性｣によって同時に特徴づけら

れることを要求しており,信頼性を加えることを求めているため,検証可能性

に対する賛否は明確ではないが,信頼性と忠実な表現のどちらにも賛成してい

ると考えられる｡

(CL39) MrI.AnthonyRyan (個人)は,信頼性,忠実な表現および検証

可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL39 【2006】)｡

(CL40) Mindthe GAAP,LLC (会計事務所)は,図表4.2を用いて質的

特性の変更を提案している｡図表4.2では, 『予備的見解』 (2006年)と同

様, ｢目的適合性｣, ｢忠実な表現｣, ｢比較可能性｣および｢理解可能性｣を質

的特性にしているが, ｢忠実な表現の構成要素｣として, ｢透明性｣が｢検証可

能性｣に置き代わることを提案している(IFRS･CL40【2006】pp.8-9)｡した

がって,ここでは,信頼性と検証可能性に反対し,忠実な表現に賛成している

ものと考えられる｡
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図表4.2　Mindthe GAAP,LLCが提案する質的特性

質的特性 

現在のフレームワーク 粂+8.ｨ.兔ĀĀĀĀ

目的適合性 冦ｩ4ｸﾘyｲĀĀĀ

予測価値と確認価値 冰ﾉｨ廂&ﾈ,hｦﾙDh廂&ﾂĀĀ

適時性 偬Iwh襭Ā

忠実な表現 們,蔚ﾈﾋｲĀĀĀ

検証可能性 ykｲĀĀĀ

中立性 ��H��ｲ�ｸ荿皦ｶ��

完全性 亂9ｲĀĀĀ

比較可能性 儂Hｧ(EﾉｲĀĀĀ

理解可能性 凉ﾘEﾉｲĀĀĀĀ

(出所) IFRS･CL40【2006]p.8.なお,一部分を修正した｡

(CL41) Coalition for lmproved Business Reporting and Analysis

(COIMBRA)Group (作成者)は,次のように述べている｡

より深い意味では,パラグラフ｢S9, 告lo,およびSllの財務データの定

義｣では, ｢検証可能,中立または完全｣ではないことがよくある｡また,私

達は, ｢『信頼性』を『忠実な表現』に置き換えることで議論が弱まる｣と考え

る(IFRS･CL41[2006】p.5)｡ここでは,忠実な表現の構成要素である検証

可能性等が満たされないことがよくあると指摘するとともに,信頼性を忠実な

表現に置き換えることに対する懸念が示されていることから,信頼性に賛成

し,忠実な表現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(CL42) UniversityofManitoba (研究者団体)は, ｢新しい質的特性の多

くに賛成(in favour of many of the new qualitative characteristics)｣であ

る(IFRS･CL42【2006】p.3)と述べていることから,信頼性に反対し,忠実

な表現と検証可能性に賛成しているものと考えられる｡
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(CL43) UniversityofVerona (研究者団体)は,信頼性,忠実な表現お

よび検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL43

【2006])｡

(CL44) MexicanAccountingStandardsBoard (基準設定機関)は,吹

のように述べている｡

｢信頼性｣は, ｢主要な財務情報の特性｣と考えられてきた｡さらに,それ

は,企業の利害関係者のために経営者によって作成された全ての情報にとって

の主要な特性である｡私達は, ｢財務諸表自体｣が｢信頼できる情報｣である

必要があると結論づけた(IFRS･CL44【20061pp.1,2)｡ここでは,忠実な表

現と検証可能性に対する明確な賛否は示されていないが,信頼性の必要性につ

いて述べられていることから,信頼性に賛成していると考えられる｡

(CL45) Malaysian Accounting Standards Board (MASB) (基準設定機

関)は,次のように述べている｡

私達は, ｢意思決定に有用な財務報告情報の質的特性に関して, IASBメン

バーの代替的見解を支持する(support)｡｣ ｢検証可能性の説明｣は, ｢知識が

あり,独立した観察者間の合意｣が｢信頼できる証拠｣に基づくべきであると

さらに規定する必要がある｡ ｢信頼できる証拠｣に基づかない合意は, ｢検証｣

を構成しない(IFRS･CL45【2006】p.2)｡ここでは,信頼性と忠実な表現に

対する明確な賛否は示されていない｡また,検証可能性に関しては,代替的見

解を支持しているので,検証可能性を質的特性とすることには賛成しているも

のと推測される｡

(CL46) Institute ofCharteredAccountants in Ireland (ICAI) (基準設定

機関)は,次のように述べている｡

新しい質的特性である忠実な表現は,信頼性を置き換えており,検証可能性

をそのサブ構成要素にして置き換えることで信頼性をさらに低下させている｡

｢忠実な表現の使用｣は, ｢取得原価よりも多くの忠実な表現の情報｣を提供

するものとして, ｢公正価値報告-の動き｣と見なすことができるだろう｡
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｢AC 〔会計委員会〕は,信頼性を忠実な表現に置き換える提案に懸念を抱い

ている｡｣ ACは, ｢検証可能性｣を｢信頼性｣に置き換えることを望んでお

り,これが行われた場合,忠実な表現を受け入れるだろう｡ ｢信頼性の概念｣

は, ｢受託責任の最前線｣にあり,長い間,財務報告に役立ってきた｡ AC

は,忠実な表現が非常に重要だが, ｢財務報告において過度に主観的な評価

(overlysubjectivevaluations)｣をもたらす結果となり得ることを懸念して

いる(IFRS･CL46【2006]pp.3,5)｡ここでは,信頼性を財務報告に役立っも

のと評価する一方,忠実な表現-の懸念と検証可能性を信頼性に置き換える提

案が示されていることから,信頼性に賛成し,忠実な表現と検証可能性に反対

しているものと考えられる｡

(cL47) Fidelity lnvestmentManagementLtd. (投資家/アナリスト)

は,次のように述べている｡

私達は,検証可能性の｢間接的な検証｣に関して, ｢代替的見解｣の方を選

好する｡ ｢現在の草案｣は, ｢重大な誤謬または偏向なく｣適用された, ｢完全

に不適切な評価方法｣が検証可能であると見なされることを提案しているよう

である｡ ｢忠実な表現｣には｢『信頼できる』と比較していくつかの利点

(some benefits compared to "reliable")｣がある(IFRS ･ CL47 【2006】

pp.5,6)｡ここでは,忠実な表現が信頼性よりも利点があると述べていること

から,信頼性に反対し,忠実な表現に賛成しているものと考えられる｡また,

検証可能性に関しては,代替的見解を支持しているので,検証可能性を質的特

性とすることには賛成しているものと推測される｡

(cL48) IrishBankers Federation (投資家/アナリスト)は,次のように

述べている｡

私達は, ｢『信頼性』の概念｣を｢『忠実な表現』の概念｣に置き換えるとい

う審議会の提案に｢強く反対する(stronglydisagree)｡｣ ｢『信頼性』という

用語｣が金融市場で多く誤解され,誤用されてきたという理由だけで,概念を

変更することを正当化するということは,私達の考えではない｡その代わり

に, ｢この誤解と誤用｣は, ｢信頼性｣が何を意味するのか, ｢フレームワ-
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ク｣が明確にする必要があることを示していると提言する｡私達の見解では,

｢『忠実な表現』と『検証可能性』｣は, ｢質的特性としての『信頼性』を適切

に置き換えたものではない｡ ｢『信頼性』を『忠実な表現』に置き換えること｣

は, ｢文書〔『予備的見解』 (2006年)〕における『検証可能』の定義｣と相ま

って, ｢認識と測定に関する後の議論｣において｢不適切な結論｣をもたらす

結果となり得る｡さらに, ｢DP 〔『予備的見解』 (2006年)〕｣は, ｢忠実な表

現｣には｢検証可能性｣が含まれると想定しているが,私達は, ｢この想定の

実質的な性質｣について納得していない(IFRS･CL48【2006】pp.3･4)｡ここ

では,信頼性が忠実な表現と検証可能性に置き換えられたことと,忠実な表現

に検証可能性を含むことを批判していることから,信頼性に賛成し,忠実な表

現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(CL49) ZentralerKreditausschuss (投資家/アナリスト)は,次のよう

に述べている｡

｢『信頼性』の原則を『忠実な表現』に置き換えること｣は, ｢既存の用語体

系の下で異なる理解または包括的な定義の欠如｣があったという｢事実｣によ

って動機づけられているため,その限りにおいてこれを｢意味のある置き換

え｣として｢支持する(endorse)｡｣同時に,私達は, ｢『忠実な表現』という

新しい用語｣が, ｢一貫性のない理解と包括的な定義の欠如｣によって同様に

妨げられるかどうかを懸念している｡したがって, ｢この用語のより深い分

析｣と概念｢フレームワークの下で矛盾しない説明｣がされるだろうと理解す

る(IFRS･CL49【20061p.5)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確で

はないが,信頼性から忠実な表現に置き換えることを支持していることから,

信頼性に反対し,忠実な表現に賛成しているものと考えられる｡

(CL50) IanDennis Oxford BrookesUniversity (研究者)は,信頼性,

忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･

CL50 【2006】)｡

(cL51) David Damant (個人)は,次のように述べている｡
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｢予備的見解の主な要旨に同意(agreewiththemainthrust)｣し, ｢同意

しない点についてのみ(onlyonpointsofdisagreement)｣意見する｡私は,

｢『検証可能』という特性｣が｢独立した特性｣であるべきという見解を支持

する(IFRS･CL51【2006】pp.1,5)｡ここでは, 『予備的見解』 (2006年)の

内容を支持していることから,信頼性に反対し,忠実な表現に賛成しているも

のと考えられる｡また,検証可能性に関しては,独立した特性にすべきと述べ

ているので,検証可能性を質的特性とすることには賛成しているものと考えら

れる｡

(cL52) Washington Society of Certified PublicAccountants (専門職団

体)は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示してい

ない(cf.IFRS ･ CL52 [2006】)｡

(cL53) Standard Lifelnvestments (投資家/アナリスト)は,信頼性,

忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･

CL53 【2006】)0

(cL54) LegalandGeneralGroup Plc (投資家/アナリスト)は,次のよ

うに述べている｡

｢『忠実な表現』の概念｣は, ｢現在のIFRSの『信頼性』の要件｣よりも

｢はるかに弱い基準(amuchweaker standard)｣であると私達は考えてい

る｡さらに, ｢サブ概念(the sub･concept)である『検証可能性』｣は, ｢忠実

な表現に対して十分に厳格なテスト｣を課していない｡ ｢2人の独立した当事

者｣は, ｢基礎となる仮定｣を疑うことなく, ｢計算｣について合意する必要が

あるだけである｡対照的に, ｢信頼性の概念｣は, ｢一連の勘定で表される取引

をより詳細に理解する｣必要があり, ｢作成された情報のより慎重な検討｣を

要求する(IFRS･CL54【2006】p.2)｡ここでは,忠実な表現が信頼性よりも

弱い概念であり,検証可能性が忠実な表現-の厳格なテストを課していないと

する一方,信頼性は,情報がより慎重な検討を要求すると指摘していることか
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ら,信頼性に賛成し,忠実な表現と検証可能性に反対しているものと考えられ

る｡

(CL55) Austrian Financial Reporting and Auditing Committee

(AFRAC) (基準設定機関)は,次のように述べている｡

｢DP 〔『予備的見解』 (2006年)〕｣は, ｢検証可能性,中立性および完全

性｣を含む｢新しい特質である忠実な表現｣を導入している｡この用語は,

｢信頼性｣に置き換わるものである｡ ｢私達は,この変更に概念的に同意する

(agree)｣が, ｢情報の正確さ(precisionofinformation)という意味｣で

｢信頼性｣を｢別個の質的特性｣として含めることを｢強く推奨する

(stronglyrecommend)｡｣ (IFRS ･ CL55 【2006】 p.7)ここでは,検証可能性

等を含む忠実な表現に,信頼性を置き換えることに賛成しつつも,別個に信頼

性を加えることを提案していることから,信頼性,忠実な表現および検証可能

性のいずれにも賛成していると考えられる｡

(CL56) Financial ReportingAdvisory Board I HM Treasury (規制機

関)は,次のように述べている｡

当審議会は, ｢『信頼性』を『忠実な表現』に置き換えることによって｣, ｢現

在の信頼性の質的特性｣を明確にするという提案に懸念を抱いている｡予備的

見解は, ｢この変更は実質的なものではない｣と主張しているが,当審議会は

｢同意しない(disagre)｡｣当審議会は, ｢忠実な表現-の移行｣が｢信頼性と

同じものではない｣という点で｢実質的に変化を表す｣という考えであり,そ

して｢『実質優先』の原則｣がなく,その後｢検証可能性｣に依存しているこ

とと合わせると,実際に導入するのに問題があるだろう｡ ｢忠実な表現｣は,

あまりよく理解されていない概念であり,実際には異なって解釈されるため,

｢財務報告の一貫性｣につながるようにならないだろう(IFRS･CL56

【2006】p.3)｡ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対してい

ることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

また,検証可能性に関しては,言及されているが,それ自体に対する賛否は明

確ではない｡
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(cL57) International Corporate Governance Network (ICGN) (非営利

組織)は,次のように述べている｡

｢討議資料〔『予備的見解』 (2006年)〕｣では, ｢〔信頼性を忠実な表現に置

き換えるという〕変更｣が｢単なる用語の1つ｣なのか,それとも｢もっと

実質的なもの(more substantial)｣なのかが説明されていないため,私達

は, ｢提案された変更｣について懸念している(IFRS･CL57【2006]p.5)｡こ

こでは,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性を忠実な表現に置

き換えることに対する懸念が示されていることから,信頼性に賛成し,忠実な

表現に反対しているものと考えられる｡

(cL58) Accounting and Auditing standards Committee (基準設定機

関)は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示してい

ない(CHFRS ･ CL58 【20061)0

(CL59) Mark Hughes, Andrew Read, Cameron Cordon I University of

Canberra (研究者)は,次のように述べている｡

審議会は, ｢財務会計の質的特性として真実かつ公正な概観｣を扱う必要は

ないと結論付けた｡ ｢この特性｣が, ｢忠実な表現の質的特性｣を通じて満たさ

れると想定されているからである｡この意見は, ｢ひどく倣慢である

(terriblyarrogant)｣ように思われ, ｢間違った分析レベル(wronglevelof

analysis)｣に焦点を合わせている(IFRS･CL59【2006】p.4)｡ここでは,伝

頼性と検証可能性に対する賛否は示されていないが,真実かつ公正な概観が忠

実な表現を通じて満たされるという審議会の見解を批判していることから,忠

実な表現に反対していると考えられる｡

(cL60) Australasian Council ofAuditors･General (非営利組織)は,伝

頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない

(cf.IFRS ･ CL60 【2006])0
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(cL61) InternationalAssociation oHnsurance Supervisors (IAIS) (作成

者)は,次のように述べている｡

私達は, IASBが｢『信頼できる』という用語｣の変更を提案している理由

が｢わからない(donotunderstand)｡｣ ｢その根拠(argument)｣は, ｢企業

と監査人｣が｢用語の異なる解釈｣を行い, ｢異なる方法でそれを使用してい

る｣ということのようである｡その場合, IASBは, ｢別の単語｣に置き換え

るのではなく, ｢その用語の意味｣を明確にすべきである｡現在, ｢作成者,監

査人および規制当局｣の間で,なぜ今｢この用語｣を変更する必要があるのか

について, ｢より多くの混乱｣が生じている｡ ｢改訂されたフレームワーク｣で

は, ｢『信頼性』という用語｣を置き換えるのではなく,さらに詳しく説明する

ことを提言する｡ ｢会計残高の重要な要件｣は, ｢監査可能である｣必要がある

ことである｡ ｢監査可能残高(auditablebalances)｣とは,信頼でき,かつ,

経済的事象を忠実に表現すべきである｡ ｢検証可能性の概念｣が優先される場

合,それが｢監査可能性｣を含むことを実証するために｢さらに詳細な説明｣

が必要であると考えるが, ｢保険負債の評価や公正価値のようなその他の概念

の採用｣に不可欠な｢見積りとその他の測定技法の使用｣を制限することでは

ない(IFRS･CL61【2006】pp.4･6)｡ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換

えることに反対していることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対してい

るものと考えられる｡また,検証可能性に関しては,さらなる説明を求めてい

るので,検証可能性を質的特性とすることには賛成しているものと推測され

る｡

(cL62) Korea Accounting Association (KAA) (研究者団体)は,信頼性,

忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･

CL62 【2006])0

(CL63) Management Commentary project team ･ Accounting Standards

Board(ASB) (基準設定機関)は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対す

る明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL63 【2006】)0
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(cL64) Council on Corporate Disclosure and Governance (CCDG) (基準

設定機関)は, ｢信頼性の3つの側面(つまり,忠実な表現,中立性,検証可能

性)に同意する(agree)｣ (IFRS･CL64【2006]p.3)と述べており,信頼性と

その構成要素としての忠実な表現と検証可能性に賛成している｡

( CL65 ) The International Financial Reporting Standards Review

committee (IFRSRC) of the KoreaAccounting Standards Board (KASB) (基

準設定機関)は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を

示していない(cf.IFRS･ CL65 【2006】)｡

(cL66) MalcolmSullivan (個人)は,信頼性,忠実な表現および検証可能

性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL66 【20061)｡

(cL67)The Chartered lnstitute ofManagementAccountants (CIMA) (専

門職団体)は,次のように述べている｡

｢検証可能性｣が｢財務報告の望ましい質的特性｣であることは認めるが,

QC23-26で特定された範囲で検証できなかった｢情報｣は,常に｢財務諸表｣

から除外されることを懸念する｡ ｢『未確認』の情報｣が依然として｢意思決定

に有用である｣ことが証明される場合もあるだろう(IFRS･CL67【20061p.2)｡

ここでは,信頼性と忠実な表現に対する明確な賛否を示していない｡また,検

証可能性に関しては,望ましい質的特性としつつも,検証できなかった情報が

除外されること-の懸念を示していることから,ここでは賛否不明としたい｡

(CL68) Investment Management Association (投資家/アナリスト)は,

次のように述べている｡

IMAは, ｢情報の質的特性｣を決定する際に,多くの人に理解され, ｢必要な

すべての要素｣を包含しているときに, ｢既存の用語｣が変更されていることを

｢懸念｣している｡さらに,当初, ｢会計情報｣も｢信頼できる｣ものであるべ

きと決定されていた｡ ｢『信頼できる』情報｣は,株主に対する｢受託責任の役

割(stewardshiprole)｣を果たすために｢不可欠｣であると考える｡また, ｢実
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質優先｣が｢忠実な表現の構成要素｣として提示されていないことも懸念して

いる｡要するに,実質優先と｢信頼性｣が｢不可欠な質的特性｣であると考え

る(IFRS･CL68【2006】p.7)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確では

ないが,信頼性から忠実な表現-の置き換えに反対するとともに,信頼性を不

可欠な質的特性としていることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対して

いるものと考えられる｡

(cL69) Audit Scotland (規制機関)は,次のように述べている｡

私達は, ｢忠実な表現の使用｣が, ｢よく理解されている用語｣であると私達

が考える｢現在の信頼性の使用よりも理解しやすい｣ということに｢納得して

いない(notconvinced)｡｣ (IFRS･ CL69【2006】p.2)ここでは,検証可能性に

対する賛否は明確ではないが,信頼性をよく理解されている用語と評する一方,

忠実な表現-の置き換えに反対していることから,信頼性に賛成し,忠実な表

現に反対しているものと考えられる｡

(cL70) NationalAudit Office (規制機関)は,次のように述べている｡

私達は,｢長い間よく理解されているいくつかの特性｣があまりよく理解また

は定義されていないであろう｢用語｣に包含または置き換えられていることを

懸念している｡例えば, ｢忠実な表現｣は, ｢信頼性｣ほどよく理解されていな

い概念であると私達は考えている｡また,私達は, ｢検証可能性｣が｢忠実な表

現の論理的な構成要素｣であるということに納得していない(IFRS･CL70

[2006]pp.2,3)｡ここでは,忠実な表現が信頼性に置き換えられることに反対

するとともに,検証可能性が忠実な表現の構成要素であることに納得していな

いと述べているから,信頼性に賛成し,忠実な表現と検証可能性に反対してい

るものと考えられる｡

(CL71) Consiglio Nazionale dei Dottori Commercialisti and Consiglio

NazionaledeiRagionieri (専門職団体)は, ｢『信頼性』の概念｣を排除し, ｢『忠

実な表現』に置き換えること｣が｢適切(opportune)｣である(IFRS･CL71

【2006】 p.3)と述べていることから,検証可能性に対する賛否は明確ではない
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が,信頼性に反対し,忠実な表現に賛成しているものと考えられる｡

(cL72) Instituto de Contabilidad y Auditoria de Cuentas (ICAC) (基準

設定機関)は,次のように述べている｡

討議資料では,｢忠実な表現｣が｢信頼性の質的特性｣に取って代わっている｡

私達は, ｢忠実な表現｣が｢質的特性｣であり, ｢実質優先｣がその一部である

ことにも｢同意する(agree)｡｣しかしながら, ｢信頼性｣は,情報の詳細に関

与していない｢利用者｣に対して,財務報告によって与えられる｢情報の不可

欠な特性(an essential characteristic)｣であると考えている｡討議資料で起

草されたような｢忠実な表現｣には, ｢現行のIASBの概念フレームワーク｣に

おいて｢信頼性｣に起因する｢ほとんどすべての特性｣が含まれているが,私

達の意見では, ｢信頼性｣は｢実質優先｣と同様に｢忠実な表現｣と関連づけて

｢フレームワークの一部｣のままであるべきである(IFRS･CL72【2006]p.3)｡

ここでは,忠実な表現が質的特性であることには賛成しているが,信頼性を不

可欠な特性とみなし,忠実な表現と関連付けて信頼性を質的特性に加えること

を提案している｡したがって,ここでは,検証可能性に対する賛否は明確では

ないが,信頼性と忠実な表現のどちらにも賛成しているものと考えられる｡

(CL73) MichaelPageandTonyHines (研究者)は,次のように述べてい

る｡

｢これ〔忠実な表現〕｣は, ｢批判的評価(criticalappraisal)｣に値する｡ ｢航

空写真｣は, ｢地図｣よりも｢地形の『忠実な表現』｣であるが,地図の方が,

ある地点からある地点までの移動に役立つ｡地図は, ｢特定の目的｣を達成する

ために, ｢いくつかの事実｣を抑制し, ｢他の事実｣を強調する｢モデル｣であ

る｡ ｢財務報告｣は, ｢企業活動の側面に関する『モデル』｣であり, (QC20が認

めているように) ｢選択的｣である｡したがって, ｢忠実な表現｣は, ｢有用性の

説明または規準｣ではない｡ ｢統計的信頼性(Statisticalreliability)｣は, ｢よ

く理解されている概念｣であり, ｢会計測定のより質的な考慮事項｣に拡張する

ことはあまり困難ではない｡詳述された議論から浮かび上がる主な論点は, ｢信

頼性の恩恵(thebenefitsofreliability)｣のために｢統計的バイアス｣を受け
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入れることが有益である場合があり,審議会がそれを不合理に拒否したという

ことである｡検証可能性は, ｢誤った言葉の選択(poorchoice of word)｣であ

る｡ ｢議論の最も深刻な欠陥｣は, ｢間接的検証の仮定｣を検証する方法に関す

る｢議論が省略されていること｣である｡ ｢方法と仮定｣に対する経営者の操作

は,いくつかの｢間接的な評価方法の｢重要な欠陥｣であり,審議会の意味で

は検証可能であるように思われるが,他の世界に関する限り, ｢日和見主義的で

馬鹿げたもの(opportunisticnonsense)｣である(IFRS ･ CL73【2006】pp.12,

13)｡ここでは,忠実な表現と検証可能性を批判する一方,信頼性の利点を指摘

していることから,信頼性に賛成し,忠実な表現と検証可能性に反対している

ものと考えられる｡

(cL74) Institute of Chartered Accountants of Scotland (ICAS) (専門職

団体)は,次のように述べている｡

｢信頼性｣を｢質的特性として『忠実な表現』｣に置き換えるべきであること

に｢賛成しない(donotagree)｡｣私達は,この変更が行われる論理がわからな

い｡ ｢文書〔『予備的見解』 (2006年)〕｣は, ｢『信頼性』という用語の解釈と使

用｣に問題があると述べているが, ｢これらの問題｣が何であるかを完全には説

明していない｡つまり, ｢論拠｣が一方的であるため, ｢『忠実な表現』を支持す

る論拠の妥当性｣を評価することが困難である｡ ｢信頼性に関する古い定義の一

側面としての『忠実な表現』｣は, ｢より限定的で有用性の低い特性｣であるよ

うに思われるため,｢新しい定義｣が意味を明確にするということに同意しない｡

｢多くの関係者｣が同意するように, ｢情報の信頼性のような要素｣を考慮する

必要がないため, ｢この〔検証可能性の〕定義｣が｢判断の必要性｣を排除して

いるように思われることを私達は懸念している｡検証できなくても｢忠実な表

現｣があり得るため, ｢検証可能性｣は,特に有用な概念ではないと考える｡し

たがって,私達は, ｢忠実な表現の要素としてこれ〔検証可能性〕を支持しない

(donotsupportthis)｡｣ (IFRS･ CL74【2006】p.4)ここでは,信頼性を忠実

な表現に置き換えることに反対するとともに,検証可能性を支持しないと述べ

ていることから,信頼性に賛成し,忠実な表現と検証可能性に反対しているも

のと考えられる｡
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(CL75) RWEAktiengesellschaft (作成者)は,信頼性,忠実な表現および

検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL75 【2006】)｡

(CL76) Institute of Certified PublicAccountants of Kenya (専門職団体)

は,次のように述べている｡

私達は,この討議資料を検討し,特に｢財務報告情報の質的特性｣に関して,

｢その主要な提案に実質的に同意している(Concursubstantiallywithitskey

proposals)｣ことを指摘したい(IFRS･CL76【2006】p.2)｡ここでは, 『予備的

見解』 (2006年)が提案した質的特性の内容に賛成していることから,信頼性

に反対し,忠実な表現と検証可能性に賛成しているものと考えられる｡

(cL77) Conseil National de la Comptabilit6 (CNC) (基準設定機関)は,

次のように述べている｡

｢信頼性｣は,現在, ｢負債または無形資産｣を認識すべきかどうかを決定す

るための｢閥値規準｣として使用されている｡ ｢信頼性の閥値｣は｢フレームワ

ークの草案｣で消えたように思われる｡討議資料では, ｢信頼性｣を定義するの

は困難であると述べられているが, ｢それ〔信頼性〕｣は,実際の適用上, ｢有用

な概念｣であるように思われる｡私達は, ｢信頼性とその認識の閥値機能を排除

することに同意しない(disagree with eliminating reliability and its

recognitionthresholdfunction)｡｣ ｢信頼性なくして目的適合性はない｣ため,

｢信頼性｣は, ｢目的適合性と同時に｣評価されるべきである｡それゆえに,多

くのコメンテーターは, ｢信頼性｣が｢目的適合性と同程度に重要な質的特性｣

であると考えている(IFRS･CL77【2006】p.9)｡ここでは,検証可能性に対す

る賛否は明確ではないが,信頼性を削除することに反対しており,信頼性を目

的適合性と同程度に重要な質的特性と位置づけていることから,信頼性に賛成

し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

(CL78) BaselCommitteeonBankingSupervision (規制機関)は,次のよ

うに述べている｡
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当委員会は, ｢『信頼性』という概念のより強固な定義を支持し

(supports)｣, ｢『信頼性』という用語｣が置き換えられることに｢反対する

(objects)｡｣私達は, ｢運用可能な用語｣において何を意味するのか国際的な

合意が確実ではない, ｢『忠実な表現』という新しい暖味な用語｣に代わって,

｢『信頼性』という幅広くより意味のある概念｣を使い続けることを提案す

る｡当委員会は, ｢検証可能性の概念｣をフレームワークにおいて著しく強化

すべきであると考える(IFRS･CL78【2006】pp.5,6)｡ここでは,忠実な表現

を暖味な用語とする一方,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対し,信

頼性を使い続けることを提案していることから,信頼性に賛成し,忠実な表現

に反対しているものと考えられる｡また,検証可能性に関しては,その定義を

強化することを求めているので,検証可能性を質的特性とすることには賛成し

ているものと推測される｡

(cL79) Grant Thornton International & Grant Thornton LLP (会計事務

所)は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示してい

ない(cf.IFRS･ CL79 【2006】)｡

(CL80) TheOhioSocietyofCPAs(専門職団体は,次のように述べている｡

｢『信頼性』を『忠実な表現』に置き換えること｣は, ｢幻想的かつ測定不可

能(illusory and unmeasurable)｣であろう｢主観的な心理状態の概念(a

conceptofsubjectivementalstate)｣を暗示する｡ ｢信頼性｣は, ｢客観的な事

実の用語｣であり,｢意思決定･有用性のフレームワークのより適切な質的特性｣

である｡｢信頼性という用語に伴う歴史的問題に対するより良い解決策｣は,｢異

なる解釈｣を思わせる｢新しい用語｣に特性を置き換えるよりもむしろ, FASB

が意図している｢信頼性の意味｣に関する｢より明確な定義｣を提供すること

である(IFRS･CL80【2006]p.1)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確

ではないが,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対する一方,信頼性を

より適切な質的特性としていることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対

しているものと考えられる｡
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(cL81) Foreningen af Statsautoriserede Revisorer (FSR) (専門職団体)

は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない

(cf.IFRS ･ CL81 【2006】)｡

(CL82) Swiss GAAPFER (基準設定機関)は,次のように述べている｡

討議資料で提案されている｢これらの変更〔信頼性を忠実な表現に置き換え

ること〕｣について, ｢いくつか懸念(some concerns)｣がある｡ Swiss GAAP

FER　は, ｢その意味合いとサブ特性(sub-characteristics)を伴う信頼性の概

念｣が十分に理解されており, ｢あまり明確ではない｣ ｢概念〔である忠実な表

現〕｣に置き換えるべきではないと考えている(IFRS･CL82【2006】p.2)｡ここ

では,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性を忠実な表現に置き

換えることに反対するとともに,信頼性の概念は十分に理解されていると述べ

ていることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられ

る｡

(CL83) BGGroup (作成者)は,次のように述べている｡

私達は, ｢意思決定に有用な財務情報の主要な特質の1つとして｣, ｢忠実な表

現｣が｢信頼性｣に取って代わったことを懸念している｡また,私達は, ｢信頼

性よりも目的適合性の優位性｣を促し, ｢財務情報の全体的な質｣を損なうと考

えている｡ ｢『信頼性』という用語｣は, ｢単純な論理的意味｣を持ち,つまり,

｢信頼でき,信用でき,正確であり,信頼できる(dependable,credible,accurate

andtrustworthy)｣ということである｡ ｢『忠実な表現』という用語｣は, ｢信頼

性の概念｣を広げ,和らげるための｢文字通りの意味(atfacevalue)｣と思わ

れる｡したがって, ｢信頼性｣は, ｢財務報告の重要な質的特性｣として維持さ

れるべきである(IFRS･CL83【2006】p.2)｡ここでは,検証可能性に対する賛

否は明確ではないが,信頼性を忠実な表現に置き換えることに懸念を示し,伝

頼性を質的特性として維持すべきと述べていることから,信頼性に賛成し,忠

実な表現に反対しているものと考えられる｡

(CL84) TheCorporateReportingUsersForum (投資家/アナリスト)は,
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次のように述べている｡

｢利用者｣として,質的特性に関する｢様々な用語｣の意味が明確ではない｡

同様に, ｢多くの作成者｣にとっても｢監査人｣にとっても用語が明確ではない

と考える｡ ｢すべての利害関係者間｣で｢特定の用語(おそらく特に信頼性)に

関する共通の理解｣が常にあるとは限らないことを認める(IFRS･CL84【2006】

pp.3･4)｡ここでは,質的特性に関する用語の意味が明確ではなく,特に信頼性

に関する理解が不十分とされていることから,信頼性,忠実な表現および検証

可能性のいずれも反対しているものと考えられる｡

(cL85) InternationalActuarialAssociation (IAA) (非営利組織)は,信頼

性に対する明確な賛否を示していないが,忠実な表現の文言の修正を提案して

いる｡また,パラグラフQC23･26に記載されている｢検証可能性の説明｣は,

｢不確実な経済的事象｣の文脈において｢懸念(concern)｣があり, ｢重要な不

確実性に直面して｣, ｢(定義されているような)見積りの直接的な検証は不可能

である｣ (IFRS･CL85【2006】pp.8･9)と述べている｡したがって,ここでは,

忠実な表現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(CL86) MorleyFundManagement (投資家/アナリスト)は,信頼性,忠

実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･CL86

[2006】)｡

(CL87) Hermes lnvestment Management Ltd (投資家/アナリスト)は,

次のように述べている｡

｢信頼性の概念｣は, ｢会計基準においてかなりの価値｣があり, ｢財務報告

の過程｣の当事者によって理解されていると私達は考えている(IFRS･CL87

【2006】p.4)｡ここでは,忠実な表現と検証可能性-の明確な賛否は示されてい

ないが,信頼性に賛成しているものと考えられる｡

(CL88) AngloAmericanPIc (作成者)は,次のように述べている｡

私達は,忠実な表現における｢『現実世界』の経済現象の概念の導入｣に関し
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て｢懸念(concerns)｣がある｡これは, ｢現在の会計概念｣の信用を傷つける

ために使用されているようである｡ ｢この思考過程の自然な拡張｣は, ｢有形資

産の減価償却や無形資産とのれんの認識(と償却)のような概念｣にも疑問を

投げかけるだろう(IFRS･CL88【20061p.4)｡ここでは,信頼性と検証可能性

に対する明確な賛否は示されていないが,忠実な表現における現実世界の経済

現象について批判していることから,忠実な表現に反対していると考えられる｡

(cL89) International Federation of Accountants (IFAC) International

AuditingandAssuranceStandardsBoar° (基準設定機関)は,次のように述

べている｡

IAASBには以下の懸念がある｡ (a) ｢検証可能性｣が｢忠実な表現｣の構成

要素あると理解することは困難である｡(b)原則として, ｢検証可能性｣は, ｢望

ましい質的特性｣であり,一般に, ｢監査人｣は特にそれを認める傾向にある｡

しかし, ｢すべての財務情報｣を｢検証可能｣にすることを要求すると, ｢利用

者｣に提供される｢情報｣が制限されると考えられる｡IAASBは,IASBが｢『検

証可能性』という用語｣が｢正しい用語｣であるかどうか検討することを奨励

する｡ IAASBは, ｢『信頼性』という用語に関する長年の問題｣に取り組む良い

機会であることに同意するが, ｢最善の解決策｣が｢用語｣を放棄することであ

るとは, ｢納得していない(notconvinced)｡｣ ｢信頼性｣には,見積りが｢その

認識｣を適切にするために十分に確認されるかどうかなど,失われたと思われ

る暗示がある｡私達は, IASB　がその用語を放棄する決定を再考することを勧

める｡また, IASBは, ｢質的特性｣として規定する前に, ｢『忠実な表現』とい

う用語とその提案された構成要素｣をさらに研究すべきと私達は考える(IFRS･

CL89 【20061pp.2, 3)｡ここでは,信頼性を放棄することの再考を求めるとと

もに,忠実な表現をさらに研究すべきと述べていることから,信頼性に賛成し,

忠実な表現に反対しているものと考えられる｡また,検証可能性に関しては,

それが望ましい質的特性であるとしつつも,検証可能性が正しい用語であるか

検討するよう求めていることから,ここでは賛否不明としたい｡

(cL90) AssociationofBritishlnsurers(ABI) (作成者)は,次のように述
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べている｡

私達は, ｢信頼性,忠実な表現および公正な表示のそれぞれの意味とそれらの

間の重複｣に関する議論に注目する｡討議資料で表明された見解に反して,私

達は, ｢これらの表現｣のいずれも｢他の表現の同義語｣とは見なさない｡ ｢信

頼性｣は,特に｢会計目的に対する公正価値の使用という背景において｣, ｢非

常に重要かつ目的適合的な質的特性｣という印象を私達に与え,それが｢他の

特性｣に含まれているという議論には懸念がある(IFRS･CL90 【20061 p.6)｡

ここでは,信頼性と忠実な表現を同一視しておらず,信頼性を重要な質的特性

とみなしている｡そして,信頼性が,忠実な表現に含まれることに懸念を示し

ていることから,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性に賛成し,

忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

4.2.2　『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターの分析(2)

(cL91) Financial Executives International (FE土 Canada) (作成者)は,

次のように述べている｡

｢これ〔忠実な表現〕｣は,討議資料の1つのセクションであり,何度も読ん

だ上で,理解するのが難しかった｡ ｢現実世界の経済現象の定義｣から始めて,

事例を提供することを提案する｡これにより,議論されている概念がより明確

になるだろう(IFRS･CL91【2006】p.2)｡ここでは,信頼性と検証可能性に対

する明確な賛否は示されていないが,忠実な表現に関して内容が困難であると

述べられているので,忠実な表現に反対していると考えられる｡

(CL92) ShelllnternationalB.Ⅴ (作成者)は,次のように述べている｡

私達は,第2章で｢財務情報の『目的適合性』｣を強調し, ｢忠実な表現,検

証可能性および中立性の構成要素の属性｣を支持して｢信頼性という用語｣を

削除したことに懸念を抱いている｡ ｢これらの要素｣は, ｢企業による現金の流

入または流出の最終的な実現との相関関係｣を必要とする｢信頼性の側面｣に

対処していないと提言する｡ ｢財務報告情報｣が表現的に忠実であるためには,

｢検証可能｣でなければならないという｢(パラグラフQC23･26における)香

議会の主張｣について｢重大な懸念｣がある｡ ｢検証可能性に重点を置くこと｣
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は, ｢原則主義よりも細則主義｣に基づく｢将来の会計基準｣が生じる結果にな

ると考える｡ ｢私達が強く選好すること(strongpreference)｣は, ｢財務情報が

信頼できることをフレームワークで強調し続けること｣である(IFRS･CL92

【20061pp.1,9,10)｡ここでは,信頼性の削除に反対するとともに,忠実な表現

と検証可能性に対する懸念が示されていることから,信頼性に賛成し,忠実な

表現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(CL93) 【Joint Response】 American Council of Life Insurers, American

Insurance Association, America's Health Insurance Plans, Blue Cross Blue

Shield Association, National Association of Mutual Insurance Companies,

PropertyCasualtylnsurersAssociationofAmerica (作成者)は,次のように

述べている｡

｢目的適合性,忠実な表現,比較可能性および理解可能性というパラグラフ

QC7の質的特性の一覧｣に｢異議はない(no objection)｣が, ｢首尾一貫性,

重要性およびベネフィット･コスト｣を追加することで, ｢特性の一覧｣を強化

できると考える(IFRS･CL93【2006】p.4)｡ここでは,検証可能性に対する賛

否は明確ではないが, 『予備的見解』 (2006年)で示された質的特性の一覧を支

持していることから,信頼性に反対し,忠実な表現に賛成しているものと考え

られる｡

(CL94) BNP Paribas (投資家/アナリスト)は,次のように述べている｡

私達は, ｢『忠実な表現』の定義｣に懸念を抱いている｡私達は,それが何を

意味しているのか明確ではないため,意見することができない｡より一般的に

は, ｢『信頼性』の質的特性｣を｢忠実な表現｣に置き換えることは容易ではな

い｡IASBは,2つの用語が本質的に同じことを意味すると考えている｡私達は,

｢この見解に同意せず(disagree)｣, ｢この変更｣は, IASBが予想するよりも

｢広範囲にわたる結果｣をもたらすと考えている｡私達は, ｢一組の財務諸表の

原則に『検証可能性』の概念｣が含まれていることに懸念を抱いている｡私達

は, ｢既存のIASBフレームワークで採用されている『信頼性』という用語｣と

は対照的に,この用語は,｢狭く排他的である｣と考えている(IFRS･CL94【2006】
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pp.4,5)｡ここでは,忠実な表現の定義,信頼性からの置き換えおよび検証可能

性を質的特性に含むことに懸念を示していることから,信頼性に賛成し,忠実

な表現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(cL95) PaulW.Polinski,Ph.D.CPA (個人)は,信頼性,忠実な表現およ

び検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL95 【2006】)0

(cL96) International Federation of Accountants (IFAC) (専門職団体)

は,次のように述べている｡

この提出物には,国際監査･保証基準審議会(IAASB)からの提出物が含ま

れている｡ ｢この提出物｣は, ｢検証可能性の概念と定義, 『信頼性』と『実質優

先』-の言及を排除する提案, 『忠実な表現』に関する記述の完全性およびフレ

ームワーク草案の範囲｣に焦点を当てている｡ IFACは, IAASBが提出時に表

明した見解を｢完全に支持(fullysupports)｣する(IFRS･CL96【2006]p.1)｡

ここでは, IAASBの見解(CL89)を完全に支持すると述べているため, IAASB

と同様,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられるが,検

証可能性に関しては,賛否不明としたい｡

(cL97) KPMG(International) (会計事務所)は,次のように述べている｡

私達は, ｢忠実な表現｣を｢主要な質的特性｣に昇格させたことを支持する｡

｢忠実な表現に重点を置くこと｣は, ｢現実世界の経済現象に関する偏りのない

説明｣という｢会計と報告プロセスの目標｣を適切に説明する｡私達は, ｢主要

な質的特性として信頼性を忠実な表現に置き換える審議会の提案に同意する｣

が, ｢信頼性｣が｢忠実な表現の重要な構成要素｣であり,そのため審議会は,

｢忠実な表現に関する議論｣に｢信頼性の役割｣を含むべきであるとも考える｡

私達は,情報が｢経済現象の忠実な表現｣であるためには,検証可能で,中立

的で,完全でなければならないという審議会の決定に同意する(IFRS･CL97

[2006】pp.5,6)｡ここでは,主要な質的特性として信頼性を忠実な表現に置き

換え,忠実な表現の構成要素が検証可能性,中立性および完全性であるという

『予備的見解』 (2006年)の内容を支持する一方,忠実な表現の構成要素とし
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て,信頼性を含めることも提案していることから,忠実な表現と,その構成要

素としての信頼性と検証可能性に賛成しているものと考えられる｡

(cL98) UBSAG(投資家/アナリスト)は,信頼性,忠実な表現および検証

可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL98 【2006】)0

(CL99) Association pour la participation des entreprises francaises a

1-harmonisation comptable internationale (ACTEO) and Mouvement des

Entreprises de France (MEDEF) and Association Fran9aise des Entreprises

Privies(AFEP) (作成者)は,次のように述べている｡

私達は, ｢『忠実な表現』を『信頼性』の代わりに使用するための正当な理由

はない｣と考える｡ ｢与えられた唯一の理由｣は, ｢『信頼性』という用語｣がよ

く理解されていなかったということである｡ ｢信頼性｣は,維持され,その構成

要素は, ｢実質優先｣, ｢検証可能性｣, ｢中立性｣および｢完全性｣を含むものと

定義されるべきである(IFRS･CL99[2006]p.5)｡ここでは,信頼性を忠実な

表現に置き換えることに反対し,検証可能性を構成要素に含む信頼性が,維持

されるように求めていることから,信頼性とその構成要素としての検証可能性

に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

(CLIOO) FitchRatingsLtd (投資家/アナリスト)は,次のように述べてい

る｡

Fitchは,｢概念フレームワークの4つの主要な質的特性である,目的適合性,

忠実な表現,比較可能性(首尾一貫性を含む)および理解可能性に関する審議

会の提案を支持する(supports)｡｣ (IFRS･CLIOO【2006】p.2)｡ここでは, 『予

備的見解』 (2006年)が提案する質的特性の内容に賛成していることから,伝

頼性に反対し,忠実な表現と検証可能性に賛成しているものと考えられる｡

(cLIOl) MailisKlaus (個人)は,次のように述べている｡

目的適合性がない現象の忠実な表現である描写,または目的適合性がある事

象だが忠実な表現ではない描写は,意思決定に有用ではない,というパラグラ
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フBC2.64でなされた声明に私は｢部分的にしか同意できない(canonlypartly

agree)｡｣私の意見では, ｢財務報告｣は｢包括的｣であるべきで, ｢すべての目

的適合的な情報｣を含めるべきである｡　確かに, ｢忠実な表現について不確実

性があるという事実｣は,重要な情報である｡ ｢目的適合性はある｣が, ｢検証

可能で中立である｣かを含めて,忠実に表現されているかどうかについてかな

り暖味な｢財務報告の情報｣は,｢まったく情報がない｣よりも優れているので,

｢十分な忠実な表現の欠如｣が開示されるべきだろう(IFRS･CLIOl 【2006】

p.3)｡ここでは,信頼性と検証可能性に対する明確な賛否は示されていないが,

忠実な表現ではない描写が意思決定に有用ではないという忠実な表現に反対し

ているものと考えられる｡

(CL102) DavidHeald (研究者)は,次のように述べている｡

｢『信頼性』を『忠実な表現』に置き換える事例には,説得力がない

(unconvincing)｡｣審議会は,以下の点を考慮する必要がある｡｢信頼性｣には,

｢不正確さ｣が伴うだろうが, ｢『目的適合性』と『信頼性』の間の潜在的なト

レード･オフ｣は,利用者と直ちに関係するものである｡ ｢忠実な表現｣の背後

には, ｢そのような直感｣はない｡それが会計業界内で発展するのにはかなりの

時間がかかり,外部では決して発展しないだろう｡私は, (a) ｢忠実な表現｣の

代わりに｢信頼性｣を使用し,(b)｢実質優先｣を明示的にすることを好む(IFRS･

Cu02【2006]p.2)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信

頼性を忠実な表現に置き換えることに反対し,信頼性を使用することを提案し

ていることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられ

る｡

(cL103) CPAAustralia (専門職団体)は,信頼性,忠実な表現および検証

可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL103 【2006】)｡

(cL104) AltafNoorAli (個人)は,パラグラフQC16のように, ｢表現し

ようとしているもの｣という用語を詳しく説明したQC19の事例に従うことが

できなかった(IFRS･CL104【2006】p.4)と述べていることから,信頼性と検
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証可能性に対する明確な賛否は示されていないが,忠実な表現に反対している

と考えられる｡

(CL105) Anglo Platinum Limited (作成者)は,次のように述べている｡

｢私達は,討議資料〔『予備的見解』 (2006　年)〕を概ね支持(generally

supportive)している｡｣私達は, ｢検証可能性,中立性および完全性｣を含む

｢忠実な表現の特性｣が, ｢信頼性の概念｣を｢適切に(adequately)｣包含し

ていると考えている(IFRS･CL105【2006】pp.1,6)｡ここでは, 『予備的見解』

(2006年)の提案内容を概ね支持し,忠実な表現が信頼性を包含していると述

べていることから,信頼性に反対し,忠実な表現と検証可能性に賛成している

ものと考えられる｡

(CL106) DutchAccounting Standards Board (DASB) (基準設定機関)は,

次のように述べている｡

｢忠実な表現｣が｢財務情報の質的特性としての信頼性｣に取って代わるべ

きであるという｢提案｣について私達が｢懸念(concerns)｣する問題がある｡

この間題は, ｢情報の柔らかさ(thesoftnessoftheinformation)｣に関連して,

｢信頼性という既存の特性｣が｢長年にわたって多くの実務家｣によって広く

適用されてきた方法から生じる｡言い換えれば, ｢既存の信頼性の概念に多くの

難しさ｣があった｢理由の1つ｣は,人々がそれを適用したい方法と｢既存の

フレームワーク｣での記述方法が違ったためと思われる｡単に｢特性｣の名前

を変更するよりもむしろ,人々がそれを自分のやり方で使いたい理由をより十

分に調査する方がよいと私達は考える(IFRS･Cu06【2006】p.6)｡ここでは,

検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性を忠実な表現に置き換える

ことに懸念を示し,名称変更に反対していることから,信頼性に賛成し,忠実

な表現に反対しているものと考えられる｡

(CL107) BDO Global Coordination B.Ⅴ (会計事務所)は,次のように述

べている｡

｢私達は,信頼性の代わりに『忠実な表現』という質的特性を使用すること
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に不快感を覚える｡｣ ｢信頼できる｣というのは, ｢より単純で広く受け入れられ

ている概念｣であると私達は考えており,｢忠実な表現｣に置き換えることで｢フ

レームワークがより明確になる｣という審議会の主張を拒否する(IFRS･CL107

【2006】p.4)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性を

広く受け入れられている概念とする一方,信頼性を忠実な表現に置き換えるこ

とに反対していることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているもの

と考えられる｡

(cL108) Committee of European Banking Supervisors (CEBS) (非営利組

織)は,次のように述べている｡

｢『忠実な表現』の概念と正確な定義｣が｢明確で国際的に受け入れられて

いる意味｣を持っているかどうかは確かではない｡とりわけ, ｢再定義された

概念｣が,特に｢不完全な市場で取引される非流動的な商品の評価過程のよう

な認識と測定の困難な領域において｣, ｢専門的かつ客観的な判断の最重要性

(the paramount importance ofprofessional and objective judgment)｣を

｢『信頼性』と同じ力｣で伝えられないかもしれないことを懸念している｡ ｢忠

実な表現の3つの要素の1つである検証可能性の定義｣は,強化されるべき

であり,この点について,私達は,パラグラフ｢AV2.1およびAV2.2で表明

されている代替的見解に賛成する｡｣ (IFRS･CL108【2006】pp.4,5)ここで

は,忠実な表現の概念と定義が不確実であると指摘するとともに,信頼性を忠

実な表現に置き換えることに懸念していることから,信頼性に賛成し,忠実な

表現に反対しているものと考えられる｡また,検証可能性に関しては,その定

義を強化するよう求めているので,検証可能性を質的特性とすることには賛成

しているものと考えられる｡

(cL109) International Swaps and DerivativesAssociation (ISDA) (非営

利組織)は,次のように述べている｡

｢文書〔『予備的見解』 (2006年)〕｣は, ｢信頼性の概念｣を｢忠実な表現｣

に置き換え,情報が検証可能でなければならないという｢新しい原則｣を確立

した｡ISDAは, ｢検証可能であることを情報の要件を含めること｣は, ｢信頼で
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きる情報の要件｣とは異なると見なされ得ることを懸念している(IFRS･CL109

【2006】p.5)｡ここでは,信頼性と忠実な表現に対する明確な賛否を示していな

いが,検証可能性に対する懸念が示されているので,検証可能性に反対してい

るものと考えられる｡

(cLllO) MicrosoftCorportion (作成者)は,次のように述べている｡

Microsoftは, ｢審議会の既存のフレームワーク｣に見られる｢信頼性の質的

特性｣を置き換える｢忠実な表現の質的特性｣に｢反対ではない(notdisagree)｡｣

ただし, ｢忠実な表現の質的特性(特に検証可能性)に関するはるかに強固な説

明｣がなければならず,そうでなければ, ｢信頼性の質的特性｣で生じた｢長年

の問題｣は,｢忠実な表現の質的特性｣に関して繰り返される運命にある｡(IFRS･

CLllO【2006】p.1)｡ここでは,忠実な表現と検証可能性に対してさらなる説明

を加えることを求めつつも,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対では

ないと述べ,信頼性に問題があることを認めている｡したがって,『予備的見解』

(2006年)には,反対していないので,信頼性に反対し,忠実な表現と検証可

能性に賛成しているものと推測される｡

(CLlll) Private Companies Practice Section of the American Institute

ofCertifiedPublicAccountants(AICPA) (専門職団体)は,次のように述べて

いる｡

｢TIC 〔技術問題委員会〕は, 『信頼性』という用語を『忠実な表現』に置き

換え, 『検証可能性』を『忠実な表現』に含めるという審議会の主張に同意しな

い(disagree)｡｣ TICは, ｢検証可能性と信頼性｣が｢フレームワークでより重

要な役割｣を果たすべきであると考えている｡現在のフレームワークでは, ｢表

現の忠実性と検証可能性｣は, ｢信頼性の2つの側面｣である｡ TICは, ｢現在

の構造｣を維持することを勧め,これにより, ｢検証可能性｣は, ｢表現の忠実

性とは分離された別個の特性｣として提示される(IFRS･CLlll【2006]pp.5･

6)｡ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対し,現状維持を求

めていることから,信頼性と検証可能性に賛成し,忠実な表現に反対している

ものと考えられる｡
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(cL112) Accounting Principles Committee of the Illinois CPASociety (専

門職団体)は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示

していない(cf.IFRS ･ CL112 [2006])0

(cL113) Sawyer Business School, Suffolk University (研究者団体)は,

次のように述べている｡

｢他の場所(〔パラグラフ〕BC2.29)｣では, ｢PV〔『予備的見解』(2006年)〕｣

が｢信頼性を忠実な表現と同等にするというかなり重要な手順｣を踏んでいる｡

これは,｢2つを同等と定義することによって,測定基準としての『忠実な表現』

の信頼性に対する懸念(concerns over the reliability of　"faithful

representation")｣を排除するという｢厄介な企て(anuntowardbid)｣のよ

うに思われる｡ 2つが実際に｢同じ｣ならば,なぜ｢直感的で普遍的に理解さ

れている信頼性の概念｣に取って代わる｢新しい用語｣を導入するのだろうか

(IFRS･CL113 【20061 p.2)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確では

ないが,信頼性を忠実な表現に置き換えることを厄介な企てと批判しているこ

とから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

(CL114) Accounting Standards Executive Committee of the American

lnstitute of Certified PublicAccountants (AICPA) (専門職団体)は,次のよ

うに述べている｡

AcSECは,予備的見解が｢意思決定に有用な情報の適切な特質｣を規定L

ていると考えている｡しかし, AcSECは, ｢検証可能性｣が｢表現の忠実性｣

に含められるべきではないと考えている｡その代わりに, AcSECは,検証可

能性が｢別個の質的特性｣であるべきと考えている｡ AcSECは, ｢検証可能

性｣が｢表現の忠実性｣とは異なると考えている｡ AcSECは,これらの別個

の特性を分離しておくことで, ｢いずれかの特性｣が不明瞭になることを防

ぎ, ｢現在または提案されている基準の判断｣を容易にすると考えている

(IFRS･CL114【2006】p.4)｡ここでは, 『予備的見解』 (2006年)の内容を

適切な特質と評価していることから,信頼性に反対し,忠実な表現に賛成して
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いるものと考えられる｡また,検証可能性に関しては,別個の特性にすべきと

述べているので,検証可能性を質的特性とすることには賛成しているものと考

えられる｡

(cL115) Securities Industry and FinancialMarketsAssociation (投資家

/アナリスト)は,次のように述べている｡

私達は,予備的見解で説明されている｢財務報告の質的特性に賛成する

(agree)｡｣特に,情報は, ｢目的適合性があり,理解可能であり,経済現象を

忠実に表現するもの｣でなければならないと私達は考える｡しかしながら, ｢意

思決定に有用な財務情報の特質｣を評価する際に, ｢比較可能性と検証可能性｣

が果たす｢役割｣について懸念がある｡私達は, ｢検証可能性｣が｢表現の忠実

性の構成要素｣である方法と理由と,｢比較可能性と検証可能性のレベルの低下｣

が, ｢目的適合性があり,理解可能で,表現的に忠実である｣とみなされる｢財

務情報の質の評価｣にどのように影響するかについて,審議会が明確にする必

要があると考えている(IFRS･CL115【2006】pp.4,5)｡ここでは, 『予備的見

解』 (2006年)の内容に賛成しつつも,検証可能性に関する懸念が示されてい

ることから,信頼性と検証可能性に反対し,忠実な表現に賛成しているものと

考えられる｡

( CL116) Office of the Chief Auditor, Public Company Accounting

OversightBoard (規制機関)は,次のように述べている｡

情報が,表現しようとしている｢経済現象｣を忠実に表現していることを｢利

用者｣に保証するために｢検証可能｣でなければならないという｢PVD〔『予備

的見解』 (2006年)〕の概念に私達は賛成する(agree)｡｣ (IFRS･CL116【2006】

p.2)ここでは,信頼性に対する明確な賛否は示されていないが,忠実な表現と

検証可能性に関する『予備的見解』(2006年)の内容を支持していることから,

忠実な表現と検証可能性に賛成していると考えられる｡

(cL117) The Swedish EnterpriseAccounting Group (SEAG) (専門職団体)

は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない
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(cf.IFRS ･ CL117 【2006】)｡

(cL118) F6d6rationBancaireFrancaise (投資家/アナリスト)は,次のよ

うに述べている｡

｢いくつかの理由｣から, ｢『信頼性』の概念を『忠実な表現』の概念に置き

換えることには強く非難(stronglydisapprove)｣する｡第一に, ｢これらの概

念｣は｢互換性(interchangeable)｣があり, ｢同じ財務情報｣をもたらすとは

考えない｡第二に, ｢明確に定義されていない概念の導入｣が,過去に誤解され

ていた｢『信頼性』の問題｣にどう対処できるかが分からない｡最後に, ｢関連

する属性である『検証可能性』とは, ｢不確実性の程度が可能な限り低い情報｣

を得ることではなく, ｢偏りのない過程の適合性(Compliance)｣を扱うことで

あると考えている(IFRS･Cu18【20061p.2)｡ここでは,信頼性を忠実な表現

に置き換えることに強く非難し,それに関連づけて検証可能性も非難している

ことから,信頼性に賛成し,忠実な表現と検証可能性に反対しているものと考

えられる｡

(CLl19) Union oflndustrial and Employer' s confederations of Europe

(UNICE) (作成者)は,次のように述べている｡

私達は, ｢『信頼性』という用語｣が削除された理由について｢正当な根拠｣

がないと理解できる｡審議会は, ｢その用語｣がよく理解されていないと表明

している｡もしそうだとすれば,その用語が明確化されるべきであり,削除さ

れたり置き換えられたりするべきではない｡私達は, ｢『忠実な表現』を採用す

ること｣でどうやって｢質的特性｣を明確にするのか分からない｡検証可能性

に対して｢読者が抱く印象｣は, ｢利用者(独立した知識のある人)｣が検証で

きない限り, ｢一組の財務諸表｣に｢誤り｣または｢詐欺的な虚偽表示｣が含

まれ得るということである｡ ｢検証可能性を扱うパラグラフ全体｣では,少な

くともこの質的特性が何を達成することを意味するのかについて, ｢書き直し

と明確化｣が必要である(IFRS･CL119【2006】pp.6,7)｡ここでは,信頼性

を忠実な表現に置き換えることに反対するとともに,忠実な表現の採用を批判

していることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えら
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れる｡また,検証可能性に関しては,その内容の書き直しと明確化を求めてい

るが,検証可能性を質的特性とすることには反対しておらず,賛成であると推

測される｡

(cL120) SiliconEconomics,Inc (作成者)は,信頼性,忠実な表現および

検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ Cu20 【2006】)｡

(CL121) Norsk RegnskapsStiftelse - Norwegian Accounting Standards

Board (基準設定機関)は,次のように述べている｡

さらに重要なことに,私達は, ｢財務報告の受託責任の目的｣を考慮すること

-の｢明らかな認識の欠如｣と, ｢信頼性の質的特性を忠実な表現に置き換える

こと｣に特に懸念を抱いている｡討議資料では, ｢忠実な表現｣が｢信頼性より

も財務報告に対する制約がはるかに弱い｣と見なされていることが明確に示さ

れている｡さらに, ｢2つの用語〔信頼性と忠実な表現〕が同義語であるという

主張｣には｢多少戸惑う(puzzled)｡｣ (IFRS･CL121【2006】pp.1,6)ここで

は,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性を忠実な表現に置き換

えることに反対していることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対してい

るものと考えられる｡

(cL122) InstituteofManagementAccountants (IMA) (専門職団体)は,

信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない

(cf.IFRS ･ CL122 【2006】)0

(cL123) Financial Executives International (FEI) (作成者)は,次のよ

うに述べている｡

私達は, ｢検証可能性と理解可能性の質的特性に関する議論の頑健性

(robustness)｣に懸念を抱いている｡私達は, ｢忠実な表現｣が｢信頼性の側

面｣として｢以前のフレームワーク｣に含まれていた｢全ての特質｣を包含す

ることに｢概ね同意する(generallyagree)｡｣しかしながら,私達は,忠実な

表現の意味とその使用法に関する明確な指針を提供する必要があると考える｡
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特に, ｢項目｣が｢基本となる経済的事象の忠実な表現｣であるかどうかの決定

する際に, ｢検証可能性の相対的な重要性｣について｢より確固たる議論｣を行

うべきであると私達は考えている｡｢より確固たる議論がなければ,他にそうい

う場がないので(bydefault)｣, ｢公正価値｣は,常に｢経済的事象｣を最も忠

実に表す｢測定目的( themeasurementobjective)｣と見なされることを｢懸

念｣しており,これは,私たちが｢強く反対する(stronglydisagree)｣立場で

ある(IFRS･CL123【20061pp.1･3)｡ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換

えることを支持していることから,信頼性に反対し,忠実な表現に賛成してい

るものと考えられる｡また,検証可能性に関しては,その重要性に関する確固

たる議論を求めているので,検証可能性を質的特性とすることには賛成してい

るものと推測される｡

(cL124) PricewaterhouseCoopers (会計事務所)は,次のように述べてい

る｡

｢審議会の意図｣は理解するが, ｢提案された解決策｣は,解決するよりも混

乱を招くと考えている｡ ｢『信頼性』という用語｣は,実際には一般的によく理

解されているというのが｢私達の経験｣である｡ ｢異なる見解｣を持っている人

には, ｢用語の削除｣ではなく,用語を｢明確化｣することで恩恵を受けると私

達は提言する｡ ｢忠実な表現の定義｣は, ｢直感的｣ではなく,おそらく誤用さ

れる可能性が高く,さらに混乱に繋がる｡審議会は, ｢『信頼性』という用語の

使用｣を復活させ,審議会が存在すると考えている｢誤解｣を正すために｢追

加的な議論｣を提供すべきと考えている｡ ｢忠実な表現｣は, ｢信頼性の構成要

秦(acomponentofreliability)｣としてよりよく理解されており, ｢この能力

においてのみ｣保持されるべきである｡私達は, ｢検証可能性｣が｢信頼性の重

要な要素｣であることに｢賛成する(agree)｡｣ (IFRS･Cu24[2006】pp.7･8)

ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対し,信頼性の復活を提

案しているが,検証可能性と併せて,忠実な表現を信頼性の構成要素として含

めることも提案している｡したがって,ここでは,信頼性と,その構成要素と

しての検証可能性と忠実な表現に賛成しているものと考えられる｡
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(cL125) Chartered lnstitute ofPublic Finance and Accountancy (CIPFA)

(専門職団体)は,次のように述べている｡

討議資料を読んだ結果, CIPFAは, ｢『忠実な表現』 -の移行｣が｢改善また

は明確化｣であるとは納得していない｡全体として,信頼性は,はるかによく

理解されていると考えており, ｢明確な信頼性｣を表すために｢忠実な表現｣を

促すよりも, ｢その用語〔信頼性〕｣を直接的に明確にする方がよいだろう｡ ｢検

証可能性の議論｣は, IAS第37号を改訂する2005年公開草案での提案を妨裸

とさせる｡その議論に対するCIPFAの回答では, ｢偶発負債｣を｢確率加重負

債｣に変換する提案は, ｢一般的に概念的には健全である｣ものの, ｢十分に信

頼できる情報｣が｢入手できない｣という｢問題(problem)｣にさらされてい

ることに注目した(IFRS･Cu25【20061p.7)｡ここでは,検証可能性の問題

点を指摘するとともに,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対する一方,

信頼性はよく理解されていると述べていることから,信頼性に賛成し,忠実な

表現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(CL126) UKIOOGroup (作成者)は,次のように述べている｡

｢質的特性としての忠実な表現(と特に検証可能性)の昇格｣は,不当であ

り, ｢基準を設定する原則の希薄化(adilutionofstandardsettingprinciples)｣

を表す｡私達は, ｢忠実な表現の昇格と検証可能性とともに信頼性を置き換える

こと｣が｢誤りである(misguided)｣と考える｡私達は, ｢独立した検証｣が｢使

用される方法にある程度の保証｣を与えることには同意するが,現状の｢検証

可能性の定義｣は,欠陥があるだけでなく, ｢経済現象｣の反映と関係がない場

合,または方法が経済的に証明されていない場合,それは概念的に間違ってい

ると考える｡私達は,同様に表現の忠実性を経験的に測定することができない

という事実を考えると, ｢信頼性を経験的に測定できるか｣というパラグラフ

BC2.23での議論が含まれている理由はわからない｡信頼性は,既存のIASBフ

レームワークに包含される質的特性であり,私達は,それが容易に理解される

と信じている(IFRS･Cu26【2006]pp.4,14, 15)｡ここでは,忠実な表現と

検証可能性の昇格と,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対し,信頼性

を容易に理解される質的特性としていることから,信頼性に賛成し,忠実な表
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現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(CL127) Ernst&Young (会計事務所)は,次のように述べている｡

｢『信頼性』の意味｣が, ｢誤解｣を避けるために｢既存のフレームワーク｣

では十分明確に伝えられていないことには同意する｡ただし, ｢フレームワーク

の草案｣が, ｢信頼性を『忠実な表現｣に置き換えること｣で,必ずしも｢この

問題｣を解決したとは考えていない｡｢忠実な表現の3つの要素一検証可能性,

中立性,完全性-の相互関係｣と, ｢これらの属性間の妥協とトレード･オフ｣

が必要であるという｢事実｣が｢フレームワーク｣で議論されていない場合,

｢忠実な表現の意味｣について｢同様の見解の相違｣が生じると私達は考えて

いる｡ ｢『実質優先』の概念｣は, ｢財務情報の誠実性｣を分析する手段として,

また｢『忠実な表現』の不可欠な特性｣を伝える手段として実際に有用であるこ

とが証明されているため,審議会は,おそらく｢直ちには理解しにくい(less

readilyunderstood)用語である『忠実な表現』の定義｣の範囲内で,その言葉

をフレームワークの中で保持すべきである｡ ｢検証可能性｣が, ｢『忠実な表現』

の非常に重要な構成要素｣であることに同意するが, ｢知識があり,独立した観

察者｣が, ｢重大な誤謬や偏向がなく上　選択された｢認識または測定方法｣が

適用されたという｢一般的な合意｣に達するという理由だけで, ｢情報｣が検証

されたと見なされるべきであることには同意しない｡ ｢フレームワーク草案の

『検証可能性』の定義｣は,変更されるべきである(IFRS･Cu27【20061pp.8･

9)｡ここでは,既存のフレームワークが信頼性の意味を十分明確に伝えていな

いことを理由に,信頼性には反対していると推測されるが,忠実な表現に関し

ては,具体的な賛否は明確ではない｡また,検証可能性に関しては,その定義

を変更することを求めているが,忠実な表現の構成要素であることには同意し

ているので,検証可能性に賛成しているものと考えられる｡

(CL128) Connecticut Society of Certified Public Accountants, Accounting

andReportingStandardsCommittee (専門職団体)は,次のように述べてい

る｡

｢実質優先｣は, ｢信頼性の主要な構成要素｣であるべきである｡私達は, ｢『忠
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実な表現』と『実質優先』の両方の用語｣が, ｢倫理的な個人｣によって適用さ

れた場合に,｢経済現象の実体｣を報告する結果になると強く考えている(IFRS･

CL128【2006】p.3)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,忠

実な表現と実質優先を支持する見解が述べられるとともに,実質優先が信頼性

の構成要素であるべきと述べている｡したがって,ここでは,信頼性と忠実な

表現のどちらにも賛成していると考えられる｡

(CL129) LondonStockExchange (非営利組織)は,次のように述べてい

る｡

審議会の目標は,基準が明確に｢一貫した原則｣に基づくことにあるという

主張にもかかわらず, ｢市場参加者｣は, ｢フレームワーク｣が｢原則と一致す

る｣ように努力しすぎて,最終的には過度の細目と定義をもたらし,その結果,

｢より『細則主義』の形式｣の必要性を助長していると注意している｡ ｢重要な

例｣としては, ｢『忠実な表現』に関する提案｣があり,これは,一般的に理解

されている｢『信頼性』の概念｣に取って代わり, ｢『検証可能性』の概念｣を導

入しているようである｡ ｢『忠実な表現』の定義｣は, ｢直感的｣ではなく, ｢多

く　の説明｣が必要になるだろ　う｡検証可能性は, ｢幅広い誤解(wide

misinterpretation)｣をもたらす概念である(IFRS･ Cu29【2006】p.4)｡ここ

では,信頼性に対する明確な賛否は示されていないが,原則主義の問題の例と

して,信頼性を忠実な表現に置き換えることを取り上げている｡そして,忠実

な表現には,多くの説明が必要になり,また,検証可能性が誤解を招く概念で

あるという否定的な意見が述べられているため,忠実な表現と検証可能性に反

対していると考えられる｡

(CL130) PetriVehmanen (研究者)は,次のように述べている｡

｢この概念フレームワークの草案に関連する最も不可解な懸念｣は,財務報

告-の科学的アプローチという｢幻想｣を与えることである｡討議資料の｢全

体的な方法論｣は,｢経験的科学のいくつかの基本的な要件｣を満たしていない｡

｢これらのパラグラフ〔QC12,QC16,QC18,QC21〕｣は,科学において一般的

に理解されている方法から｢概念全体｣に水を差す方法で,表現の忠実性の｢基
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本的な概念｣を定義し,説明する｡ ｢パラグラフQC16｣は,忠実な表現に会計

固有の特別な意味を与える｡すなわち, ｢情報｣が表現しようとしている｢現実

世界の経済現象｣を忠実に表現するには, ｢検証可能で,中立的で,完全｣でな

ければならない｡したがって, ｢検証可能性の概念｣は, ｢忠実な表現の3つの

要素の1つ｣として考えられているが,科学では｢その逆(otherwayaround)｣

である｡ ｢検証可能性｣は, ｢知識があり独立した異なる観察者｣が｢直接的な

検証または間接的な検証のいずれかによって一般的な合意｣に達することを意

味すると主張されている｡ ｢科学的方法の観点から｣,上記の見解には｢少なく

とも3つの異議｣がある｡第一に, ｢検証可能性｣は, ｢忠実な表現｣に従属す

るべきではない｡第二に, ｢一般的な合意｣は,定量的観察の代わりとして使用

されるべきではない｡第三に, ｢間接的検証｣は｢真の検証｣ではなく, ｢監査｣

と呼ばれるべきである(IFRS･CL130【2006]pp.4,23,24)｡ここでは,まず

『予備的見解』(2006年)が科学的アプローチを採用していると主張しつつも,

実際にはその要件を満たしていないことが指摘されている｡その上で,忠実な

表現と検証可能性の問題点を指摘していることから,信頼性に対する明確な賛

否は示されていないが,忠実な表現と検証可能性に反対していると考えられる｡

(CL131) Swedish Financial Accounting Standards Council (基準設定機

関)は,次のように述べている｡

｢現在のIASBフレームワークにおける質的特性の多くの概念とフレームワ

ーク階層におけるそれらの位置づけ｣は,うまく機能していると主張できるだ

ろう｡討議資料で提案されている変更理由のいくつかは,完全に理解するのが

容易ではないだろう｡その一例は, ｢第2章の『信頼性』｣とそれが実際に何を

意味するのか,そして｢その意味｣をどのように伝えるのが最善かに関する｢か

なり長い議論｣である｡信頼性は,フレームワークで役割を果たしており,概

念の意味について｢混乱｣がある場合, ｢フレームワーク｣は,その意味と適用

方法を明確にする場所にすべきである｡ ｢『忠実な表現』の概念とそれがもたら

す結果｣がよく分からない｡さらに,討議資料では, ｢忠実な表現(QC18)の

意図された意味｣を明確にするために, ｢現実世界の経済現象の重要性｣が強調

されていることが分かる｡しかし, ｢このパラグラフの簡単な例｣は, ｢忠実な
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表現の意味｣を把握するのにあまり役に立たない｡私達は,検証可能性が｢忠

実な表現の構成要素に関する決定を行う上で役割を果たすこと｣を理解する

(IFRS･Cu31【2006】pp.3,6)｡ここでは,信頼性を支持し,検証可能性の役

割を認める一方,忠実な表現の概念が不明確であると批判していることから,

信頼性と検証可能性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

(cL132) MaryEllenOliverio,CPA,Ph.D. (個人)は,信頼性,忠実な表

現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL132

【2006】)｡

(CL133) U.S. GovernmentAccountability Office (非営利組織)は,次の

ように述べている｡

フレームワークは, ｢忠実な表現｣を提供するために, ｢財務報告｣が｢十分

な裏付けとなる証拠(sufficientsupportingevidence)｣に基づくべきであり,

それは好ましくは｢効果的な内部統制｣を有するシステムによって生成される

べきであると述べるべきである｡ ｢裏付けとなる証拠の必要性｣は, ｢検証可能

性と忠実な表現に関する議論｣に追加または統合されるべきである｡結論の根

拠で示されたように, ｢実質優先｣は, ｢忠実な表現における重要な概念｣であ

り,もし会計が実態を表さないならば,それは｢忠実な表現｣ではない｡｢読者｣

は,この点を誤解し得るので,私達は, ｢実質優先の概念｣が｢忠実な表現に関

する議論｣で明確に示されることを提案する(IFRS･CL133【2006】pp.2,4)0

ここでは,信頼性に対する明確な賛否は示されていない一方,裏付けとなる証

拠の必要性を検証可能性と忠実な表現の議論に追加することと,忠実な表現の

議論の中で実質優先の概念を明らかにすることを提案している｡したがって,

忠実な表現と検証可能性に関しては,間接的に賛成しているものと推測される｡

(cL134) BritishAmerican Tobacco (作成者)は,信頼性,忠実な表現お

よび検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･CL134【2006】)｡

(cL135) MetLife USA (作成者)は,信頼性,忠実な表現および検証可能
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性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL135 【20061)｡

(cL136) Dansklndustri (Confederation of Danish Industries) (作成者)

は,次のように述べている｡

私達の見解では, ｢信頼性｣は,依然として｢質的特性｣である｡私達は, ｢そ

れ〔信頼性〕｣を｢忠実な表現｣の下位に位置づけることを提案する｡私達は,

｢検証可能性｣も質的｢特性｣であることに留意する(IFRS･CL136 [2006】

p.7)｡ここでは,忠実な表現,その構成要素としての信頼性および検証可能性

に賛成しているものと考えられる｡

(cL137) EuropeanAssociation of Co･operative Banks (投資家/アナリス

ト)は,次のように述べている｡

｢『信頼性』の原則を『忠実な表現』に軍き換えること｣が, ｢異なる理解｣

がされていたという｢事実｣によって動機付けられた場合,またはさらに, ｢こ

の置き換え｣が｢既存の命名法の下での最終的かつ絶対的な概念の明確化がさ

れていなかったこと｣によって推進された場合,私達は,これを｢意味のある

置き換え｣として｢支持する(endorse)｡｣ (IFRS･CL137【2006】p.6)ここで

は,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性を忠実な表現に置き換

えることに賛成していることから,信頼性に反対し,忠実な表現に賛成してい

るものと考えられる｡

(cL138) Group of North American Insurance Enterprises (GNAIE) (作

成者)は,次のように述べている｡

｢単一の質的特性｣が他の特性よりも優先されるべきではなく,つまり, ｢目

的適合性｣が｢第一｣であるべきではない｡審議会は, ｢目的適合性と忠実な表

現(または信頼性)の間の基本的な相互関係｣を認識しなければならないと｢強

く｣信じている｡ ｢私達の見解｣としては, ｢全ての財務情報｣が目的適合性が

あると見なされる前に, ｢より重要な質的特性として忠実な表現｣と信頼性を支

持する(IFRS･CL138[2006】pp.2,6)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は

明確ではないが,信頼性と忠実な表現をどちらにも賛成している｡
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(cu39) GermanAccounting Standards Committee (DRSC) (基準設定機

関)は,次のように述べている｡

私達は, ｢信頼性という用語｣を, ｢忠実な表現という用語｣に取り換えるこ

とに｢反対である(disagree)｡｣全般的に, ｢『信頼性』という用語｣を明確に

する意図を歓迎する｡しかし, ｢この用語を『忠実な表現』に変更すること｣が

｢適切なアプローチ｣であるかどうかは疑わしい｡私達は, ｢提案された検証可

能性の定義｣が適切であるとは考えない(IFRS･CL139【2006】pp.3,7)｡ここ

では,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対するとともに,検証可能性

の定義が適切ではないと批判していることから,信頼性に賛成し,忠実な表現

と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(cL140) Nest16 (作成者)は, ｢検証可能性｣がフレームワークから｢排除

される(removed)｣べきである(IFRS･CL140【2006】p.5)と述べていること

から,信頼性と忠実な表現に対する明確な賛否は示されていないが,検証可能

性には反対しているものと考えられる｡

(Cu41) HSBCHoldingsplc (投資家/アナリスト)は,次のように述べて

いる｡

私達は, ｢『信頼性』の特性｣が｢『忠実な表現』の特性｣に置き換えられたこ

とに注意する｡ ｢信頼性｣は,財務情報の作成に｢ある程度の厳密さ(acertain

degreeofrigour)｣が採用されていることを暗示する｡ ｢忠実な表現｣は,情報

が｢検証可能で,中立的で,完全である｣ことを求める｡ ｢私達の見解｣では,

これは目的に合った｢情報の生成｣にとって｢より弱い基準(aweakerstandard)｣

である｡ ｢既存のフレームワークの信頼性の定義｣は,情報に｢重大な誤謬や偏

向｣があってはならず,さらに,それが表現しようとしている情報を忠実に表

現することによって,利用者が情報を頼ることができることを強調している｡

｢この意見｣は, ｢より高い質的閥値(ahigherqualitative threshold)｣を設

けており, ｢維持されるべき(shouldbe maintained)｣であると私達は考えて

いる(IFRS･CL141 【2006】p.4)｡ここでは,信頼性が維持されるべきとする
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一方,忠実な表現を弱い基準と見なしていることから,信頼性に賛成し,忠実

な表現に反対しているものと考えられる｡また,検証可能性に関しては,言及

しているものの,ここでは賛否不明としたい｡

(CL142) OttawalnternationalAirportAuthority (非営利組織)は,信頼

性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･

CL142 【2006】)｡

(CL143) AlexMilburn (個人)は,次のように述べている｡

私は, ｢CFW PV 〔『予備的見解』 (2006年)〕｣に記載されている理由によっ

て, ｢『信頼性』という用語を『表現の忠実性(representationalfaithfulness)』

に置き換えることに同意する(agree)｡｣私は, ｢『間接的検証』に関する議論｣

に苦労している｡ ｢私の懸念｣は,同じ会計慣習または方法論を使用して(パラ

グラフ　QC25) ｢金額｣を検証できるという考えにある｡これは, ｢悉意的な配

分(arbitraryallocations)の結果生じる不確定性の問題｣を考慮していないよ

うである｡ ｢この文章〔パラグラフQC26〕｣は, ｢悉意的な配分｣によって決定

された金額が,誤りや個人的な偏向がなく,注意深く適用することによって｢『検

証可能性』の条件｣を満たすことができ,そうすることで, ｢表現の忠実性の質

的特性｣を満たすことを示唆しているようである｡これは, ｢計り知れない問題

(immenseissue)｣を隠し,押し流している(IFRS･Cu43【20061p.8･9, 12)｡

ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換えることに同意しているが,検証可能

性の問題点を指摘していることから,信頼性と検証可能性に反対し,忠実な表

現に賛成しているものと考えられる｡

(CL144) NationallnstituteofAccountants (専門職団体)は,次のように

述べている｡

私達は, ｢質的特性に関する部分の内容を概ね支持する(generallysupport)｣

が, ｢概念フレームワークに関する研究のさらなる進展｣に照らして,この部分

をさらに検討するだろう(IFRS･CL144【2006]p.5)｡ここでは,『予備的見解』

(2006年)の内容を概ね支持していることから,信頼性に反対し,忠実な表現
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と検証可能性に賛成しているものと考えられる｡

(Cu45) EuropeanBankingFederation (投資家/アナリスト)は,次のよ

うに述べている｡

私達は, ｢『信頼性』という用語を『忠実な表現』に置き換えることに同意し

ない(donotagree)｡｣私達は, ｢両方の用語｣が｢同一(equal)｣であるとは

考えない｡私達は, ｢『信頼性』の構成要素の一つとして『忠実な表現』｣を理解

している｡ ｢私達の意見｣では, ｢『信頼性』という用語｣は｢より広く｣, ｢(『真

実かつ公正』である)経済的現実｣を適切に反映するという概念と｢信頼でき

る(dependable)｣という概念の両方を含む｡したがって, ｢忠実な表現｣が,

｢現実世界の経済現象とその変化｣を忠実に表現するという｢財務報告の目標｣

を強調するのに役立っという意見には同意しない｡これは, ｢信頼性｣の方によ

りうまく包含されるからである｡ ｢私達の見解｣では, ｢草案での『検証可能』

の定義｣と相まって, ｢『信頼性』を『忠実な表現』に置き換えることは, ｢認識

と測定に関する後の議論｣で｢不適切な結論｣が導き出される結果となり得る

(IFRS･CL145 【2006】p.3)｡ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換えるこ

とと検証可能性の定義を批判していることから,信頼性に賛成し,忠実な表現

と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(CL146) SwissHoldings (作成者)は,次のように述べている｡

｢財務報告情報｣が表現的に忠実であるためには,それが｢検証可能｣でな

ければならないという｢主張｣について,私達は｢重大な疑問(significant

doubts)｣を抱いている｡ ｢財務報告情報の文脈における『検証可能性』｣とは,

基礎となる会計記録を参照することによって監査できることを意味すると仮定

できる｡この場合,私達は, ｢検証可能性｣が｢財務諸表の特質｣と何らかの関

係があるということに｢全く同意しない(disagreecompletely)｡｣私達は, ｢忠

実な表現の概念｣が何を必然的に伴うものなのかについての｢理解が欠けてい

る｣と考えており, ｢検証可能性の概念｣よりも広く｢測定の不確実性(つまり

『柔らかさ』)｣を含む｢質的特性の必要性の可能性｣について検討すべきと考

えている(IFRS･CL146 【2006] p.8)｡ここでは,信頼性に対する明確な賛否
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は示されていない｡一方,忠実な表現は,概念が暖昧であると考えられており,

また,検証可能性が質的特性であることに同意していないことから,忠実な表

現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(cL147) NewYork State Society ofCPAs (NYSSCPA) (専門職団体)は,

次のように述べている｡

｢忠実な表現の概念｣は,さらに明確化されるべきである｡与えられた説明

は, ｢概念｣がどのように使用されるべきかを理解するための｢十分な分析｣を

提供していない｡パラグラフQC23と24は, ｢検証可能性｣を構成するものに

関する｢良い説明｣である｡ ｢直接的と間接的な検証の説明｣は明確かつ簡潔で

ある(IFRS･CL147[2006】pp.4,5)｡ここでは,信頼性に対する明確な賛否は

示されていないが,忠実な表現の概念の説明が不十分であり,明確化されるべ

きと述べていることから,忠実な表現に反対していると考えられる｡また,検

証可能性に関しては,良い説明であると述べていることから,検証可能性に賛

成しているものと考えられる｡

(CL148) Kelley SchoolofBusiness (研究者団体)は,次のように述べて

いる｡

私達は, ｢目的適合性,比較可能性および理解可能性｣が｢意思決定に有用な

財務報告の質的特性｣であることに同意する｡しかしながら, ｢FASBの概念書

第2号とIASB〔IASC〕フレームワーク｣は, ｢意思決定に有用な財務報告情報

に不可欠な質的特性｣として｢信頼性｣を含めていた｡私達は,信頼性が｢そ

の構成要素の一つである忠実な表現｣に置き換えられるべきではないと考える｡

私達は,検証可能性が信頼性の構成要素であるFASB概念書第2号に同意する｡

｢検証可能性と中立性｣は, ｢忠実な表現の構成要素｣ではなく, ｢信頼性の別

個の構成要素｣であるべきだと私たちは考える｡ ｢4つの主要な質的特性｣は,

｢目的適合性,信頼性,比較可能性および理解可能性｣と規定されるべきであ

る(IFRS･Cu48【2006】pp.4･5)｡ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換え

るべきではなく,信頼性を主要な質的特性に位置づけるべきであるとしている

ことから,信頼性とその構成要素としての検証可能性に賛成し,忠実な表現に
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反対しているものと考えられる｡

(cL149) QuotedCompaniesAlliance (作成者)は,信頼性,忠実な表現お

よび検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･CL149[20061)0

(cL150) F6reningenAuktoriserade RevisorerFAR SRS (専門職団体)は,

次のように述べている｡

FARSRSは, ｢目的適合性,忠実な表現/信頼性,比較可能性および理解可能

性｣に焦点を当てることに同意する｡ ｢FARSRSの主な懸念｣は, ｢最も難しい

部分｣であろう｢忠実な表現/信頼性｣の表示にある｡ ｢FARSRSの実際の経験｣

では, ｢信頼性｣が｢忠実な表現｣よりもよく理解されているため, FAR SRS

は, ｢信頼性｣を削除しないことを提案する｡ ｢検証可能性の意味｣を読者が正

しく理解することは, ｢極めて重要である(vitalimportance)｡｣ (IFRS･CL150

【2006】pp.3,4)ここでは,信頼性を支持し,削除しないことを求めているとと

もに,検証可能性の意味を理解することが極めて重要としていることから,伝

頼性と検証可能性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

(CL151) InternationalBankingFederation (投資家/アナリスト)は,吹

のように述べている｡

｢私達は, (IASBと　FASBの現在のフレームワークの両方に見られる) 『信

頼性』の概念を『忠実な表現』の概念に置き換えるという審議会の提案に強く

反対する｡｣ ｢信頼性｣が意味するものが,金融市場で誤解され,誤用されてき

たという｢論拠｣は, ｢概念を変更すること｣を正当化しない｡その代わりに,

｢概念の背後にある意図｣をより明確に定義する必要があることを指摘する｡

私達は, ｢忠実な表現｣が｢財務諸表の質的特性｣として十分に理解された概念

であるとは考えていない｡｢文書〔『予備的見解』(2006年)〕｣は, ｢忠実な表現｣

が｢検証可能性｣を包含すると仮定している｡私達は, ｢この実質的な性質｣に

納得していない｡現在のところ,情報は,利用者が信頼できるものでなければ

ならない(IFRS･CL151 【2006】p.5)｡ここでは,忠実な表現と検証可能性を

批判し,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対していることから,信頼
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性に賛成し,忠実な表現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(cL152) AstraZeneca PLC (作成者)は,次のように述べている｡

｢質的特性に関する章で最も深刻な懸念｣は, ｢信頼性やその他の概念｣を犠

牲にして, ｢(検証可能性の構成要素の導入とともに)忠実な表現を格上げする

こと｣である｡私達は, ｢この主張〔パラグラフBC2.27〕｣が正しいと納得して

おらず,それを｢裏付ける証拠｣が提供されていないことを懸念している｡そ

の意見は,単に｢所定の結論,つまり忠実な表現の昇格｣を正当化するために

含まれているようである｡皮肉なことに, ｢忠実な表現｣の暗黙的な優位性を裏

付ける｢証拠｣は,ほとんどまたはまったく提示されていないようである(IFRS･

CL152【20061pp.3,4)｡ここでは,信頼性を犠牲にして,検証可能性を構成要

素とする忠実な表現を規定したことを最も深刻な懸念としていることから,信

頼性に賛成し,忠実な表現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(CL153) RobinMacCormick (個人)は,信頼性,忠実な表現および検証可

能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL153 【2006])｡

(CL154) PMChestang&Associates (投資家/アナリスト)は,次のように

述べている｡

｢検証可能性｣は, ｢異なる測定｣者による｢類似の測定｣を意味する｡私は,

｢FASBとIASB｣に, ｢検証可能性の側面｣として｢監査可能性｣を含めるこ

とを望む｡結局のところ,何かを監査できない場合,それはほとんど検証でき

ない(IFRS･CL154 【2006】p.5)｡ここでは,信頼性と忠実な表現に対する明

確な賛否を示していないが,検証可能性を質的特性とすることには賛成してい

るものと推測される｡

(CL155) AuditorGeneralforWales (規制機関)は,信頼性,忠実な表現

および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL155

【2006】)｡
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(CL156) Cr6dit Mutuel (投資家/アナリスト)は,パラグラフQC16で定

義された｢忠実な表現｣が｢かなり暖味な観念(a ratherimprecise notion)｣

と思われる(IFRS･Cu56【2006】p.4)と述べていることから,信頼性と検証

可能性に対する明確な賛否は示されていないが,忠実な表現には反対している

ものと考えられる｡

(CL157) Allianz SE (投資家/アナリスト)は,次のように述べている｡

｢既存のフレームワーク｣は, ｢『信頼性』の質的特性｣を含めているが,討

議資料は, ｢新しいフレームワーク｣から｢その特性｣を削除している｡パラグ

ラフBC2.13は,審議会の既存のフレームワークが誤解させないように十分明

確に信頼性の意味を伝えていないと言って説明している｡私達は, ｢この結論に

反対する(disagree)｡｣私達は, ｢この〔既存のフレームワークの〕パラグラフ｣

は, ｢実用的で実行可能な解決策｣を提供し, ｢目的適合性と信頼性の関係｣を

理解できると考えている｡ ｢既存のフレームワークからのこのパラグラフ｣は,

｢信頼性の質的特性｣とともに保持されるべきであると私達は考えている

(IFRS･CL157 【2006】 p.3)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確では

ないが,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対し,信頼性を保持するこ

とを求めていることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと

考えられる｡

( CL158) Heads of Treasuries Accounting and Reporting Advisory

Committee (HOTARAC) (規制機関)は,信頼性,忠実な表現および検証可能

性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL158 【2006】)0

(CL159) NationalAssociation of Pension Funds (NAPF) (投資家/アナリ

スト)は,信頼性,忠実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示して

いない(cf.IFRS ･ CL159 【2006])｡

(CL160) FRCAccountingStandardsBoard (基準設定機関)は,次のよう

に述べている｡
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｢DP 〔『予備的見解』 (2006年)〕｣は, ｢現在のフレームワークにおける『信

頼性』という質的特性を『忠実な表現』に置き換えること｣を提案している｡

｢忠実な表現｣は, ｢よりソフトな見解(asofternotion)｣であり, ｢原則とし

ての実質優先｣を具体的に識別しなくなったことと｢『検証可能性』という構成

要素-の依存｣と合わせて, ｢多くの問題｣につながり得ると考えている｡その

代わりに, ｢私達の見解｣では, IASBは信頼性を取り除くのではなく,信頼性

が｢質的特性｣として何を意味するのかを明確にするよう努めるべきである｡

｢忠実な表現の構成要素として検証可能性｣を導入するという提案にも懸念を

抱いている｡そのため,私達は, ｢DP 〔『予備的見解』 (2006年)〕のパラグラ

フAV2.1とAV2.2｣に記載されている｢検証可能性に関する代替的見解に同意

する(Concurwith)｡｣ (IFRS･CL160【2006】pp.2,10,ll)ここでは,信頼性

を忠実な表現に置き換えるのではなく,信頼性が何を意味するのか明確にする

ことを求めていることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているもの

と考えられる｡また,検証可能性に関しては,懸念を示しつつも,代替的見解

を支持しているので,検証可能性を質的特性とすることには賛成しているもの

と推測される｡

(cL161)Australian Accounting Standards Board (AASB)(基準設定機関)

は,次のように述べている｡

AASBは, ｢『信頼性』という質的特性を『忠実な表現』に置き換えること｣

と,忠実な表現は,それが表現しようとしている現実世界の経済現象に関連し

ているという説明を追加することに｢賛成する(agrees)｡｣AASBは, ｢経済的

事象の忠実な表現｣を提供する情報に対して,それが｢独立して検証可能｣で

なければならないという｢提案に反対する(disagrees)｡｣｢独立して検証可能｣

ではない情報(例えば,独自資産の使用価値の見積り)は, ｢経済的事象の忠実

な表現｣を提供することが必ずしもできないわけではない(IFRS･CL161【2006】

pp.7, 12)｡ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換えることに賛成しつつも,

検証可能性を忠実な表現の構成要素にすることには反対していることから,伝

頼性と検証可能性に反対し,忠実な表現に賛成しているものと考えられる｡

197



(cL162) CanadianAccountingStandardsBoard (基準設定機関)は, ｢信

頼性から忠実な表現-の変更を支持する(support)｣(IFRS･CL162 【2006】p.10)

と述べていることから,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性に

反対し,忠実な表現に賛成しているものと考えられる｡

(CL163) Institute of Chartered Accountants in England　&　Wales

(ICAEW) (専門職団体)は,次のように述べている｡

特に｢討議資料〔『予備的見解』 (2006年)〕｣が, ｢検証可能性｣を扱う方法

を考慮すると,私達は, ｢質的特性としての信頼性の削除｣には｢反対である

(disagree)｡｣私達は, ｢討議資料〔『予備的見解』 (2006年)〕｣に記載されて

いる｢検証可能性｣が, ｢忠実な表現の不可欠な構成要素｣であるとは考えてい

ない(IFRS･Cu63【2006]pp.8,9)｡ここでは,信頼性の削除に反対し,検証

可能性が忠実な表現の構成要素と考えていないと述べていることから,信頼性

に賛成し,忠実な表現と検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(cL164) DeloitteToucheTohmatsu (会計事務所)は,次のように述べて

いる｡

｢信頼性｣は, ｢財務情報の不可欠な属性｣であり, ｢忠実な表現と検証可能

性の属性｣に含まれるべきではない｢追加的かつ別個の特性｣であると私達は

考えている｡私達は, ｢AV2.2で表明された〔代替的〕見解｣に賛成する｡ ｢間

接的検証｣を使用する場合, ｢使用する方法｣は, ｢重大な誤りや偏向のない経

済現象の推定値｣をもたらすと予想される方法であるべきであり,つまり,悼

報が｢信頼できる｣という要件があるべきである(IFRS･CL164【2006】p.4)0

ここでは,まず信頼性を財務情報の不可欠な属性としており,間接的に信頼性

の置き換えに反対していることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対して

いると考えられる｡また,検証可能性に関しては,代替的見解を支持している

ので,検証可能性を質的特性とすることには賛成しているものと推測される｡

(cL165) Richard Macve (研究者)は,信頼性,忠実な表現および検証可

能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･ CL165 【2006】)｡
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(cL166) ConfederationofBritishlndustry(CBI) (作成者)は,次のよう

に述べている｡

私達は, ｢財務情報の『目的適合性』｣を強調し, ｢忠実な表現,検証可能性お

よび中立性｣を優先して｢『信頼性』を排除すること｣にも懸念を抱いている｡

｢財務諸表に含まれる情報を処理する責任｣は, ｢作成者ではなく,株主とその

他の利用者｣にある｡ただし, ｢作成者｣は, ｢株主と利用者｣が｢会社の業績｣

を理解できるように, ｢十分『目的適合的』かつ『信頼できる』情報｣を提供す

る｢責任｣がある｡私達は, ｢財務報告情報｣が｢表現的に忠実である｣ために

は, ｢検証可能｣でなければならないという｢審議会の主張(パラグラフQC23･

26)｣について, ｢重大な懸念(significantconcerns)｣を有している(IFRS･

cL166【2006】p.6)｡ここでは,忠実な表現と検証可能性等を優先して,信頼性

を削除することに懸念を示していることから,信頼性に賛成し,忠実な表現と

検証可能性に反対しているものと考えられる｡

(cL167) Goldman Sachs&Co (投資家/アナリスト)は,次のように述べ

ている｡

私達は,予備的見解に記載されている｢財務報告の質的特性に同意する

(agree)｡｣特に,情報は, ｢目的適合性があり,理解可能であり,経済現象を

表すもの｣でなければならないと私達は考えている｡しかしながら,私達は,

｢意思決定に有用な財務情報の特質｣を評価する際に, ｢比較可能性と検証可能

性｣が果たす役割について｢懸念(concerns)｣がある｡審議会は, ｢検証可能

性が表現の忠実性の構成要素である｣方法と理由と, ｢比較可能性と検証可能性

の度合いの低下｣が, ｢目的適合性があり,理解可能で,表現的に忠実である｣

とみなされる｢財務情報の特質の評価｣にどのように影響するかについて明瞭

にすべきである(IFRS･CL167【2006】p.3)｡ここでは,信頼性ではなく,忠

実な表現を質的特性として支持する一方,検証可能性-の懸念が示されている

ことから,信頼性と検証可能性に反対し,忠実な表現に賛成しているものと考

えられる｡
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(cL168) Association of Chartered Certified Accountants (ACCA) (専門

職団体)は,次のように述べている｡

｢信頼性｣は, ｢忠実な表現(検証可能性,中立性,完全性を含む)の概念｣

に置き換えられた｡ ｢検証可能性｣は,十分には説明されておらず,たとえば,

｢QC23における直接的な検証と間接的な検証の議論｣は, ｢検証可能性の概念｣

を説明または評価するのにあまり役立たないようである｡したがって,私達は,

検証可能性に関する｢代替的見解にいくらか同意(somesympathy)｣している

(IFRS･Cu68 【2006】p.3)｡ここでは,信頼性と忠実な表現に対する明確な

賛否を示していない｡また,検証可能性に関しては,その説明が十分でないと

しつつも,代替的見解に同意しているので,検証可能性を質的特性とすること

には賛成しているものと推測される｡

(cL169) Institute of Chartered Accountants in Australia (ICAA) (専門

職団体)は,次のように述べている｡

｢忠実な表現｣は, ｢『真実かつ公正』, 『実質優先』, 『信頼性』および『検証

可能性』として知られる新しい用語｣である｡協会は, ｢この用語の使用に反対

しない(does not object)｣が, ｢他のよく知られている用語｣が,破棄されて

こなかったということをより明確にする必要があるだろう(IFRS･CL169

【2006】p.2)｡ここでは,忠実な表現という用語を使用することには反対してい

ないが,信頼性と検証可能性等の用語が破棄されないことを明確にするよう求

めている｡したがって,置き換えには,賛成しつつも,信頼性,忠実な表現お

よび検証可能性のいずれに賛成しているものと考えられる｡

(CL170) FEE (F6d6ration des Experts Comptables Europ6ens, European

Federation of Accountants) (専門職団体)は,次のように述べている｡

｢私達は,信頼性の特性を『忠実な表現』に置き換えることに同意しない(do

notagree)｡｣ ｢信頼性は,より包括的な概念である｡｣私達は, ｢信頼性の意味｣

に問題があり,修正が必要であることや, ｢忠実な表現｣がより十分に理解され

る概念であるとは納得していない｡ ｢結論の根拠｣は,十分に確立された概念が

置き換えられる理由を十分に正当化するものではない｡｢検証可能の定義｣には,
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｢判断の概念と信頼できる証拠の必要性｣を含めるべきである｡私達は, ｢審議

会の代替的見解｣を共有する｡ ｢QC23の定義に関する私達の理解｣とは, ｢検

証可能性｣は情報が検証可能であると企業が仮定するために｢第三者の評価｣

を考慮する必要があることを意味するということである(IFRS･CL170【2006]

pp.3,4)｡ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対しているこ

とから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡また,

検証可能性に関しては,代替的見解を支持しているので,検証可能性を質的特

性とすることには賛成しているものと推測される｡

(cL171) BritishBankers' Association (投資家/アナリスト)は,次のよ

うに述べている｡

私達は, ｢『信頼性』の概念｣を｢新しい概念である『忠実な表現』｣に組み込

むことによって格下げするという決定には｢反対である(disagree)｡｣私達は,

｢新しい概念｣が｢信頼性の適切な代替物｣となるとは考えていない｡私達の

見解では, ｢信頼性｣は｢経済的現実｣を適切に反映するという概念と｢信頼で

きる(dependable)｣という概念の両方を含む｢より広い問題｣である｡ ｢信頼

性｣が適切に理解されていないという｢変更に対する審議会の論拠｣は, ｢信頼

性｣を置き換える必要性よりも,信頼性が意味するものをより適切に定義する

必要性を示している｡また, ｢忠実な表現の概念｣は,長年にわたって｢サブ特

性｣であったが,ほとんど理解されておらず, ｢財務報告の質的特性｣として昇

格させる前に,それが何を意味するのかを定義するため,審議会は,さらに研

究を行う必要があると考える(IFRS･CL171[2006】pp.2･3)｡ここでは,検証

可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性を忠実な表現に置き換えること

に反対するとともに,忠実な表現が理解されていない概念であると指摘してい

ることから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

(cL172) Accounting Standards Board of Japan (ASBJ) (基準設定機関)

は,次のように述べている｡

予備的見解では, ｢現行のフレームワーク｣での｢質的特性である信頼性｣を

｢信頼性のサブ特性｣であった｢忠実な表現｣に置き換えている｡しかしなが
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ら, ｢忠実な表現｣が｢信頼性｣を完全に置き換えることができるものであるか

については,疑問がある｡ ｢信頼性と目的適合性の間｣には,チェックとバラン

スが存在し,それらの間の｢望ましいトレード･オフ｣を決めることが, ｢会計

基準を設定する際の最も重要な問題の1つ｣と考えられてきた｡したがって,

｢信頼性｣を｢忠実な表現｣に置き換えた場合, ｢目的適合性と忠実な表現との

間のトレード･オフ｣がどのように働くか,そして, ｢忠実な表現｣が｢目的適

合性｣をチェックするように機能するのかという点に｢懸念(concern)｣があ

る｡その理由は, ｢忠実な表現｣が｢目的適合性｣から完全に独立しているわけ

ではないと思われるからである｡予備的見解の　QC18　では, ｢スタンプ･マシ

ーンの例｣を用いて｢忠実な表現｣を｢測定属性｣と関連付けて記述している｡

私達は, ｢再調達原価や公正価値のように,現在市場に基づく評価｣が, ｢原価

に基づく測定｣より望ましいと暗示しているように見える点を懸念する(IFRS･

cu72【2006】p.4)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,伝

頼性を忠実な表現に置き換えることに反対するとともに,忠実な表現が,公正

価値を歴史的原価よりも望ましいものと暗示している点に懸念を示しているこ

とから,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

(cL173) Hong Kong Institute of Certified PublicAccountants (専門職団

体)は,次のように述べている｡

実際には｢『信頼性』という用語｣は, ｢より馴染み深い(more familiar)｣

ものである一方, ｢『忠実な表現』という用語の意味｣は, ｢あまり分かりやすい

ものではない(lessapparent)｡｣審議会が直面している｢問題｣が, ｢基準設定

団体の間にある信頼性に関する共通概念の欠如｣であるならば,審議会は, ｢質

的特性としての『信頼性』の意味｣を取り除いたり改名させたりするのではな

く,拡大し,明確にするよう努めるべきである(IFRS･CL173【2006】p.4)｡

ここでは,信頼性をなじみ深いものとし,その削除や改名に反対している一方,

忠実な表現が分かりにくいものと指摘している｡したがって,ここでは,検証

可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対し

ているものと考えられる｡

202



(cL174) CFAInstitute (投資家/アナリスト)は,次のように述べている｡

｢意思決定に有用な財務報告情報の質的特性｣とは, ｢目的適合性,忠実な表

現,理解可能性および比較可能性｣である｡私達は, ｢信頼性を忠実な表現に置

き換えることが適切である(appropriate)｣と考えている｡審議会の見解は,

｢信頼性｣が金融市場で多く誤解され,誤用されてきたという｢私達の見解と

一致している(consistentwithours)｣と考える｡ ｢信頼できる情報｣とは,表

現することを意図している,または表現することが合理的に期待できる｢事象｣

を忠実に表現するものである(IFRS･CL174【2006]pp.3,9)｡ここでは,検証

可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性を忠実な表現に置き換えること

に賛成していることから,信頼性に反対し,忠実な表現に賛成しているものと

考えられる｡

(cL175) BTGroup (作成者)は,次のように述べている｡

討議資料は,現実世界の経済現象がどのように測定されるべきか適切に説明

しておらず, ｢フレームワークの測定の章｣が後日公表されるときに,この側面

だけ取り組まれるだろう｡さらに, ｢歴史的原価または公正価値｣のいずれが適

切であるかに関する議論において,パラグラフ　QC18　は, ｢これらの方法の1

つ｣が｢他の方法｣よりも｢忠実な表現｣を提供するかどうかは,基準設定機

関が解決する問題であると述べている｡私達は,この意見に強く反対し, ｢歴史

的原価または公正価値｣のいずれが適切であるかというような｢基本的な原則｣

は,正確にはフレームワークが解決すべきであると考える｡私達は, ｢信頼性｣

が｢財務情報の質的特性｣として残されるべきと考える｡ ｢財務諸表の利用者｣

が｢財務諸表で提供される情報｣に基づいて｢経済的意思決定｣を下すために

は, ｢情報｣が｢信頼できること｣が｢不可欠｣である(IFRS･CL175【2006】

pp.3,4)｡ここでは,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,忠実な表現に

関する内容を批判する一方,信頼性を残すべきと主張していることから,信頼

性に賛成し,忠実な表現に反対しているものと考えられる｡

(cL176) AmericanAccountingAssociation (研究者団体)は,信頼性,忠

実な表現および検証可能性に対する明確な賛否を示していない(cf.IFRS･
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CL176 【2006】)｡

(cL177) International Organization of Securities Commissions (IOSCO)

(規制機関)は,次のように述べている｡

私達は, ｢信頼性という用語の使用｣によって以前から生じた構成員間の混乱

を取り除きたいという｢審議会の願望｣を理解する｡しかし,私達は, ｢忠実な

表現という用語の使用｣が｢構成員の理解｣を改善する理由について｢十分説

得力がある(sufficientlypersuasive)｣とは考えていない｡私達は, ｢信頼性に

代わる用語についての具体的な推奨事項｣はないが,審議会は, ｢信頼性という

用語に関する過去の混乱の理由｣をさらに詳しく説明し, ｢忠実な表現の議論｣

が大半の構成員に理解できるかどうかをさらに検討すべきと考える(IFRS･

CL177【2006】p.3)｡ここでは,信頼性という用語を使用することで混乱が生じ

ていたことには同意しつつも,忠実な表現という用語を使用する理由が十分で

はないと指摘し,忠実な表現に関してさらなる検討を求めている｡したがって,

ここでは,検証可能性に対する賛否は明確ではないが,信頼性と忠実な表現の

どちらにも反対していると考えられる｡

(CL178) SecuritiesandExchange CommissionThailand (規制機関)は,

次のように述べている｡

｢私達は,質的特性の新しい構造に概ね同意する｡｣なぜなら,これにより,

｢以前のいくつかの質的特性に関する冗長性｣を減らし, ｢例えば,信頼性と目

的適合性の間の意味や相互作用｣のように, ｢長年の問題｣を解決することもで

きるからである(IFRS･CL178【2006】p.1)｡ここでは, 『予備的見解』 (2006

午)が示した質的特性の内容に概ね同意すると述べていることから,信頼性に

反対し,忠実な表現と検証可能性に賛成しているものと考えられる｡

(CL179) European Financial ReportingAdvisory Group (EFRAG) (非営

利組織)は,次のように述べている｡

私達は, ｢信頼性の特性｣に問題があることには同意するが, ｢提案された変

更を支持しない(donotsupport)｡｣これは,明らかに｢IASB 〔の見解〕｣とは
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異なり, ｢実質の変更(achangeofsubstance)｣であると考えているからであ

る｡私達の見解では, ｢信頼性｣は維持されるべきだが, ｢検証可能性｣のよう

に関連する｢不確実性と主観性｣に焦点を当てる新しいサブ特性を追加するこ

とで明確にされるべきである｡私達は, ｢信頼性のサブ特性として忠実な表現｣

を保持するだろう｡ただし,それも｢よく理解されている概念｣ではないと考

えるので,それも明確にすることを提案する(IFRS･CL179 【2006] pp.3-4)｡

ここでは,信頼性を忠実な表現に置き換えることに反対し,信頼性の構成要素

として忠実な表現と検証可能性を含むことを提案している｡ただし,忠実な表

現の概念も,よく理解されていないとして,明確にすることも求めている｡し

たがって,ここでは,信頼性と,その構成要素としての忠実な表現と検証可能

性に賛成していると考えられる｡

4.2.3　『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レター分析の集計

本研究では,信頼性,忠実な表現および検証可能性を中心に, 『予備的見解』

(2006年)に対するコメント･レターの内容を分析してきた｡図表4.3で明ら

かなように, 『予備的見解』 (2006年)には, 179通のコメント･レターが寄せ

られた｡コメント･レターの内訳は,投資家/アナリスト33通/179通(18%),

作成者29通/179通(16%),専門職団体27通/179通(15%),基準設定機

関22通/179通(12%),個人20通/179通(11%),研究者18通/179通

(10%),非営利組織12通/179通(7%),規制機関10通/179通(6%)お

よび会計事務所8通/179通(5%)であった(FASB【2007】p.3)｡

その中には,信頼性と忠実な表現に対して明確な賛否を示していないコメン

ト･レターが, 60通/179通(34%)あったが,ここでは,このようなコメン

ト･レターを不詳として表示する｡不詳の内訳は,投資家/アナリスト　9通,

作成者7通,専門職団体8通,基準設定機関4通,個人12通,研究者10通,

非営利組織5通,規制機関3通および会計事務所2通であった｡したがって,

不詳を除いたコメント･レターは, 119通となる｡不詳を除いたコメント･レ

ターの内訳は,投資家/アナリスト24通/119通(20%),作成者22通/119

過(18%),専門職団体19通/119通(16%),基準設定機関18通/ 119通

(15%),個人8通/119通(7%),研究者8通/119通(7%),非営利組織7
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過/119通(6%),規制機関7通/119通(6%)および会計事務所6通/119

過(5%)となる｡なお,不詳に含まれるコメント･レターの中には,検証可能

性に対する賛否を示したコメント･レターが,6通一投資家/アナリスト1通,

作成者1通,専門職団体1通,基準設定機関1通および非営利組織2通-あっ

た｡

図表4.3　『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターの投稿者の

種類と投稿数

投稿者の職類 ｩ>ﾙB% 儻8ｨ,ﾉB不詳を除いた数 坦ĀĀĀĀĀĀĀ
(A) B) 嫡2ﾔﾔ"ĀĀĀ

投資家/ アナリスト 218 湯24 ĀĀĀĀĀĀ

作成者 �#��16 途�22 ����

専門職団体 r15 唐19 bĀĀĀĀĀ

基準設定機関 "12 釘18 RĀĀĀĀĀ

個人 ll "8 途ĀĀĀĀĀĀ

研究者 10 8 途犓ĀĀĀĀĀ

非営利組織 "7 迭7 澱ĀĀĀĀ

規制機関 6 7 澱抓ĀĀĀĀĀ

会計事務所 唐5 6 迭ĀĀĀĀ

合計 s100 田119 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

(出所) IFRS【2006】とFASB 【2007]p.3の内容に基づき,筆者が作成した｡

図表4.4は,信頼性に対する賛否を集計した結果を示している｡不詳を除い

たコメント･レター(119通)のうち,忠実な表現には言及しつつも,信頼性

には言及していないコメント･レターが, 17通あった｡その内訳は,投資家/

アナリスト1通,作成者5通,専門職団体2通,基準設定機関1通,個人2通,

研究者2通,非営利組織3通および規制機関1通であった｡したがって,信頼

性に言及しているコメント･レターは, 102通/179通となり,その内訳は,
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投資家/アナリスト23通/102通(22%),作成者17通/102通(17%),専

門職団体17通/102通(17%),基準設定機関17通/102通(17%),個人6

過/102通(6%),研究者6通/102通(6%),非営利組織4通/102通(3%),

規制機関6通/102通(6%)および会計事務所6通/102通(6%)であった｡

信頼性に対する賛否を示した102通のコメント･レター中,信頼性に賛成す

る見解は,71通/102通(70%)であり,反対する見解は,31通/102通(30%)

であった｡投稿者別に見ると,投資家/アナリストでは,賛成が13通/23通

(57%),反対が10通/23通(43%)であった｡作成者では,賛成が13通/

17通(76%),反対が4通/17通(24%)であった｡専門職団体では,賛成が

13通/17通(76%),反対が4通/17通(24%)であった｡基準設定機関で

は,賛成が14通/17通(82%),反対が3通/17通(18%)であった｡個人で

は,賛成が1通/6通(17%),反対が5通/6通(83%)であった｡研究者で

は,賛成が5通/6通(83%),反対が1通/6通(17%)であった｡非営利組

織では,賛成が4通/4通(100%),反対が0通/4通(0%)であった｡規制

機関では,賛成が4通/6通(67%),反対が2通/6通(33%)であった｡会

計事務所では,賛成が4通/6通(67%),反対が2通/6通(33%)であった｡

このように,信頼性-の賛否を示したコメント･レター(102通)では,伝

頼性を支持する見解が71通(70%)に対して,信頼性に反対する見解が31通

(30%)であり,信頼性に賛成する見解が圧倒的に多数であった｡この中で,

投資家/アナリストでは,賛成が13通/23通,反対が10通/23通であり,

作成者では,賛成が13通/17通,反対が4通/17通であった｡したがって,

両者は,ともに信頼性に賛成する見解が多数であったが,投資家/アナリスト

では,信頼性に賛成する見解がやや多数である一方,作成者では,信頼性に賛

成する見解が圧倒的に多数であった｡

また,信頼性-の賛否を示した基準設定機関では,賛成のコメント･レター

が14通/17通(82%:メキシコ,アイルランド,オーストリア,シンガポー

ル,スペイン,フランス,スイス,国際監査･保証基準審議会,オランダ,ノ

ルウェー,スウェーデン,ドイツ,英国および日本),反対のコメント･レター

が3通/17通(18%:カナダ,オーストラリアおよびニュージーランド)であ

り,基準設定機関では,信頼性に賛成する見解が圧倒的に多数であった｡その
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一方,カナダ,オーストラリアおよびニュージーランドという　3つの基準設定

機関は,信頼性に反対するとともに,忠実な表現に賛成していた｡

図表4.4　信頼性に対する賛否(『予備的見解』 (2006年)に対するコメント

･レター)

投稿者の職類 ﾙxｩｲﾘ,ﾈ裘Mｸ/麌+X+ﾔ4ﾂ% 伜ﾂ% 僵ﾙ% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

投資家/アナリスト 222 257 43 ĀĀĀĀĀĀĀ

作成者 r17 276 釘24 ĀĀĀĀĀ

専門職団体 r17 276 釘24 ĀĀĀĀĀ

基準設定機関 r17 B82 18 ĀĀĀĀĀĀ

個人 澱6 17 迭83 ĀĀĀĀ

研究者 澱6 迭83 17 ĀĀĀĀ

非営利組織 釘3 釘100 0 ĀĀĀĀ

規制機関 澱6 釘67 33 ĀĀĀĀ

会計事務所 澱6 釘67 33 ĀĀĀĀ

合計 "100 都70 30 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

(出所) IFRS【2006】とFASB 【2007]p.3の内容に基づき,筆者が作成した｡

ところで, ｢財務報告モデル｣の一つである｢アングロ･アメリカン･モデル

(Anglo-Americanmodel)｣は,資金調達を行うための｢証券市場の重要性｣,

すなわち株主保護と｢経済的実質｣を重視するという特徴を有し, ｢米国｣, ｢英

国｣, ｢カナダ｣, ｢オーストラリア｣および｢ニュージーランド｣が属する(Wol丈

etal.【2013]pp.366･372)と指摘されている｡すでに述べた集計結果では,信

頼性に反対し,忠実な表現に賛成した3つの基準設定機関-カナダ,オースト

ラリアおよびニュージーランドーが,いずれもアングロ･アメリカン･モデル

に属する国々であった｡ただし,英国は,アングロ･アメリカン･モデルに属

する国であるが,信頼性と親和性のある｢受託責任概念におけるより強い株主
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指向｣を有している国である(Whittington[2008b】p.500) 4)5)とも考えられて

おり, 『予備的見解』(2006年)に対するコメント･レターにおいて,信頼性に

賛成しているものと考えられる｡

図表4.5は,忠実な表現に対する賛否を示している｡不詳を除いたコメント･

レター(119通)のうち,信頼性には言及しつつも,忠実な表現には言及して

いないコメント･レターが, 4通あった｡その内訳は,投資家/アナリスト1

過,基準設定機関1通,個人1通および会計事務所1通であった｡したがって,

忠実な表現-の賛否を示しているコメント･レターは,115通/179通であり,

その内訳は,投資家/アナリスト23通/115通(20%),作成者22通/115

過(19%),専門職団体19通/115通(17%),基準設定機関17通/115通

(15%),個人7通/115通(6%),研究者8通/115通(7%),非営利組織7

過/115通(6%),規制機関7通/115通(6%)および会計事務所5通/115

過(4%)であった｡

忠実な表現に対する賛否を示した115通のコメント･レター中,忠実な表現

に賛成する見解は,43通/115通(37%)であり,反対する見解は, 72通/115

過(63%)であった｡投稿者別に見ると,投資家/アナリストでは,賛成が10

過/23通(43%),反対が13通/23通(57%)であった｡作成者では,賛成

が6通/22通(27%),反対が16通/22通(73%)であった｡専門職団体で

は,賛成が7通/19通(37%),反対が12通/19通(63%)であった｡基準

設定機関では,賛成が7通/17通(41%),反対が10通/17通(59%)であ

った｡個人では,賛成が5通/7通(71%),反対が2通/7通(29%)であっ

た｡研究者では,賛成が1通/8通(12%),反対が7通/8通(88%)であっ

た｡非営利組織では,賛成が2通/7通(29%),反対が5通/7通(71%)で

あった｡規制機関では,賛成が2通/7通(29%),反対が5通/7通(71%)

であった｡会計事務所では,賛成が3通/5通(60%),反対が2通/5通(40%)

であった｡

4)これに関しては,椛田【2019C】52頁も参照｡

5)信頼性は,ボトムアップ･アプローチを重視した質的特性であり,また,

受託責任は,ボトムアップ･アプローチに基づいた会計目的である(椛田

【2021a】52, 57頁参照)と指摘されていることから,両者には,親和性があ

るものと考えられる｡
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このように,忠実な表現-の賛否を示したコメント･レター(115通)では,

賛成の見解が43通(37%)に対して,忠実な表現に反対する見解が72通(63%)

であり,忠実な表現に反対する見解が相当に多数であった｡この中で,投資家

/アナリストでは,賛成が10通/23通(43%),反対が13通/23通(57%)

であり,作成者では,賛成が6通/22通(27%),反対が16通/22通(73%)

であった｡したがって,両者は,ともに忠実な表現に反対する見解が多数であ

ったが,投資家/アナリストでは,忠実な表現に反対する見解がやや多数であ

る一方,作成者では,圧倒的に多数の見解が忠実な表現に反対していた｡

また,忠実な表現-の賛否を示した基準設定機関では,賛成が　7通/17通

(41%:ロシア,ニュージーランド,オーストリア,シンガポール,スペイン,

オーストラリアおよびカナダ),反対が10通/17通(59%:アイルランド,フ

ランス,スイス,国際監査･保証基準審議会,オランダ,ノルウェー,スウェ

ーデン,ドイツ,英国および日本)であり,基準設定機関では,忠実な表現に

反対する見解がやや多数であった｡忠実な表現に反対した国々の中で,フラン

ス,ドイツおよび日本は,財務諸表の表示に関して, ｢投資家のニーズ｣よりも

｢債権者保護｣を重視する｢大陸モデル(Continentalmodel)｣に属する(Wol丈

etal. 【20131pp.367, 372･375)と考えられている｡
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図表4.5　忠実な表現に対する賛否(『予備的見解』 (2006年)に対するコメ

ント･レター)

投稿者の職類 們,蔚ﾈﾋｲﾘ,ﾂ裨Mｸ/麌+X+ﾔ4ﾂ% 伜ﾂ% 僵ﾙ% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

投資家/アナリスト 220 43 257 ĀĀĀĀĀĀĀ

作成者 "19 澱27 b73 ĀĀĀĀĀ

専門職団体 17 途37 "63 ĀĀĀĀĀ

基準設定機関 r15 途41 59 ĀĀĀĀĀĀ

個人 途6 迭71 29 ĀĀĀĀ

研究者 唐7 12 途88 ĀĀĀĀ

非営利組織 途6 29 迭71 ĀĀĀĀ

規制機関 途6 29 迭71 ĀĀĀĀ

会計事務所 迭4 60 40 ĀĀĀĀĀ

合計 R100 鼎237 都"63 ĀĀĀĀĀ

(出所) IFRS【20061とFASB【2007]p.3の内容に基づき,筆者が作成した｡

図表4.6は,検証可能性に対する賛否を示している｡検証可能性-の賛否を

示しているコメント･レターは, 78通/179通であり,その内訳は,投資家/

アナリスト13通/78通(17%),作成者15通/78通(19%),専門職団体13

過/78通(17%),基準設定機関10通/78通(13%),個人6通/78通(8%),

研究者5通/78通(6%),非営利組織7通/78通(9%),規制機関4通/78

過(5%)および会計事務所5通/78通(6%)であった｡

検証可能性に対する賛否を示した　78通のコメント･レター中,検証可能性

に賛成する見解は, 44通/78通(56%)であり,反対する見解は, 34通/78

過(44%)であった｡投稿者別に見ると,投資家/アナリストでは,賛成が4

過/13通(31%),反対が9通/13通(69%)であった｡作成者では,賛成が

7通/ 15通(47%),反対が8通/15通(53%)であった｡専門職団体では,

賛成が9通/13通(69%),反対が4通/13通(31%)であった｡基準設定機

関では,賛成が6通/lo遇(60%),反対が4通/lo遇(40%)であった｡個
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人では,賛成が5通/6通(83%),反対が1通/6通(17%)であった｡研究

者では,賛成が3通/5通(60%),反対が2通/5通(40%)であった｡非営

利組織では,賛成が4通/7通(57%),反対が3通/7通(43%)であった｡

規制機関では,賛成が2通/4通(50%),反対が2通/4通(50%)であった｡

会計事務所では,賛成が4通/5通(80%),反対が1通/5通(20%)であっ

た｡

このように,検証可能性-の賛否を示したコメント･レター(78通)では,

賛成の見解が44通(56%)に対して,検証可能性に反対する見解が34通(44%)

であり,検証可能性に賛成する見解が多数であった｡この中で,投資家/アナ

リストでは,賛成が4通/13通(31%),反対が9通/13通(69%)であり,

作成者では,賛成が7通/15通(47%),反対が8通/14通(53%)であった｡

したがって,両者は,ともに検証可能性に反対する見解が多数であったが,投

資家/アナリストでは,忠実な表現に反対する見解が多数であった一方,作成

者では,反対がやや多数であった｡

検証可能性に反対した投資家/アナリスト(9通)では, 6通/9通-CL48,

CL54, CL94, CL118, CL145およびCL151-が,信頼性に賛成し,忠実な表

現に反対しながら,忠実な表現の構成要素である検証可能性に反対していた｡

また,検証可能性に反対した作成者(8通)では, 5通/8通-CL41, CL92,

CL126, CL152およびCL166-が,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しなが

ら,忠実な表現の構成要素である検証可能性に反対していた｡信頼性と検証可

能性は,親和性があると考えられてきた6)ために,これらのコメント･レター

は,信頼性を支持しながら,忠実な表現の構成要素とされている『予備的見解』

(2006年)の検証可能性を批判しているものと解釈される｡これに対して,検

証可能性に反対した投資家/アナリスト(9　通)では, 2通/9通-CL115　と

CL167-が,信頼性に反対し,忠実な表現に賛成しながら,検証可能性に反対

していた｡これらのコメント･レターは,信頼性に反対する立場から,検証可

6)これに関して, Paton and Littletonは, ｢検証力ある客観的な証拠｣が

｢会計の重要な要素｣となり, ｢信頼しうる情報｣を提供するという｢会計

の機能｣を正当に遂行する上で｢必要な附属物｣となった(Paton and

Littleton【1940】p.18:邦訳【1958】29頁)と述べているので,信頼性と検

証可能性には親和性があるものと考えられる｡
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能性が批判されていると解釈される｡

図表4.6　検証可能性に対する賛否(『予備的見解』 (2006年)に対するコメ

ント･レター)

投稿者の職類 佶)Eﾉｲﾘ,ﾂ裨Mｸ/麌+X+ﾔ4ﾂ% 伜ﾂ% 僵ﾙ% ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

投資家/アナリスト 217 釘31 湯69 ĀĀĀĀ

作成者 R19 途47 唐53 ĀĀĀĀ

専門職団体 217 湯69 釘31 ĀĀĀĀ

基準設定機関 13 澱60 釘40 ĀĀĀĀĀ

個人 澱8 迭83 17 ĀĀĀĀ

研究者 迭6 60 40 ĀĀĀĀĀ

非営利組織 途9 釘57 43 ĀĀĀĀ

規制機関 釘5 50 50 ĀĀĀĀĀ

会計事務所 迭6 釘80 20 ĀĀĀĀ

合計 都100 鼎B56 B44 ĀĀĀĀ

(出所) IFRS【2006]とFASB 【2007】p.3の内容に基づき,筆者が作成した｡

ここで明らかなように, 『予備的見解』 (2006年)には, 179通のコメント･

レターが提出された｡そのうち,信頼性-の賛否を示したコメント･レターは,

102通あり,信頼性に賛成する見解が, 71通/102通(70%)に対して,信頼

性に反対する見解が, 31通/102通(30%)であった｡忠実な表現-の賛否を

示したコメント･レターは, 115通あり,忠実な表現に賛成する見解が, 43適

/115通(37%)に対して,忠実な表現に反対する見解が, 72通/115通(63%)

であった｡検証可能性-の賛否を示したコメント･レターでは,賛成の見解が

44通/78通(56%)に対して,検証可能性に反対する見解が　34通/78通

(44%)であった｡したがって, 『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･

レターは,信頼性に賛成する見解が,圧倒的に多数であり,信頼性と親和性の

ある検証可能性に賛成する見解が,やや多数である一方,忠実な表現に反対す
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る見解が相当に多数であった｡ただし,投資家/アナリストと作成者では,信頼

性に賛成し,忠実な表現に反対しながら,忠実な表現の構成要素である検証可

能性に反対していた｡これは,忠実な表現の中に検証可能性を位置づけること

に反対しているので,検証可能性自体に対して反対しているわけではないと推

測される｡

4.3　Sarbanes-Oxley法第108条と第109条の成立過程

4.3.1　上院･銀行委員会の公聴会における証言

すでに述べたように, 『ED:概念』 (2008年)一公正価値に関しては,記述

されていない-では, 『予備的見解』(2006年)と同様に,信頼性-ボトムアッ

プ･アプローチ重視-を,完全性,中立性および重大な誤謬がないことを構成

要素にしている忠実な表現-トップダウン･アプローチ重視一に置き換えると

ともに,検証可能性を補強的な質的特性に降格して位置づけている｡そして,

SFAC第8号(2010年)では,信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を,

完全性,中立性および誤謬がないことを構成要素としている忠実な表現一公正

価値を明示した箇所ではトップダウン･アプローチ重視一に置き換えるととも

に,検証可能性を補強的な質的特性に位置づけている｡したがって, SFAC第

8号(2010年)は, 『予備的見解』(2006年)に対するコメント･レターの多数

意見を押し切った『ED:概念』 (2008年)の内容をほぼ継承している｡

そこで本節では, SFAC第8号(2010年)において,信頼性を忠実な表現に

置き換えた複数の原因を探るために, SFAC第8号(2010年)が公表される契

機となった,上院･銀行委員会の公聴会(2002年),上院･保護法案(2002年),

SOX法(2002年), Norwalk合意(2002年), 『SEC研究』 (2003年)および

『FASB回答』 (2004年)を分析する｡

Enron社が, 2001年12月に経営破綻したことを受けて,当時の米国大統領

であるGeorgeW.Bushは, 2002年1月10日に,財務省長官に対して, SEC,

連邦準備制度および商品先物取引委員会等で構成されるワーキング･グループ

を設置し, ｢企業開示｣の問題を調査するよう命じた(White House【2002a])
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7)｡また, Bushは, 2002年1月29日に連邦議会で行われた一般教書演説にお

いて,米国企業が, ｢より厳格な会計基準とより厳しい開示要件(stricter

accountingstandards andtougherdisclosure requirements)｣を通じて, ｢従

業員と株主に対する説明責任(accountabletoemployeesand shareholders)｣

を果たさなければならないと演説した(UnitedStatesSenate 【2002a】p.S234)｡

これに対して,下院議会では, 2002年2月14日に, 2002年企業と監査の会

計責任,責任および透明性法案(以下,下院･透明性法案と略称)が提出され

た(House of Representatives 【2002a】 p.H523) 8)｡また,上院･銀行委員会

は, ｢会計と投資家保護の問題｣に取り組むための公聴会を2002年2月から3

月にかけて開催し, 2002年2月12　日に開催された最初の公聴会においては,

5名の歴代SEC委員長一証言した順にArthur Levitt, Richard C. Breeden,

David S. Ruder, Harold M. WilliamsおよびRoderick M. Hills-を参考人と

して招いた(United States Senate 【2002b】 pp.2･4)0

その1人であるRichard C.Breedenは, ｢最近の〔会計〕基準｣は, 800ペ

ージを超えており,積極的に会計上の｢数値｣を押し上げたい場合,それを｢実

行する余地｣が恐ろしいほど多くあると証言している(United States Senate

【2003a】p.19,Breedenの証言)｡同様に, RoderickM.Hillsも,会計制度の規

則が多すぎであり,それによって,会計制度は,何が行ってはならないことか

を表す点では｢非常に正確｣になり,禁止されていないことなら認められると

いう｢意味合い｣を生み出したと証言している(UnitedStatesSenate【2003a】

p.27, Hillsの証言)｡このBreedenとHillsの証言は,米国の会計基準におけ

る細則主義の問題点を指摘したものと言えよう｡また,上院･銀行委員会は,

2002年2月14日に開催された公聴会において,当時のIASBの委員長であっ

たDavid Tweedieを参考人として招いており(United States Senate 【2003a】

p.Ⅳ), Tweedieは,次のように証言している9)｡

私達は, ｢米国の〔会計〕基準｣が改善されるべきであると気づくだろう｡ ｢多

7)このワーキング･グループには,他にも商務省も参加していた(神野他

【2002】24頁)｡これに関しては,神田【2004】49頁も参照｡
8)SOX法(2002年)の審議過程に関しては,佐久間【2005】89-92頁も参

日召
/いヽ 0

9)このTweedieの証言に関しては,椛田【2013]103-105頁も参照｡
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くの国際〔会計〕基準｣は,米国GAAP　と類似している｡ ｢国際基準と米国基

準｣は,どちらも一連の｢会計概念｣に注目しているという点で, ｢原則に基づ

く(principle-based)｣よう努めている｡しかしながら,米国基準は,全体とし

て, ｢要件｣が｢より具体的｣であり, ｢多数の詳細な適用指針｣が含まれてい

る傾向にある｡良くも悪くも,｢基準設定の現場｣を観察している多くの人々は,

これを｢原則主義と細則主義の基準の違い｣として説明している｡私達は, ｢詳

細な指針｣が｢逆効果｣であると考えている｡簡単に言えば, ｢詳細な指針｣は,

｢基本原則(underlyingprinciple)｣を強調するのではなく,暖味にするだろ

う｡私達は, ｢企業と監査人｣が｢基本原則｣に従って, ｢詳細な規則の網(aweb

ofdetailedrules)｣に巻き込まれることなく,状況に対処できるようになるこ

とを願っている(UnitedStatesSenate 【2003a】p.110, Tweedieの証言)｡

ここでは,米国の会計基準を細則主義に基づくものと位置づけ,その問題点

が指摘されるとともに, Tweedieは,原則主義に基づく会計基準を推奨してい

る｡このような細則主義の問題に加えて, 2002年2月12日に開催された公聴

会では,元SEC委員長であるHarold M.Williamsが, FASBの独立性につい

て次のように証言している｡

｢不適切な開示に対する責任の一部｣は, ｢財務会計基準審議会の機能｣にあ

る｡私は, FASBの｢独立性｣が守られ, ｢経済界, 〔会計〕専門家,さらには議

会の圧力(the pressures of the business community, theprofession, andeven

theCongress)｣に耐えることができれば,会計基準を設定する｢FASBの機能｣

は,大幅に強化されると考えている｡会計｢専門家と経済界の世話にならない

資金源｣は, ｢より困難かつ重大な問題｣に対処し,なおかつそれをタイムリー

に対処する｢審議会〔FASB〕の能力｣を高めるだろう(UnitedStatesSenate

[2003a】p.25, Williamsの証言)｡ここでは,不適切な開示を引き起こした責任

の一部がFASBにあるとした上で,その改善策として, FASBが企業等からの

圧力に耐え,その独立性を守るためには,企業等に頼らない資金源を確保する

必要があると提言されている｡

このような指摘は,他のSEC関係者からも証言されており,元SEC委員長

であるDavidS.Ruderは, FASBに対する｢経済界からの圧力(pressure from

thebusinesscommunity)｣を問題視し,企業は, ｢FASBの〔会計〕基準とそ
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の作成過程｣を支持しない場合, ｢財政支援｣を撤回したり,最初から資金提供

を行わなかったりするだろうと証言している(United States Senate 【2003a]

p.22, Ruderの証言)｡同様に,元SEC委員長であるArthurLevittは, FASB

が｢会計事務所とその顧客〔企業〕｣から資金提供を受け,彼らから監視されて

いると指摘した上で, ｢FASB　の資金調達｣は, ｢会計事務所と企業｣だけでな

く, ｢多くの市場参加者｣を通じて確保されるべきであると提言している

(united States Senate 【2003a】 p.15, Levittの証言)｡さらに,元SEC主任

会計士であるMichaelH.Suttonは, 2002年2月　26日の公聴会で｢基準設定

機関-の信頼｣を回復するために, ｢FASB　の独立した資金｣,すなわち基準設

定プロセスの結果に関与する構成員からの寄付に依存しない資金を確保するた

めの,迅速な措置を講じるべきであると証言している(United States Senate

【2003a】 p.242, Suttonの証言)0

このような米国議会での審議の最中, Bushは, SEC等のワーキング･グル

ープからの提案に基づき(神野他【2002124頁) 10),企業責任の向上と米国の株

主を守るための10ポイントプラン(以下, 10プランと略称)を2002年3月

7日に発表した(WhiteHouse【2002b】)0 10プラン(2002年)は, ｢改革のあ

り方や方向性を抽象的ながらも｣示したものであり(杉本【2009】40頁脚注4),

次のような改革を指示している｡

1.各投資家は, ｢企業の財務業績,状況およびリスク｣を判断するために

必要な情報を四半期ごとに入手すべきである｡

2.各投資家は, ｢重要な情報｣を迅速に入手すべきである｡

3. CEOは, ｢財務諸表を含む企業の公的開示の正確性,適時性および公平

性(veracity, timeliness, and fairness)｣を個人的に保証すべきであ

る｡

4. CEOと他の役員は, ｢誤った財務諸表｣から利益を得てはならない｡

5.明確に｢権力｣を濫用するCEOと他の役員は, ｢企業の指導的地位｣と

して働く｢権利｣を失うべきである｡

10)これに関しては,神田【2004】49頁も参照｡
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6. ｢企業のリーダー｣は, ｢個人的な利益｣のために｢会社の株式｣を売

買するたびに,そのことを遅滞なく公衆に伝えることが求められるべき

である｡

7.投資家は, ｢企業の監査人の独立性と誠実性｣を信用すべきである｡

8. ｢独立した規制委員会｣は, ｢会計の専門家｣が｢最高の倫理基準｣に

準拠していることを確認すべきである｡

9. ｢会計基準の作成者｣は, ｢投資家の要求(the needs ofinvestors)｣に

応じなければならない｡

10. ｢企業の会計システム｣は,単に｢最低基準(minimumstandards)｣と

ではなく, ｢最善の実務(bestpractice)｣と比較されるべきである(White

House 【2002C])0

この10プラン(2002年)の中には, ｢独立性の高い会計システムの確立｣の

ために必要となる課題が提示されており(神野他【2002124頁),特に第9項目

は, ｢会計基準の規制内容と会計基準設定プロセスに関わる項目｣である(杉本

【2009】40頁脚注4)0 10プラン(2002年)の発表後,当時のSEC委員長であ

るHarveyL.Pittll)は, 3月21日に開催された上院･銀行委員会の公聴会にお

いて, SECが10プラン(2002年)を受け入れ,これを実現するために取り組

むと表明した上で(UnitedStatesSenate 【2003b】p.1107,Pittの証言),次の

ように証言している｡

基準設定プロセスが, ｢投資家の最善の利益｣のために機能することを確かな

ものとするために,SECは,｢会計専門家からの収入に対するFASBの依存度｣

を減らすための｢財源｣を拡大することと, ｢FASBの〔会計〕基準｣が, ｢過度

ll)下院議会の金融サービス委員会では, 2002年3月から4月にかけて,下

院･透明性法案(2002年)の審議のための公聴会を開催しており(House

ofRepresentatives 【2002C】p.19), Pittは, 2002年3月20日に開催され

た公聴会においても, ｢会計と財務開示の基準設定プロセス｣は, ｢市場の変

化｣によりタイムリーに対応し, ｢不当な影響から独立(independent from

undueinnuence)｣していなければならないことと｢原則に基づいた一組の

会計基準(a principles･based set of accounting standards)｣ -の移行が

求められていることを証言している(HouseofRepresentatives 【2002b】

p.307,Pittの証言)｡このように, Pittは,下院の公聴会でもFASBの独立

性と原則主義-の移行を提言している｡
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に複雑な細則主義の〔会計〕基準｣ではなく, ｢一般的な原則主義の〔会計〕基

準｣に進化させることを含めて, ｢基準設定プロセス｣を監視ために法的権限の

行使を計画している(UnitedStatesSenate 【2003b】p.1124,Pittの証言)｡こ

こでは,当時のSEC委員長である　Pittが,基準設定プロセスに関する一体化

した問題として, FASB　の独立性を高めるために企業と会計専門家以外からの

財源を拡大することと,原則主義に基づく会計基準-の移行に取り組むことを

表明している｡

4.3.2　上院･保護法案(2002年)の概要

上院･銀行委員会は, 2002年6月18日に,上院･保護法案を採決し,上院

本議会に送付した(UnitedStatesSenate 【2002C]p.S6328) 12)｡上院･保護法

秦(2002年)では, 10プラン(2002年)で示された｢数多くの改革の提案｣

が組み込まれており,会計基準に関しては,公聴会の｢参考人｣から｢米国の

基準設定機関の過度に詳細なアプローチ｣,すなわち細則主義の会計基準の問

題点が指摘されたことを受けて,SECに対して1年以内に原則主義に基づく会

計制度に関する調査を実施することを要求している(United States Senate

l2002b] pp.13, 23)｡これは, Breeden一元　SEC委員長-, Hills一同左-,

Tweedie-当時のIASB委員長-およびPitt-当時のSEC委員長一の証言を踏

まえた内容と考えられる｡また,上院･保護法案(2002年)は, FASBの資金

調達について次のように述べている｡

｢法案〔上院･保護法案(2002年)〕｣は, FASBの｢資金調達｣を保証し,

｢FASB　の規則｣に準拠しなければならない｢会計事務所または企業からの寄

付(contributions from accounting firms or companies)｣を求める必要性を

排除することにより, ｢FASBの独立性(theindependence of the FASB)｣を

12)なお, 6月の上院･保護法案(2002年)採決に先立ち,下院議会は, 2002

年4月24日に下院･透明性法案を可決した(HouseofRepresentatives

[2002d】p.H1592)｡下院･透明性法案(2002年)では, ｢公開会社を監査

する会計士に対する監督｣の強化, ｢企業責任｣の強化および｢企業の財務

諸表の透明性｣の向上等に取り組むことが規定された(House of

Representatives 【2002C】 p.16)が, FASBの資金調達,独立性および原則

主義に関する規定は,設けられていなかった(cf.House of

Representatives 【2002C])0
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強化することを目指す｡ ｢当委員会の参考人｣は, FASBが,自身の｢独立性｣

を守るために｢保証された資金源｣を必要とすることに｢同意した(agreed)｡｣

FASBに関して,元SEC主任会計士であるMichaelSuttonは, ｢基準設定機関

-の信頼｣を回復するために, ｢FASBの独立した資金｣,すなわち基準設定プ

ロセスの結果に関与する構成員からの寄付に依存しない資金を確保するための,

迅速な措置を講じるべきであると当委員会で証言した｡この法案では, ｢公開会

社｣はFASBの｢年間予算｣を支援するために｢会計支援料｣を支払う必要が

ある(United States Senate 【2002b】 p.13)｡

ここでは,会計事務所と企業からのFASBの独立性を高め,その財源を保証

するために,会計支援料について規定されているが,その際に,元SEC主任会

計士である　Sutton　の証言が引用されていることから, SEC　関係者の証言-

suttonに加えて, Levitt, Ruder, WilliamsおよびPittも同様の証言を行っ

ている-を踏まえた内容であると考えられる｡その後,上院本会議は,上院･

保護法案(2002年)を2002年7月15日に賛成多数で可決させ,上院･保護

法案(2002年)は,両院協議会において,下院議会との調整を経て, SOX法と

して2002年7月30日に成立した(House of Representatives 【2002e】 p.116

STAで 810)｡

4.3.3　Sarbanes-Oxley法(2002年)第108条と第109条の成立

sox法(2002年)は,第108条(a)項において,証券法(1933年)を改

正し, SEC　に,基準設定機関が定める会計原則を｢『一般に認められた』もの

として｣認定する権限がある(HouseofRepresentatives 【2002e】 SEC.108(a):

邦訳【2007]36頁)と規定した上で,基準設定機関の条件として,次のような規

定を証券法(1933年)に加えている｡

1. ｢民間団体(privateentity)｣である｡

2. ｢公益｣に貢献し,その構成員の過半数が,評議会に勤める同時期と,そ

の過去2年間に公開企業会計監視委員会(Public Company Accounting
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OversightBoard :以下, PCAOBと略称) 13)-登録された会計事務所の

関係者ではない評議会(またはそれに相当する機関)を有すること｡

3. SOX法(2002年)第109条の規定に基づき,資金提供を受けること｡

4. ｢メンバーの過半数の議決｣によって, ｢新たに発生した会計問題と企業

実務の変化｣を反映させるために, ｢会計原則｣の変更について迅速に検

討できる手続きを採用していること｡

5. ｢会計原則｣を採用する際, ｢事業環境の変化｣に対応するために,会計

基準を最新のものにする必要性と, ｢公益と投資家保護｣のために｢高品

質な会計基準｣に向けた｢国際的なコンバージェンス(international

convergence)｣を行う必要性または妥当性の範囲を検討すること(House

ofRepresentatives 【2002e】 SEC.108 (a) :邦訳【2007136-37頁)｡

ここでは,基準設定機関に関する5つの条件が規定されており,特に5つ目

の項目は, IASBとのコンバージェンスを求めている14)｡また, SOX法(2002

午)は,第108条(d)項において, SECに対して原則主義に基づく会計制度

に関する調査研究を行い,その結果に関する報告書を1年以内に上院の銀行委

員会と下院の金融サービス委員会に提出するよ　う命じた(House of

Representatives [2002e】 SEC.108 (d):邦訳【2007】37-38頁)｡これは,Breeden,

Hills,TweedieおよびPittの証言を踏まえているであろう上院･保護法案(2002

午)の内容が, SOX法(2002年)第108条として規定されていると考えられ

る｡さらに, SOX法(2002年)第109条は,基準設定機関の財源について次

のように規定している｡

(a)総則一第108条により改正される1933年証券法に従い指定される

｢基準設定機関〔FASB〕｣は,本条の定めに従い,資金を提供される

べし｡

13)PCAOBとは, SOX法(2002年)に基づいて設立されたSEC監視下にあ

る民間の規制団体である｡ PCAOBは,会計事務所の登録,監査基準の設

定,登録会計事務所の検査およびSOX法(2002年)遵守の促進等を任務と
している(Wolketal. 【2013】p.89)｡

14)これに関しては,杉本【2009】73頁も参照｡

221



(e) ｢基準設定機関の年次会計支援料(ANNUALACCOUNTING

sUppoRT)｣一第(a)項にいう基準設定機関の｢年次会計支援料｣

は, ｢委員会〔SEC〕｣の審査のもとで,基準設定機関の予算を支払

い,出費に備えるため,または当該団体に独立して,安定した財源を

提供するために必要または適切と思われる場合には, ｢適切な指名徴収

機関〔PCAOB〕｣により,当該団体に代わって, ｢各発行者(each

issuer)｣に対して,配賦,賦課および徴収されるべし｡

(g)発行者における会計支援料の配賦一第(a)項にいう基準設定機関の

予算の資金を集めるために,本条に基づき発行者から支払われるべき

金額は, ｢当該金額の合計〔FASBが要求して, SECに承認された金

額〕｣に,以下に定める比率を掛けたものに等しい金額において,各発

行者に配賦され,また,当該発行者により支払われるべし｡

(1)その比率の分子は,当該予算が関係する会計年度が始まる直前12

ケ月間における当該発行者の平均月間の株式時価総額である0

(2)その比率の分母は,当該12ケ月間における全ての発行者の平均

月間の株式時価総額である(House of Representatives 【2002e]

SEC.109 (a), (e), (g) :邦訳【2007]38-40頁)｡

ここでは,年次会計支援料について規定されており,Levitt,Ruder,Williams,

suttonおよびPittの証言を踏まえているであろう上院･保護法案(2002年)

の内容が, SOX法(2002年)第109条として規定されていると考えられる｡

年次会計支援料は, SECの審査のもと,強制的に発行者に対して,その株式時

価総額に応じて課され,徴収されるものであるが,その徴収業務は, SECの監

督下にあるPCAOBが担っている(Milleretal.【2016】p.38:邦訳【2017】59頁)｡

ここで明らかなように, Enron事件を受けて, Bushは, 2002年1月に,企

業開示の問題を調査するワーキング･グループを立ち上げるとともに,一般教

書演説において会計基準の問題を取り上げた｡これと並行する形で, 2002年2

月から開催された上院･銀行委員会の公聴会では,細則主義的会計基準から原

則主義的会計基準-の移行という問題-Breeden, Hills, TweedieおよびPitt

の証言-と, FASB　の独立性と資金調達の問題-Levitt, Ruder, Williams,
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suttonおよびPittの証言-が取り上げられた｡このような公聴会での証言と,

ワーキング･グループが2002年3月に作成したBushの10プラン(2002年)

を踏まえて,上院･銀行委員会では,上院･保護法案(2002年)が可決し, 2002

年7月に, SOX法が成立した｡ SOX法(2002年)は,第108条(a)項にお

いて, FASBに対してIASBとのコンバージェンスを求めるとともに, SOX法

(2002年)は,第108条(d)項において, SECに原則主義の研究を1年以内

に行うことを命じている｡また, SOX法(2002年)は,第109条において,

基準設定機関の財源として,年次会計支援料の規定を設けている｡この年次会

計支援料は,発行者の株式時価総額に応じて,強制的に当該企業に対して課さ

れる賦課金であり, SECの監督下にあるPCAOBによって徴収される｡
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図表4.7　SOX法(2002年)成立までの時系列

Bush政権の意向 下院議会

2001年12月

2002年1月

2002年2月

2002年3月

2002年4月

2002年6月

2002年7月

Enron社　経営破綻(12月　2日)

ワーキング.グルー 

プ設置(1月10日) 

大統領一般教書演説(1月　29日)

法案提出 

(2月14日) 

10プラン発表 

(3月7日) 

金融サービス委員会 

公聴会開催 

(3月13日から 

4月9日まで) 

本会議で法案可決 

(4月24日) 

銀行委員会 

公聴会開催 

(2月12日から 

3月21日まで) 

銀行委員会で法案 

可決(6月18日) 

本会議で法案可決 

(7月15日) 

両院協議会開催(7月19日)

上下両院で可決(7月　25日)

大統領の署名により　SOX法成立(7月　30日)

(出所) House of Representatives 【2002aト【2002bト【2002Cト【2002dト

[2002e】, United States Senate [2002aト【2002b】･ 【2002Cト【2003aト

[2003b】およびWhiteHouse 【2002aト【2002bト【2002C】の内容に基

づき,筆者が作成した｡

224



4.4　Sarbanes-Oxley法第108条と第109条によるSECとFASBへの影響

4.4.1　FASBとIASBのコンバージェンス問題

ここでは, SOX法(2002年)の影響を解明することに先立ち, FASBと共同

プロジェクトに取り組んだIASBについて概観する｡ IASB　と国際会計基準委

員会財団(International Accounting Standards Committee Foundation :以

下, IASCFと略称) -現在のIFRS財団(IFRSFoundation) 15)-は, IASCに

代わる機関として, 2001年に設立された(IFRS財団及びIASB【2017】3頁)0

IASBは, IASCFの｢基準設定機関｣であり(IASCF【2002】para.1), IASCF

は, ｢IASBに対する監督組織(the oversightbodyforthe IASB)｣である(Pacter

[20051p.71)｡初期のIASCFの定款は,次のような目的を掲げている｡

(a) IASCF　の目的は,公益のために, ｢世界中の資本市場の参加者とその

他の利用者｣が｢経済的な意思決定｣を行う際に役立つように, ｢財務

諸表とその他の財務報告｣において, ｢高品質で透明性のある比較可能

な情報(high quality, transparent and comparable information)｣を

要求する,｢一組の高品質で理解可能で強制力のあるグローバル会計基

準(a single set of high quality, understandable and enforceable

globalaccounting standards)｣を開発することである｡

(b) IASCF　の目的は, ｢これらの基準の使用と厳格な適用｣を促進するこ

とである｡

(C) IASCFの目的は,高品質な融合に向けて各国の｢国内会計基準と国際

会計基準のコンバージェンス(Convergence of national accounting

standards and lnternationalAccounting Standards)｣をもたらすこ

とである(IASCF 【2002】para.2) 16)｡

ここでは, IASCFの目的として,一組の高品質でグローバルな会計基準の開

15)IASCFは, 2010年に現在のIFRS財団に名称変更した｡

16)これに関しては,辻山【2014141頁も参照｡
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発と各国の会計基準とのコンバージェンスを行うことが掲げられている17)｡世

界中の多くの国々では,その会計基準の大部分がIFRSまたは米国GAAPのい

ずれかに基づいており, ｢これら　2　つの実質的で高度な文献体系〔会計基準〕｣

を無視することはできなかった｡そこで, IASBは, ｢単一のグローバルな会計

基準｣を達成するための方法として, ｢IFRS　と米国　GAAP　のコンバージェン

ス｣に向けて取り組み,これによって,自国の会計基準を保持し続ける国々に

浸透させていくことを狙った(Pacter【2005】p.73)｡したがって, 2002年まで

のIASBは, ｢FASBとの相互的なコンバージェンスのプロセス｣を開始するこ

とを優先事項の1つとしていた(Zeff【20121p.826)0

FASBとIASBは, 2002年9月にNorwalkで行われた合同会議において,

｢国内と国境を超えた〔国際的な〕財務報告の両方(bothdomesticandcross･

borderfinancialreporting)｣で使用されるための｢高品質で互換性のある会計

基準の開発｣に取り組むことに合意した(FASB andIASB 【2002】p.1)｡これ

に関して, Pitt一当時のSEC委員長一は, FASBとIASBのスタッフがSECの

スタッフとともに,コンバージェンス･プロジェクトの範囲について作業を進

め, SECが, FASBとIASBの両方に, ｢会計原則の違い｣を可能な限り取り除

くための｢短期的な解決策｣を開発することを奨励していたことを明らかにし

ている(Pitt【2002]) 18)｡

FASB　は, 2004年　3月に概念フレームワークを改訂することを決定した上

で,これを｢IASBとの共同プロジェクト｣として行うか検討した｡ FASBは,

｢短期的なコンバージェンス｣を達成することを目的とした多くのプロジェク

トと,共同または相互に協力して｢いくつかの主要なプロジェクト｣をIASB

と取り組んできたことを踏まえて, ｢FASBとIASBの共通目標｣が両者の会計

｢基準を収赦させること(standardstobeconverged)｣であり, ｢将来の〔会

計〕基準｣が, ｢共通の概念フレームワーク｣に基づいている場合, ｢コンバー

ジェンス｣を達成する可能性が高くなる(FASAC【2004a]pp.1,8)と述べてい

る｡その後, FASBとIASBは, 2004年10月に｢共通の概念フレームワーク

を開発する共同プロジェクト｣に着手した(FASAC【2004b】p.1)｡さらに,FASB

17) cf.Pacter 【2005] p.71.

18)これに関しては,杉本【2009]82頁脚注14も参照｡
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とIASBは, 2006年に｢IFRSsと米国GAAPのコンバージェンスに向けたロ

ードマップ｣を策定し, 2008年までに｢IASB-FASBコンバージェンス･プロ

グラム｣の目標に向けて取り組むことに合意した(FASBandIASB【20061p.1)0

このように, IASB　は,一組の高品質でグローバルな会計基準の開発と各国

の会計基準とのコンバージェンスを行うことを目的として掲げ,米国とのコン

バージェンスに取り組むことで,各国の会計基準に浸透させることを狙った｡

一方, FASBは, SOX法(2002年)第108条(a)項において, IASBとのコ

ンバージェンスを求められていた｡そのため, FASBとIASBは, Norwalk合

意(2002年)を公表し,両者の会計基準のコンバージェンスが進められること

になり19),これと連動して共通の概念フレームワークの開発に着手した｡

4.4.2　原則主義的会計基準の開発とSFAC改訂の発端

SECは, SOX法(2002年)第108条(a)項の規定を受けて, 2003年に

｢FASBによって設定される〔会計〕基準｣を｢Sarbanes･0Ⅹley法第108条の

下で『一般に認められた』｣ものとして承認する(SEC【2003a】 ⅢE) 20)ととも

に, SOX法(2002年)第108条(d)項の規定を受けて,原則主義的ないし目

的志向型会計基準の開発を強調する『SEC研究』(2003年)を公表した｡ 『SEC

研究』(2003年)では, ｢原則主義的会計基準｣が｢会計目的｣を会計｢基準の

不可欠な部分｣として組み込むとともに, ｢首尾一貫した財務報告の概念フレー

ムワーク｣と一致すべきであるという特徴が示されている(SEC【2003bH C)｡

すなわち, 『SEC研究』 (2003年)で示された原則主義的会計基準の設定は,

｢意思決定有用性を起点とする｣｢概念フレームワークとの整合性｣に焦点が置

かれている(古賀【2010133頁)0

さらに, 『SEC研究』 (2003年)は, ｢収益費用観｣が｢目的志向的な制度｣

の下での基準設定に用いるには｢不適切(inappropriate)｣である一方, ｢資産

負債観｣が, ｢基準設定の取り組み｣においてFASBが概念フレームワークを利

19)これに関して, IASBで中小企業向け会計基準のディレクターを務めた

paulPacterは, SOX法(2002年)がNorwalk合意(2002年)に｢刺激

と支持(impetusandsupport)｣を与えた(Pacter[2005】p.73)と述べて

いる｡

20)これに関しては,杉本【2009】20頁も参照｡
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用する際の｢基礎(fundamental)｣になると述べている(SEC【2003b】 ⅢB, Ⅳ

A)｡すなわち, SECは, ｢収益費用観を排除し｣, ｢原則主義的会計基準の設定

一公正価値重視の姿勢--の転換｣を目指していた(椛田【2017】77頁)と考え

られる｡その上で, 『SEC研究』(2003年)は,概念フレームワークの質的特性

に関して, ｢目的適合性｣, ｢信頼性｣および｢比較可能性｣の間の｢トレード･

オフ｣を行うための指針を明確にするよう　SFAC第2号(1980年)の改訂を

求めている(SEC 【2003b】 ⅣA)~｡

これを受けて, FASBは, 『FASB回答』 (2004年)において, 『SEC研究』

(2003年)の勧告を受け入れ,原則主義または目的志向型会計基準の公表に取

り組むことを表明しているが,その際に, ｢内的に一貫性のある完全な概念フレ

ームワーク｣が, ｢基本原則｣をより強調する｢基準設定アプローチ｣にとって

重要であることから,概念フレームワークの改善が必要である(FASB 【2004】

p.2)と述べている｡このように,『FASB回答』(2004年)は,米国｢議会｣と

｢Sarbanes-0Ⅹley法の命令に従ったSEC｣による｢重圧｣を受ける中で示さ

れたもの(椛田【2013】105頁)と指摘されている｡すなわち, FASBは, SOX法

(2002年)第108条の規定を受けて,意思決定･有用性と公正価値を強調する

原則主義的会計基準を重視して,概念フレームワークの改訂に取り組むことを

なった｡

4.4.3　　SECが管轄する年次会計支援料とFASBの準政府機関化

SOX法(2002年)第109条は, ｢FASBの予算｣に関して重大な変更を行っ

ている(Wolketal.[2013]p.90)｡従来, ｢FASBの運営資金の調達｣は, FAF

によって行われており,その資金は,主に｢企業と監査法人〔会計専門家〕か

らの寄付｣であった(Milleretal.【2016】pp.13･14:邦訳【2017128-29頁) 21)｡

FASBは, SOX法(2002年)第109条が適用される直前の2002年に,総額

5,305,000ドルの寄付金を受けており,その内訳は, ｢企業と銀行(Industryand

bank)｣からの寄付金が2,087,000ドル, ｢会計専門家(accountingprofession)｣

からの寄付金が2,463,000ドル, ｢投資会社(investment firms)｣とその他の

21) cf.Wolket al. 【2013】 p.90.
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支援者からの寄付金が474,000ドル,さらに, 4大会計事務所22)からの実務研

究員の派遣という形を含め, 281,000ドル相当の役務提供を受けていた(FAF

【2004】 p.29)｡

しかし, SOX法(2002年)第109条の規定を受けて,企業,銀行,会計専

門家,投資会社およびその他の支援者からのFASB-の寄付金が, 2003年に停

止され(FAF【2003】p.30),その代わりに, FASBは, 2003年に19,697,000ド

ル23)の年次会計支援料-SECの監督下にある　PCAOBが発行者から強制的に

徴収した賦課金-24)を得た(FAF 【2004】 p.28)｡その際, SECは, ｢FASBと

FAF　の予算案｣とともに, ｢FASB　から提案された〔年次〕会計支援料の審査

(review)｣を行っている(SEC 【2003C】)0

その結果, FASBは,企業,銀行,会計専門家,投資会社およびその他の支

援者からの直接的な寄付金が遮断されたために,寄付を行った企業からの｢基

準設定プロセス｣における｢不適切な影響力(inappropriateinnuence)｣を取

り除き, ｢FASBの独立性｣を高めることになった(Wol丈 et al.【2013】p.90;

Milleret al. 【2016】p.14:邦訳【2017】29頁)と指摘されている｡その一方で,

SECは, FASBの予算を承認した上で,発行者から強制的に徴収した年次会計

支援料25)を, FASBに提供するようになったので, FASBは, ｢プライベート･

セクター(private sector)｣ではあるが,あたかも｢準政府機関(quasi･

governmental)｣のようになった(Wolketal. 【2013】pp.90,93･94)と指摘さ

れている｡

ここで明らかなように,一組の高品質でグローバルな会計基準の開発と各国

の会計基準とのコンバージェンスを目的とするIASB　と, SOX法(2002年)

22)ここでの4大会計事務所とは, PricewaterhouseCoopers, Ernst&

Young, KPMGおよびDeloitte Touche Tohmatsuのことを指す(千代田

【2007】 1008頁)｡

23)その内訳は,米国内企業からの19,161,000ドルと米国外企業からの

536,000ドルである(FAF 【2004】 p.28)｡

24)SOX法(2002年)第109条は,年次会計支援料を米国の｢公金(public

monies)｣とは見なさない(House of Representatives 【2002e】 SEC.109

(C):邦訳[2007]38頁)と規定している｡このように,年次会計支援料は,

公金ではなく,発行者から徴収したものである｡
25)年次会計支援料は,上場している銀行からも徴収されるものと考えられ

る｡
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第108条(a)項でIASBとのコンバージェンスを求められたFASBは,Norwalk

合意(2002年)を公表し,両者のコンバージェンスが進められてきた｡また,

sox法(2002年)第108条(a)項の規定を受けて, FASBは, SECから基準

設定機関として承認されるとともに, SOX法(2002年)第108条(d)項を契

機として,資産負債観と原則主義的会計基準を重視する『SEC研究』(2003年)

が公表されたことで, FASBは,米国議会と　SOX法(2002年)の命令に従っ

たSECからの強い規制を受けながら, IASBとのコンバージェンスと連動する

形で,概念フレームワークの改訂に取り組むことをなった｡そして, SOX法

(2002年)第109条における年次会計支援料-SECの監督下にある　PCAOB

が発行者から強制的に徴収した賦課金一の規定を受けて, FASBに対する企業,

銀行,会計専門家,投資会社およびその他の支援者からの直接的な寄付金が遮

断された結果, FASBは,企業等からの影響力が取り除かれ,その独立性を高

めることになった｡その一方で, SECは, FASBの予算を承認した上で,発行

者から強制的に徴収した年次会計支援料を, FASB　に提供するようになったの

で,あたかも準政府機関のようになることで,企業からの影響を受けにくくな

ってきたと考えられる｡

4.5　おわりに

ここでは,本章で述べた内容を纏めておきたい｡まず, 『予備的見解』 (2006

午)には, 179通のコメント･レターが提出され,信頼性に賛成する見解が,

圧倒的に多数であり,信頼性と親和性のある検証可能性に賛成する見解が,や

や多数である一方,忠実な表現に反対する見解が相当に多数であった｡ただし,

投資家/アナリストと作成者では,信頼性に賛成し,忠実な表現に反対しながら,

忠実な表現の構成要素である検証可能性に反対していた｡これは,忠実な表現

の中に検証可能性を位置づけることに反対しているので,検証可能性自体に対

して反対しているわけではないと推測される｡

ところが,第3章で述べたように, SFAC第8号(2010年)一結果-では,

『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターの多数意見を押し切り,

信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を忠実な表現一公正価値を明示した
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箇所ではトップダウン･アプローチ重視一に置き換え,検証可能性を補強的な

質的特性に降格して位置づけている26)｡その第1の原因は, 2001年のEnron

事件を受けて,2002年に開催された上院･銀行委員会の公聴会において,FASB

の独立性と資金調達の問題-Levitt, Ruder, Williams, SuttonおよびPittの

証言-と,細則主義的会計基準から原則主義的会計基準-の移行-Breeden,

Hills,TweedieおよびPittの証言-という問題が取り上げられたことである｡

第2の原因は,第1の原因の影響を受けて可決した上院･保護法案(2002年)

である｡公聴会の証言は,上院･保護法案(2002年)に反映され, SOX法(2002

午)第108条と第109条の内容は,上院･保護法案(2002年)を踏まえ,両

院協議会での下院側との調整を経て規定された｡第3の原因は,第1と第2の

原因の影響を受けて成立したSOX法(2002年)第108条にある｡SOX法(2002

午)第108条(a)項は, FASBにIASBとのコンバージェンスを求めるととも

に, SOX法(2002年)第108条(d)項は, SECに対して1年以内に原則主

義に関する研究を行うよう命じた｡『SEC研究』(2003年)は,収益費用観を排

除し,資産負債観を重視した上で,原則主義的会計基準の設定一公正価値重視

の姿勢--の転換を目指すとともに, SFAC第2号(1980年)の改訂を求めて

いる｡その後, 『FASB回答』 (2004年)では, 『SEC研究』 (2003年)の勧告

を受け入れ, SFACの改訂に取り組むことが表明された｡

第4の原因は,第1と第2の原因の影響を受けて成立したSOX法(2002年)

第109条にある｡ SOX法(2002年)第109条における年次会計支援料-SEC

の監督下にあるPCAOBが発行者から強制的に徴収した賦課金一の規定を受け

て, FASB　は,企業,銀行,会計専門家,投資会社およびその他の支援者から

の直接的な寄付金が遮断されることによって,企業等からの不適切な影響力が

取り除かれ,その独立性を確保した｡その一方で, SECは,発行者から強制的

に徴収した年次会計支援料を,企業等からの独立性を確保したFASBに提供す

るようになったので, FASB　は,あたかも準政府機関のようになったと指摘さ

26) 『ED:概念』 (2008年)では,忠実な表現が基本的な質的特性に位置づけ

られるとともに,検証可能性を補強的な質的特性に降格して位置づけてい
る｡ SFAC第8号(2010年)は,この点に関して, 『ED:概念』 (2008

年)の内容をほぼ継承している｡
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れている｡

第5の原因は,第3の原因の影響を受けて公表されたNorwalk合意(2002

午)によるIASBとのコンバージェンスの提唱である｡ FASBは, Norwalk合

普(2002年)以後, IASBとのコンバージェンスを進めるため,多くの共同プ

ロジェクトに取り組んでおり, IASB　と共同で行われた概念フレームワーク･

プロジェクトも,IASBとのコンバージェンスと連動する形で行われた｡第6の

原因は,すでに第3章で分析したように,信頼性を忠実な表現に置き換えた『予

備的見解』 (2006年)である｡第7の原因は, 『予備的見解』 (2006年)に対す

るコメント･レターである｡第8の原因は,すでに第3章で分析したように,

信頼性を忠実な表現に置き換えた『ED:概念』 (2008年)である｡そして,こ

れらの複数の原因-①から⑧まで-は,次のように纏めることができる｡

①　(第1の原因)2001年のEnron事件を契機とした,上院･銀行委員会の

公聴会(2002年2-3月)における原則主義的会計基準と, FASBの独

立性に関する証言｡

②　(第2の原因) SOX法(2002年7月)の原型となった上院･保護法案

(2002年6月)｡

③　(第3の原因) SOX法(2002年7月)第108条で規定された, IASBと

のコンバージェンスと,収益費用観を排除し,資産負債観に基づいた原

則主義的会計基準に関する『SEC研究』 (2003年)0

④　(第4の原因) SOX法(2002年7月)第109　条における年次会計支援

料-SECの監督下にあるPCAOBが発行者から強制的に徴収した賦課金

一の規定を契機として,あたかも　FASBが準政府機関のようになってき

たこと｡

⑤　(第5の原因) Norwalk合意(2002年9月)によるIASBとのコンバー

ジェンスの提唱｡

⑥　(第　6　の原因)信頼性を忠実な表現に置き換えた『予備的見解』 (2006

年)0

⑦　(第7の原因) 『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターー信

頼性に賛成する見解が圧倒的に多数であり,忠実な表現に反対する見解
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が相当に多数であった-｡

⑧　(第8の原因)信頼性を忠実な表現に置き換えた『ED:概念』(2008年)｡

ここでの複数の原因-①から⑧まで-の中には,会計基準設定に関する問題

一特に①, ②, ③および⑦に関係する-と, FASB　の独立性に関する問題一特

に①, ②および④に関係する-という　2　つの側面を包含している｡すなわち,

会計基準設定の問題に関する複数の原因は,上院･保護法案(2002年), SOX

法(2002年), SOX法(2002年)第108条の規定を受けて公表された『SEC

研究』 (2003年) -収益費用観を排除し,資産負債観と原則主義的会計基準を

重視-および『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターが挙げられ

る｡

その中で, SFAC第8号(2010年)における忠実な表現が形成されるに至っ

た主要な原因となるのは,米国議会とSOX法(2002年)の命令に従ったSEC

からの強い規制-FASBが,収益費用観を排除し,資産負債観と原則主義的会

計基準を受け入れるべきであるという規制-を受けていたためであると考えら

れる｡さらに,このようなSECの見解を支える重要な制度的基盤には, FASB

の独立性の問題に関する複数の原因が関与しており, ①と②を経て成立した④

SOX法(2002年)第109条における年次会計支援料-SEC　の監督下にある

PCAOBが発行者から強制的に徴収した賦課金一の規定を契機として,FASBが,

あたかも準政府機関のようになることで,企業からの影響を受けにくくなって

きたことがあると考えられる｡
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終　章　本研究の総括

本研究では, SFAC第2号(1980年)とSFAC第8号(2010年)を因果関

係における結果としてとらえ,その結果に至った形成過程一複数の原因を所与

のものとした主要な原因-を解明してきた｡この終章では,本研究で分析して

きた各章を要約し,総括を行う｡第1章では, SFAC第2号(1980年)に係

る公表物のうち,目的適合性と信頼性に焦点を当てて, 『ED:目的』 (1977

午)とそれに対するコメント･レターを分析してきた｡設立当初のFASB

(1973年頃)は,トップダウン･アプローチに基づいた意思決定･有用性と

利用者指向を重視して,会計目的,質的特性-目的適合性を第一義的に位置づ

けている-および利用者の情報要求を主軸に据えた概念フレームワークの開発

を構想していた｡ところが, 『ED:目的』 (1977年)では,目的適合性-トッ

プダウン･アプローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-が,

質的特性の中で最も基本的なもの(the mostfundamental)に位置づけられ

ているが,それ以上の具体的な議論は先送りにされ,両者のトレード･オフに

関しても検討されていない｡そして, 『ED:目的』 (1977年)に対するコメン

ト･レターでは,目的適合性と信頼性に賛成する見解が多数であり,両者-の

支持が第一義的に併存していたかのような状態にあった｡このように,第1

章では, 『ED:目的』 (1977年)とそれに対するコメント･レターの内容を詳

細に明らかにした｡

第2章では,第1章での議論を踏まえて, 『ED:特僅』 (1979年),それに

対するコメント･レターおよびSFAC第2号(1980年)を分析し,目的適合

性と信頼性のトレード･オフの形成過程における複数の原因を所与のものとし

た主要な原因を解明してきた｡まず, 『ED:特僅』 (1979年)では,目的適合

悼-トップダウン･アプローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重

梶-を,質的特性の中で最も基本的なものに位置づけた『ED:目的』 (1977

午)一目的適合性と信頼性を第一義的に位置づけていない-とは異なり,意思

決定のために会計情報を有用なものにする2つの第一義的な特質(thetwo

primaryqualities)に位置づけている｡これは, 『ED:目的』 (1977年)に対

するコメント･レターを反映したかのような内容になっている｡また, 『ED:

234



特僅』 (1979年)では,目的適合性と信頼性を, 2つの第一義的な特質として

明確に位置づけるとともに,両者のトレード･オフが提案されている｡

そして, 『ED:特僅』 (1979年)に対するコメント･レターでは,目的適合

性と信頼性に賛成する見解が多数であり,特に,産業界と8大会計事務所

は,両者に賛成していた｡ FASBは, 1975年と1985年にFAFを通じて,産

業界と8大会計事務所から,相当に多額の寄付金を受け取っていたので,

『ED:特僅』 (1979年)が公表された当時においても, FASBは,産業界と

8大会計事務所から, FAFを通じて相当に多額の寄付金を受け取っているもの

と推測することが可能である｡ SFAC第2号(1980年)では, 『ED:特僅』

(1979年)の内容が概ね継承されており,目的適合性-トップダウン･アプ

ローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を第一義的な質的特

性(primaryqualitativecharacteristic)となっている｡ここでの目的適合性

と信頼性は,対立する場合もあるが,どちらもなくてはならないものであるた

め,両者のトレード･オフが,確立されてきたものと考えられる｡

このように, SFAC第2号(1980年) -結果-では,目的適合性-トップダ

ウン･アプローチ重視-と信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-が2つの

第一義的な質的特性となり,両者のトレード･オフが導入されている｡このよ

うな結果に至った複数の原因は, ①目的適合性と信頼性を最も基本的な質的特

性に位置づけた『ED:目的』 (1977年), ②①に対するコメント･レター, ③

対立する場合も想定される目的適合性と信頼性を2つの第一義的な特質に位置

づけた『ED:特僅』 (1979年)および④③に対するコメント･レターであると

考えられる｡その中で,主要な原因となるのは, ④『ED:特僅』 (1979年)に

賛成するコメント･レターが多数であり, FASB　がこれを受け入れたためであ

ると考えられる｡すなわち, FAFを通じてFASBに相当に多額の寄付金を提供

してきたと推測される産業界と　8大会計事務所が, 『ED:特僅』 (1979年)の

目的適合性と信頼性を積極的に支持していたので, SFAC第2号(1980年)で

は,対立する場合もあるが,どちらもなくてはならないものと見なされる目的

適合性と信頼性のトレード･オフが確立してきたものと考えられる｡

第3章では, 『予備的見解』 (2006年), 『ED:概念』 (2008年)およびSFAC

第8号(2010年)を詳細に分析してきた｡まず, 『予備的見解』 (2006年)で
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は,目的適合性-トップダウン･アプローチ重視-と忠実な表現一公正価値を

明示した箇所ではトップダウン･アプローチ重視-を規定し,従来の信頼性-

ボトムアップ･アプローチ重視-を置き換えている｡次に, 『ED:概念』(2008

午)では, 『予備的見解』 (2006年)と同様,目的適合性-トップダウン･アプ

ローチ重視-と忠実な表現-トップダウン･アプローチ重視-という基本的な

質的特性を規定し,公正価値に関する記述は見当たらないものの,検証可能性

を補強的な質的特性に降格して位置づけている｡

そして, SFAC第8号(2010年)は,トップダウン･アプローチに基づいた

意思決定･有用性と利用者指向を重視した上で,目的適合性-トップダウン･

アプローチ重視-と忠実な表現一公正価値を明示した箇所ではトップダウン･

アプローチ重視-いう基本的な質的特性を規定し,信頼性-ボトムアップ･ア

プローチ重視-を置き換えている｡また,忠実な表現は,完全性,中立性およ

び誤謬がないことを構成要素にしており,特に完全性に関しては,当初原価の

みならず,公正価値の記述も含まれている｡そして, SFAC第8号(2010年)

では,検証可能性を補強的な質的特性に降格して位置づけている｡

このように, SFAC第8号(2010年)は,信頼性-ボトムアップ･アプロー

チ重視-を忠実な表現-公正価値を明示した箇所ではトップダウン･アプロー

チ重視一に置き換え,検証可能性を補強的な質的特性に降格して位置づけてい

るので,公正価値の拡大に繋がると批判されている｡すなわち,ほとんど信頼

できない公正価値に依存して,柔らかい数値を提供する会計報告は,会計数値

の有用性にとって有害となり得るという批判がある｡これが, SFAC　第　8　号

(2010年)の問題点である｡

第4章では,第3章での議論を踏まえて, 『予備的見解』 (2006年)に対す

るコメント･レターを分析した上で, SFAC第8号(2010年)が公表される

契機となった,上院･銀行委員会の公聴会(2002年),上院･保護法案

(2002年), SOX法(2002年), Norwalk合意(2002年), 『SEC研究』

(2003年)および『FASB回答』 (2004年)等を分析し,信頼性を忠実な表

現に置き換えた複数の原因を所与のものとした主要な原因と,それを支える制

度的基盤を解明してきた｡
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すでに述べたように,まず『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レ

ターでは,信頼性に賛成する見解が,圧倒的に多数であり,信頼性と親和性の

ある検証可能性に賛成する見解が,やや多数である一方,忠実な表現に反対す

る見解が相当に多数であった｡ところが,第3章で述べたように, SFAC第8

号(2010年) -結果-では,信頼性-ボトムアップ･アプローチ重視-を忠

実な表現一公正価値を明示した箇所ではトップダウン･アプローチ重視一に置

き換え,検証可能性を補強的な質的特性に降格して位置づけているので,公正

価値の拡大に繋がると批判されている｡そして, SFAC第8号(2010年) -

結果一に至った複数の原因に関しては,次のように纏めることができる｡

①　(第1の原因)2001年のEnron事件を契機とした,上院･銀行委員会の

公聴会(2002年2-3月)における原則主義的会計基準と, FASBの独

立性に関する証言｡

②　(第2の原因) SOX法(2002年7月)の原型となった上院･保護法案

(2002年6月)｡

③　(第3の原因) SOX法(2002年7月)第108条で規定された, IASBと

のコンバージェンスと,収益費用観を排除し,資産負債観に基づいた原

則主義的会計基準に関する『SEC研究』 (2003年)｡

④　(第4の原因) SOX法(2002年7月)第109　条における年次会計支援

料-SECの監督下にあるPCAOBが発行者から強制的に徴収した賦課金

一の規定を契機として,あたかも　FASBが準政府機関のようになってき

たこと｡

⑤　(第5の原因) Norwalk合意(2002年9月)によるIASBとのコンバー

ジェンスの提唱｡

⑥　(第　6　の原因)信頼性を忠実な表現に置き換えた『予備的見解』 (2006

年)｡

⑦　(第7の原因) 『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターー信

頼性に賛成する見解が圧倒的に多数であり,忠実な表現に反対する見解

が相当に多数であった-0

⑧　(第8の原因)信頼性を忠実な表現に置き換えた『ED:概念』(2008年)｡
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ここでの複数の原因-①から⑧まで-の中には,会計基準設定に関する問題

一特に①, ②, ③および⑦に関係する-と, FASB　の独立性に関する問題-特

に①, ②および④に関係する-という　2　つの側面を包含している｡すなわち,

会計基準設定の問題に関する複数の原因は,上院･保護法案(2002年), SOX

演(2002年), SOX法(2002年)第108条の規定を受けて公表された『SEC

研究』 (2003年)一収益費用観を排除し,資産負債観と原則主義的会計基準を

重視-および『予備的見解』 (2006年)に対するコメント･レターが挙げられ

る｡

その中で, SFAC第8号(2010年)において,信頼性を忠実な表現に置き換

えた主要な原因となるのは,米国議会とSOX法(2002年)の命令に従ったSEC

からの強い規制-FASBが,収益費用観を排除し,資産負債観と原則主義的会

計基準を受け入れるべきであるという規制-を受けていたためであると考えら

れる｡さらに,このようなSECの見解を支える重要な制度的基盤には, FASB

の独立性の問題に関する複数の原因が関与しており, ①と②を経て成立した④

SOX法(2002年)第109条における年次会計支援料-SEC　の監督下にある

PCAOBが発行者から強制的に徴収した賦課金一の規定を契機として,FASBが,

あたかも準政府機関のようになることで,企業からの影響を受けにくくなって

きたことがあると考えられる｡

最後に,会計基準(概念フレームワーク)設定の問題と制度的基盤の問題-

FASB　の独立性の問題一に区分しながら,本研究を総括しておきたい｡まず,

すでに述べたように, FAFを通じてFASBに相当に多額の寄付金を提供してき

たと推測される産業界と　8大会計事務所が, 『ED:特僅』 (1979年)に対する

コメント･レターで目的適合性と信頼性を積極的に支持してきたことが主要な

原因なので,目的適合性-トップダウン･アプローチ重視-と信頼性-ボトム

アップ･アプローチ重視-のトレード･オフが確立し,概念フレームワークー

SFAC第2号(1980年) -が形成されてきたが,これは,概念フレームワーク

の設定のみの問題であり,制度的基盤の問題にまで連動していなかった｡

これに対して, Enron事件を契機として, SOX法(2002年)が成立し, FASB

が, SOX法(2002年)の命令に従ったSECからの強い規制-FASBが,収益
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費用観を排除し,資産負債観と原則主義的会計基準を受け入れるべきであると

いう規制-を受けていたことが主要な原因となり,収益費用観と親和性のある

信頼性が忠実な表現に置き換えられ,公正価値の拡大に繋がると思われる概念

フレームワーク-SFAC第8号(2010年) -が形成されてきたが,これは,概

念フレームワークの設定の問題と, SECの見解を支える重要な制度的基盤の変

容という問題にまで連動してきた｡以上のことが,本研究の総括である｡
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